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令和８（2026）年度 学年暦
前 期 開 始 ４月１日（水）

（ 春 季 休 業 ） ４月１日（水）～４月７日（火） （注２）

新入生オリエンテーション ４月２日（木）～４月７日（火）

春 季 入 学 式 ４月３日（金） 学部及び大学院

春 学 期 開 始 ４月８日（水） （注３）

本 学 記 念 日 ５月11日（月）

春 学 期 終 了 ６月９日（火）

夏 学 期 開 始 ６月10日（水） （注３）

夏 学 期 終 了 ８月７日（金）

（ 夏 季 休 業 ） ８月８日（土）～９月30日（水） （注２）

秋 季 学 位 記 授 与 式 ９月25日（金）

前 期 終 了 ９月30日（水）

後 期 開 始 10月１日（木）

秋 学 期 開 始 10月１日（木） （注３）

秋 季 入 学 式 10月２日（金） 学部及び大学院

九 大 祭 ・ 芸 工 祭 10月30日（金）～11月２日（月） 10月30日（金）及び11月２日（月）は、九州大学
学部通則第６条第２項及び九州大学大学院通
則第８条第２項の規定による休業日

秋 学 期 終 了 12月６日（日）

冬 学 期 開 始 12月７日（月） （注３）

（ 冬 季 休 業 ） 12月26日（土）～１月４日（月） （注２）

大 学 入 学 共 通 テ ス ト １月16日（土）～１月17日（日）

冬 学 期 終 了 ２月15日（月）

一 般 選 抜（ 前 期 日 程 ） ２月25日（木）～２月26日（金）

一 般 選 抜（ 後 期 日 程 ） ３月12日（金）

春 季 学 位 記 授 与 式 ３月25日（木）

後 期 終 了 ３月31日（水）

（注）	 １．学事日程は、標準日（期間）を示したもので、学府・学部等で異なることがある。
	 ２．休業日において、特に必要がある場合には授業を行うことがある。
	 　　（九州大学学部通則第６条第３項及び九州大学大学院通則第８条第３項）
	 ３．履修上の授業期間を、春学期、夏学期、秋学期、冬学期に区分する。
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総長あいさつ

九州大学総長　石　橋　達　朗

「九州大学教員ハンドブック 2026」を刊行しま
した。このハンドブックは、新規採用の教員や学
術研究員を主な対象として、大学の運営方針の共
有と法令順守の徹底などを図るため、本学の理念・
方針、運営組織、教育研究体制、服務・倫理規程、
施設設備利用、各種事務手続など広範な事項を簡
潔に分かりやすく掲載しています。

本学は、2021 年 11 月に「指定国立大学法人」
の指定を受け、その構想を基に、今後 10 年間の
大学の方向性、方針を示す「Kyushu University VISION2030」を策定し、本学が目
指す姿として「総合知で社会変革を牽引する大学」を掲げています。そして、その実現
に向けて社会的課題（脱炭素、医療・健康、環境・食料の３領域）の解決と DX の推進
に取り組み、教育・研究はもとより、社会変革に貢献する活動を展開しています。

これを受け、2022 年４月に、社会変革とイノベーションを促す基盤組織として「未
来社会デザイン統括本部」、「データ駆動イノベーション推進本部」及び「オープンイノ
ベーションプラットフォーム（OIP）」を設置しました。2024 年４月に、研究成果の
社会実装をさらに加速化させることを企図して、学内組織であった OIP を九大 OIP 株
式会社として外部法人化しました。両本部及び九大 OIP 株式会社を核として、「総合知
で社会変革を牽引する大学」の実現に向けた取り組みが加速しています。

また、2025 年 10 月には、４つめの機構として、量子科学と宇宙科学という学術の
最前線を横断的に結びつけ、新しい学問領域を切り拓くとともに、社会や産業の発展に
資する技術革新を推進することを目的に「時空量子連携研究機構」を設立しました。オ
ール九大体制で、多様なテーマの分野横断型の研究と教育に取り組み、「総合知で社会
変革を牽引する大学」の実現に資することを目指しています。

国内外の大学・研究機関との連携強化による教育力・研究力の強化にも取り組んでい
ます。2025 年７月には、台湾の国立陽明交通大学と半導体の高度専門人材の育成等に
関する覚書（MOU）を締結し、教育や研究、産学連携などを共同で進める枠組み「ジ
ョイント・キャンパス」の実現に向けた議論を開始するなど、「アジアの玄関口」であ
る福岡に所在するという背景を活かし、アジア地域や環太平洋地域を中心に、世界展開
を進めています。

新たに本学の教員・学術研究員となられた皆様には、本学のビジョンや取組を十分に
理解いただき、その実現に資するよう教育研究活動に取り組んでいただくことを期待し
ています。

本ハンドブックを今後の活動の一助として活用いただければ幸いです。
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九州大学教育憲章
第１条（趣旨）

九州大学は、日本国民のみならず、世界中の人々からも支持される高等教育を一層推進するために、この教育憲章
を定めることとする。

第２条（教育の目的）
九州大学の教育は、日本の様々な分野において指導的な役割を果たし、アジアをはじめ広く全世界で活躍する人

材を輩出し、日本及び世界の発展に貢献することを目的とする。

第３条（人間性の原則）
九州大学の教育は、秀でた人間性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向すること

とする。
⒜ 人間の尊厳を守り、生命を尊重すること。
⒝ 人格、才能並びに精神的及び肉体的な能力を発達させること。
⒞ 真理と正義を愛し、個性豊かな文化の創造をめざすこと。
⒟ 自然環境を守り、次世代に譲り渡すこと。

第４条（社会性の原則）
九州大学の教育は、秀でた社会性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向すること

とする。
⒜ 自由な社会に積極的に参加し、勤労を尊び、責任ある生活を送ること。
⒝ 基本的人権を尊重すること。
⒞ 両性の平等を尊重すること。
⒟ 必要な政治的教養を含む市民的公共性を育成すること。

第５条（国際性の原則）
九州大学の教育は、秀でた国際性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向すること

とする。
⒜ アジアをはじめ全世界の人々の文化的、社会的、経済的発展に寄与すること。
⒝ 種族的、国民的及び宗教的集団の間の理解、寛容及び友好を促進すること。
⒞ 世界の平和に貢献し、将来の世代を戦争の惨害から守ること。
⒟ 国際連合憲章の謳う原則を尊重すること。

第６条（専門性の原則）
九州大学の教育は、秀でた専門性を有する人材を育成し、上記の目的を達成するために、次のことを指向すること

とする。
⒜ 人間性の原則、社会性の原則及び国際性の原則並びに実際の生活に即して、専門性を深化、発展させること。
⒝ 科学技術の発達と学術文化の振興を融合させること。
⒞ 独創性、創造性を重視すること。
⒟ 専門家としての職業倫理を育成すること。
⒠ 学問の自由及び専門家の自律性を尊重すること。

第７条（一体性の原則及び職責の遂行等）
１�．九州大学は、全学一体となって、上記の教育目的及び原則の達成に取り組むこととする。九州大学の教職員及び

学生は自己の使命を自覚し、その職責等の遂行に努めなければならない。
２．前項の職責を遂行するために、教育研究組織の自治及び構成員の身分は尊重されなければならない。 
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九州大学学術憲章
第１条（趣旨）

九州大学は、より善き知の探求と創造・展開の拠点として、人類と社会に真に貢献し得る研究活動を促進してゆ
くために、この学術憲章を定めることとする。

第２条（研究の使命）
⑴ �九州大学は最高学府として、人類が長きにわたって遂行してきた真理探求の道とそこに結実した古典的・人間

的叡知とを尊び、これを将来に伝えてゆくことを使命とする。
⑵ �九州大学はまた、諸々の学問における伝統を基盤として新しい展望を開き、世界に誇り得る先進的な知的成果を

産み出してゆくことを使命とする。

第３条（研究の理念と倫理性）
⑴ �九州大学は、伝統に学びそこに見られる知的探求を尊びつつ、現代に生きる我々に相応しい知の深化と発展とを

指向する。
⑵ �九州大学は、創造的かつ独創的な学術研究を重視し、学問の自由および研究者の自律性を尊重する。
⑶ �九州大学はさらに、人間的叡知と科学的知識との調和に努めつつ、諸々の知の実践的価値を追求してゆく。
⑷ �九州大学は、科学が自然環境と人類の生存とに重大な影響を与えることをつねに顧慮し、自らの良心と良識とに

従って、社会の信頼に応え得る研究活動の遂行に努める。

第４条（研究の社会的・国際的貢献）
⑴ �九州大学は、大学の理念としての真理探求の精神を堅持すると共に、その研究活動を通じて、長期的な視野のも

と、人類の福祉と文化の発展、ならびに世界の平和に貢献してゆくべく努める。
⑵ �九州大学の研究はまた、普遍性と汎用性を目指して広く社会の要請に応え、かつその立地する地域社会に貢献す

るものとなるよう努める。
⑶ �九州大学は、開かれた大学としてその研究成果を学外に開示し、さらには活発な情報発信や人的交流、諸研究機

関や産業界との連携に努めながら、学術研究の国際的拠点となることを目指す。

第５条（教育と研究の融合）
九州大学は、世界的に活躍し得る人材を育成し輩出する使命を有しており、教育と研究との機能を調和・融合さ

せながら、人類の未来を託するに足る人材の養成を目指す。

第６条（一体性と職責の遂行）
九州大学は、教職員と学生とが一体となって、上記の事柄の達成に取り組むこととする。九州大学の教職員と学

生は自己の使命をよく自覚し、それぞれの責任の遂行に努めなければならない。
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▪沿革
九州大学は、1911（明治44）年に医科大学と工科大学の2つからなる九州帝国大学として設置されました。

当時最高学府とされた帝国大学のなかでは、4番目の創設となります。
その後、順次学部の整備が進み、農学部（1919年）、法文学部（1924年）、理学部（1939年）が設置されました。
戦後、1947（昭和22）年に九州帝国大学は九州大学と改称され、学制改革により1949（昭和24）年には新

制九州大学となりました。以後、現在の組織のもととなる文系、理系学部、各研究所等の設置が行われました。
1970年代には、大学院改革の一環として、既存の研究分野の境界領域をカバーする「学際大学院」構想が進

められました。この時期、社会がより高度化・複雑化するに伴い、大学院への要請が多様化したためでした。
この構想の実現が、1979（昭和54）年の総合理工学研究科の設置などにみられます。

1991（平成3）年、九州大学の新キャンパスヘの統合移転構想が評議会決定されました。以後、「九州大学
の改革の大綱案」（1998年評議会決定）等による大学改革を進め、大学自ら長期的な改革計画を策定・実現
するという先駆的取り組みを行ってきました。この大綱案の中核として、「大学院重点化（整備、充実をはか
ること）」（2000年完了）を行い、同時に「学府・研究院制度」を導入しました。この制度は、大学院を教育組
織（学府）と研究組織（研究院）に分離し、各組織を必要に応じて再編できるようにしたものです。これらの改
革を空間的に実現する試みは、新キャンパス統合移転計画に盛り込まれています。

2003（平成15）年10月には、九州芸術工科大学と統合し、新たに芸術工学部、芸術工学府、芸術工学研究院
が誕生しました。この統合により、教育面では多様な授業科目の履修が可能になりました。また、研究面では、
芸術工学と幅広い諸科学との連携による研究を進展させることが可能になりました。

2004（平成16）年4月の国立大学の法人化を機に、「教育」、「研究」、「社会連携」、「国際連携」を重点活動
分野として位置付け、「新科学領域への展開」と「アジア指向」という将来構想を柱に、世界レベルの教育・研
究拠点を目指した改革に取り組んでいます。

2005（平成17）年10月には、福岡市西区元岡・桑原地区、糸島市にまたがる新キャンパス（伊都キャンパス）
が開校し、箱崎キャンパスから工学系の移転が実施され、2006（平成18）年3月には、工学系の移転が完了し
ました。また、生活支援施設及び学生寄宿舎等の学生生活支援施設の整備も進み、最先端の設備・環境の下、
自然とも共生しながら教育・研究が行われています。2009（平成21）年4月には、主に全学教育が行われて
いた六本松キャンパスが伊都キャンパスへ移転し、2015（平成27）年10月には理学系の移転が2018年（平
成30年）10月には、文系、農学系等の移転が完了し、伊都キャンパスへの統合移転事業は完了しました。

2021（令和３）年11月には、「指定国立大学法人」の指定を受け、その構想を基に、今後10年間の大学の方
向性、方針を示す「Kyushu University VISION2030」を策定し、本学が目指す姿として「総合知で社会変革を
牽引する大学」を掲げました。そして、その実現に向けて社会的課題（脱炭素、医療・健康、環境・食料の3領域）
の解決とDXの推進に取り組み、教育・研究はもとより、社会変革への貢献に取り組んでいます。

▪歴代総長
初代 山　川　健次郎（理　　博） 13 代 入　江　英　雄（医　　博）
２代 真　野　文　二（工　　博） 14 代 池　田　數　好（医　　博）
３代 大工原　銀太郎（農　　博） 15 代 武　谷　健　二（医　　博）
４代 松　浦　鎮次郎（法 学 士） 16 代 神　田　慶　也（理　　博）
５代 高　山　正　雄（医　　博） 17 代 田　中　健　藏（医　　博）
６代 荒　川　文　六（工　　博） 18 代 髙　橋　良　平（理　　博）
７代 百　武　源　吾（海軍大将） 19 代 和　田　光　史（農　　博）
８代 奥　田　　　譲（農　　博） 20 代 杉　岡　洋　一（医　　博）
９代 菊　池　勇　夫（法　　博） 21 代 梶　山　千　里（工　　博）

10 代 山　田　　　穣（工　　博） 22 代 有　川　節　夫（理　　博）
11 代 遠城寺　宗　徳（医　　博） 23 代 久　保　千　春（医　　博）
12 代 水　野　高　明（工　　博） 24 代 石　橋　達　朗（医　　博）
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平成23（2011）年に本学が百周年を迎えたことを記念し、
同年5月、山川先生の胸像が、出身地である福島県会津若松市
から寄贈され、伊都キャンパスに据えられました。

明治44（1911）年、新設の工科大学と、従来の京都帝国大学

福岡医科大学を合わせ、総合大学としての九州帝国大学がス

タートしました。この時、初代総長に就かれたのが山川健次

郎先生です。

山川先生は当時の九大生を前に、「己が専門の学問の蘊奥（うんのう）を極め、合せて他の凡ての

ことに対して一応の知識を有して居らんで、即ち修養が広くなければ完全な士と云う可からず」

と訓示しました。これはわが国を代表する基幹総合大学である九州大学に相応しい含蓄あるこ

とばであり、100年経った今でも、九州大学で学ぶ学生に広く語り継がれるべきことばです。

山川先生は嘉永7（1854）年、旧会津藩に生まれ、苦学して米国イェール大学に留学、物理学を修

め、帰国後は東大教授、同総長等を務めました。人格者として知られ、我が国最初の博士の一人（理

学博士）であり、生涯強い愛国心と尚武心を持った教育者でもありました。大正2（1913）年に九

大総長退任後、二度目の東大総長に就き、一時は京大総長も兼任されています。

初代総長　山　川　健次郎
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令和８年度学年暦

総長あいさつ ⅰ

九州大学教育憲章 ⅱ

九州大学学術憲章 ⅲ

沿革 ⅳ

初代総長 山川健次郎 ⅴ

運営方針・計画
九州大学ビジョン2030 1

指定国立大学法人構想 1

中期目標・中期計画 1

管理運営・評価

大学の組織 4

諸会議 4

教員の職位と職務 5

学府・研究院制度 6

基幹教育院 8

高等研究院 8

未来人材育成機構 9

学術研究・産学官連携本部 9

情報統括本部 11

インスティテューショナル・リサーチ室（IR室） 13

コンプライアンス違反通報窓口 14

大学評価 14

将来構想の共創・協働制度 15
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https://e-handbook.kyushu-u.ac.jp/
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九州大学ビジョン2030
九州大学は、指定国立大学法人の指定申請を契機に、2030

年の目指す姿として「総合知で社会変革を牽引する大学」を掲
げ、その実現に向けた大学のビジョンと重点施策からなる

「Kyushu University VISION 2030」を策定しました。
九州大学が有する多様な「知」と「人材」を結集して、自然科学

系や人文社会科学系、さらにはデザインを加えた知による「総
合知」によって、社会的課題の解決とそれによる社会・経済シ
ステムの変革や、新しい価値の創造に取り組んでいます。

★もっと詳しく知るには

・Kyushu University VISION 2030
	 https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/president/vision

◆お問い合わせ先

総長支援室	 � 092-802-2084
	 � 内線：90-2084 

指定国立大学法人構想
九州大学は、2021年11月22日付けで文部科学大臣より

「指定国立大学法人」の指定を受けました。
指定国立大学法人は、国際的な競争環境の中で、世界の有力

大学と伍していくことが求められ、社会や経済の発展に貢献
する取組の具体的成果を積極的に発信し、国立大学改革の推
進役としての役割を果たすことが期待されています。
「Kyushu University VISION 2030」で示したビジョン、

重点施策を踏まえ、指定国立大学法人構想で掲げた各取組を
組織的に推進しています。

◆お問い合わせ先

総長支援室	 � 092-802-2084
	 �  内線：90-2084

中期目標・中期計画
平成16年の国立大学の法人化によって、大学の教育研究の

基本理念や長期的なビジョンに基づいた自律的な運営が可能
となり、大学ごとに中期目標・中期計画を策定するとともに、
業務実績について評価を受けることが義務付けられました。

中期目標・中期計画を策定し、その達成に取り組むことは
国立大学法人に対する公的投資の前提であると同時に、構成
員が大学のビジョンを共有し、定期的な点検・評価を通じて
教育研究の質の向上を図り、計画の進捗に応じた合理的・効
果的な資源配分や計画的・戦略的な大学運営に繋がるという
意義を有しています。

また、文部科学大臣は、中期目標期間終了時に国立大学法人
の組織及び業務全般にわたる検討を行い、所要の措置を講じ
るものとされています。各国立大学法人は文部科学大臣から
提示される組織・業務の見直し内容を踏まえ、次期の中期目
標・中期計画を作成することとなります。

○中期目標・中期計画
中期目標は、大学の理念や長期的な目標を実現するため、６

年間に達成すべき業務運営に関する目標として、国立大学法
人法の規定に基づき、予め大学から提出する中期目標原案を
踏まえ、文部科学大臣が定め国立大学法人に提示されるもの
です。

中期計画は、文部科学大臣より提示された中期目標を達成
するための具体的な計画として、国立大学法人法及び同法施
行規則に基づき大学が作成し、文部科学大臣の認可を受ける
ものです。

国が国立大学法人に求める役割・機能を提示した大綱の中
から、自らの目指す方向性（Kyushu University VISION2030）
を踏まえ、第4期において特に変革を進め、特色化を図る項目
を中期目標として選択し、達成を目指す水準及び達成するた
めの方策や検証可能な指標を中期計画として策定しています。

また、2021年11月に文部科学大臣より「指定国立大学法
人」の指定を受けたことを踏まえて策定しています。

運営方針・計画

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/president/vision
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中期目標・中期計画は、大学の基本的な目標を掲げた「前文」
と、法で定められた
「教育研究の質の向上」
「業務運営の改善及び効率化」
「財務内容の改善」
「自己点検・評価及び情報の提供」
「その他業務運営」
の項目で構成されています。

○年度プラン
年度プランは、文部科学大臣の認可事項ではなく、学内限り

で作成するものです。
中期目標・中期計画の達成に向け、年度プランに取り組ん

でいくことになります。

○部局の中期目標・中期計画
部局の中期目標・中期計画は、文部科学大臣の認可事項で

はなく、学内限りで作成するものです。
本学の中期目標・中期計画の達成のためには、教育研究活

動の現場である部局の取組が重要であることから、本学の中
期目標・中期計画をもとに、部局の教育研究の理念や目的に
基づき、役割や強み・特色を踏まえた中期目標・中期計画を
作成し、その達成に向けて教育研究活動等に取り組んでいく
こととなります。なお、学内共同教育研究センター等につい

ては、規模や人員配置が異なることから、作成を任意としてい
ます。

また、部局の中期目標・中期計画についての進捗管理は部
局において行うこととしています。

★もっと詳しく知るには

・九州大学の中期目標・中期計画等
　（九州大学ホームページの将来計画・大学評価・IR）

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/plan/chuki/

　（IR室Webサイト）
https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/accreditation/plan/

・各国立大学法人の中期目標・中期計画
　（文部科学省国立大学法人等のページ）

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/houjin.htm

◆お問い合わせ先

企画部企画課評価係� 092-802-2176
	 � 内線:90-2176

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/plan/chuki/
https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/accreditation/plan/
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/houjin.htm
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大学の組織
○組織・運営

国の行政組織の一部であった国立大学は、平成16年4月か
らの国立大学法人法の施行により、大学毎に法人格が付与さ
れ、九州大学は、国立大学法人九州大学が設置する大学となり
ました。これにより、国による予算、組織等の規制は大幅に縮
小し、大学の責任で決定できるようになりました。教授会の
合議中心だった運営をトップダウン型に切り替えたことによ
り、大学全体の意思決定の速度を上げるとともに、総長の統率
力を大学運営・経営により効率的に反映させています。

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人法
https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000112

・九州大学学則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000001.
html

・国立大学法人九州大学の運営組織
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/organization/

◆お問い合わせ先

・総務部総務課総務総括係	 � 092-802-2429
	 � 内線：90-2429

諸会議
国立大学法人法で国立大学法人の管理運営等に関する重要

事項を審議する機関として役員会、経営協議会、教育研究評議
会、総長選考・監察会議を置くことが定められています。

また、九州大学では、国立大学法人法に基づき、文部科学大
臣の承認を受けて、運営方針会議を設置しています。

主な会議の概要は下記のとおりです。

（１）運営方針会議
〇国立大学法人法に基づき、運営方針事項（中期目標について

の意見に関する事項、中期計画の作成又は変更に関する事
項、予算・決算の作成に関する事項）を決定するとともに、
決定した事項に基づいて適切に大学経営が行われているか
監督を行う。また、総長の選考について意見を行うことが
できる。

〇構成員：総長、運営方針委員（総長選考・監察会議との協議、
文部科学大臣の承認を得たうえで総長が任命する者）

（２）役員会
○国立大学法人法で、総長が次の事項（運営方針事項を除く。）

について決定しようとするときに、役員会の議を経なけれ
ばならないことと規定されています。
①中期目標についての意見及び年度計画に関する事項
②文部科学大臣の認可又は承認を受けなければならない事

項

③予算の作成及び執行並びに決算に関する事項
④重要な組織の設置又は廃止に関する事項
⑤その他役員会が定める重要事項

○構成員：総長、理事

（３）経営協議会
○国立大学法人法に基づき、経営に関する重要事項を審議
○構成員：総長、理事、病院長、部局長、学外有識者

（４）教育研究評議会
○国立大学法人法に基づき、教育研究に関する重要事項を審

議
○構成員：総長、理事、副学長、研究院長、学府長、学部長、基幹

教育院長、高等研究院長、研究所長、病院長、附属図書館長、
情報基盤研究開発センター長、センター群協議会の議長等

（５）総長選考・監察会議
○国立大学法人法に基づき、総長の選考や解任の申出、大学総

括理事の設置の要否の検討、総長の業績評価等を行う。
○構成員：経営協議会学外委員7名、教育研究評議会評議員7名

（６）役員懇談会・執行部懇談会
○九州大学の組織及び運営に係る諸課題等について、構成員

間の意見交換を行う。
○構成員：総長、理事、監事、病院長（執行部懇談会は左記に加

えて副学長、副理事が参加する。）

（７）役員・部局長懇談会
○役員等と部局長との間で、九州大学の組織及び運営に関す

る情報及び意見の交換を行う。
○構成員：総長、理事、監事、副学長、副理事及び部局長

★もっと詳しく知るには

・九州大学学則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000001.
html

・国立大学法人九州大学の運営組織
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/organization/
committee/

◆お問い合わせ先

・総務部総務課法人運営支援係	 � 092-802-2126
� 内線：90-2126

管理運営・評価

https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000112
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000001.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000001.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/organization/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000001.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000001.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/organization/committee/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/organization/committee/
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教員の職位と職務
○教員の職位と職務内容等

本学の教員の職位と職務内容等については、学校教育法第
92条及び九州大学学則第22条により（表「教員の職位と職務
内容等」をご覧ください。）規定されています。

○関係法令の規定趣旨
従来、大学の教員組織のあり方については、特に、研究面に

おいて、若手の大学教員が柔軟な発想を生かした研究活動を
展開する上で必ずしも適切なものになっていない等の指摘が
なされていました。

学校教育法第92条は、この指摘に応えて平成19年4月1日
から施行されたものであり、次のような趣旨で整備されてい
ます。

・それまでの助手について、自ら教育研究を行うことを主
たる職務とする「助教」と、教育研究の補助を主たる職務
とする「助手」に明確に分ける。

・それまでの助教授について、実態に相応した位置づけを
与えるとともに、国際的な通用性を図る観点から、新たに

「准教授」と位置づける。
・教授、准教授及び助教について、各職が有するべき知識及

び能力等に区別を設ける一方、職務内容を共通に規定す
る。

本学において、教員の具体的な職務分担を定める際には、各
職の位置付け及び職務内容を踏まえ、適切な役割分担と連携
の下で組織的に職務を遂行することができるよう留意する必
要があります。

★もっと詳しく知るには

・�九州大学の新しい教員組織について　－「准教授」・「助教」の
導入をめぐって―

　（平成19年1月29日役員会決定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/27077/arikata.pdf

・九州大学の新しい教員組織の在り方に関するＱ and Ａ
　（平成19年1月29日企画部企画課）

https://www.kyushu-u.ac.jp/f/27079/QandA.pdf

◆お問い合わせ先

・企画部企画課	 � 092-802-2179
	 � 内線：90-2179

kiksomu@jimu.kyushu-u.ac.jp

・学務部学務企画課	� 092-802-5912
	 � 内線：90-5912

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

教員の職位と職務内容等（学校教育法第92条及び九州大学学則第22条より）

職位 各職が有するべき知識及び能力等 職務内容

教授 専攻分野について、教育上、研究上又は実務上
の特に優れた知識、能力及び実績を有する者

学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に
従事する。

准教授 専攻分野について、教育上、研究上又は実務上
の優れた知識、能力及び実績を有する者

学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に
従事する。

助教 専攻分野について、教育上、研究上又は実務上
の知識及び能力を有する者

学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に
従事する。

講師 教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

教務助手
（助手）

その所属する組織における教育研究の円滑な
実施に必要な業務に従事する。

准助教 教授及び准教授の職務を助ける。
（注１）教務助手は、学校教育法第92条第9項の「助手」に該当します。
（注２）准助教は本学独自の職であり、学校教育法第92条第2項に基づき置くこととしています。

https://www.kyushu-u.ac.jp/f/27077/arikata.pdf
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/27079/QandA.pdf
mailto:kiksomu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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学府・研究院制度
学府・研究院制度は、大学院の教育研究組織である「研究科」

を、教育組織としての「学府」（GraduateSchool）と研究組
織としての「研究院」（Faculty）に分離することによって、教
育上の目的を重視した組織編成と研究上の目的を重視した組
織編成にそれぞれ柔軟に対応できるようにするものです。

大学院重点化に伴って、教員の所属は従来の学部から大学
院に移り、さらに大学院を教育組織と研究組織に分離するこ
とにより、学府・学部教育への研究院の枠を超えた教員の多
様な参加が可能となりました。

★もっと詳しく知るには
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/plan/change-past/
research/

◆お問い合わせ先

・企画部企画課企画係	 � 092-802-2179
	 � 内線:90-2179

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/plan/change-past/research/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/plan/change-past/research/
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基幹教育院
九州大学では、「様々な分野において広く全世界で活躍し、

指導的な役割を果たす人材の輩出」を教育の目標に掲げ、全学
一体となって教育に取り組んでいるところですが、多様な課
題を抱えた国内外の社会からの大学教育に対する期待や要請
に応えつつ、国際社会において真にリーダーとして活躍でき
る人材を育成するためには、これまで以上に体系的で幅広い
質の高い教育を充実させていかなければなりません。そのた
めにも、初年次教育から専門教育へ、専門教育から大学院教育
に至る一貫した教育システムの再構築に取り組むこととし、
平成23年10月「基幹教育院」を創設しました。

平成26年度から開始した「基幹教育」は、大学に入学したば
かりの学生に対し、専門教育を学ぶ前に、さまざまな選択肢と
出会う学びの機会を創り、幅広い知識や視野を育成すると同
時に、生涯に渡って自律的に学び続けるアクティブ・ラーナー
としての「学び方を学ぶ」「考え方を学ぶ」ための姿勢と態度

（基幹）を育成することを大きな目標としています。
基幹教育を担う組織が基幹教育院です。基幹教育院は、カ

リキュラム編成などにあたり各研究院等との有機的連携を図
り、基幹教育を充実していくためのマネージャー的役割を果
たします。また、基幹教育は、旧教養部とは異なり、九州大学
の全ての組織の教員の参画（全学出動体制）によって営まれて
います。このことで、大学入学の早い段階から学生は、幅広い
知識や多様な経験やユニークな考えを持つ多くの教員に接す
ることができます。
「基幹教育」は、１年次に基礎的な学びの技法獲得と知の基

礎的体験をする学び、２年次以降に専門の研究を続けながら
専門分野を補強していく学び（高年次基幹教育科目）、さらに
学部教育で培われた能力をさらに高める「大学院基幹教育」か
ら構成されます。

★もっと詳しく知るには

・基幹教育院のウェブサイト
https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

学務部教務課 	 � 092-802-5941
	 � 内線:90-5941

高等研究院
高等研究院は、本学が世界的教育研究拠点として、学界を

リードする卓越した研究成果を上げ、社会に還元するため、本
学の高度な研究を推進する部局を超えた全学的な組織として
平成21年度に設置されました。

○高等研究院のミッション
１）高度な研究活動の展開
２）次世代を担う若手研究者の育成
３）卓越した研究成果の学内外への発信

★もっと詳しく知るには

・九州大学高等研究院ホームページ
https://ias.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

・高等研究院全般について
	 研究・産学官連携推進部研究企画課研究推進係
	 � 092-802-2322
	 � 内線:90-2322

https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/
https://ias.kyushu-u.ac.jp/
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未来人材育成機構
未来人材育成機構は、教育の質向上を図る教育マネジメン

ト組織として設置された教育改革推進本部を改組し、令和5
年4月に設置した組織です。

博士を中心とした国際的に優れた若手研究者を継続的に輩
出できる大学としての人材育成機能強化が求められる中、世
界トップレベルの若手研究者及び博士教育の充実のために
は、博士課程はもとより、その前段階にある修士・学部、さら
に高校も含めた各段階における教育のあり方が重要となりま
す。この認識のもと、本機構は、これまで全学の教育改革を進
めてきた教育改革推進本部の実績・組織の枠組みを活かしつ
つ、入学前から博士課程までを一貫する学びの過程ととらえ、
博士課程を中心として全学的な教育改革及び教育の質の向上
を推進する新たな組織として設置されました。

本機構は、機構長である総長のもと、「教育改革企画室」を
筆頭として、「評価・改善支援部門」、「博士教育改革・研究キャ
リア開発部門」、「学部・修士教育改革部門」、「高大接続改革
部門」及び「産学共創教育部門」が連携・協力することにより、
高大接続から学士・修士・博士課程までを見据えた教育の一
体的な改革を、随時大学教育に関わる様々なステークホル
ダーの意見等を踏まえて迅速かつ継続的に実施し、社会の求
める博士人材を育成・輩出することとしています。

★もっと詳しく知るには

・未来人材育成機構ホームページ
https://mirai.kyushu-u.ac.jp

◆お問い合わせ先

九州大学学務企画課企画調査第一係 	 � 092-802-5912
	 � 内線:90-5912

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

学術研究・産学官連携本部
学術研究・産学官連携本部は、本学における学術研究等の

推進支援及び産学官連携のマネジメント組織として、国立大
学の使命に基づき、学問と社会の発展に貢献することをミッ
ションとしています。

当本部では、研究戦略策定の支援や研究プロジェクトに関
する企画・調整・申請・実施支援、国内外の産学官連携の推進、
知的財産の発掘と権利化など研究者や部局事務等への支援を
行っています。

★もっと詳しく知るには

・学術研究・産学官連携本部ホームページ
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/index.php

◆お問い合わせ先

・研究・産学官連携推進部研究企画課研究総務係
	 � 092-802-2320
	 � 内線:90-2320

https://mirai.kyushu-u.ac.jp
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/index.php
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情報統括本部
情報統括本部は、九州大学における学内外への情報関連

サービスを担うとともに、サイバーセキュリティの強化に取
り組んでいる組織です。学生や職員、さらには学外まで含め
た九州大学の全ての関係者に安全で快適な情報基盤を提供す
ることを使命としています。

○設置目的
情報統括本部は、2007年（平成19年）、全学的な情報基盤

の整備、情報技術を用いた教育・研究及び大学運営に関わる
業務の総合的な支援を行うため設置されました。

サイバーセキュリティセンターは、2014年（平成26年）
12月に、九州大学におけるサイバーセキュリティに関する教
育・研究・その他全ての活動を一元化し、強化するために設
置されました。

○組織図
情報統括本部は、「情報基盤研究開発センター」、「情報シ

ステム部」並びにこれらの組織を中心に学内部局との連携で
設置される「情報環境整備推進室」及び「サイバーセキュリ
ティセンター」の４つの組織を中心として、全学体制で構成さ
れています。（次ページ「情報統括本部組織構成図」）

○業務概要
主な業務概要については、大項目「情報サービス」の頁をご

参照ください。

（１）全学的視野で学内情報通信環境の高度化と利便性の向上
を図り、学生・職員にとって安全で快適な情報基盤と、教育・
研究・診療・業務を支援する情報環境を提供しています。

次の事業活動を通じて学内における情報環境整備を推進
しています。
・ネットワーク事業
・認証基盤事業
・教育基盤事業
・学務教務支援事業
・ソフトウェア事業
・情報共有基盤事業（全学メール・Microsoft 365）
・ISMS運用事業

（２）我が国の学術情報基盤整備の一翼を担うとともに、地域
の拠点大学として域内情報基盤の整備及び利活用の中心
的、指導的役割を担っています。

また、情報基盤研究開発センターの有する国内有数の計
算能力、ネットワークを活用し、全国共同利用ユーザへの
サービスを行うとともに、さらに共同利用・共同研究拠点
として最先端研究を遂行しています。

次の事業活動を通じて全国共同利用・共同研究の情報環
境整備を推進しています。

・HPC（ハイパフォーマンスコンピューティング）事業

（３）サイバーセキュリティセンターは、全学生に対する教育、
専門的な教育、スペシャリスト育成のための教育を行いま
す。

全学生に対する教育は、情報倫理、法律、プライバシー、事
例、機器設定などに関する基礎的な内容を扱い、今後、サイ
バー空間で生活していくうえで、自らが不利益を被ったり、
他人に迷惑をかけない卒業生を社会に輩出します。専門教
育では、各学部の専門で必要となる個別のサイバーセキュ
リティの項目を抽出した教育プログラムを開発し、色々な
分野の専門家がそれぞれ自分に必要なサイバーセキュリ
ティについて学べるようにします。サイバーセキュリティ
のスペシャリスト教育は、高度な技術を扱う講義やサイ
バー演習を通じて、サイバーセキュリティの分野で即戦力
的に働ける人材を育てます。

★もっと詳しく知るには

情報統括本部ホームページ
https://iii.kyushu-u.ac.jp/

サイバーセキュリティセンターホームページ
https://cs.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

情報統括本部
・よろず相談窓口
　（情報統括本部のサービス全般に関すること）

help＠iii.kyushu-u.ac.jp� 092-802-2682
	 � 内線:90-2682
・情報システム部情報企画課
　（情報企画・総務・財務全般に関すること）

sojkikak@jimu.kyushu-u.ac.jp� 092-802-2617
	 � 内線:90-2617
・情報システム部情報基盤課
　�（ネットワーク、全学基本メール、キャンパスライセンス、全学

共通ICカード、教育学習環境支援サービス、教育・研究支援サー
ビス、認証に関するサービス等の提供に関すること）

	 � 092-802-2682
	 � 内線:90-2682
・サイバーセキュリティセンター
　（サイバーセキュリティ教育・研究に関すること）

cs-staff＠cs.kyushu-u.ac.jp� 092-802-2661
	 � 内線:90-2661
・九大CSIRT
　（セキュリティインシデントや不審メール等に関すること）

sec-incident@iii.kyushu-u.ac.jp� 092-802-2617
	 � 内線：90-2617
・情報セキュリティ対策等基本計画室
　（情報セキュリティ対策等基本計画に関すること）
	 � 092-802-2617
	 � 内線：90-2617

https://iii.kyushu-u.ac.jp/
https://cs.kyushu-u.ac.jp/
mailto:help%EF%BC%A0iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:sojkikak%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:cs-staff%EF%BC%A0cs.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:sec-incident%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
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インスティテューショナル・リサーチ室（IR室）
IR室は、大学運営の基盤となる情報の調査・収集・分析お

よび提供により、九州大学の意思決定を支援するため、旧大学
評価情報室を発展的に改組し、平成28年4月に設置されまし
た。〔※IR（Institutional Research）とは、データの面から
大学の意思決定を支援することです。〕

IR室では、学内外のIR情報の収集・整理・分析を通じて大
学の強み弱みを的確に把握し、課題解決に向けた方策を企画・
立案する総長・執行部に対して、エビデンスに基づいた改革・
改善の支援を行い、大学全体の高度化・機能強化に繋げるこ
とをミッションとしています。

○IR室Webサイト
執行部/教職員/一般のステークホルダー別に、本学の保有

するIRデータを公開しています。FACTBOOKやIR関連シス
テムのマニュアル等を公開しておりますので、本学の現状把
握や各種業務にご活用ください。
【URL】
一般公開サイト　https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp
教職員限定サイト　https://www4.ir.kyushu-u.ac.jp

○IRデータリスト
総長・執行部に対して迅速かつ効率的にデータや分析結果

を提供することを目的として、学内に散在する各種IRデータの
収集・精査を行い、IRデータの管理部署やデータ定義を一覧

表示した「IRデータリスト」を作成しております。どこの部署
が、どのような内容、期間のデータを保有しているかを把握す
ることができますので、各種業務において有効活用ください。

＜IR室Webサイトにて教職員限定公開（※下記参照）＞

○FACT BOOK
大学や各部局等の現状を把握し、改革・改善や将来計画策

定に利用していただくことを目的として、IR室で収集した
オープンデータを中心に、経年比較によるグラフ表示等を用
いてFACT BOOKを作成しています。FACTBOOKは、「PDF
版（2024年度まで）」「Interactive版」としてIR室Webサイ
トにて公開しております。「Interactive版」では、知りたい情
報のみを選択し、ニーズに応じてグラフを変化させることが
できます。また、2024年度には、VISION 2030および指
定国立大学法人構想の実現に向けたKPI等のデータを掲載し
た「VISION 2030 Progress Report」を発行し、2025年度に
は「Kyushu University At a Glance」に掲載コンテンツを統
合しました。

＜IR室Webサイトにて学外公開（※下記参照）＞

○�研究力分析ツール「SciVal」、研究者プロファイリング  
ツール「Pure」
IR室では、国内外における研究者自身の研究分野の動向や

研究力の把握、それらの可視化、さらには、研究成果の発信を
行うことによって、本学の国際競争力の向上、研究面での機能
強化を目的として、両ツールを導入しています。

https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp
https://www4.ir.kyushu-u.ac.jp
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★もっと詳しく知るには

・IR室Webサイト
　【一般公開】
	 https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp
　＊�FACT BOOK、VISION 2030 Progress Report2024、At a Glance 
：トップ画面メニューの「IRデータ」配下に掲載

　【教職員限定】
	 https://www4.ir.kyushu-u.ac.jp
　＊�SciVal/Pureマニュアル：トップ画面メニューの「SciVal, Pure & 

Scopus」配下に掲載

・研究力分析ツール「SciVal」
	 https://www.scival.com/home
・研究者プロファイリングツール「Pure」
　【アドミンサイト（教員限定・管理用）】
	 https://kyushu-u.elsevierpure.com/admin/login.xhtml
　【ポータルサイト（一般公開）】
	 https://kyushu-u.elsevierpure.com/

◆お問い合わせ先

・インスティテューショナル・リサーチ室（IR室）
	 企画部企画課分析係	 � 電話　092-802-2145
	 � 内線：90-7027
	 メール　kikir@jimu.kyushu-u.ac.jp

コンプライアンス違反通報窓口
本学では、国立大学法人法又は他の法令若しくは本学の規

則等に違反する事実についての学内外からの通報を受付ける
窓口を設置しています。

○通報窓口
九州大学監査・コンプライアンス室
〒 819-0395 福岡市西区元岡744
ＴＥＬ　092-802-6648
　　　　内線:90-6648
E-mail：tuho＠jimu.kyushu-u.ac.jp

○外部通報窓口
下記URLのホームページをご参照ください。
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance

○通報に当たっての留意事項
・原則として顕名によること。なお、通報者は、悪意に基づく

通報であると認定されない限り、単に通報したことを理由に
不利益な取扱いを受けることはありません。

・通報するに足りる合理的な理由又は根拠を示してください。
・通報は、その内容に応じて、コンプライアンス違反事案に係

る事務を主管している部署に取り次ぎ、又は必要な情報を教
示します。

・通報者は、調査に対し、誠実に協力してください。
・悪意に基づく通報であると認定された場合には、処分などの

必要な措置を講じることがあります。

○その他の通報窓口
次に関する相談・通報はそれぞれの窓口で対応します。
・ハラスメント相談・苦情申し立て

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/harassment/
・研究不正申立窓口

https://www.kyushu-u.ac.jp/f/53749/renraku_ja_20230724.pdf
・研究費の不正使用に関わる通報窓口

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance
・学位審査に関する通報窓口

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/gakuituho/
・学生なんでも相談窓口

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/consultation/

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学コンプライアンス違反通報窓口運用規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000164.html

◆お問い合わせ先

・コンプライアンス違反通報窓口について
	 監査・コンプライアンス室	 � 092-802-6648
	 � 内線:90-6648

大学評価
「大学評価」とは、教育研究水準の維持向上のため、大学の活

動状況を評価し改善していく仕組みです。
国立大学法人である本学は、文部科学省に置かれた国立大

学法人評価委員会による「国立大学法人評価」（以下、「法人
評価」）と、文部科学大臣の認証を受けた機関による「認証評
価」を受審することが法律で義務付けられています。

○国立大学法人評価
国立大学法人評価委員会は、中期目標期間の4年目終了時

及び中期目標期間（6年間）終了時に、各国立大学法人の中期
目標・中期計画に記載された事項の実施状況を検証し、達成
状況を評価します。但し、教育・研究に関する事項については、
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構にその評価の実施
を要請し、その結果を尊重することとされています。
「国立大学法人評価」の結果は、次期6年間の運営費交付金

の算定へ反映されます。

第3期中期目標期間（平成28 ～令和3年度）の本学の評価結果
（判定は6段階）
①教育研究

教育 ―――――――― 達成している
研究 ―――――――― 顕著な成果が得られている
社会連携 ―――――― 上回る成果が得られている
その他 ――――――― 達成している

②業務運営 ―――――― おおむね達成している
③財務内容 ―――――― 上回る成果が得られている
④自己点検・評価 ――― 達成している
⑤その他業務運営 ――― 顕著な成果が得られている

https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp
https://www4.ir.kyushu-u.ac.jp
https://www.scival.com/home
https://kyushu-u.elsevierpure.com/admin/login.xhtml
https://kyushu-u.elsevierpure.com/
mailto:kikir%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tuho%EF%BC%A0jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/harassment/
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/53749/renraku_ja_20230724.pdf
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/gakuituho/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/consultation/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000164.html
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○認証評価
学校教育法により、全ての大学（国・公・私立大学）は、教育

研究の質の保証を目的として、当該大学の教育及び研究、組織
運営及び施設設備の総合的な状況について、文部科学大臣の
認証を受けた者（認証評価機関）により、一定期間毎に、各認証
評価機関が定めた評価基準に基づく評価を受けることが義務
付けられています。
「認証評価」には、大学全体を対象とする「大学機関別認証評

価」（受審期間：7年以内毎）と専門職大学院を対象とする「専
門職大学院認証評価」（受審期間：5年以内毎）があります。

なお、本学は令和3年度に3回目となる「大学機関別認証評
価」を受審し、「大学評価基準に適合している」との評価を受
けました。

本学の評価結果
（受審年度：受審機関）

法科大学院　――「評価基準に適合している」
� （令和５年度：（独）大学改革支援・学位授与機構）
経済学府産業マネジメント専攻
　―――――――「評価基準に適合している」
� （令和５年度：（公財）大学基準協会）
医学系学府医療経営・管理学専攻
　―――――――「評価基準に適合している」
� （令和５年度：（公財）大学基準協会）
人間環境学府実践臨床心理学専攻
　―――――――「評価基準に適合している」
� （令和６年度：（公財）日本臨床心理士資格認定協会）

大学機関別認証評価
　―――――――「大学評価基準に適合している」
� （令和3年度：（独）大学改革支援・学位授与機構）

★もっと詳しく知るには

・IR室Webサイト
https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/accreditation/evaluate/

◆お問い合わせ先

企画部企画課評価係	� 092-802-2176
	 � 内線:90-2176

将来構想の共創・協働制度
●概要

将来構想の共創・協働制度は、大学執行部と部局執行部の
対話により、将来構想を共創して構想の実現に資する中期目
標等を策定し、確実に実施することで大学・部局の機能強化
を図ることを目的とした制度です。

○制度の仕組み
⑴実施方法及び実施時期

中期目標・中期計画期間の6年度間のうち、
1 ～ 4年目：フォローアップ
中期目標・中期計画等で掲げた部局の将来構想の実現に資
する取組の状況や、主要な全学方針等に対する対応状況、現
状における課題、将来構想を踏まえた組織見直し等につい
て意見交換

https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/accreditation/evaluate/
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5年目：次期中期目標等に向けた課題等の確認
当期の取組状況を踏まえ、次期中期目標・中期計画におい
て部局の将来構想の実現に向けて取り組むべき重要課題と
その対応方針等について意見交換

6年目：次期中期目標等の原案策定
大学の次期中期目標等の素案及び５年目の精査結果を踏ま
えて、部局で策定した次期中期目標等の原案について意見
交換

⑵対象部局
①�中期目標・中期計画の策定を義務付ける部局（原則、毎年

度意見交換）
学部、学府、研究院、基幹教育院、共同利用・共同研究拠点、
国際研究所、病院、研究教育機構、情報統括本部、学術研
究・産学官連携推進本部、未来人材育成機構

②�中期目標・中期計画の策定を義務付ける部局のうち、上
記①以外（必要に応じて意見交換）
高等研究院、附属図書館

③�中期目標・中期計画の策定は任意である部局のうち、専
任教員等※が配置されている部局
学内共同教育研究センター等

※部局ポイントによる専任教員、全学管理人員、大学改革活
性化制度による措置教員等

◆お問い合わせ先

企画部企画課	 � 092-802-2174
	 � 内線:90-2174

大学改革活性化制度
大学改革活性化制度は、永続性のある人事好循環を生み出

し、大学や部局の活性化を図ることを目的に、大学や部局の将
来構想の実現に向け、多様で秀逸な研究者（若手・女性・外国
人）の確保により、教育研究活動の更なる強化・向上を図る計
画に対し、厳正な審査を行い、新たな教員の雇用に必要な人事
ポイントを一定期間措置する制度です。

※令和６年度より、制度を一時休止

○制度の仕組み
各部局（共創学部、高等研究院、カーボンニュートラル・エ

ネルギー国際研究所、病院、附属図書館、エネルギー研究教育
機構、アジア・オセアニア研究教育機構、学内共同教育研究セ
ンター、学術研究・産学官連携本部、未来人材育成機構及び
データ駆動イノベーション推進本部を除く。）の人事ポイント
の一部と学内資源の最適化により、新たな教員の雇用に必要
な原資を確保して、申請のあった改革計画を執行部を中心と
する審査体制で審査し、その結果も踏まえて総長が人事ポイ
ント・経費を配分する優先度の高い改革計画を決定します。

＜申請区分＞
・全学改革推進枠（毎年度募集）
総長が定める重点事項又は学問分野に関するもので、組織
整備(新設、改組、再編等）に関する計画や多様で秀逸な研究
者の確保により部局の教育研究活動の維持・活性化を図る
計画が対象
・部局改革推進枠（隔年度募集）
多様で秀逸な研究者の確保により部局の教育研究活動の維
持・活性化を図る計画が対象

○大学改革活性化制度概念図



17

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

＜審査の際の評価項目＞
(1)将来構想

大学や部局の将来構想や達成に向けた計画の明確さ、組織
の強み・弱み分析に基づき改革計画の立案・決定がなされ
ているかなどの観点から審査が行われます。

(2)人事に関する基本的事項
全体の教員配置の計画性、(1)の将来構想や「九州大学教員
人事の基本方針」に掲げる若手・女性・外国人研究者の積
極的な採用などを踏まえた人事がどのように実行されてい
るかなどの観点から審査が行われます。

(3)部局ポイントにより雇用する教員（教員Ｂ）の人事計画
部局で雇用した教員Bの教育研究分野・領域等を決定した
理由、当該教員が秀逸な研究者であると判断した理由など
の観点から審査が行われます。

(4)�配分されるポイントにより雇用する教員（教員K）の人事
計画

大学改革活性化制度で雇用する教員Kの教育研究分野・領
域等を決定した理由、教員Kの配置による効果、テニュアト
ラック審査の予定時期などの観点から審査が行われます。

(5)育成・支援の考え、実施計画
秀逸な研究者に関する育成・支援の計画とその効果などの
観点から審査が行われます。

★もっと詳しく知るには

九州大学ＨＰ（教職員/学生限定>企画）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/plan/kasseika

　上記ＵＲＬに下記の情報が掲載されています。
・九州大学大学改革活性化制度取扱要項
・大学改革活性化制度審査実施要領

◆お問い合わせ先

企画部企画課企画係	� 092-802-2179
	 � 内線:90-2179

教員活動評価
九州大学には、教員の教育研究活動を評価する教員活動評

価制度があり、「九州大学教員活動評価の実施について（基本
方針）」（平成18年3月17日総長裁定）に基づき実施されてい
ます。対象は、全ての常勤の教員です。評価は、部局を単位と
して3年ごとに実施され、評価分野は、「教育」、「研究」、「国
際交流」、「社会連携」及び「管理運営」の5分野となっていま
す。この制度は、平成20年度に正式に開始され、平成23年度
の初回の評価、平成26年度の第２回目の評価、平成30年度の
第３回目の評価、令和３年度の第４回目の評価に続き、令和６
年度に第５回目の評価が行われました。第６回目は令和９年
度に実施される予定です。

教員活動評価の目的は主に次の2つです。
①�教員が自己評価を通じて、自らの教育研究活動等の現状

を把握し、改善向上の手掛かりとすること。
②�部局長は部局内の教育研究等の状況を全体的に把握し、

それを将来構想の検討や教員の支援等に活用すること。
教員活動評価を効率的に実施するため、計画書等書類の作

成・保管など部局での評価作業を支援する「教員活動進捗・
報告システム」（通称：Q-RADeRS）を構築しています。詳
細は次項「教員活動進捗・報告システム（Q-RADeRS）及び
九州大学研究者情報」を参照

★もっと詳しく知るには

・九州大学 教員活動進捗・報告システム
　（Q-RADeRS）

https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/

・IR室Webサイト
https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/accreditation/results/

◆お問い合わせ先

企画部企画課評価係	� 092-802-2176
	 � 内線:90-2176

教員活動進捗・報告システム（Q-RADeRS）
及び九州大学研究者情報

九州大学では教育研究水準の向上と社会的使命を果たすた
め、本学における教育研究活動等の状況について、教員自らが
点検及び評価を行っています。その結果を公表するための仕
組みとして、九州大学は「教員活動進捗・報告システム」（通称：
Q-RADeRS（ キ ュ ー レ ー ダ ー ズ ）（Kyushu University 
Researcher’s Activity Developments&Reports 
System））と「九州大学研究者情報」を運用しています。また、
Q-RADeRSは教員の負担軽減を図るため、学内外のシステム
と連携しています。なお、Q-RADeRSは2024年８月に新シ
ステムへ移行し、2025年4月には教員業績評価機能が追加
されました。

詳細は「教員の業績評価」を参照

○目的
「Q-RADeRS」は九州大学の教員データベースで、「計画管

理機能」と「業績管理機能」により構成されています。このシ
ステムの目的は、九州大学における教育研究水準の向上とそ
の社会的使命を達成するために、教育研究活動等の状況を教
員自ら点検及び評価を行うことにあります。具体的には、（１）
大学経営や将来計画に関する基礎資料を収集、（２）自己点検・
評価および第三者評価への基礎資料、（３）教員が毎年度提出
する「年度活動報告書」への活用、（４）国際交流や社会貢献推
進のための情報公開への活用、（５）学内外からの教育研究活
動に関する調査への対応、の5つの目的を掲げています。
「九州大学研究者情報」は、情報公開を行うために構築され

たウェブサイトです。Q-RADeRSの情報項目のうち、必須公
開と選択公開とされたデータをシステムから抽出し情報公開
を行っています。

こうした目的のために、各教員に教育研究活動の情報を入
力していただいています。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/plan/kasseika
https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/
https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/accreditation/results/
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○実施スケジュール
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○構成と特徴
Q-RADeRSには、大きく分けて7つの項目（教員基本情報、

教育活動、研究活動、社会活動、学内運営、研究資金、病院臨床
活動項目）があります。このうち、研究の情報を中心に、教員
ごとのウェブページに装丁したものを研究者情報で情報公開
しています。また、研究者情報には、次のような特徴がありま
す。

◆月平均約9万5000人にアクセスされています。
◆学術論文や作品などの公開・保存を一元管理する「学術

情報リポジトリ（QIR）」や世界最大級の学術文献データ
ベースScopusをデータソースとした研究業績を集約す
る「研究者プロファイリングツール（Pure）」との連携に
より、研究成果の効果的な情報発信ができます。

◆ ご 自 身 の ペ ー ジ へ の ア ク セ ス 状 況 は、Q-RADeRS
（https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/）か ら 閲 覧 す
ることが可能です。

○システムの運営体制について
システムの基本的事項および専門的事項の調査検討は大学

評価委員会で審議されています。システムの運用はインス
ティテューショナル・リサーチ室が行っています。各教員に
よるデータ入力は、学内・学外の両方から可能で、学内外のシ
ステムとのデータ連携による一括入力など、入力負荷軽減機
能も備えています。

★もっと詳しく知るには

・IR室Webサイト（教職員限定）
https://www4.ir.kyushu-u.ac.jp

　＊�Q-RADeRSマニュアル：トップ画面メニューの「Q-RADeRS」配下に
掲載

・九州大学 教員活動進捗・報告システム（Q-RADeRS）
https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/

　�（学外アクセス時は全学共通ID（SSO-KID）、パスワード（第一

認証）に加え、マトリクスパスワードによる認証（第二認証）が
必要）

・九州大学 研究者情報
https://hyoka.ofc.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

インスティテューショナル・リサーチ室（IR室）
	 企画部企画課分析係	 � 電話　092-802-2145
	 � 内線：90-7027
　メール　kikir@jimu.kyushu-u.ac.jp

教育情報の公表
学校教育法施行規則では、大学が公的な教育機関として、社

会に対する説明責任を果たすと共に、その教育の質を向上さ
せる観点から、公表を行う必要がある教育情報が明確化され
ています。また、令和７年４月1日に、必要な情報を社会に公
表し社会との対話を進める「社会に開かれた質保証」を推進す
るとともに、入学希望者の進路選択等に資するべく、大学が行
う教育研究活動等の状況についての情報公表に関する所要の
規定の整備を行う趣旨で、学校教育施行規則の一部が改正さ
れました。

○公表を行う教育情報について
大学が公表すべきとされている項目は次のとおりです。

（学校教育法施行規則第172条の2第1項）
（１）大学の教育研究上の目的及び卒業又は修了の認定に関

する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針、入学者
の受入れに関する方針に関すること。

（２）教育研究上の基本組織に関すること。
（３）教員研究実施組織、教員の数並びに各教員が有する学

位及び業績に関すること。
（４）入学者の選抜に関すること。

https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/
https://www4.ir.kyushu-u.ac.jp
https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/
https://hyoka.ofc.kyushu-u.ac.jp/
mailto:kikir%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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（５）入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は
修了した者の数、進学者数及び就職者数その他進学及び
就職等の状況並びに外国人留学生の数に関すること。

（６）授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計
画に関すること。

（７）学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当
たっての基準に関すること。

（８）校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究
環境に関すること。

（９）授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関する
こと。

（10）大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に
係る支援に関すること。

（学校教育法施行規則第172条の２第３項）
（11）研究科、専攻又は学生の履修上の区分ごとの、当該大学

院に入学した者のうち標準修業年限以内で修了した者の
占める割合その他学位授与の状況に関すること。

（12）大学院設置基準第十四条の二第二項に規定する学位論
文に係る評価に当たっての基準に関すること。

九州大学では、これらの項目を九州大学概要（年1回刊行）
やウェブサイト（下記URL）で公表することとしています。

また、上記の他にも大学は、教育上の目的に応じ学生が修得
すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努
めるものとすることとされています。（学校教育法施行規則
第172条の2第４項）

★もっと詳しく知るには

・教育情報（九州大学ウェブサイト）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/education/

◆お問い合わせ先

・学務部学務企画課企画調査第二係	 � 092-802-5856
	 � 内線:90-5856

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

FD（ファカルティディベロップメント）
ＦＤが注目される背景と高等教育政策
「求められる大学教育の改善とどう向き合うか」、ＦＤは、そ

のための回答の一つと言えます。少子化や進学率の上昇、高
等教育の国際市場化などの社会の変化により、大学教育の改
善、教育の質保証のための積極的なアクションが必要になっ
ています。
「教育の質保証」は、最終的には輩出した学生の質というこ

とになりますが、その成果は非常に測りにくいものです。よっ
て、教育のプロセスや大学の教育能力も教育の質保証の重要
なファクターであり、また、教育の改善活動の推進は、大学の
自己改善能力とＰＤＣＡサイクル稼働の重要な証左にもなり
ます。

特に90年代以降の教養部廃止の流れの中で、多くの大学で
大学教育開発関連のセンターが設置され、ＦＤの実施を担当

するようになっていました。しかし、第三者評価が義務化さ
れた後も、必ずしも大学教育の大きな改善はまだまだ進んで
いない現状があります。

1998年：大学審議会答申※（1999年に省令で努力義務）
2003年度：専門職大学院設置基準（実施義務）
2007年度：大学院設置基準（実施義務）
2008年度：大学設置基準（実施義務）

※21世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的
環境の中で個性が輝く大学－（答申）

そこで、国の政策面からも、ＦＤは、紹介や推奨の段階を過
ぎ、設置基準上も実施が義務付けられるようになりました。

ここでいう義務とは、教員個人が必ずＦＤ活動に参加しな
ければならないということではなく、機関としての大学組織
が実施する義務を負っているという意味です。

ＦＤの分類と特徴
大学設置基準には、「大学は、当該大学の教育研究活動等の

適切かつ効果的な運営を図るため、その教員及び事務職員等
に必要な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質
を向上させるための研修（次項に規定する研修に該当するも
のを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うもの
とする」（第11条第１項）、「大学は、学生に対する教育の充
実を図るため、当該大学の授業の内容及び方法を改善するた
めの組織的な研修及び研究を行うものとする。」（第11条第
２項）、「大学は、指導補助者（教員を除く。）に対し、必要な研
修を行うものとする。」（第11条第３項）とあり、この部分が、
設置基準に記されたFDに関係する唯一の記述と思われます。
しかし、ＦＤという語が指す意味の範囲は、一般的にもっと広
く捉えられており、大学が教育・学習効果を高めるために組
織的に行う様々な取組という具合に、多少曖昧に理解してお
いてよいでしょう。

そのような多様な取組を、①教員の教育（授業及び指導）能
力の向上のための取組＜ＩＤ＞、②カリキュラム（教育課程）
の開発（改善）のための取組＜ＣＤ＞、③教育効果を高める組
織の開発（改善）のための取組＜ＯＤ＞、と3つに分類する方
法があります。

ＩＤは、設置基準が指す内容のもので、授業や指導法の改善
を目指した取組で狭義のＦＤと言えるでしょう。ＣＤは、カ
リキュラムなど組織的な教育に関するもので、例えば、ＧＰ採
択にいたるまでの部局内の活動は、まさにＣＤの一つと言え
るでしょう。ＯＤは、組織そのものに関することで、学府・研
究院制度を活用した新たな教育組織の創出は、ＯＤの典型で
しょう。

Instructional Development：
教員の教育（授業及び指導）能力
の向上

授業評価、授業参観、教材、シラバ
ス、ＩＴ、ティーチング技法 等

Curriculum Development：
カリキュラム（教育課程）の開発

（改善）

初年次教育、キャリア教育、コー
スワーク、プログラム開発 等

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/education/
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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Organizational Development：
教育効果を高める組織の開発（改
善）

学部・専攻等の設置・改組、大学
教育センター、講座制 等

Professional Development：
教員のキャリア構築

初任者、教員評価、研究倫理、研究
費、知的財産、ハラスメント

また別の視点から、教員のキャリア形成を支援する＜ＰＤ＞
も広義のＦＤとして理解することができます。

全学の体制・取組
［全学ＦＤ］
未来人材育成機構の前身である教育改革推進本部では、学

修者本位の教育を推進する全学指針として平成30年度に「九
州大学教学マネジメント枠組み」を策定し、この方針にそっ
て、各学部・学府における教育の高度化を支援する環境整備
を行うとともに、教育改善を図るためのFDを組織的に実施し
ています。

部局の取組
各学部・学府並びにセンター等の部局において、ＦＤや教

務関係の委員を中心に独自の課題に関するＦＤが行われてい
ます。開催回数は、部局により異なり、年に数回、月に1回な
ど様々です。

ＦＤの形式は、外部の講師を招いた研修会形式、もしくは授
業評価やアンケートの分析など部局内の検討会形式など、部局
の課題やＦＤの目的に応じて多様な形式が取られています。

★もっと詳しく知るには

・未来人材育成機構のホームページ
https://mirai.kyushu-u.ac.jp/

・FDポータル
https://ueii.kyushu-u.ac.jp/fdp/

◆お問い合わせ先

学務部学務企画課企画調査第二係	 �Tel　092-802-5856
	 � 内線:90-5856
	 e-mail　gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

広報活動
本学は、Webサイトや印刷物・プレスリリース等を通じて、

日々膨大な量の情報を発信しています。また、これらの情報
の発信者が九州大学であることが一目でわかるように、視覚
的に一貫性のあるブランドイメージを与えるため、シンボル
ロゴ、名刺やプレスリリースの様式等を統一して、日々の情報
発信に使用しています。

メディアへの情報発信（プレスリリース・会見）
総務部広報課では、九州大学記者クラブ（15社）などマス

コミ各社に対して、主に下記の方法で情報提供を行っていま
す。プレスリリースを検討されている場合や報道に関するご
質問等がありましたら、広報対応ガイドラインをご覧の上、早

めに広報課までご連絡ください。
広報対応ガイドライン、プレスリリースの方法やこれまで

のプレスリリースの内容は九州大学Webサイトでご確認く
ださい。

・九州大学広報対応ガイドライン（教職員限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/
kohoguidline/

・メディアへの情報発信について（プレスリリース・会見）（教
職員限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/
pressrelease/

1．定例記者会見
総長及び関係理事出席のもと、広報担当理事や副学長の司

会進行により定例記者会見を開催しています。九州大学の新
しい取組、社会の関心が特に高い研究発表、学生の取組、各種
イベント等、異なる事項２、３テーマを、メディアを通じて一
般の方にも理解頂けるようわかりやすく発信しています。ま
た、記者からのさまざまな質問等に答える機会でもあります。

2．プレスリリース
随時、E-mailにより、九州大学記者クラブへのプレスリリー

スを行っています。
（�例：九州大学の新しい取組、研究成果発表、各種イベント

の開催、入試情報、新部局長等の決定通知、訃報通知 など）

3．記者説明会
記者からの質問が多数あると想定される場合やE-mailのみ

では正確な情報が伝わらない恐れがある事案等については、
随時、臨時の記者会見や記者説明会（オンライン）を行ってい
ます。
（例：研究成果発表、協定締結、各種式典、事件・事故 など）

【研究成果に関する記者説明会】
研究成果に関するプレスリリースは、社会的関心が高

く、記者の注目度も高いものです。
その内容について記者に十分に把握いただくために

も、必要に応じ記者説明会を開催してプレゼンテーショ
ンを行なっていただくことをお願いしています。せっか
くの素晴らしい研究成果であっても、記者がその内容を
把握できなければ、なかなか報道につながりませんので、
専門的な表現を避け、可能な限りわかりやすい説明をお
願いします。

なお、研究成果に関する記者説明会についてはオンラ
インで開催します。

※英語の研究成果発信について
英文原稿に関しては、サイエンスコミュニケーターによ

る英語での海外研究成果発信ポータル（EurekAlert!）また
は九州大学ウェブサイト（英語版）への記事作成を行って
います。

https://mirai.kyushu-u.ac.jp/
https://ueii.kyushu-u.ac.jp/fdp/
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/kohoguidline/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/kohoguidline/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/pressrelease/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/pressrelease/
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Webサイトによる情報発信
Webサイトには「News（トピックス・研究成果等）」、

「Events」、「Notices（お知らせ）」の3つの掲載場所があり
ます。

掲載にあたってはWebサイトでご確認ください。
また、各部局・プロジェクト等ごとにWebサイトを作成さ

れる際は、ぜひWebサイト作成ガイドラインをご参照くださ
い。

・Webサイトへの掲載手続きについて（教職員限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/keisai/

・Webサイト作成ガイドライン（教職員限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/website_
guidelines

ＵＩ（ユニバーシティ ･アイデンティティ）
ＵＩとは、ユニバーシティ ･アイデンティティの略語です。

大学が自らのアイデンティティを確立し、それを学内外に表
明することで、社会における役割や個性を明確にし、正しい認
知を促し、良いイメージを訴求する一連の活動を指します。

ＵＩはシンボルやロゴタイプなどの視覚的な要素と、運営
方針や戦略といった目に見えない要素から成り立っていま
す。これらは言わば車の両輪であり、歩調を合わせて展開し
ていく必要があります。近年では、目に見えない要素を視覚
化することによって、メッセージを的確に伝え、学内外のコ
ミュニケーションを活性化させることを目的に、多くの大学
でさまざまな取組が行われています。

・ＵＩデザインマニュアル（日・英）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publicity/logo/index_
manual
https://www.kyushu-u.ac.jp/en/university/publicity/logo/index_
manual

1．シンボルロゴ
シンボルロゴは、「ロゴタイプの明確さ」、「使いやすさ」、「国

際性」のコンセプトや、学内外750人以上に行ったアンケート
調査の結果などを基に作成されました。シンボルロゴには7
つのタイプがあり、九州大学が発信するさまざまな媒体で使
用しています。（原則としてシンボルのみの使用はせず、常に
７タイプのいずれかを使います。）

SSO-KIDを有する人は九州大学Webサイトより使用申請
ができます。

なお、九州大学の教職員・学生、同窓会、後援会等並びにそ
の関係者のシンボルロゴ使用については、原則として認めて
おりますが、商業目的の使用は許可しておりせん。例外的に
使用する際には別途契約を必要とします。

・九州大学シンボルロゴについて
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publicity/logo/

2．ＵＩ名刺
【ＵＩ名刺の作成について】
本学の教職員が大学の業務上使用する名刺については、「九

州大学シンボルロゴ」を使用したもの（ＵＩマニュアルに基づ
くもの。以下「ＵＩ名刺」という。）であれば大学経費で作成す
ることができます。大学経費による名刺作成の申し込みは、
九州大学Webサイトの発注依頼ページからのみ受け付けま
す。それ以外の方法での発注依頼は受け付けません。

経費負担の対象者は、本学の教職員を原則とします。ただ
し、事務補佐員、派遣職員などで本学の業務上名刺を使用する
必要がある場合は、使用者の業務等を所属組織で勘案の上、作
成することができます。

なお、ＵＩマニュアルに基づかない名刺や大学の業務に関
係のない情報が記載されたもの及び指定の印刷業者（1社）以

【和文英文垂直方向組み合わせ】 【英文垂直方向組み合わせ】 【和文垂直方向組み合わせ】

【和文英文水平方向組み合わせ】 【英文水平方向二段組み合わせ】

【英文水平方向組み合わせ】

【和文水平方向組み合わせ】

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/keisai/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/website_guidelines
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/website_guidelines
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publicity/logo/index_manual
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publicity/logo/index_manual
https://www.kyushu-u.ac.jp/en/university/publicity/logo/index_manual
https://www.kyushu-u.ac.jp/en/university/publicity/logo/index_manual
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publicity/logo/
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外へ発注されたものについては、大学経費による作成はでき
ません。

【ＵＩ名刺の使用について】
大学経費で作成したＵＩ名刺は、大学の業務（教育・研究、

社会貢献、広報、管理・運営など）に限って使用することがで
きます。

・ＵＩ名刺について（教職員限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/ui_card/

Photo Archives
Photo Archivesは、ブランディングによるレピュテー

ション向上のための取組みの一つとして、教職員が情報発
信する際に利用可能な本学の写真を提供するものです。な
お、写真は、ダウンロード可能（教職員限定）ですので、各種
業務（学内向け資料作成、学会での発表資料及びWebサイ
ト作成等）における広報コンテンツとして、「写真ご利用上
の注意」をご確認の上、積極的にご利用ください。

・Photo Archive（教職員限定）
https://qu365.sharepoint.com/sites/photo-archive

大学紹介動画
大学紹介動画は、本学の魅力発信によるレピュテーション

向上のための取組みの一つとして、テーマ毎に公開していま
す。なお、動画は、一部を除きダウンロード可能（教職員限定）
ですので、各種業務（学外者の訪問対応及び学会等）における
広報コンテンツとして、積極的にご利用ください。

・大学紹介動画（日・英）　※ダウンロード（教職員限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publicity/movie/
https://www.kyushu-u.ac.jp/en/university/publicity/movie/

デジタルサイネージ
学内外への情報発信やインナーブランディングの一環とし

て、各キャンパス内にデジタルサイネージを設置しています。
このサイネージでは、学内情報などのコンテンツを動画形式
で繰り返し配信することで、視覚的に分かりやすく、効果的に
情報を共有できます。ぜひ積極的にご活用ください。

・デジタルサイネージの運用について（教職員限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/digital_
signage

◆お問い合わせ先

九州大学総務部広報課	 � Tel :092-802-2130
	 � 内線:90-2130
	 E-mail： koho@jimu.kyushu-u.ac.jp

研究成果プレスリリースに関する問い合わせ先
	 � 内線:90-2133

	 E-mail： r-press@jimu.kyushu-u.ac.jp

海外発信に関する問い合わせ先
	 E-mail： sysintlkh@jimu.kyushu-u.ac.jp

写真の提供・バーチャル背景・UI ロゴ等に対する問い合わせ先
	 � 内線：90-7009
	 E-mail： syswebkoho@jimu.kyushu-u.ac.jp

　※ＵＩ名刺の発注・注文については所属部局の用度担当係へ。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/ui_card/
https://qu365.sharepoint.com/sites/photo-archive
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publicity/movie/
https://www.kyushu-u.ac.jp/en/university/publicity/movie/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/digital_signage
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/public-relations/digital_signage
mailto:koho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:r-press%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:sysintlkh%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:syswebkoho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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キャンパス移転
●伊都キャンパスの概要

伊都キャンパスは、東西約3㎞、南北約2.5㎞、約272ヘク
タールの広大な敷地です。博多湾の西、糸島半島のほぼ中央
に位置しており、福岡の中心、天神から約15㎞、公共機関で約
40分の距離にあります。

都市の近郊という利便性を持ちながら、玄界灘に望む豊か
な自然が残された静謐な環境にあります。また、ここは、古く
から朝鮮半島などからの往来が盛んであったことを示す遺跡
が数多く存在する歴史ある地域です。伊都キャンパスは、箱
崎地区（文系、理学系、工学系、農学系等）、六本松地区（全学教
育等）、原町地区（附属農場）の3キャンパスを統合移転して整
備されました。人口約2万人、床面積約50万㎡を誇ります。

●�学術研究都市構想に基づく 
伊都キャンパス周辺のまちづくり
伊都キャンパス周辺では、伊都キャンパス誕生にあわせて

ＪＲ九大学研都市駅が開業するなど、九州大学学術研究都市
構想に基づくまちづくりが進んでいます。

伊都キャンパスの隣接エリアである元岡地区では、土地区
画整理事業による拠点づくりが進められ、地区内に大学等の
知の集積とポテンシャルを活かし、福岡市産学連携交流セン
ター、アイキューブオペラ（I3OPERA）、いとLab+を開設す
るなど、産学官連携による共同研究が盛んに行われています。

また、キャンパス南口に位置する泊カツラギ地区（糸島市）
などでも、学生の住まいや研究所施設用地の整備が着々と進
められています。

●箱崎キャンパス跡地利用計画
移転後の箱崎キャンパス跡地の計画的なまちづくりと円滑

な跡地処分に向けて、2012（平成24）年には、その基本的な
枠組みを検討することを目的とし、「九州大学箱崎キャンパ
ス跡地利用将来ビジョン検討委員会」が設置され、2013（平
成25）年2月に、福岡市長と九州大学総長に箱崎キャンパス跡
地利用将来ビジョンを提言しました。

箱崎キャンパス跡地利用将来ビジョンの実現のため、跡地
利用に関して必要な事項を連絡、協議することを目的に、「箱
崎キャンパス跡地利用協議会」が設置され、平成27年3月に
は、「九州大学箱崎キャンパス跡地利用計画」を策定しました。

さらに、この跡地利用計画を踏まえ、まちづくりに共通する
整備ルールや将来の絵姿等を示すことを目的として、「九州
大学箱崎キャンパス跡地グランドデザイン」を平成30年7月
策定しました。

★もっと詳しく知るには

・九州大学伊都キャンパス情報
https://campus.kyushu-u.ac.jp/index.html

大規模事業

https://campus.kyushu-u.ac.jp/index.html
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・箱崎キャンパス跡地利用計画情報
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/campus/hakozaki-
campus/useplan/

◆お問い合わせ先

・施設部施設企画課	� 092-802-2082
	 � 内線:90-2082
・キャンパス計画室	� 092-802-2096
	 � 内線:90-2096
・統合移転推進部統合移転推進課	 � 092-642-7135
	 � 内線:99-7135

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/campus/hakozaki-campus/useplan/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/campus/hakozaki-campus/useplan/
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九州大学基金
九州大学基金は、本学の教育研究、診療等に対する支援とそ

の環境の更なる整備・充実を図ることを目的とし、平成23
（2011）年に設置されました。各種奨学金を初めとした学生
に対する支援や、各種プロジェクトを通じた研究者への支援
を実施しておりますが、それらは全て寄附者からのご厚志に
よって成り立っています。更なる支援拡充のためにも、ぜひ
寄附募集活動へのご理解とご協力をお願いします。

○九州大学基金の事業
－未来を切り拓くリーダーの育成－
学生、研究者が安心して、教育・研究・診療に専念できる環

境を実現し、グローバルに活動する、深い専門的知見と幅広い
教養に支えられた豊かな発想力と判断力を持った指導的人材
を育成するために、次のような事業を展開しています。

＊学生支援助成
次代を担う若者を育てることを目的として、特に優秀な

学部学生に対して奨学金を給付する山川賞や、経済的に困
難を抱えた学業成績が優秀な学生の修学を支援する九州大
学修学支援奨学金など、学生に対して年間１億円規模の支
援助成事業を実施しています。

詳しくはコチラ

＊女性研究者支援助成
若手女性研究者・女子大学院生優秀研究者賞（伊藤早苗賞）
学術上優れた研究成果を挙げた若手女性研究者ならびに

女子大学院生を表彰し、副賞として研究費を授与します。

＊卒業生支援助成
卒業生・同窓会等との連携活動支援
卒業生との緊密なネットワークの形成や同窓会活動を活

性化するための経費等を支援します。

＊使途特定プロジェクト
使途を特定された寄附金を積み立てて、若手研究者育成・

研究支援事業基金や、スタートアップ共創基金など各種プ
ロジェクト事業を実施しています。

詳しくはコチラ

○九州大学基金への寄附
－未来をつくる若者たちのために－
教育・研究・診療等の環境整備を充実し、優秀な人材を継

続的に輩出していくためには、十分な資金が必要です。教職
員、卒業生、企業など、各方面からのご支援により財政基盤を
確立し、事業を展開していきます。

＊寄附の種類
九州大学基金では、大学に一任のほか、いただいたご寄附を

運用し、その運用益を自律的に活用するエンダウメント型基
金、学生に対する支援のための九大生応援基金（一般寄附）と、

特定のプロジェクトに活用する使途特定寄附を募集していま
す。

大学に一任 教育研究の更なる高度化のほか、地域社会
との共創による活動や、ご寄附を適切に運
営するための経費として活用します。

エンダウメント
型基金

「基金（運用原資）の成長」と「教育研究支
援の拡大」の好循環を生み出す仕組みと
して、安定した財政的基盤を築くことを
目的に創設、運用益を大学が必要とする
活動に自律的に活用します。

九大生応援基金
（一般寄附）

次世代を担う若者を育てる山川賞や、海
外留学支援など、主に学生を対象とした
支援助成事業に活用しています。

使途特定寄附 個別の研究や教育のプロジェクトをはじ
め、特定のプロジェクトの実施のために
活用しています。
■研究・教育プロジェクトへの支援
■学部・学府・研究院等への支援
■課外活動団体への支援、など

すべての寄附メニューはコチラからご覧いただけます。

＊寄附の方法等
１．寄附の金額

金額の多少にかかわらずご寄附いただけます。なお、1回
のご寄附は、事務手続きの都合上、1,000円以上（継続的にご
支援いただく場合は年額2,000円以上）でお願いしています。

２．寄附の方法
寄附には、以下の方法があります。リーフレット、振込用紙

等を用意していますので、総務部同窓生・基金課へお問い合
わせください。詳しくはコチラ
（1）クレジットカードによるご寄附
（2）PayPayによるご寄附
（3）指定金融機関からのご寄附
（4）�指定金融機関以外の金融機関、ATM、インターネット

バンキングによるご寄附
（5）遺贈によるご寄附
（6）不動産、株式等によるご寄附

３．領収書
ご寄附を受領後、本学から寄附者様あてに「寄附金領収書」

をお送りします。クレジットカード決済により継続的にご支
援いただいている方には、1年分合計額の領収書を翌年1月
中にお送りします。領収書は確定申告の手続き等に必要です
ので、大切に保管していただきますようお願いします。領収
書の再発行はいたしかねますが、領収書の代わりとなる「寄附
金領収証明書」を発行することは可能です。

九州大学基金

https://kikin.kyushu-u.ac.jp/outline/
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/menu/pj.php
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/menu/pj.php
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/contribution/
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４．税制上の優遇措置
九州大学基金（国立大学法人九州大学）への寄附金は、所得

税法上の寄附金控除の対象となる特定寄附金として、財務大
臣から指定されています。

また、自治体の条例で本学への寄附金が控除対象として指
定されている場合、寄附された翌年の1月1日に当該自治体に
お住まいの方は、個人住民税の寄附金税額控除を受けること
ができます｡ 本学は、福岡県、福岡市、糸島市などから指定を
受けています。その他の自治体については、各自治体の税務
担当課へお問い合わせください。

なお、控除を受けるためには、「寄附金領収書」を添えて所
轄税務署に確定申告を行う必要があります。

＊謝意について
１．寄附者公表、銘板設置、名称付与について

九州大学基金Webサイトや刊行物（別冊九大広報）に寄附
者の氏名等を掲載するほか、 累計寄附額に応じて、銘版（プ
レート）に寄附者の氏名等を掲載します。 また、本学既存の
建物等や教育・研究環境の整備等を目的とした基金の名称に
氏名等を冠することができま
す。（※いずれも公表を希望さ
れない方は除きます。）

詳しくはコチラ

２．栄誉の会、感謝の集いについて
九州大学基金では、寄附者の皆様へ直接感謝の気持ちをお

伝えし、交流を深める機会として、年に一度「栄誉の会」「感謝
の集い」を開催しております。累計寄附額に応じて、「栄誉の
会」「感謝の集い」にご招待させていただきます。

３．九大会員について
継続寄附（年額2,000円以上）または単回寄附（10,000円以

上）をされた方への顕彰制度です。条件を満たせばどなたで
もなっていただけます。

ご寄附申し込み後、「九大会員証」を発行します。
九大会員証を提示することで、学内施設の利用や割引特典、

ホテル・レストラン等の割引特典など多数の特典を受けるこ

感謝の集い 栄誉の会

とができます。
詳しくはコチラ

＊その他の取り組みについて
九州大学基金活動報告書の作成

や、九州大学基金「相続・遺言セミ
ナー」の実施、公式SNSの開設など
様々な活動を行っています。今後
の活動についても、随時、九州大学
基金のホームページ上に掲載して
いきますので、是非ご覧くださ
い。

★もっと詳しく知るには

・九州大学基金ホームページ
https://kikin.kyushu-u.ac.jp

・九州大学基金 公式Facebookページ
https://www.facebook.com/kyudaikikin/

　▼Facebookまたはインターネットから
　　【facebook　九州大学基金】で検索
・九州大学基金 公式X（旧Twitter） 『@kyudaikikin』

https://twitter.com/kyudaikikin

　▼X（旧Twitter）またはインターネットから
　　【X　九州大学基金】で検索
・九州大学基金・九大会員特典 公式Instagram 『kyudaikikin』

https://www.instagram.com/kyudaikikin/

　▼Instagramアプリから
　　【kyudaikikin　九州大学基金】で検索
・九大会員（九州大学基金）公式LINE@アカウント
　▼�LINEアプリから【その他】⇒【友だち追加】
　　⇒【ID検索】『 @iwa1859p 』で検索
　▼LINEアプリからLINEサービス【公式アカウント】
　　『九大会員』『九州大学基金』で検索
　▼QRコードから

https://line.me/R/ti/p/%40iwa1859p

・九州大学基金紹介動画
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/news/view.php?cId=1455&amp;r_
search=&amp;mode=1&amp;page=1

◆お問い合わせ先

・総務部同窓生・基金課	 � TEL :092-802-2150
	 � 内線:90-2150

E-mail:k-kikin@jimu.kyushu-u.ac.jp

活動報告書はコチラ

九州大学基金銘板@椎木講堂２階 別冊九大広報

https://kikin.kyushu-u.ac.jp/
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/info/news/view.php?page=1&r_search=&r_division=0&cId=2387
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/aboutus/care.php
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/contribution/benefits.php
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/aboutus/pamphlet.php
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/info/news/view.php?page=1&r_search=&r_division=0&cId=2392
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/info/news/view.php?page=1&r_search=&r_division=0&cId=2392
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/news/view.php?cId=1039&mode=1
https://kikin.kyushu-u.ac.jp
https://www.facebook.com/kyudaikikin/
https://twitter.com/kyudaikikin
https://www.instagram.com/kyudaikikin/
https://line.me/R/ti/p/%40iwa1859p
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/news/view.php?cId=1455&amp;r_search=&amp;mode=1&amp;page=1
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/news/view.php?cId=1455&amp;r_search=&amp;mode=1&amp;page=1
mailto:k-kikin%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/aboutus/pamphlet.php
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予算
国立大学法人である九州大学の予算は、本学が実施する教

育・研究・診療等において、資金面での拠となるものです。
本学における収入予算においては、運営費交付金や自己収

入が大きな割合を占める一方で、本学の教育・研究活動を進
展させるためには産学連携等研究収入等の外部資金の獲得が
不可欠であり、その獲得にも努めているところです。支出予
算においては、予算額全体のうち、教育研究費や診療経費と
いった業務費が大きな割合を占めています。

★もっと詳しく知るには

・INTEGRATED　REPORT（統合報告書）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/report/

◆お問い合わせ先

・予算について
	 財務部財務企画課総括予算係� 092-802-2341
	 � 内線:90-2341

決算
国立大学法人は、「国民の税金」である運営費交付金、学生

の授業料、附属病院の収入、外部資金等を運営資金として国か
ら負託された教育研究診療等の業務を行っています。そのた
めに、国民その他の利害関係者に対し、財政状態や運営状況に
関する説明責任を果たすとともに、自らの財政状況を客観的
に把握する観点から、国立大学法人会計基準等に従い会計及
び決算を行っています。

○決算の実施
本学では月次決算、中間決算、期末（年度末）決算を実施して

います。国立大学法人の会計は発生主義をとっており、教職
員が物品の購入等を行った場合はその事象の発生した月にす
みやかに手続きを行うこととされています。（「『国立大学法
人会計基準』及び『国立大学法人会計基準注解』報告書」）

○決算の公表
国立大学法人は毎事業年度、財務諸表等を作成し当該事業

年度の終了後三月以内に文部科学大臣に提出し承認後、官報
に公告し、ホームページ等でも広く一般に公表することが義
務付けられています。また、国立大学法人の財務諸表等は、検
証可能な形で作成し、公表しなければならないとされていま
す。

財務

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/report/
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○決算の分析
本学では、財政状態や運営状況の把握や改善に資するため、

本学の対前年度との比較分析を行うとともに、全国における
本学の位置付けを把握するため他大学との比較分析を行い、
学内の会議等で報告しています。

★もっと詳しく知るには

・九州大学の財務諸表等
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/financial_
statements/

・INTEGRATED   REPORT（統合報告書）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/report/

◆お問い合わせ先

・決算について
	 財務部財務企画課決算総括係� 092-802-2380
	 � 内線:90-2380 

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/financial_statements/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/financial_statements/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/report/
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九州大学の学士課程教育
九州大学の学士課程教育（いわゆる学部段階の教育）の授業

科目は大きく「基幹教育科目」と「専攻教育科目」に分けられ、
基幹教育と専攻教育とは有機的な連関のもとで4年（医学部
医学科・歯学部・薬学部臨床薬学科は6年）一貫の教育とし
て行われます。専攻教育は、専門性を高めるべく各学部・学
科の責任で実施される一方で、基幹教育は、本学の総合大学と
しての機能を活かす形で、すべての研究院、研究所、学内共同
教育研究センター等の教員が全学的に協力し一体となり実施
しています。（※詳しくは基幹教育の項を参照してください。）

基幹教育科目と専攻教育科目については、学部・学科ごと
に履修すべき科目や単位数が定められています。

平成5年度までは、教養部において教養課程（医・歯学部は
進学課程）の所定の単位を修得し、専門課程（学部）に進学して
いましたが、教養部廃止後は、学士課程を「一貫」教育と位置付
け、今日のシステムを構築しています。

教育課程の変遷

★もっと詳しく知るには

・教育課程の概要
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/class/curriculum/summary/

◆お問い合わせ先

・基幹教育について
	 学務部教務課基幹教育教務係 � 092-802-5941
	 � 内線:90-5941
・教育課程全般について
	 学務部学務企画課� 092-802-5912
	 � 内線:90-5912

～平成５年度

教育課程
「教養課程」 「専門課程」

－（進学）→
教育内容 一般教育 専門教育
実施組織 （教養部） （各学部）

現在
「学士（一貫）課程」

基幹教育 ＋ 専攻教育
（全学）　　（各学部）

基幹教育
九州大学では、新たな知や技能を創出し、未知な問題を解決

していく上での幹となる「ものの見方・考え方、学び方」を育
む基幹教育を行い、生涯にわたって自律的に学び続けるアク
ティブ・ラーナーの育成を目指し、平成26年度から基幹教育
カリキュラムを行っています。

基幹教育カリキュラムは、初年次～学部～大学院～社会へ
と続く学びの成長を支持する幹をつくる体系として構成さ
れ、専門領域に閉じることなく、価値観の異なる他者との間で
多様な知を交流させ、新たな知を創造していく「他者や状況に
開かれた」発想対話型の学びや、躓きや失敗から学ぶ「過程を
重視した教育」を重視しています。

また、基幹教育カリキュラムは、各学部が掲げる人材育成像
に立脚した学位プログラムとの整合性をもって編成され、学
部専攻教育との相互作用により専門性の深化を図ります。

○構成
基幹教育カリキュラムの構成は次のとおりです。
基幹教育セミナー、課題発見科目、学術アプローチ科目、言

語文化科目、文系ディシプリン科目、理系ディシプリン科目、
サイバーセキュリティ科目、健康・スポーツ科目、総合科目、
高年次基幹教育科目

○履修方法
基幹教育科目は、学部1年次に37単位を修得することを標

準としており、学部2年次以降は11単位の修得を目安として
各学部で設定しています。

★もっと詳しく知るには

・九州大学ホームページ　基幹教育院
https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

・学務部教務課基幹教育教務係
	 � 092-802-5941
	 � 内線:90-5941

教育

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/class/curriculum/summary/
https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/
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全学出動体制
基幹教育の授業は、本学の教育の基盤であるため、専攻教育

との有機的な連関のもとに全学が一体となって実施されてお
り、その充実のためには、全ての教員の協力が不可欠です。

○現在の状況
大学設置基準の大綱化に伴い、それまで教養教育を担って

いた教養部が平成6年に廃止されました。教養部廃止後は、
「各部局に分属された旧教養部の教員数」並びに「統合等によ
り新たに設置された医学部保健学科及び芸術工学部の学生
数」に基づいて算出された担当コマ数により全学共通教育の
授業を実施していましたが、旧教養部教員の減少や部局間の
不均衡といった課題も生じていました。

平成26年度から開始した基幹教育カリキュラムへ移行す
る際には、これまでの担当コマ数の算出方法を改め、各研究院
等の所属教員数に応じて割り振りを行う全学出動体制の基本
方針を定めました。（一部の科目においては、教育の質保証の
ために、科目内容を踏まえて各研究院等に事前に割り当てを
行っています。）

この基本方針に従い、基幹教育院主導による全学出動体制
を構築することで、基幹教育カリキュラムの充実を図ってい
ます。なお、担当コマ数の算出方法は、カリキュラム改定や組
織改編等の状況に応じて継続的に見直しを行っています。

★もっと詳しく知るには

・九州大学ホームページ　基幹教育院
https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

・学務部教務課基幹教育教務係
	 � 092-802-5941
	 � 内線:90-5941

九州大学の大学院教育
九州大学の大学院教育は、学府（他大学の研究科に相当）を

単位に行われます。（※制度について、詳しくは、学府・研究
院制度の項を参照してください。）また、学府共通の科目とし
て、大学院基幹教育科目が開講されており、本学の大学院教育
の特徴の一つとなっています。（※詳しくは、大学院基幹教育
の項を参照してください。）

九州大学の大学院には、20学府、4専門職学位課程があり、
学位は、修士課程（博士前期課程）修了者及び一貫制博士課程
において修士課程の修了に相当する要件を満たした者に修士
を、博士後期課程（3年制）、一貫制博士課程（5年制）、博士課程

（4年制）の修了者に博士を、また専門職学位課程は、修士（専
門職）及び法務博士（専門職）を授与しています。

◆お問い合わせ先

・大学院の学位について
	 学務部教務課教務・学務情報係
	 � 092-802-5935
	 � 内線:90-5935

大学院基幹教育
大学院基幹教育は本学で学ぶ大学院生を対象に開講するも

ので、基幹教育院の統括のもと、全学の協力により運営がなさ
れ、平成27年度から一部科目の開講を始めて、平成28年度か
ら本格実施しています。

○理念
大学院基幹教育は、大学院における専門教育で培われる確

かな学問体系とともに、高度で広範な視野と思考力を身に付
けることで自由な発想と柔軟な思考で創造的・批判的に現代
社会が抱える問題・課題に取り組み建設的な解決策を創出で
きる人材の養成を目指します。学士課程における基幹教育と
同じ考え方に基づき、「学びの幹」として磨いてきた「ものの
見方・考え方・学び方を学ぶ力」、「真理を求め、自律的に学
び続ける態度」をさらに高めるものです。

大学院の教育課程

年限
4

博士課程
（医・歯・薬

（臨床））

5（3） 3
博士後期
課程 一貫制

博士課程

博士後期
課程（後
期のみ）

4（2） 2
3（1） 1

2 学士6 修士
課程

博士前期
課程

専門職学位
課程　　　 学士課程

（6年制）1 学士5
学士4 学士4 学士課程（4年制）

※1　ここでの年限は標準年限
※2　専門職学位課程の標準修業年限は2年（法科大学院にあっては3年）

https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/
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○目的
基幹教育を教育の根幹に据えることによって、自律的に学

習し続ける主体としての「アクティブラーナー」を育成するこ
とを九州大学は目標としています。この目標のためには基幹
教育は学部教育で閉じるものであってはなりません。初年次
基幹教育、高年次基幹教育と連携しつつそれを継承し、発展さ
せる必要があります。学びの根幹としての基幹教育は大学院
教育においても重要な役割を果たさなくてはなりません。

大学院教育の重点は、も
ちろん各専攻における専門
教育にあります。それゆえ
大学院における基幹教育
は、専門教育と相補的な役
割を果たすべきです。この
考えに基づき、大学院基幹
教育の中心となるべき「基幹科目群」では、汎用的な能力を開
発すること、また将来の高度な知識を持った職業人、あるいは
教育者・研究者にとって必要な知識・技術の基盤を提供する
ことを目的とします。それは基幹教育の仕上げであるような
高いレベルのリテラシー教育、いわば「ハイエンドリテラ
シー」教育を目指しています。

学士課程における基幹教育と同様に、大学院基幹教育にお
いても座学を中心とした単なる知識の伝授を避け、双方向的
で学生のアクティビティを中心とした新しいタイプの科目を
開講します。高度な専門性を身につけつつある大学院生が、
自分と異なる専門分野の学生と協同して学習に取り組むこと
で、多様な観点を統合して問題を発見し解決する方法や能力
を実践的に身につけることが可能となります。分野にとらわ
れない普遍性のある能力を開発し、複雑な問題の多面的な理
解を目指しながら、専攻における研究の遂行・発展にも実践
的に役立つ科目群を用意します。教員が（研究室での活動と

の有機的・補完的な有用性に着目し）履修することを指導す
る学生に推奨するような科目を目指します。

○構成等
大学院基幹教育は、理念・目的に則したその中心となる科

目による「基幹科目」群とセンターや学府等からの自主開講科
目による「展開科目」群により構成されます。

自主開講科目については、開講の申し出に基づき、審査のう
え展開科目群に位置付けられることとなります。（開講に係
る経費、人的支援等は原則として講義提供者の負担となりま
す）

開講の申し出については、原則として、前期・後期分ともに
前年度の１月としています。手続き等については問合せ先ま
で照会願います。

なお、開講にあたっては、5，６限や土・日曜日の集中講義
など大学院生が履修しやすい時間帯に授業を設定するよう努
めています。

★もっと詳しく知るには

九州大学基幹教育院ホームページ
https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/campus_life/gs/

◆お問い合わせ先

学務部教務課教務・学務情報係	 � 092-802-5935
	 � 内線:90-5935

gapkyomu@jimu.kyushu-u.ac.jp

教育の質保証
九州大学教学マネジメント枠組み

九州大学は、学修者本位の教育を推進する全学指針として、
平成30年度に「九州大学教学マネジメント枠組み」を策定し

【九州大学教学マネジメント枠組み】

https://www.artsci.kyushu-u.ac.jp/campus_life/gs/
mailto:gapkyomu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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ました。「九州大学教学マネジメント枠組み」では、学科・専
攻ごとに掲げる人材育成目標が、日々の教育の中で具体化さ
れることを目指しています。すなわち、学生が、学位プログラ
ム（教育課程）を構成する授業科目一つ一つの到達目標を達
成していくことで、卒業時には、学位プログラム全体としての
学修目標を達成できているようにすることを目指していま
す。そのために、「教育の目標設定、計画・実践、評価、改善」
のサイクルを、学位プログラムのレベルと授業科目のレベル
に分けて整理し、両者が整合するための仕組み（システム）を
整備するとともに、その理念が教育現場で活かされるように、
授業内容・方法の高度化を推進しています（表参照）。

★もっと詳しく知るには

・未来人材育成機構ホームページ
https://mirai.kyushu-u.ac.jp/curriculum/framework/

◆お問い合わせ先

九州大学学務企画課企画調査第二係
	 � 092-802-5856
	 � 内線:90-5856

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

カリキュラム・マップ｜3ポリシー
九州大学では、「九州大学教学マネジメント枠組み」に基づ

き、平成30（2018）年12月から令和2（2020）年9月にかけ
て、既存の3ポリシー及びカリキュラム・マップを見直し、更
新しました。

本学では、当初より学位プログラムを単位に3ポリシーを
整理してきましたが、上記による見直しでは、ディプロマ・ポ
リシーの妥当性を国内学の学問分野別参照基準などに基づい
て確認したうえで、その達成を実現するために編成されたカ
リキュラムの体系性及び内部質保証の仕組みについて、カリ
キュラム・ポリシーにおいて丁寧に説明し、その思想を九州
大学カリキュラム・マップにおいて具体化しています。九州
大学の3ポリシーとカリキュラム・マップには、世界最高水
準の教育・研究指導を提供しようと切磋琢磨する本学教職員
の熱意が表現されています。

★もっと詳しく知るには

・未来人材育成機構ホームページ
https://mirai.kyushu-u.ac.jp/curriculum/map-policy/

◆お問い合わせ先

九州大学学務企画課企画調査第二係
	 � 092-802-5856
	 � 内線:90-5856

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

ステークホルダー調査
九州大学では、学生・保護者・入学希望者・卒業後の進路先・

幅広い社会一般の皆様に対して、本学における教育の取組に
ついて積極的に説明責任を果たすため、情報公表の取組の一

環として、令和２年度からステークホルダー調査を実施して
います。同調査は、「卒業生・修了生調査（卒業・修了時に実
施）」、「学生調査（在学生を対象）」、「卒業後調査（既卒・既修
了者を対象）」及び「企業調査（進路先の企業等を対象）」から構
成しています。

★もっと詳しく知るには

・未来人材育成機構ホームページ
https://mirai.kyushu-u.ac.jp/curriculum/stakeholder/

◆お問い合わせ先

九州大学学務企画課企画調査第二係	 � 092-802-5856
	 � 内線:90-5856

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

教育の国際化
九州大学は、平成21年度に開始した文部科学省の「国際化

拠点整備事業（グローバル30）」に採択され、それ以降、教育の
国際化を加速し、アジアを代表する世界クラスの教育・研究
機関としての機能を強化するための取組を行ってきました。
さらに、平成26年度に採択された「スーパーグローバル大学
創成支援事業」のもと、外国人留学生の増加と並行して、日本
人学生の海外留学の増加も目指し、一層の国際化を推進して
きました。これまでの成果に基づき、本学が掲げる目標「異な
る価値観に触れ、国際感覚を持った人材の養成」（第４期中期
目標）に加えて「Kyushu University VISION 2030」におけ
る「国際社会においてリーダーとなる人材の輩出」を念頭に置
き、日本人学生の海外留学と外国人留学生の受入れを戦略的
かつ体系的に進めています。

○教育の国際化促進
次のような施策により、留学生数の増加を図ります。

（１）2学部及び全大学院に国際コースを設置
令和７年４月１日現在、英語による教育だけで学位が取得

できる国際コースを、工学部・農学部の2学部、及び全大学院
18学府（法務学府（法科大学院）、マス・フォア・イノベーショ
ン連係学府、人文情報連係学府を除く）に合計69コース設置
しています。

（２）留学生指導・相談
留学生センターの留学生相談室では、専門の教員（カウンセ

ラー）が留学生に関する様々な相談（修学・研究上（授業料や
奨学金、進級、研究室での人間関係など）や生活上（事故、病気、
住居、家族など）の相談、メンタルヘルスに関する相談など）を
受け付けるとともに、各学部・大学院の留学生担当教員等と
連携して問題の解決を図っています。（相談室での相談内容
は秘密が厳守されます）

留学生相談室は伊都キャンパスにありますが、必要に応じ
て各キャンパスで相談に応じます。またキャンパスライフ・

https://mirai.kyushu-u.ac.jp/curriculum/framework/
http://gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp
mailto:eucentre%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://mirai.kyushu-u.ac.jp/curriculum/stakeholder/
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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健康支援センターと連携して英語・中国語での相談も行って
います。詳しくは留学生センターおよびキャンパスライフ・
健康支援センターのホームページで確認してください。

（３）留学生緊急時支援制度
本学では「九州大学外国人留学生等に係る緊急時支援要項」

を定め、留学生が日本国内において事故・病気等で緊急事態
に至った際に、大学として支援する体制を取っています。各
留学生には会費として1,650円／年の支払を求めています。

この制度により、留学生は緊急時以外でも、平常時のサービ
スとして、医療機関を受診する際に、病院の紹介・電話での通
訳サービスを受けることができます。

○海外オフィス等
＊海外オフィス
＜�諸外国において活動を行うためにスペースを置き、現地ス

タッフがいるオフィス＞
・ストックホルム・リエゾンオフィス
・北京オフィス
・カイロオフィス
・ハノイオフィス

＜諸外国におけるコンタクトポイントとしてのオフィス＞
・台北オフィス
・ソウルオフィス
・ワシントンD.C.オフィス

（活動内容）
活動内容はそれぞれ異なりますが、主に、優秀な留学生の受

入拡大に向けた広報活動、諸外国の教育・学術研究動向の収

集、本学教職員・学生に対する現地での活動支援などを行っ
ています。

＊ブランチオフィス
・ガジャマダ大学内ブランチオフィス（インドネシア）

（活動内容）
本学と当該大学との教育・研究面でのコーディネートや優

秀な留学生獲得を目指した広報活動等を行うためのスペース
を提供しています。

＊プロジェクトオフィス
・UQ-KU教育研究交流プロジェクト拠点（オーストラリア）

本学とクイーンズランド大学の教育研究交流を促進

○留学生の受入
九州大学は、学生交流協定、国費留学生制度、短期留学プロ

グラム等により多くの留学生を受け入れています。

＊留学生の受入人数
111か国・地域から、2,691名の留学生を受け入れていま

す（令和７年11月１日現在）。

＊国費留学生制度
国費留学生制度とは、文部科学省が世界各国からの留学生

の受入れを促進するために創設した制度です。
この制度への申請方法は、主に、大使館推薦（新たに海外か

ら留学する者）、大学推薦（新たに海外から留学する者に加え
一部既に日本国内に滞在している者も含む）の2つがありま
す。
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＊私費留学生への経済的支援
私費留学生を対象に独立行政法人日本学生支援機構

（JASSO）文部科学省外国人留学生学習奨励費及び各種財団
奨励金があり、情報提供や募集の受付けなどを行っています。

留学生センター
※日本語教育
・JACs：Japanese Academic Courses ／基幹教育・言

語文化基礎科目「日本語」
Credit Courses for Japanese Learners（Ito Campus）
九州大学の学部正規課程に在籍する留学生（学士課程国際

コースを含む）、および、九州大学に大学間・部局間学生交流
協定に基づき留学している留学生センター所属、または、各学
部所属の交換留学生が、基幹教育の一環として、単位取得を目
的として日本語学習を行うコースです。総合日本語、会話、漢
字、作文の4つのコースが年間を通じて用意されており、入門
から上級まで8つのレベルのクラスが開講されています。
・JTCs：Japanese Training Courses（単位認定対象外）
日本語補講（伊都）

Non-credit Courses for Japanese Learners（Ito 
Campus）

九州大学の留学生センター所属留学生を除く交換留学生、
または、大学院に在籍する留学生（非正規生も含む）で、専門の
勉強をする傍ら、日本語を学びたい人を対象に、伊都キャンパ
スで年間を通じて開講されている日本語補講コースです。初
級から上級までの7つのレベルの総合日本語クラスが開講さ
れています。

受講希望の学生は、期間内にオンラインプレースメントテ
ストの受験が必要です。

日本語補講（馬出）
Non-credit Courses for Japanese Learners（Hospital

（Maidashi） Campus）
病院（馬出）キャンパスの学生は、伊都で開講されているＪ

ＴＣｓの中のオンラインコースを受講することができます。
受講希望の学生は、期間内（ＪＴＣｓと同じスケジュール）に
オンラインプレースメントテストの受験が必要です。

日本語補講（大橋）
Non-credit Courses for Japanese Learners（Ohashi 

Campus）
大橋キャンパスでは、初級1・2、中級、上級の4つのレベル

の総合日本語クラスが開講されています。
受講希望の学生は、期間内にオンラインプレースメントテ

ストの受験が必要です。

日本語補講（筑紫）
Non-credit Courses for Japanese Learners（Chikushi 

Campus）
筑紫キャンパスでは、初級1・2・３、中級、上級の５つのレ

ベルの総合日本語クラスが開講されています。受講希望の学
生は、期間内にオンラインプレースメントテストの受験が必
要です。

＊短期留学プログラム
（１）�九 州 大 学 短 期 留 学 プ ロ グ ラ ム（JTW：Japan in 

Today’s World）
留学生センターでは、1994年度から海外の大学に在籍す

る学生を対象とした短期留学プログラム（JTW）を実施して
います。本プログラムの期間は11 ヶ月又は1学期で、日本に
おける人文・社会科学分野を中心に英語による授業を実施す
るとともに、専門分野に関する自主研究の場も提供していま
す。

主に、大学間学生交流協定校からの交換留学生を受け入れ
ています。

（２）�日 本 語・ 日 本 文 化 研 修 コ ー ス（JLCC：Japanese 
Language and Culture Course）

留学生センターでは、2000年度から海外の大学（主に学
部）に在籍する学生を対象にした日本語・日本文化研修コー
ス（JLCC）を実施しています。

コース期間は11 ヶ月で、国費外国人留学生（大使館推薦及
び大学推薦）及び大学間学生交流協定に基づく短期留学生（私
費）を日本語・日本文化研修生として受け入れています。

（３）�九 州 大 学・ASEAN教 育 交 流 プ ロ グ ラ ム（AsTW：
ASEAN in Today’s World）

AsTWは本学がASEAN諸国の有力大学と共同で実施する
春季2週間のプログラムです。本プログラムは、ASEANと
日本を中心とする世界中の学生にASEANをキーワードとし
て国際的な共通性を習得させ、次世代のアジアを担う人材を
育てることを目的としています。

○学生の海外派遣（交換留学含む）
九州大学は、海外の大学との学生交流協定等に基づき、交換

留学制度、短期語学研修等により、多くの学生を海外の大学へ
派遣しています。

＊学生の海外派遣人数
2024年度は、1903名の学生を82か国・地域の海外の大

学等に派遣したのに加え、202名の学生が15か国・地域の
海外の大学等のオンラインプログラムに参加しました。

＊大学間交換留学制度
大学間学生交流協定に基づき、海外の協定校との間で学生

の受入れ・派遣を行っています。授業料不徴収、単位互換可能、
学生寮への優先的入居等のメリットがあり、留学課を通して
申請手続きを行います。

この他に、部局で独自に学生交換を行う、部局間学生交流協
定に基づく部局間交換留学制度があります。
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＊短期留学プログラム
（１）�九 州 大 学・ASEAN教 育 交 流 プ ロ グ ラ ム（AsTW：

ASEAN in Today’s World）
AsTWは、本学と東南アジアのASEAN加盟国有力大学が

共同で開催する春季２週間のプログラムで、次世代のアジア
を担う人材育成を目的としています。東南アジア諸国の社会
課題をはじめとした当該地域のダイナミズムと文化を学びま
す。ASEAN加盟国の有力大学がホスト校となり、本学と現地
大学の教員が英語で授業を行います。海外参加者（ASEAN諸
国）と学生チームを編成し、グループディスカッション・ワー
クを中心とした講義のほか、フィールドトリップや文化体験
などをともに体験することで、国境を超えたネットワーク形
成の機会となります。最終日には学生チームによるプレゼン
テーションコンペを実施します。

（２）�ア ジ ア 太 平 洋 カ レ ッ ジ（CAP：College of Asia 
Pacific）

College of Asia Pacific（CAP）は、広域アジア地域の共通
課題である移民や宗教、社会統合といったトピックをとりあ
げ、学生複数名で構成されるチームで問題・課題を解決して
いくTeam Based Learning（TBL）をもとに、講義とフィー
ルドワークを統合した学際的短期海外派遣プログラムです。
期間は夏季休業中の約２週間で、東南アジア地域の有力大学
で実施されます。

CAPスキームでは、短期派遣に加えて、本学が加盟する国
際大学連携コンソーシアム・環太平洋大学協会（APRU：the 
Association of Pacific Rim Universities）への科目提供及
びCOILプログラムを実施します。

＊APRUオンライン留学プログラム
APRUでは、オンライン留学プログラムVirtual Student 

Exchange Program （略称VSE） を実施しています。VSEア
カデミックコースは、APRU加盟大学が提供するオンライン
授業（英語での講義）を受講するプログラムとなっており、入
門レベルから発展レベルまで、人文・社会科学・理工系など
幅広い分野の講義を本学の学部生は無料で受講することがで
きます。

アカデミックコースのほかに単位認定を伴わないCo-
curricular Programsも実施されており、本学の学生は、
APRU加盟大学による文化体験、リーダーシップ育成、キャリ
ア形成、学生交流などをテーマとした多様なプログラムに無
料で参加できます。また、言語トレーニングのための
Language Courses（言語コース）も提供されています。ア
カデミックコースおよび言語コースについては、所要の手続
きを経ることで本学の単位として認定することも可能です。
なお、VSEアカデミックコースは本学教員も科目を提供する
ことができます。
APRU VSEアカデミックコースへの科目提供について

�https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/Qdai-only/
strategy/vseacademicteacher.php

＊短期語学研修
語学力を向上させるための海外研修には次のプログラムな

どがあります。
（英語）
・英語研修：夏休み及び春休みの３～４週間研修（実施国未

定）
（中国語）
・中国語研修：夏休み及び春休みの３～４週間研修@台湾

＊学内留学
留学生センターが実施するJTW及びSIJの授業は、基幹教

育科目として一般学生にも開放されています。九大キャンパ
スにいながら、海外有名大学から参加する留学生と机を並べ
て英語で専門科目を学ぶことができる、貴重な機会を提供し
ています。

＊学生の海外派遣支援
全学・部局が密に連携した戦略的・効果的な日本人学生の

海外派遣を実現するための体制を整備しています。学生は、
国際部留学課窓口やセンター６号館１階学生交流サロンで、
留学課スタッフや留学経験のある学生による留学相談を利用
することができます。

○EUセンター
EUセンターは、EU（欧州連合）への知識や理解を深める

目的で、2016年3月まで活動した「EUIJ九州」の運営母体と
して2010年に開設されました。2016年6月より、これまで
の豊富な活動成果を活かし、EUに関する研究教育の一層の
拡充を図るため、教育プログラム（EU-DPs）を軸とした新た
なタームでの活動を行っています。

2016年９月、EUの教育助成プログラム（エラスムス・
プラス）「Jean Monnet Centre of Excellence（ジャン・
モネCoE）」に採択され、「ジャン・モネCoE九州（2016年～
2019年）」、「ジャン・モネCoE九州・第二期（2020年～
2024年）」、2024年12月からは「ジャン・モネCoE九州・
第三期」が始まり、日本で唯一のジャン・モネCoEとして、
EU研究を世界に向けて発信しています。EU研究ディプロマ
プログラム（EU-DPs）によるEUについての体系的学習機会
の提供、夏季合宿やEU研修旅行の実施、ショートビジット奨
学金による学生海外派遣などの教育活動、EUに関する国際
会議等参加支援金による研究支援活動、また、EUに関連する
シンポジウムや講演会、市民講座など、研究者・学生、一般市
民、ビジネス関係者等を対象に、広くEU理解を促進する研究
活動やアウトリーチ活動などを行っています。

＊EUセンター教育プログラム
「EU研究ディプロマプログラム（EU-DPs）」
本EUセンターは、本学学生にEU研究ディプロマプログラ

ム（EU-DPs）を提供しています。EU-DPsは、学部レベルと
大学院（修士課程）レベルを対象に、EU研究のためのディシ

https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/Qdai-only/strategy/vseacademicteacher.php
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/Qdai-only/strategy/vseacademicteacher.php
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プリン横断型の学際的でユニークな教育プログラムで、地域
統合を通じて経済社会の発展を追求してきたEUや、そうした
統合の背後にあるヨーロッパの歴史・思想・科学技術などを、
広く･深く学ぶことができます。

○国際教育ナビゲーションセンター
国際教育に関する学内外の情報の一元化及び一気通貫型の

国際教育ナビゲーションを行い、本学の国際戦略策定に向け
た執行部への提言や部局における教育の国際化を促進・支援
することを目的として、令和６（2024）年４月１日に「国際
教育ナビゲーションセンター」を新設しました。

本センターはシンクタンク＆ドゥタンクとして、各学部･学
府･センター等で培われた国際教育に関する豊富な経験・知
見や国内外の国際教育に係る最新の動向を、本学全体でタイ
ムリーに共有化していきます。そのことにより、学生のイン
バウンド・アウトバウンド双方のプログラムの一体的拡充を
図り、優秀な留学生やグローバルマインドを持った日本人学
生などの「優秀なグローバル価値創造人材」を国内外にシステ
マティックに輩出していきます。さらに当該取組を国内他大
学にも波及させ、J-MIRAI（未来を創造する若者の留学促進
イニシアティブ）が掲げている質の向上も重視した留学の派
遣・受入目標の実現に寄与していきます。

具体的には、国際教育の学内リソースを有効活用するため、
本学でこれまで蓄積されてきた各学部・学府が展開する国際
教育の実績や経験、キャンパスの国際化を実現する環境整備
に係る各種取組に関する情報を本センターに一元的に集約し
ていくとともに、既存の教育プログラムやノウハウを他部局
へと横展開していきます。加えて、「学生／留学生の入学前」
～「修学中」～「卒業／修了後のネットワーク構築」までを
一気通貫で見渡しつつ、学生／留学生へのアカデミックナビ
ゲートや各種支援に関するナビゲートを展開していきます。

★もっと詳しく知るには

・Global Gateways
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/

・留学生センター（日本語教育）Webサイト
https://isc.kyushu-u.ac.jp/center/international/japaneselang/

・EUセンター　Webサイト
https://eu.kyushu-u.ac.jp

・国際教育ナビゲーションセンター
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/strategy/ien-center

◆お問い合わせ先

（受入）
【国費留学生】
	 国際部留学課留学生係� 092-802-2238

intlrkoryu@jimu.kyushu-u.ac.jp

【短期留学プログラム】
	 国際部留学課受入戦略係� 092-802-2276

exchange@jimu.kyushu-u.ac.jp

【私費留学生の経済的支援】
	 国際部留学課留学生係� 092-802-2238

intlrkoryu@jimu.kyushu-u.ac.jp

（派遣）
	 国際部留学課海外留学係� 092-802-2269

intlrryugaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

・EUセンター	 � 092-802-2190
	 � 内線:90-2190

eucentre@jimu.kyushu-u.ac.jp

・国際教育ナビゲーションセンター	 � 092-802-2268
ien.center@jimu.kyushu-u.ac.jp

副専攻プログラム
副専攻プログラムとは、所属する主専攻（課程・学科）の分

野に加えて、一人ひとりが主体的に興味関心のある分野を系
統的に学ぶことで、幅広い教養・専門性を身に付けることが
できる教育プログラムです。本学では、以下のプログラムを
実施しています。

○副専攻プログラム・チャレンジ21
副専攻プログラム・チャレンジ21は、学際性の涵養等に係

る学部共通の教育課程を展開することにより、学生の自主的、
自立的な修学を図り、専門性を基盤とした新たな視点に立つ
スペシャリストを養成することを目的とし、６つのコース（人
文学、教育学、法学、経済学、理学、芸術工学）が設置されていま
す。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/program/challenge21

○情報系副専攻プログラム
情報系副専攻プログラムは、文系・理系の壁を越えたデジ

タル人材育成を目的として開設されており、情報学・デジタ
ル分野の基礎から応用までの幅広い知識と実践的技術に加
え、自分の専門分野に適用する技術、思考力、問題解決力を修
得することができます。さらに、これらの学修を通して、情報
学・デジタル分野の社会的・倫理的側面や、オープンソース
等のオープン化のコンセプトを理解し、その価値を実世界で
応用可能な人材となることを目指します。指定されたプログ
ラム授業科目の取得単位数と到達目標に応じて、３段階で修
了認定し、その証明としてオープンバッジの取得が可能です。

�https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/program/sub-major-

informatics/

○人社系副専攻プログラム
人社系副専攻プログラムは、文系4学部（文学部・教育学部・

法学部・経済学部）に加えて工学部建築学科が参画し、それぞ
れに蓄積された知的資産を相互に開放し体系的に提供するこ
とで、自学部で学ぶ深い専門性に加え、学部の枠を超えた人
文・社会科学分野の知的広がりを獲得することを目的とした
プログラムです。

プログラムは、各学部の専攻教育が始まる2年次からス
タートし、「横断型」と「専門領域型」に分かれ、それぞれの型
で複数のプログラムが用意されています。

https://commons.kyushu-u.ac.jp/sub-major/

https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/
https://isc.kyushu-u.ac.jp/center/international/japaneselang/
https://eu.kyushu-u.ac.jp
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/strategy/ien-center
mailto:intlrkoryu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:exchange%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:intlrkoryu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:intlrryugaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:eucentre%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
http://ien.center@jimu.kyushu-u.ac.jp
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/program/challenge21
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/program/sub-major-informatics/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/program/sub-major-informatics/
https://commons.kyushu-u.ac.jp/sub-major/
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○未来共創リーダー育成プログラム
未来共創リーダー育成プログラムは、専門の枠組みを超え

て、現実世界が直面している課題によりそくした研究や人材
育成のモデルを構築し、大学の学知がより直接的に社会に貢
献できるよう「課題解決のための方策の立案・実施・評価の
科学的支援」の理念に基づき、高度に幅広い専門性から未来社
会を構想し、オールラウンドな協働課題解決と決断、政策の立
案・設計にあたることができる研究者および高度専門職業人
を養成することを目的とした大学院副専攻プログラムです。
修士課程から博士後期課程までの最長５年間の副専攻型のプ
ログラムで、プログラム学生は、自身の専攻（所属学府）を足場
にしつつ、複数の専門分野にまたがる複合的な現実問題を解
決するための実践的な課題探究を行います。

https://gipad.kyushu-u.ac.jp/

○EU研究ディプロマプログラム（EU-DPs）
EUセンターが提供するEU研究ディプロマプログラム

（EU-DPs）は、学部レベルと大学院（修士課程）レベルを対象
に、EU研究のためのディシプリン横断型の学際的でユニー
クな教育プログラムで、地域統合を通じて経済社会の発展を
追求してきたEUや、そうした統合の背後にあるヨーロッパの
歴史・思想・科学技術などを、広く･深く学ぶことができます。

https://eu.kyushu-u.ac.jp/eudp/

○グローバルプロフェッショナル認定制度
グローバルプロフェッショナル認定制度は、留学や国際共

修などを通じて培った異文化理解力や課題解決力、リーダー
シップを評価・認定する副専攻プログラムです。専門力に加
え、国際的な視野を持つ人材育成を目指し、卒業まで教員が伴
走しながら成長を支援します。令和8年度以降に入学する全
学部生を本プログラムの対象としており、プログラム修了者
は、オープンバッジを取得することができます。

https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/strategy/ien-center

◆お問い合わせ先

学務部学務企画課企画調査第一係	 � 092-802-5927
gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp� 内線:90-5927

教育関係の外部資金事業
文部科学省や独立行政法人等では、各大学が実施する教育

改革の取組の中から、優れた取組を選び、補助金等でその取組
を財政的に支援しており、これまでに多数の採択を受けてい
ます。事業期間終了後も、これまでの大学の事業の取組成果
を大学全体で共有し、活用することが求められています。

○近年採択された主な事業
最近採択を受けたものとしては、次の取組があります。

＊卓越大学院プログラム
新たな知の創造と活用を主導し、次代を牽引する価値を創

造するとともに、高度な「知のプロフェッショナル」を育成す
るために、養成すべき人材像を明確に設定し、博士前期課程か
ら後期課程までの一貫した学位プログラムを構築・展開する
ことを支援

・採択された本学の取組【令和2年度採択】
マス・フォア・イノベーション卓越大学院（数理学府、シス

テム情報科学府、経済学府）
https://www.jgmi.kyushu-u.ac.jp/about/gpmi/

＊次世代研究者挑戦的研究プログラム
我が国の科学技術・イノベーションの将来を担う優秀な志

ある博士後期課程学生への経済的支援の強化、また、博士人材
が幅広く活躍するための多様なキャリアパスの整備の推進を
支援

・採択された本学の取組【令和5年度採択】
九州大学 未来を拓く博士人財育成プログラム
https://k-spring.kyushu-u.ac.jp/

＊�次世代AI人材育成プログラム
緊急性の高い国家戦略分野の研究者層を厚くするため、同

分野に資する研究開発に取り組もうとする博士後期課程学生
に対して、十分な生活費相当額及び研究費を支援

・採択された本学の取組【令和5年度採択】
「基盤」と「応用」の相乗効果で未来を拓く高度AI人財育成

プログラム
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/program/k-boost

＊デジタルと掛けるダブルメジャー大学院教育構築事業
大学院において，人文社会科学系分野等に数理・データサ

イエンス・AI 分野の要素を含む学位プログラム等を設定し
た，人材を育成する取組を支援

・採択された本学の取組【令和4年度採択】
ウェル・ビーイングの実現に貢献する高度人文情報人材養

成プログラム：人文学×データサイエンスによる「人文情報
学」大学院の設置（人文科学府、統合新領域学府ライブラリー
専攻、数理・データサイエンス教育研究センター）

https://dh.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

学務部学務企画課企画調査第一係	 � 092-802-5912
	 � 内線:90-5912

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

https://gipad.kyushu-u.ac.jp/
https://eu.kyushu-u.ac.jp/eudp/
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/strategy/ien-center
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.jgmi.kyushu-u.ac.jp/about/gpmi/
https://k-spring.kyushu-u.ac.jp/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/program/k-boost
https://dh.kyushu-u.ac.jp/
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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高品質な教材の制作・支援・公開
○�データ駆動イノベーション推進本部・次世代型   

オープンエデュケーション推進部門とは
次世代型オープンエデュケーション推進部門は、「九州大

学における教材の質を向上し、教育の質を改善する目的」で
2011年4月から2024年3月まで設置された附属図書館付設
教材開発センターの業務を一部引き継ぎ、教員の教材制作・
支援、革新的な教材や教育方法を開発・提案するなど、以下の
ような様々な活動に取り組んでいます。

１．教材制作支援
①教材を制作するためのソフトウエア、教材制作における

著作権処理についてFD講習会を開催するなどして、教員
のスキルアップを支援します。

②音と映像の相互関係を活かし、より効果的に学習可能な、
今までにない映像コンテンツとしての教材を開発し、提
案していきます。

③部局と協力・連携して、各種教材の共同制作・支援を行
います。ビデオ教材によるMOOCs（Massive Open 
Online Courses）やSPOC（Small Private Online Course）
等に対応できるようにスタジオを整備しており、英語を
使ったビデオ教材を始め、高品質な教材の制作に注力し
ます。

２．教育・学習環境
①3DCG等のICTを活用した、分かり易い教材を開発し、授

業などで利用することで、学生に学習内容に対する興味
を喚起させ、内容理解を促進させることが期待できます。

②教員が話し、学生が聞くだけというこれまでの授業形態
ではなく、学生も参加してともに学ぶという新たな教育・
学習環境の提案・開発・普及を行うので、学生から見て、
より楽しい授業が期待できます。

★もっと詳しく知るには

・データ駆動イノベーション推進本部
	 次世代型オープンエデュケーション推進部門

https://noe.icer.kyushu-u.ac.jp/

　※録画した授業も上記から閲覧できます。

◆お問い合わせ先

・データ駆動イノベーション推進本部
	 次世代型オープンエデュケーション推進部門
	 � 092-802-6107

dx_noe@jimu.kyushu-u.ac.jp

学務情報システム
学務情報システムは、学生の基本情報・学籍異動・履修成

績などの情報や、シラバス・履修者名簿・成績登録など講義
に関する情報を管理するシステムです。

また、同システムは大学から学生へ情報配信を行うポータ
ルサイトとしての機能も有し、学生に対して自然災害時の緊
急連絡のみならず、シラバスの閲覧、履修登録、成績確認、海外
留学情報の配信などのサービスの提供を行っています。

同システムは学内の各関係システムへ基本情報の連携、
データ提供を行う大学の基幹システムとなっています。

○ログイン
学務情報システムへログインするには、全学共通ID（SSO-

KID）及び事前の利用者登録が必要です。
非常勤等で全学共通IDを持っていない方も、申請により全

学共通IDを取得することができます。

なお、原則として講義の担当となった教員を利用者として
登録しますので、全学共通IDでログインできない場合は各部
局の教務担当係にお問い合わせください。

○シラバス登録
担当授業科目のシラバスは、一部の部局を除き、学務情報シ

ステムのWebシステムを利用し登録・更新、学内外に公開し
ています。

登録期間は部局により異なりますので、各部局の教務担当
係からの連絡に基づき、登録を行ってください。

○履修登録（履修者名簿の取得）
履修登録は、学務情報システムを利用し、学生がWebによ

り行います。なお、医学部（保健学科を除く）の専攻教育科目、
一部の大学院、集中講義等はWeb履修登録を行っていませ
ん。

サーバ側で、履修情報について教員への転送処理を行うと、
履修者名簿をWebシステムでダウンロードすることができ
ます。履修者名簿のダウンロードは学外からも行うことがで
きますが、学外から利用する場合はマトリクスコードによる
認証が必要です（※マトリクスコードについては、https://
web.sso.kyushu-u.ac.jp/idpw/MFA.htmlを参照してくださ
い）。

https://noe.icer.kyushu-u.ac.jp/
http://dx_noe@jimu.kyushu-u.ac.jp
https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/idpw/MFA.html
https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/idpw/MFA.html
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○成績登録
担当授業科目の成績報告は、Webシステムを利用し学内

外から登録することができます。
ただし、学外から利用する場合は、履修者名簿のダウンロー

ドと同様にマトリクスコードによる認証が必要です。
なお、保健学科を除く医学部の科目や一部の大学院、集中講

義等については、Webシステムを利用していません。成績
報告の期間や提出方法については、各部局の教務担当係へ確
認してください。

●関連システム
○証明書発行サービス

学生が在学証明書や学割証、健康診断証明書、成績証明書、
卒業（修了）見込証明書を、各キャンパスに設置している証明
書自動発行機及びコンビニエンスストアで受け取ることがで
きます。

★もっと詳しく知るには

・学務情報システムWebシステム
https://ku-portal.kyushu-u.ac.jp/

・学務情報システム操作マニュアル等（教職員限定ページ）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/guide-system/gakumusys

◆お問い合わせ先

・学務部教務課教務・学務情報係	 � 092-802-5939
	 � 内線:90-5939

保護者等による成績確認
平成22年度以降入学者（学部学生）を対象に、その保護者等

に対し、本学の修学指導への理解と協力を得ることを目的に、
成績を通知しています。令和2年度前期分の成績通知から、
Webによる確認方式に変更しました。10月と4月の年2回
の確認期間を設けています。

★もっと詳しく知るには

・保護者等による成績確認
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/class/learning/registration

◆お問い合わせ先

学務部教務課教務・学務情報係	 � 092-802-5939
	 � 内線:90-5939

gapjoho@jimu.kyushu-u.ac.jp

学位：厳正な学位審査・通報窓口等
○学位（博士）について

本学において授与可能な学位には
「博士」「修士」「専門職学位」「学士」
の4種類があります。

そのうち、「博士」の学位について
は、日本においては最上位の学位であ
り、各博士課程の修了者、あるいは学府への論文提出により博

【学位審査に関する通報窓口】
学務部教務課長補佐　電話）	 092-802-5901（ダイヤルイン）
	 内線:90-5901

★もっと詳しく知るには：
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/gakuituho

◆学位に関する問合せ先
学務部教務課教務・学務情報係	 092-802-5935
	 内線:90-5935
gapkyomu＠jimu.kyushu-u.ac.jp

【その他の相談・通報窓口】
※ハラスメント相談・苦情申し立て：各地区のハラスメント相談員
　https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/harassment/

※研究不正相談・申立窓口
　https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/propulsion/

※研究費の不正使用に関わる通報窓口
　https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/prevention/madoguchi/

※学生なんでも相談窓口
　https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/consultation/

＊通報者の保護
　通報者が通報したことを理由に不利益な扱いを受けることはありません。

https://ku-portal.kyushu-u.ac.jp/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/guide-system/gakumusys
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/class/learning/registration
mailto:gapjoho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/gakuituho
mailto:gapkyomu%EF%BC%A0jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/harassment/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/propulsion/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/prevention/madoguchi/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/consultation/
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士と同等の能力を持つと認められた者に対して大学から授与
されます。前者を「課程博士」、後者を「論文博士」と呼び、いず
れも各大学院における学位論文の審査により授与に値すると
判定され、本学総長により学位を授与されます。

○厳正な学位審査体制等の確立について
＊趣旨と本学における取組

近年、高等教育の国際化の中で、大学院教育の組織的な展開
の強化と学位の国際的な通用性・信頼性の確保が求められて
いますが、昨今、他大学における学位審査及び取得にかかる不
祥事に伴い、大学における厳正な学位審査体制等の確立及び
その徹底についても要望されています。

本学においても、学位審査に関して教員に対し公明正大な
態度で臨むことを徹底するとともに、①公開での博士論文発
表会の実施、②共同研究者の同意書の必須化、③通報・相談窓
口の設置等により透明性・客観性を確保するための学位審査
体制の確立に努めています。

＊通報窓口
本学では、本学が授与する学位の審査において、審査の透明

性及び客観性の確保に努め、厳正な審査を実施するための体
制の一つとして、学位審査に関する通報窓口を設置していま
す。

学位審査における不正などの通報・相談については、前ペー
ジ赤枠内の通報窓口にご連絡ください。

学位論文等剽窃防止のためのソフトウェア   
（iThenticate）

○概要
全教員が活用できる共通インフラとして学術論文等につい

て独自性や引用に関する表記もれなどをオンライン上で既存
の情報と照合することができる剽窃防止のためのソフトウェ
ア（iThenticate）を平成26年7月に導入しました。

また、学位論文における不正行為を防止し、公正性を担保す
るため、学位論文審査において、本ソフトウェアを使用して、
剽窃の有無を点検することを義務づけています。

○導入の背景
インターネットの普及により、世界中の様々な情報を入手

することが可能となった現在、論文等の作成において、他者の
研究成果を正当なルールに基づかず悪意を持って使用する盗
用や剽窃が行われる危険性が増しています。

また、学位論文は学術情報リポジトリを用いて公表するこ
とになり、論文の内容がより広い範囲で簡便に読まれること
となりました。このことから、大学が所有する学位授与の権
能の信頼性を維持するためには、学位論文の独創性について
は、これまで以上に留意されなければならず、本学における論
文作成のルール等の教育は、特に研究指導の一環として、日常
的に行われているものの、今後はより厳正な対応が必要とな

ることから剽窃をチェックするソフトウェアを導入すること
となりました。

★もっと詳しく知るには

・学位論文等剽窃防止のためのソフトウェア（iThenticate）
　（教職員限定ページ）

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/guide-system/ithenticate

◆お問い合わせ先

学務部教務課教務・学務情報係
	 � 092-802-5935
	 � 内線:90-5935

gapkyomu@jimu.kyushu-u.ac.jp

障害のある学生からの授業・試験・生活に   
関する合理的配慮の要望について

2016年（平成28年）に障害者差別解消法が施行され、差別
の禁止および合理的配慮※の提供が法的義務となりました。
そのため本学では平成28年4月1日付で、「国立大学法人九
州大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する
規程」および「障害を理由とする差別の解消の推進に関する実
施要領」を定め、社会に開かれた大学として、障害者支援を推
進しています（本学における障害者支援の体制等については、
102ページを参照）。

※合理的配慮とは
障害（慢性疾患・難病を含む）のある人とない人の平等な修

学機会を確保するために、教育の本質を変更しない範囲内で、
障害の状態や性別、年齢などを考慮した変更や調整を行うこ
とです。

○合理的配慮の対象となる学生について
発達障害や精神障害、病弱など、一見して障害のあることが

分かりにくい学生もいます。事情が分からない場合、授業場
面で気になる学生として見えることがありますが、合理的配
慮が必要な場合があります。

学生の多様性に関するハンドブック（次ページの下図）で
は、一見して分かりにくい５例の障害・疾患の症状や原因、修
学上での困難さについて紹介しています。

＊学生の多様性に関するハンドブック
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/39421/pamphlet_200427.pdf

○障害のある学生の修学支援の流れについて
障害のある学生から合理的配慮の申請があった場合は、以

下の流れとなります。

＊合理的配慮Webシステム
https://rasys.kyushu-u.ac.jp/

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/guide-system/ithenticate
mailto:gapkyomu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/39421/pamphlet_200427.pdf
https://rasys.kyushu-u.ac.jp/
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１．学生による合理的配慮の申請
障害のある学生はWebシステムにて申請を行う。学生は

必要に応じてキャンパスライフ・健康支援センターインク
ルージョン支援推進室（以下、「IN室」という。）に相談する。
相談を受けたIN室は、学生と面談を実施する。
２．IN室による必要性判断

IN室は、申請について、障害の状況（機能障害や困難さ）お
よび社会的障壁からみた合理的配慮の必要性の判断を行う。
３．部局による適当性事前確認

監督責任者（部局長等）は申請について、適当性事前確認を
行う。なお、監督責任者（部局長等）の事前確認は部局の実情
に合わせて省略することができる。
４．配慮提供者による適当性判断

合理的配慮を提供する職員や授業担当教員（以下、「配慮提
供者」という。）は、申請について、教育の本質からみた合理的
配慮の適当性の判断を行う。その際、「要検討」または「実施
不可能」とした場合は、その理由を記入する。
５．建設的対話

配慮提供者は、申請について建設的対話を必要とする場合
には、その旨を学生に通知する。学生は、４．適当性判断の結
果を確認し、建設的対話を必要とする場合は、その旨を配慮提
供者に通知する。建設的対話による相互理解を通じて、合理
的配慮に関する合意形成をする。学生が部局担当者の同席を
希望している場合は、部局担当者は建設的対話に同席する。
建設的対話の実施にかかる日程調整および建設的対話の記録
は、原則として部局担当者または学生が行う。

建設的対話により合意形成がされなかった場合は、学生は

部局担当者を介して監督責任者（部局長等）へ連絡する。各部
局は実情に合わせて検討チーム等を組織し、すみやかに両者
の意見を調整する案を提示する。
６�．監督責任者（部局長等）による合理的配慮の必要性・適当

性の最終確認
監督責任者（部局長等）は、学生と配慮提供者とで合意され

た合理的配慮について最終確認を行い、配慮提供者に指示す
る。最終確認が行われた日をもって最終合意形成日とする。
７．合理的配慮の提供

配慮提供者は、６．で確認された合理的配慮の提供を行う。
なお、配慮提供者は、必要な準備等がある場合は、部局担当者
等と協議し、合理的配慮の提供を行う。
８．部局での対応が困難な事案の報告相談

部局での対応が困難な場合、監督責任者（部局長等）は、総括
監督責任者（担当理事）に相談する。学生支援課を窓口とし、
総括監督責任者は、学生支援課に指示等を行う。学生支援課
は、財務部、施設部等との連携を図り、合理的配慮の実施に向
けた調整等を行う。総括監督責任者は、障害者支援推進委員
会に附議し、対応について検討した後、決定した合理的配慮等
を監督責任者（部局長等）に通知する。
９．不服申立

学生は、合理的配慮の実施にあたって不服がある場合は、学
生支援課を窓口とし、総括監督責任者（担当理事）あてに申し
立てることがてきる。
10．合理的配慮のモニタリング

総括監督責任者（担当理事）は学生や配慮提供者に対し、モ
ニタリングを実施し、障害者支援推進委員会で報告する。ま

図　学生の多様性に関するハンドブック



43

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

た、必要に応じて教育企画委員会においても報告する。障害
者支援推進委員会委員は、各部局において報告内容を情報共
有する。

○アクセシビリティ・ピアサポーター学生について
九州大学では、学内の施設、情報のアクセシビリティの向上

や、障害者への支援を行う活動を、アクセシビリティ・ピアサ
ポーター学生が行っています。多様な学部・学府の学生が参
加しており、それぞれの専門性を活かした活動を行っていま
す。

①支援活動：�バリアフリーマップの作成、パソコンノート
テイクなどの情報保障、移動支援など

②啓発活動：�X（旧）TwitterやFacebook、ホームページ
（https://qupeersuporter.wordpress.com/）
による広報、啓発ポスター作成など

　　　　　　アカウント　@q_peersupporter
③研修活動：�パソコンノートテイク講座、手話講座、視覚障

害者ガイドヘルプ
講座、車椅子ガイド
ヘルプ講座、アクセ
シ ビ リ テ ィ リ ー
ダー育成協議会主
催キャンプ、日本聴
覚障害学生高等教
育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）シン
ポジウムへの参加など

＊障害学生に対する長期履修制度について
障害・疾患があるなどの理由により、修学に相当な制限を

受ける学生は「長期履修制度」の対象となります。
在学年限の範囲内での長期履修制度の適用を受けてもな

お、学修を終えることができない障害のある学生等に対し、各
学部・学府の判断により、合理的配慮として在学年限を超え
て在学期間を延長することについて、各学部・学府が共通理
解の下での運用がなされるよう、「九州大学障害学生に対す
る長期履修制度等の運用について（ガイドライン）」が定めら
れています。

相談窓口
キャンパスライフ・健康支援センター・インクルージョン支
援推進室（センター 1号館1階）

TEL: 092-802-5859
Email: inclusion@chc.kyushu-u.ac.jp

LGBTs サポートについて
○基本方針について

LGBTは、Lesbian（レズビアン：女性同性愛者）、Gay（ゲ
イ：男性同性愛者）、Bisexual（バイセクシュアル：恋愛や
性愛の対象が男性でも女性でもありうる人）、Transgender

（トランスジェンダー：身体的な性別と自分が認識する性別
が同じでない人）の頭文字をとった、セクシュアル・マイノリ
ティの総称のひとつです。これらの4つのカテゴリーに振り
分けられない人も多くいるため、最後に「s」を加えて、LGBTs
と呼ばれることが増えてきました。

本学では、責任と成果を分かち合う活力に満ちた大学をめ
ざし、様々な個性を持つ学生及び教職員すべてが尊重され、誰
もが自分らしく過ごせるキャンパスを実現するために以下の
基本方針を掲げています。そして、性を理由に差別されるこ
とや、不利益を被ることがないようサポートを行っています。

人間の性は多様であることを理解し、性的指向や性自認に
関する
（1）差別やハラスメントを禁止します。
（2）自己決定を尊重します。
（3）�修学・服務の妨げとなっている心理的・物理的な障

壁を取り除きます。
（4）学生及び教職員への理解を促進します。

○氏名・性別の情報とその取扱いについて
①通称名の使用

本学における学生の氏名は、学籍簿上の表記に基づき学内
で取り扱われ、学籍簿上の表記は本名（戸籍上の氏名）を原則
とします。自認する性に基づく通称名の使用を希望する場合
は、所定の手続きの上で使用することができます。

②名簿における性別の記載
不特定多数の学生や教職員に公表される名簿等について

は、原則として性別欄を削除するよう全学的に周知・徹底を
図っています。当事者の意図しない形で本人の性別情報が公
表されることのないよう留意しています。

③書類や証明書等に関する性別情報の取り扱い
性別記載のある書類については、自認する性に基づく性別

の使用を希望する場合は、可能な範囲で対応を検討します。

○カミングアウトとアウティングについて
LGBTsの人たちが、自らがLGBTsであることをカミングア

ウト（公言）することは、人間関係や社会的立場を一変させる
可能性があるため、容易なことではありません。一方、カミン
グアウトされる側にとっても、それは重大な出来事かもしれ
ません。

カミングアウトされたことや、その内容を本人の意に反し
て第三者に伝えることをアウティングといいます。カミング
アウトされると、どう受け止めて良いかわからず、他の誰かに
話したくなることがあります。しかし、アウティングは当事
者に多大な精神的苦痛を与えるものです。自分ひとりで抱え
きれなくなった場合は、キャンパスライフ・健康支援センター
等の専門家がいる窓口での相談を検討してください。

https://qupeersuporter.wordpress.com/
mailto:inclusion%40chc.kyushu-u.ac.jp?subject=
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○施設の整備状況について
＊多目的トイレ

本学には、誰でも使用できる多目的トイレが設置されてい
ます。場所は下記の各キャンパスマップから確認できます。

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/campus
（アクセス・キャンパスマップ）

＊更衣室・ロッカー
施設、整備の状況により必ずしも希望に添えるとは限りま

せんが、可能な範囲で個別対応しています。

○在学中のサポート体制について
本学では、学生生活の性自認等に考慮し、個人の能力が存分

に発揮できる教育環境の整備に取り組むとともに理解を深め
るための啓発活動を積極的に実施しています。授業（更衣室
の使用、宿泊を伴う学外活動など）、就職活動（インターンシッ
プ、就職活動やキャリアに関わる相談など）、留学プログラム、
学生生活（学生寄宿舎、課外活動など）、健康診断等に関する相
談に応じています。

★もっと詳しく知るには

・�九州大学LGBTsサポートガイドLGBTsの学生や、それらの人た
ちを支える学生・教職員に向けて、基本知識や学内でのサポー
ト、相談窓口など詳細を掲載しています。下記から内容を確認
してください。
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/39712/LGBTsサポートガイド2020.pdf

◆お問い合わせ先

	 ※�上記のサポートガイドの「学内の相談窓口」へお問合せくだ
さい。

学生のメンタルヘルス
大学生活は、さまざまな経験の場とも言えますが、いざ問題

に直面した時に、それを学生自身の力で解決していくことが困
難な場合もあります。その時は、教職員をはじめ、家族、友人な
ど学生を見守る関係者の助力が必要になります。

学生に関して、些細なことでも気になることがある場合は、
教員と関係各部署が連携し早期に問題解決するためにも、是
非、下記の窓口へ相談、または情報提供をお願いします。

また、学内において、カルト集団や過激活動集団による学生
に対する勧誘なども見受けられますし、いじめや虐待、ハラス
メント、社会的ひきこもり、さまざまな社会的逸脱行動、自殺、
さらに近年徐々に若年層に浸透しつつある薬物乱用の問題な
どさまざまな問題がありますので、これらのような事例にも
注意が必要です。

キャンパスライフ・健康支援センターには、医師やカウン
セラーおよび保健師などによる健康相談、心理相談、障害者支
援などさまざまな相談・支援窓口があり、同センターに所属
する専任の教員等が専門的立場から支援を行います。

○キャンパスライフ・健康支援センター
・コーディネート室

総合相談窓口的な役割を持ち、専任のコーディネーター（教
員）が、部局等の教員と密接に連携をとり、高リスク学生の情
報を把握します。また、学生の状態を評価して、学内カウンセ
ラーや医師、保護者、学外関係機関（医療・福祉・教育等）と連
携して支援を行っています。

どこに相談したら良いか分からない場合はコーディネート
室にご連絡下さい。

・学生相談室
専任のカウンセラー（教員）が、カウンセリングを中心とし

て、学生としての生き方、対人関係、進 路選択、修学上の悩み
など広く相談に応じています。また、各学部・学府から選ば
れた相談員が、専門分野の修学に関する相談に応じています。

・健康相談室
医師（教員）や保健師（または看護師）が、学生の定期健康診

断をはじめ、健康相談、精神保健相談、保健指導、応急処置、医
療機関への紹介などを行っています。

・インクルージョン支援推進室
障害・疾患のある学生の修学における合理的配慮に向けた

支援を行っています。

・健康情報推進室
専任の教員が、全学学生の健康データを収集・分析・情報

発信を行うとともに、健康面でリスクを抱 える学生に対して
グループ活動でのセルフケア指導を行っています。

○ハラスメント相談室
専門の相談員がハラスメント（人としての尊厳を侵害する

行為）に関する相談に対して助言やカウンセリングを行って
います。

○留学生センター
留学生に対する日本語教育・日本事情教育および短期留学

生プログラムの運営、並びに留学生指導・相談を行っていま
す。なお、学生相談については、指導部門の教員が中心となり
対応しています。

○何でも相談窓口
全学に8 ヶ所の相談窓口があり、学務系職員が対応してい

ます。学生のちょっとした疑問、質問、相談に対応する窓口的
役割を持ち、相談内容により、キャンパスライフ・健康支援セ
ンター、ハラスメント相談室、留学生センターなどと連携し対
応しています。

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/campus
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/39712/LGBTsサポートガイド2020.pdf
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★もっと詳しく知るには

・キャンパスライフ・健康支援センター
http://www.chc.kyushu-u.ac.jp/

・ハラスメント相談室
https://ohpc.kyushu-u.ac.jp/

・留学生センター
http://www.isc.kyushu-u.ac.jp/center/home.htm

・学生何でも相談窓口
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/consultation/

・参考資料
　「学生生活ハンドブック」

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/pamphlet/

　「教職員のための学生サポートブック（冊子）」

◆お問い合わせ先

・キャンパスライフ・健康支援センター
	 伊都地区ウエストゾーン
	 健康相談室・学生相談室� 092-802-3297
	 � 内線:90-3297
	 伊都地区センターゾーン
	 健康相談室� 092-802-5881
	 � 内線:90-5881
	 学生相談室� 092-802-5881
	 � 内縁:90-5881
	 インクルージョン支援推進室� 092-802-5859
	 � 内線:90-5859
	 コーディネート室� 092-802-5881
	 � 内線:90-5881
	 大橋地区
	 健康相談室・学生相談室� 092-553-4581
	 � 内線:95-4581
	 病院地区
	 健康相談室・学生相談室� 092-642-6889
	 � 内線:91-6889

	 筑紫地区
	 健康相談室・学生相談室� 092-583-8431
	 � 内線:93-8431
・留学生センター
	 留学生指導部門� 092-802-4380
	 � 内線:90-4380
・何でも相談窓口
	 伊都地区センターゾーン（学務部学生支援課）
	 � 092-802-5915
	 � 内線:90-5915
	 伊都地区イーストゾーン（人文社会科学系学務課）
	 � 092-802-6361
	 � 内線:90-6361
	 伊都地区ウエストゾーン（理学部等教務課）� 092-802-4014
	 � 内線:90-4014
	 伊都地区ウエストゾーン（工学部等教務課）� 092-802-2736
	 � 内線:90-2736
	 伊都地区ウエストゾーン（農学部等学生課）� 092-802-4508
	 � 内線:90-4508
	 病院地区（医系学部等学務課）� 092-642-6532
	 � 内線:91-6532
	 大橋地区（芸術工学部学務課）� 092-553-4586
	 � 内線:95-4586
	 筑紫地区（筑紫地区教務課）� 092-583-7513
	 � 内線:93-7513

学生の被害防止
学生は、学生生活を過ごしていく中で、様々な危険に囲まれ

ています。たとえば、交通事故、カルト集団や過激活動集団か
らの勧誘、薬物（大麻や麻薬等）、詐欺などの消費者トラブル等
があげられます。教員は、そのような危険について十分な理
解と知識を備え、学生の豊かな学生生活を実現するために、適
切な指導について前向きに取り組むことが必要です。

http://www.chc.kyushu-u.ac.jp/
https://ohpc.kyushu-u.ac.jp/
http://www.isc.kyushu-u.ac.jp/center/home.htm
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/contact/consultation/
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/pamphlet/
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○交通事故の防止
本学学生に対しては、地域住民の方々を含む関係者から、自

転車・バイクなどの交通マナーに関する苦情が多く寄せられ
ています。また、実際に事故も頻繁に発生しており、中には死
傷者が出るほど痛ましい交通事故も発生しています。学生に
対しては、常々、交通ルールを厳守し、普段の生活から交通事
故には十分に注意し、被害者にも加害者にもならないよう注
意喚起を行っています。

なお、自動車・バイクは、自動車・バイクの任意保険加入を
呼びかけ、自転車は、自転車保険（義務）へ必ず加入するように
指導しています。

さらに、本学の構内においても交通事故が多発しており、一
般道と同様に交通ルールを守るよう注意喚起を行っていま
す。

現在、交通事故防止のため、次のことについては、特に注意
喚起を行っています。

①自転車・バイクの運転に注意
学生生活の中で、自転車・バイクの事故が急増しています。

運転者が加害者となるケースも多く、自転車の利用にあたっ
ても十分な注意が必要です。

・速度制限を守り、スピードを出し過ぎないこと。
・バイクでの割り込み運転をしないこと。
・飲酒、酒気帯び運転は絶対にしないこと。
・自転車レーンがある道路では、歩行者レーンを通行しな

いこと。
・歩行者、特に近隣の小・中学校の児童・生徒に注意して

運転すること。
・携帯電話やイヤホンなどで音楽を聴きながらの自転車の

運転は大変危険で、法律でも禁止されているので、絶対に
やめること。

②キャンパス構内の交通マナー
構内においても交通事故が多発しており、一般道と同様に

交通ルールを守る必要があります。
・構内において、後ろから来た車やバイクと自転車の接触

事故が頻発しています。その主な原因である急な進路変
更は大変危険なのでしないこと。

・暴走行為は大変危険なので絶対にしないこと。見つけた
ら、警務員又は各学部の学生係等に通報してください。

・バイクのヘルメットの無着用、50ccバイクでの二人乗
り、運転練習は危険なので行わないこと。また、バイクや
車による過度の騒音は周りの迷惑になるので注意するこ
と。

・駐輪、駐車は定められた場所で行うこと。

○破壊的カルト集団等からの勧誘被害の防止
いくつかのカルト団体に関するトラブルが大きな社会問題

になっていることから十分注意するように注意喚起を行って
いますが、一部では、カルト団体に洗脳されてさまざまな活動

をさせられている旨の報告があっています。
本学学内では、大学の許可を受けていないそのような勧誘

活動は禁止されています。大学内で勧誘されたり、勧誘して
いるところを見かけたりした場合は、学務部学生支援課

（TEL：092-802-5966，E-Mail：gaggakusei@jimu.
kyushu-u.ac.jp）に連絡をお願いします。

【様々な勧誘方法】
●SNS等を利用した勧誘

Twitter, Facebook, Instagram等を利用し、ダミーサー
クルや医療系・国際系（留学系）・ボランティア系の各種イベ
ントへ誘い込んで取り込んでいく。

●アンケート調査を装った勧誘
「アンケートに答えてください。」と声をかけ、個人情報（名

前や電話番号など）を聞き出す。

●ボランティア活動を装った勧誘
「いっしょにゴミ拾いなどボランティア活動に参加しませ

んか？」と声をかけ、個人情報（名前や電話番号など）を聞き出
す。

●スポーツやレクリエーションなどを口実とした勧誘
「他大学生や社会人も参加しているバレーボールクラブが

あるので、一緒にやりませんか？」、「先輩たちと一緒にボー
リングに行ってみませんか？」、「ゴスペルコンサートをやる
ので、聞きに来ませんか？」などと声をかけ、個人情報（名前や
電話番号など）を聞き出す。

●その他
「アルバイトをしてくれる学生を探しているんですが・・・」、

「一緒にカラオケに行って楽しみましょう！」、「（ゴミ問題、
少子化問題、国際紛争問題などの）社会問題について一緒に考
えてみませんか？」などと声をかけ、個人情報（名前や電話番
号など）を聞き出す。

【おかしいと思った時の対応】
・個人情報（氏名・電話番号・住所など）を絶対に教えない。
・おかしいと少しでも感じたら、はっきりと断る。
・その団体が良いものだと信じ、善意で勧誘してくる人も

多いので、たとえ勧誘した人が魅力的であり、やさしく思
いやりのある人に思えてもきっぱり断る。

・カルト団体かどうかはっきりしない場合は、すぐに個人
情報を教えたり、誘いに応じたりせず、一旦時間をおい
て、友人に相談したり、インターネットで勧誘を受けた団
体について検索してみる。

・おかしいと思ったら迷わず学務部学生支援課へ相談す
る。

mailto:gaggakusei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:gaggakusei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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○薬物乱用の防止
大麻等の薬物の使用、所持、売買等は重大な犯罪行為である

うえ、これらの薬物所持は、依存を引き起こす性質を持ち、心
身両面に大きなダメージを与え、使用者本人のみならず、周囲
の人、さらに、社会全体に対しても取り返しのつかない被害を
及ぼしかねないものであることを日頃より周知徹底していま
す。

取組状況は、以下のとおりです。
・警察等の協力を得て、新入学生を対象に薬物乱用防止の

ためのガイダンスを開催しています。
・各機関から発行される薬物乱用防止ポスター及びパンフ

レットを掲示・配布しています。

○詐欺、消費者トラブルの防止
学生の起業を口実にだます手口やネットワークビジネスな

どのマルチ商法、資格商法、架空請求など詐欺の手口はエスカ
レートし、かつ、巧妙化しています。場合によっては、学生が
加害者になるケースもあります。

学生から相談があった場合や学生の様子がおかしいと感じ
たときは、学務部学生支援課、または下記の学外相談機関等へ
相談してください。

また、令和4年（2022年）4月から、民法の改正により、成人
年齢が20歳から18歳へ引き下げられます。これに伴い、消
費契約などが親権者の同意なしに結ぶことができるようにな
ることから、詐欺の被害が広がることが懸念されています。

○アルバイトでの労働トラブルの防止
近年、悪質な家庭教師あっせん業者、飲食店や営業等での過

重な労働など、職場環境が極めて悪いブラックバイトと呼ば
れる状況が見受けられます。

学生自身の修学環境の確保、並びに健康管理のためにも、学
業・生活とアルバイトの適切なバランスを取る必要がありま
す。

過重なアルバイト環境に陥る学生がないよう、日頃から学
生の生活状況については注意して見守ってください。もし、
ブラックバイトが疑われるような場合は、学務部学生支援課、
または下記の外部相談機関等へ相談してください。

○喫煙防止
平成30年7月に健康増進法の一部を改正する法律（平成30

年法律第78号）が成立し、「望まない受動喫煙」の防止が図ら
れることになりました。これを受けて九州大学は、受動喫煙
が他人に与える健康への影響を鑑み、令和元年9月1日より全
てのキャンパスにおいて敷地内全面禁煙を実施しています。

敷地内全面禁煙となったことにより、隠れ喫煙者による火
災の危険性が懸念されています。学生の喫煙者を見かけたら
敷地内全面禁煙である旨説明し、指導してください。

★もっと詳しく知るには

・「学生ハンドブック」
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/pamphlet

・民法（成年年齢関係）改正　Q&A（法務省）
http://www.moj.go.jp/content/001261887.pdf

◆お問い合わせ先

〇�交通マナー、薬物防止、詐欺、消費者トラブル、アルバイトでの
労働トラブル、喫煙防止について

	 学務部学生支援課学生支援係� 092-802-5961
	 � 内線:90-5961
〇�交通事故及び破壊的カルト集団等からの勧誘被害の防止につ

いて
	 学務部学生支援課課外活動支援係� 092-802-5966
	 � 内線:90-5966
＜学外相談機関等＞
〇薬物乱用に関する相談窓口
・薬物乱用防止相談窓口一覧

https://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakubuturanyou/other/
madoguchi.html

・福岡市薬物乱用に関する情報ページ
https://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokensho/iyakumu/
yakubutsu/index.html

・福岡市精神保健福祉センター　依存症に関する情報ページ
https://www.city. fukuoka. lg.jp/hofuku/seishinhoken/l i fe/
seishinhoken-center/izon_3.html

〇消費者トラブル、詐欺（被害者・加害者）
・福岡県消費生活センター	 � 092-632-0999

http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/shouhiseikatsu.html

・福岡市消費生活センター	 � 092-781-0999
https://www.city. fukuoka.lg.jp/shimin/shohiseikatsu/l i fe/
syouhiseikatusentauhoumupeiji/shohi.html

〇ブラックバイト等労働トラブル
・厚生労働省　労働条件に関する総合情報サイト

https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/soudan/

・労働条件相談ほっとライン	 � 0120-811-610

教育・研究活動における安全管理
実験や実習・演習・調査などの体験型教育研究活動は、机

上の学習だけでは得られない貴重な教育成果が得られる反
面、事前の準備不足や参加者の経験の有無などにより重大な
事故につながるリスクを内包しているため、細心の注意を
払って安全管理、事故防止・対応に努める必要があります。
これらを踏まえ、本学では、体験型教育研究活動を「野外活
動」、「学外活動」、「実験室活動」の３つに分類し、個別に安全・
健康管理、事故防止・対応に関する指針を設けることとし、平
成28年度以降、「教育における安全の指針～野外活動編～」、

「〃～学外活動編～」、「〃～実験室活動編～」を作成していま
す。

★もっと詳しく知るには

教育・研究活動における安全管理
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/safety

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/pamphlet
http://www.moj.go.jp/content/001261887.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakubuturanyou/other/madoguchi.html
https://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakubuturanyou/other/madoguchi.html
https://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokensho/iyakumu/yakubutsu/index.html
https://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokensho/iyakumu/yakubutsu/index.html
https://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/seishinhoken/life/seishinhoken-center/izon_3.html
https://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/seishinhoken/life/seishinhoken-center/izon_3.html
http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/shouhiseikatsu.html
https://www.city.fukuoka.lg.jp/shimin/shohiseikatsu/life/syouhiseikatusentauhoumupeiji/shohi.html
https://www.city.fukuoka.lg.jp/shimin/shohiseikatsu/life/syouhiseikatusentauhoumupeiji/shohi.html
https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/soudan/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/safety
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◆お問い合わせ先

学務部学務企画課総務係	 � 092-802-5925
gagsomu@jimu.kyushu-u.ac.jp

各部局学生担当係
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/student_section

学生の休学・退学等に係る指導
○休学及び退学

学生が休学や退学を行う場合は、所定の様式により願い出
を行い、許可を得ることとなります。その際、申し出を行った
日の属する学期までの授業料を納めておくことが必要となり
ます。学生から休学や退学の相談があった場合は、必要書類
や提出期日を各部局学生担当係で確認するよう指導してくだ
さい。

休学の申し出があった場合、指導教員が事前に当該学生と
面談を行うとともに、他の救済方策について、キャンパスライ
フ・健康支援センタ－、学生相談室又は学生担当係と協議し、
休学が最善の方法であると判断される場合に限り、副申書を
添えて休学願を提出させることとしています。

なお、休学は、学部通則及び大学院通則に掲げられている
「疾病」及び「経済的理由」並びに「特別の事情」のみ許可されま
す。特別の事情には、語学研修や海外事情調査・研究等の海
外渡航、国内での長期にわたるインターンシップ、家族の看
護、育児、就業など通学を継続することが困難な事情がある場
合が該当します。

また、特にメンタル面の問題で休学していた学生が復学す
る場合、学生相談室やキャンパスライフ・健康支援センター
等への相談が必要なときは、これらの機関と相互に連携を図
り、修学指導を行うことが必要です。

○懲戒
学生が本学の規則に違反し、又はその本分に反する行為が

あったときは、大学は教育的指導の観点から、非違行為を行っ
た学生に対し以下に従った懲戒処分を行います。

［懲戒の種類及び内容］
⑴退学　学生としての身分を失わせること。
⑵停学　�６箇月以内の一定の期間又は期間を定めずに登校

を停止させること。
⑶訓告　�学生の行った非違行為を戒めて事後の反省を求

め、将来にわたってそのようなことのないよう、文
書により注意を促すこと。

学生が非違行為を行うことがないように教職員が協力して
生活指導を行うことが必要です。

★もっと詳しく知るには

九州大学学部通則 第26条～第37条
九州大学大学院通則 第33条～第40条
九州大学における学生の懲戒等に関する指針
停学中の学生指導等に関するガイドライン

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule

◆お問い合わせ先

学務部教務課教務・学務情報係（休学・退学）
	 � 092-802-5935
	 � 内線:90-5935

gapkyomu@jimu.kyushu-u.ac.jp

学務部学生支援課課外活動支援係（懲戒）	� 092-802-5966
	 � 内線:90-5966

gaggakusei@jimu.kyushu-u.ac.jp

図　野外活動に関する学内管理体制

http://gagsomu@jimu.kyushu-u.ac.jp
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/student_section
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule
mailto:gapkyomu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:gaggakusei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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各部局学生担当係
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/student_section/

ティーチング・アシスタント制度
九州大学では、学生に教育的トレーニングの機会を大学が

提供することを重要視し、以下の通りティーチング・アシス
タント（ＴＡ）制度を実施しています。

本学のＴＡ制度では、ＴＡを教育能力に応じて以下の３つ
の階層に区分し、それぞれに活躍する場を提供しています。

○ティーチング・フェロー（ＴＦ）
【資格】

ＡＴＡ（下記）の資格を有していて、本学で実施する大学教
員等養成プログラム（ＰＦＦＰ）を履修したうえで、学生が所
属する部局の推薦に基づき、未来人材育成機構の認定を受け
た者。

【業務】
✓修士・博士後期課程レベルでの教育補助と教育実践の経験

を通して、大学、大学院における学習支援を行う。
✓学士課程の一部の講義を単独で担当。

○アドバンスド・ティーチング・アシスタント（ＡＴＡ）
【資格】

本学の修業年限を６年とする学部の５年次以上若しくは大
学院に在籍する優秀な学生又は本学の大学院に所属する優秀
な研究生、特別聴講学生若しくは特別研究学生で、本学が実施
するＴＡ基本講習及びアカデミックスキルズ講習（コア科目）
を受講した者。

【業務】
✓学士・修士課程レベルでの教育補助の経験を通して、学士・

修士課程の学生を対象とする学習支援・修学支援を行う。

○ベーシック・ティーチング・アシスタント（ＢＴＡ）
【資格】

本学の学部３年次以上に在籍する優秀な学生（６年制学部
の場合は５年次及び５年次を除く。）で、本学が実施するＴＡ
基本講習を受講した者。

【業務】
✓学士課程レベルでの教育補助の経験を通して、主に低年次

学生を対象とする学習支援・修学支援を行う。

○九州大学ＴＡポータル
九州大学では、教員がＴＡを募集又は検索する機能を有す

るＴＡポータルサイト（https://ta-support.kyushu-u.ac.jp/）
を設けています。

本サイトでは、ＴＡを希望する学生が、自身が担当した科目
の履歴や、担当可能な分野、言語などを登録できるようになっ
ており、また、学生が有するＴＡの区分（ＡＴＡ，ＢＴＡ等）が
分かるようになっています。教員が講義でＴＡを募集する場
合や、教員の講義に必要な能力を持ったＴＡを検索する場合

に活用できます。

★もっと詳しく知るには

・九州大学ティーチング・アシスタントハンドブック
　「九州大学TAポータル（https://ta-support.kyushu-u.ac.jp/）」→
　「TAハンドブック」

◆お問い合わせ先

・未来人材育成機構ＴＡサポートデスク
ta@ueii.kyushu-u.ac.jp

・学務部学務企画課企画調査第二係	 � 092-802-5856
	 � 内線：90-5856

gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

学生納付金
学生納付金は、納付額、納付時期、督促等について規則等で

定められており、それらに基づき大学へ納付しなければなり
ません。再三の督促にもかかわらず授業料や入学料（免除申
請者に限る）を納めない場合には、除籍となります。

○授業料
＊授業料・納付期限等

授業料は前・後学期の2回に分けて、それぞれ以下の金額
を納付期限（前期：5月31日、後期：11月30日）までに納付
します。

区分 金額（半期） 金額（年額）
学部大学院の学府 267,900円 535,800円
法科大学院 402,000円 804,000円

▶督促

督促対象者 督促月 摘要
6月・12月末日現在
未納者

7月・1月 本人あて督促

7月・1月末日現在
未納者

8月・2月 保護者あて督促

8月・2月末日現在
未納者

9月・3月 除籍処分対象者を
所属部局長へ通知

＊休学・退学時の授業料
Ａ：各期の開始前までの申請に基づく休学許可

各期の開始前までの申請に基づき休学が許可された場
合、授業料は月割りが適用されます。

Ｂ：退学、納付期限後の早期修了・休学許可
その期に属する授業料を全額納めておくことが必要で
す。

注意！

学生が休学や退学、早期修了等を申し出た場合には、必ず所属の学生
係に授業料の額や納付状況について確認を行ってください。授業料
や入学料の未納は、学籍に影響を及ぼしますので、注意が必要です。
なお、納付済みの授業料は返還できません。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/student_section/
https://ta-support.kyushu-u.ac.jp/
https://ta-support.kyushu-u.ac.jp/
mailto:ta%40ueii.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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○その他の学生納付金
＊検定料・入学料

区分 入学料 検定料
学部 282,000円 17,000円
大学院の学府／法科大学院 282,000円 30,000円
学部への転入学、編入学又は再入学並びに大
学院の学府及び法科大学院への転学及び一貫
性博士課程を置く大学院の学府への編入学

30,000円

▶学位論文審査手数料

学位論文審査手数料
1件　57,000円

＊非正課生
▶科目等履修生等の入学料及び検定料

区分 入学料 検定料
科目等履修生／聴講生 28,200円 9,800円
専修生／研究生／日本語研修
生／日本語・日本文化研修生 84,600円 9,800円

特別聴講学生／特別研究学生 － －

注意！

留学生はビザ申請等に入学許可証が必要になりますが、入学料を納め
なければ入学は許可されません。

▶科目等履修生等の授業料、納付期限等

区分 授業料 納付期限等
科目等履修生／
聴講生

1単位
14,800円

授業科目の履修又は聴講の
許可前までに納付

特別聴講学生 1単位
14,800円

授業科目の履修の許可前ま
でに納付（大学間相互単位互
換協定など総長が認めたも
のについては不徴収）

専修生 月額
29,700円

入学の日から20日を納付期
限とし、各期（前期又は後期）
の月額分を納付。その後は
各 期 の 当 初 月（4月 又 は10
月）の20日を納付期限とす
る。（在学期間6月未満の場
合、在学予定期間分を納付）

研究生 月額
29,700円

特別研究学生 月額
29,700円

日本語研修生
日本語・日本文
化研修生

月額
29,700円

★もっと詳しく知るには

・九州大学学部通則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000002.
html

・九州大学大学院通則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000003.
html

・�国立大学法人九州大学における授業料その他の費用に関する
規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000480.
html

・学生納付金に関するホームページ
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/expenses

◆お問い合わせ先

・所属の学生担当係
・本文章に関する問い合わせ先
	 財務部経理課収入係� 092-802-2352
	 � 内線：90-2352、6129

施設利用・学生納付金等の本学への納入方法
受託研究、共同研究、施設使用料など様々な入金があります

が、大学へのご入金については、原則銀行振込をお願いしてい
ます。請求書を発行しますので、納入期限までに指定の銀行
口座へお支払い下さい。（納入期限、振込先等は請求書に記載）

また、金額が少額の場合などは、学内に設置された以下の窓
口でもお支払いいただくことが可能です。

○納入窓口

地区名 収納窓口 受付時間
（平日）

伊都地区
財務部経理課収入係（*3） 9:00-17:00

伊都診療所（*2） 10:00-17:00
（13:00-14:00除く）

馬出地区
医系学部等事務部財務課経理第二
係（*1）（*3） 9:00-17:00

病院事務部患者サービス課（*2） 8:30-18:00

大橋地区 芸術工学部事務部総務課経理係 9:00-16:30
（12:00-13:00除く）

筑紫地区 筑紫地区事務部会計課経理係 10:00-15:00

別府地区 病院事務部別府病院事務長付患者
サービス係 8:30-17:00

演習林 各演習林の事務室 8:30-17:15
※医学部における病理検査等の納入は、（*1）に限ります。
※（*2）は診療費の納入に限ります。
※（*3）キャシュレス決済端末を設置しています。
※都合により、窓口の受付時間が変更になる場合があります。
※文献複写料の納入は、各図書館にお問い合わせください。

○学生納付金の納付方法
学生納付金については、原則として窓口納付を受け付けて

いません。これは、学生の危険（紛失・盗難・ひったくり等の
事件事故など）回避を目的としています。

▶検定料
学部正課生は、インターネット出願の際、コンビニ決済、

Pay-easy（ペイジー）、ネット銀行、クレジットカードのい
ずれかの決済方法を選択し、支払います。

学府および学部編入学の正課生は、願書配布時に送付さ
れた振込用紙による銀行振込または、WEBサイトを利用

https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000002.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000002.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000003.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000003.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000480.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000480.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/expenses
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したコンビニ決済・クレジットカード決済等による決済と
なっています。

▶入学料
学部正課生は、入学手続きサイトにて、コンビニ決済、

Pay-easy（ペイジー）、ネット銀行、クレジットカードのい
ずれかの決済方法を選択し、支払います。

学府および学部編入学の正課生は、銀行振込、WEBサイ
トを利用したコンビニ決済・クレジットカード決済等によ
る決済となっています。

▶授業料
口座振替を行っています。口座振替日は、前・後期各々

5月と11月の27日（金融機関休業日の場合は翌営業日）で
毎年固定となっています。授業料の免除・猶予申請者につ
いては、免除の選考結果の通知とともにお知らせするスケ
ジュールに従って口座振替を行います。

なお、納付額や振替日などは、九州大学ホームページ
（https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/「授業料納付」で検索）
や学生ポータルシステムなどで随時お知らせしています。

▶非正課生（研究生等）の学生納付金
所属の学生係で納付期限や振込先等を案内しています。

検定料：�WEBサイトを利用したクレジットカード決済、
コンビニ決済等による決済

入学料：�WEBサイトを利用したクレジットカード決済、
コンビニ決済等による決済

授業料：専用の払込票によるコンビニ決済

★もっと詳しく知るには

・�国立大学法人九州大学における財務及び会計に関する職務権
限委任規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000471.
html

・学生納付金に関するページ
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/expenses

◆お問い合わせ先

・所属の学生担当係
・本文章に関する問い合わせ先
	 財務部経理課収入係� 092-802-2352
	 � 内線：90-2352，6129

学生の経済支援・生活支援
九州大学では、充実した学生生活を過ごすことができるよ

う、学生への経済・生活支援を行っています。昨今の経済情
勢から、学生及び保護者からの、このような支援に対する要望
が高まっており、その要望に対応するため、支援に関する内容
を十分把握し、学生へ正確な情報を提供することが必要です。

○入学料免除及び徴収猶予制度
入学料免除制度について

経済的理由により入学料の納付が困難で、かつ、学業優秀と
認められる入学者（大学院のみ）及び特別な事情があると認め
られた入学者（学部・大学院）を対象として、申請に基づき選
考を行います。

選考の結果、許可された場合の免除額については「★もっと
詳しく知るには」を参照してください。

入学料の徴収猶予制度について
経済的理由により納付期限までに入学料の納付が困難で、

かつ、学業優秀と認められる入学者（大学院のみ）及び特別な
事情があると認められた入学者（学部・大学院）を対象として、
申請に基づき選考を行います。選考の結果、許可された場合
は、入学料の徴収が猶予されます。

入学料の徴収猶予は、入学料の納付を猶予するものであり、
入学料を免除するものではありませんので、猶予期限までに
入学料の全額を納付しなければいけません。

⇒　申請資格等は　★もっと詳しく知るにはへ

○授業料免除制度
経済的理由により授業料の納付が困難で、かつ、学業優秀と

認められる学生（大学院のみ）及び特別な事情があると認めら
れる学生（学部・大学院）を対象とし、学期（前期又は後期）ご
との申請に基づき選考を行います。選考の結果、許可された
場合の免除額については「★もっと詳しく知るには」を参照し
てください。

なお、後期に家計状況等に変更がないと見込まれる場合は、
前期分申請時に後期分を併せて申請することができますが、
選考については、学期ごとに行います。

○奨学金制度
奨学金には、日本学生支援機構奨学金制度と、本学独自の奨

学金制度及び地方公共団体・民間奨学団体の奨学金制度があ
ります。

＊日本学生支援機構奨学金
この奨学金は、修業年限内の学生（休学中の学生及び留学生

を除く）を対象として学生本人に給付または貸与されるもの
で、貸与の場合、貸与終了後は返還の義務があります。ただし、
大学院の第一種奨学金については「特に優れた業績による返
還免除」の制度があります。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000471.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000471.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/expenses
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機構が給付または貸与する奨学金には次の種類があります。

１．給付奨学金
・学部のみ（留学生・大学院は対象外）

	 自宅通学	 自宅外通学
第 I 区分	 29,200円	 66,700円
第Ⅱ区分	 19,500円	 44,500円
第Ⅲ区分	 9,800円	 22,300円
第Ⅳ区分	 7,300円	 16,700円

（生活保護世帯等は金額が異なります。）
※給付奨学金には授業料減免がセットで実施されます。
※多子世帯無償化を受けるには給付奨学金の申込が必要です。

２．貸与奨学金
・学部

第一種奨学金（無利子貸与）
　自宅　　月額20,000円・30,000円・45,000円
　自宅外　月額20,000円・30,000円・40,000円・
　　　　　　　51,000円
第二種奨学金（有利子貸与）
　　　　　月額20,000円～ 120,000円（1万円単位）

・修士課程、専門職学位課程
第一種奨学金（無利子貸与）
　月額50,000円または88,000円
第二種奨学金（有利子貸与）
　月額50,000円・80,000円・100,000円・130,000円・
　　　150,000円
＊�法科大学院において15万円を選択した場合、４万円また

は７万円の増額貸与を受けることができます。
＊令和6年度から授業料後払い制度が導入されました。
　希望者は第一種奨学金と選択制で利用できます。

・博士後期課程、博士（医・歯・薬（臨床）学）課程
第一種奨学金（無利子貸与）
　月額80,000円または122,000円
第二種奨学金（有利子貸与）
　月額50,000円・80,000円・100,000円・130,000円・
　　　150,000円

＊本学独自奨学金
本学では、独自で実施している奨学金制度があります。募

集の際は、本学Webページに掲載しますので、希望者は、募集
要項に記載の方法で出願手続を行います。

＊地方公共団体・民間奨学団体奨学金
この奨学制度には、大学を通して募集するものと、奨学団体

が直接募集するものがあります。大学を通して募集する場合
は、本学Webページに掲載しますので、希望者は、Webペー
ジに記載の方法で出願手続を行います。

○保険制度
本学では、入学時において、学生教育研究災害傷害保険（学

研災）に、加入することを勧めています。この保険は、大学の
正課である講義、実験・実習、課外活動・各種大学行事（イン
ターンシップ及びボランティア活動を含む）の参加中及び学
内で生じた災害並びに通学中、大学施設等相互間の移動中の
事故が補償の対象となるもので、全国規模の保険制度です。

このほか、学外実習やインターンシップ等に参加する際に
加入が必要な学研災付帯賠償責任保険、各学部・学府の特徴
にあわせた保険などに加入することになっています。

○各種証明書
成績証明書等の各種証明書の発行については、在籍及び卒

業された学部・大学院の学生担当係が対応しています。
なお、在籍生は各地区に設置された自動発行機から発行で

きます（一部の証明書を除く）。
また、令和2年4月からは、在籍・非在籍を問わず、国内のコ

ンビニエンスストアで発行できます（一部の証明書を除く）。
⇒　各学部・学府の窓口一覧は、★もっと詳しく知るにはへ

○寄宿舎情報
本学には、学生寄宿舎として伊都キャンパスにドミトリー

1、ドミトリー 2、ドミトリー 3及び伊都協奏館（いずれも男女
及び日本人と留学生の混住）、大橋キャンパスに井尻寮（男子
学生専用）があります。また、留学生専用の寄宿舎として井尻
／馬出／筑紫国際交流会館、福岡市国際会館及びセトルイン
ターナショナルがあります。

＊入寮資格
日本人学生の場合、原則、学部生・大学院生が入居でき、研

究生、科目等履修生、聴講生等は入居できません。
留学生の場合、原則、新規入学の留学生が入居できます。但

し、寮に入居したことがある者、本人又は配偶者が既に福岡地
区で生活している留学生は除きます。

＊入寮時期
原則として4月と10月の年2回の入寮となります。

＊入寮期間
伊都キャンパスの学生寄宿舎は、原則として1年以内、井尻

寮は、標準修業年限内となります。
留学生の場合、全ての寄宿舎において、原則として6 ヶ月以

内、但し、受入期間が１年以内の交換留学生、短期留学プログ
ラム生の入居許可期間は、その留学期間となります（研究生を
除く）。

＊選考
学生の選考については、家計の経済状況により選考されま

す。また、井尻寮については、寮委員（学生）による面接を行い
ます。
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留学生の場合、各寄宿舎の入居者選考基準により、選考しま
す。

★もっと詳しく知るには

・入学料免除（徴収猶予）・授業料免除
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/exempt02/

・奨学金制度
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/scholarship/

・日本学生支援機構ホームページ
https://www.jasso.go.jp/index.html

・保険制度
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/insurance/

・各種証明書
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/procedure/certificate/

・寄宿舎情報（学生寄宿舎等）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/dormitory/

・寄宿舎情報（留学生用寄宿舎）
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/student/housing

◆お問い合わせ先

・入学料免除及び徴収猶予、授業料免除について
	 学務部学生支援課経済支援係� 092-802-5948
	 � 内線:90-5948
・奨学金制度について
	 学務部学生支援課経済支援係� 092-802-5931
	 � 内線:90-5931
・通学定期について
	 学務部学生支援課学生支援係� 092-802-5961
	 � 内線:90-5961
・保険制度について
	 学務部学生支援課学生支援係� 092-802-5961
	 � 内線:90-5961
・寄宿舎情報（学生寄宿舎等）について
	 学務部学生支援課学生支援係� 092-802-5963
	 � 内線:90-5963
・寄宿舎情報（留学生用寄宿舎）について
	 国際部留学課受入支援係� 092-802-2289
	 � 内線:90-2289

学生の課外活動
○クラブ活動概況

本学で活動する学生団体数は、大学公認団体が約130団体、
各学部の公認団体が約70団体あり、公認団体に所属する学生
数は約7,600名にのぼり、学生の課外活動は活発に行われて
います。

○主な行事一覧
＊九州地区大学体育大会（7月、12月）

この大会は、課外活動体育活動の集大成として企画され、九
州地区大学体育協議会に加盟する国・公・私立（短大を含む。）
大学の学生が集まって行われる学生スポーツの一大祭典で
す。

＊�全国七大学総合体育大会（通称：七大戦、旧七帝戦）（12
～３月、６～８月）
この大会は通称「七大戦」と呼ばれ、かつての帝国大学で

あった九州・大阪・京都・名古屋・東京・東北・北海道の七
大学が、毎年当番校を定めて、その地で開催する体育大会で
す。全32競技が行われ、ポイントによる総合成績で大学間の
覇を競います。

2025年の第64回大会は、北海道大学主管のもと、開催され
ます。

＊九州大学学生後援会文化祭（10 ～ 11月）
文化系公認学生団体の発表の場を提供するとともに、福岡

市民に九州大学の学生団体の活動を知ってもらうことを目的
に、九州大学学生後援会の支援のもと、毎年1回、学生後援会
文化祭を九大学研都市駅横の「さいとぴあ」にて開催していま
す。

＊九大祭・芸工祭（11月）
九州大学の学園祭は、九大生自らが企画し、運営を行う「学

生主体の祭」を謳った学生の表現の場であると同時に、九州大
学を多くの方に知っていただく情報発信の場でもあります。
サークル、クラスなどの趣向をこらした催物が企画されてい
ます。

○顧問教員の役割
大学が公認する学生団体には、顧問教員が就任しているこ

とを一つの条件としています。
顧問教員は、九州大学学生団体の顧問教員指針のもと、精神

的な協力者としての側面から適切な指導助言を行う立場にあ
ります。

課外活動における学生の事故が増えていることを鑑み、学
生が課外活動で合宿や遠征を行う場合は、「合宿・遠征・試合・
行事届」を事前に提出させるなど、必要に応じて指導助言を
行ってください。

（参考）全学公認学生団体一覧
＊体育系学生団体（体育総部所属学生団体）
合気道部、アイスホッケー部、芦原空手部、アメリカンフット
ボール部、アルティメット同好会、ウィンドサーフィン愛好
会、応援団、空手道部、弓道部、剣道部、航空部、硬式ソフトボー
ル部、硬式庭球部、硬式野球部、ゴルフ道部、サイクリング同好
会、サッカー部、山岳部、自動車部、柔道部、準硬式野球部、少林
寺拳法部、水泳部、水球部、スカッシュ愛好会、スキー部、全学
卓球部、漕艇部、ソフトテニス部、体操部、チアリーディング
部、テコンドー部、トライアスロン部、軟式野球部、馬術部、男
子バスケットボール部、女子バスケットボール部、バドミント
ン部、男子バレーボール部、女子バレーボール部、男子ハンド
ボール部、女子ハンドボール部、フェンシング部、フットサル
部、洋弓部、ヨット部、ラグビー部、男子ラクロス部、女子ラク
ロス部、陸上競技部、錬心舘空手部、ワンダーフォーゲル部、体

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/exempt02/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/fees/scholarship/
https://www.jasso.go.jp/index.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/insurance/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/procedure/certificate/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/dormitory/
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/student/housing
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育総務委員会

＊文化系学生団体
ICPCチャレンジ部、iTOP、アカペラサークル、アコース
ティックギターサークル、アニメーション研究会、囲碁部、糸
島空き家プロジェクト、裏千家茶道部、映画研究部、英語研究
部、ＳＦ研究部、演劇部、音楽鑑賞部、化学研究部、カフェ運営
サークル、環境サークル、ギターアンサンブル、クイズ研究会、
グリーンクラブ、軽音楽部ジャズ研究会、国際親善会、混声合
唱団、ジャグリング部、写真部、狩猟研究会、将棋部、書道部、吹
奏楽団、ストリートダンスサークル、生物研究部、タップダン
スサークル、探検部、男声合唱団、地学研究部、CHANCE、鉄
道研究同好会、鳥人間チーム、謎解き企画、ねこ部、バンド同好
会、ピアノの会、美術部、百人一首愛好会、ヒューマノイドプロ
ジェクト、フィルハーモニーオーケストラ、フォークソング
部、フラダンスサークル、PLANET-Q、物理研究部、舞踏研究
部、文藝部、邦楽部、放送研究会、法律相談部、ポケモン研究会、
ボランティアサークル、マジックサークル、漫画研究部、マン
ドリンクラブ、民族舞踊研究会、模型部、落語研究会、ロック研
究会、ロボコンチーム、和太鼓華響、剣舞道サークル、ラテン
サークル、スマブラ研究会、デュエマサークル、湊坂46、
medien-lien、QCOM、ロボット技術研究会、学生劇団いと
～ Italento ～、お笑いサークルWARABEE、パン同好会、ポー
カーサークルQQs

★もっと詳しく知るには

課外活動
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/extracurricular

九州大学学生団体ホームページ
https://kagai.student.kyushu-u.ac.jp/

九州大学大学祭等イベントのホームページ
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/extracurricular/kyu-festa

九州大学学生後援会
https://kouenkai.student.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

学務部学生支援課　課外活動支援係� 電話　092-802-5966
	 � 内線:90-5966
	 � FAX　092-802-5990
	 � 内線:90-5990

e-mail　gaggakusei@jimu.kyushu-u.ac.jp

学生のキャリア支援・就職支援
学生のキャリアアップと就職活動をサポートするために、

キャリア支援・就職支援に係るガイダンスやプログラム等を
実施しています。学生支援課では、全学的な支援を行ってお
り、その主な支援内容は以下のとおりです。

部局においても独自の支援が行われており、例えば、学部を
限定した求人情報、学校（教授、学部・学府長）推薦等、学生に
対するより身近な情報の提供等については、各学部・学府学
生係が担当しています。

また、共創学部及び理系学部・学府の各学科・専攻等では、
「就職担当教員」が学科事務室や学部・学府学生係と協力しな
がら、文系学部・学府では、学部・学府学生係が主となり、指
導教員等と連携しながら支援を行うこととしています。

学生に対しては、提供される貴重な情報を見逃さないよう
留意するとともに、「学務部学生支援課」、「各学部・学府学
生係」、「各就職担当教員」及び４キャンパスに配置された「就
職相談員」を有効に活用し、自身のキャリアアップを図り、悔
いの残らないような進路選択となるようご指導をお願いしま
す。

○キャリアガイダンス（低年次学生向け）
主に低年次の学生（学部1・2年生）を対象とした、「主体的

に進路を選択する能力の育成や就業意識の形成」を支援する
ガイダンスです。

○�インターンシップ（実施時期；主に夏休みや春休み等
の長期休業期間中）
インターンシップは、学生が実際に企業等で働いてみる研

修制度で、就業体験を通じて本当に自分のやりたいこと等を
知ることができる絶好の機会です。本学では、公的団体等と
連携して、主に夏休みと春休みの期間を利用して学生が参加
しています。

○公務員試験対策講座（実施時期；通年（4月～））
公務員志望者を対象に、九州大学生活協同組合が主催して、

学内で開講しています。市価よりも安価で、かつ開講場所が
学内であるため受講にも便利で、経済的にも時間的にも学生
の負担が軽減され効率的に受講できます。

○就活ガイダンス，就活対策講座
＊就活ガイダンス

主に企業就職希望者を対象に、就職活動の概要、企業の選考
スケジュール、業界・企業研究の仕方、自己分析及び面接対策
について、主要な就職支援会社等（マイナビ等）から講師を招
き、実践的就職活動のアドバイスを行う就活ガイダンスを実
施しています。

また、公務員希望者を対象に、国家機関・地方公共団体の人
事採用担当者を招いて、各機関の業務内容や採用方針等の説
明を行うガイダンスを実施しています。

＊就活対策講座
実践的な就職活動の心得から、エントリーシート対策、多様

化する面接試験を勝ち抜くための面接対策講座やグループ
ディスカッション講座まで、幅広く実施しています。

○企業説明会
＊企業研究セミナー・個別企業説明会

九州大学生限定の個別の会社説明会です。企業から申し出
があった場合に開催します。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/extracurricular
https://kagai.student.kyushu-u.ac.jp/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/extracurricular/kyu-festa
https://kouenkai.student.kyushu-u.ac.jp/
mailto:gaggakusei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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＊業界・企業研究セミナー 
10 ～ 30社程度の企業の人事担当者を招いて実施する学

内最大規模の企業説明会で年に複数回開催しています。

＊就職フェア
就職活動継続中の学生のため、6月頃に企業等の人事担当

者を招いて実施する説明会です。

＊留学生学内企業説明会
対象を留学生に特化した学内企業説明会です。留学生採用

志向の高い企業を招き実施しています。

○就職相談（実施時期；通年）
伊都・大橋・筑紫・病院の各キャンパスに、豊富な経験と

専門的な知識を持った専門家を「就職相談員」として配置し、
就職情報の提供及びエントリーシートに係る記入指導等の書
類対策、自己ＰＲ・面接対策、進路選択相談等、就職活動全般
にわたる指導・相談をきめ細かに行っています。

○博士課程学生のための就職支援
博士の学位取得者及び学位取得を目指す者を対象に、キャ

リアガイダンス、中長期のインターンシップ、企業説明会等を
実施しています。

○外国人留学生のための就職支援
日本国内での就職を希望する学生を対象に、「就活対策講

座」や「ビジネス日本語・マナー講座」、「留学生学内合同企業
説明会」等各種支援企画を実施しています。

○就職情報・就職活動情報の提供（実施時期；通年）
＊就職情報室

伊都地区イーストゾーン及びウエストゾーンに、全学的な
就職情報を提供する場所として就職情報室を設置していま
す。企業パンフレット、就職に関する資料の閲覧等、自由に利
用することができます。

＊九州大学キャリア・就職支援システム
学生が求人情報やインターンシップ情報、先輩の就活体験

記を見ることができます。また、就職相談や学内イベントの
予約も行えます。なお、卒業する学生は、卒業後の進路をこの
システムで報告する必要があります。

★もっと詳しく知るには

・九州大学Webサイト
　キャンパスライフ→キャリア・就職支援

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/employment/

◆お問い合わせ先

・学務部学生支援課
	 キャリア支援係� TEL :092-802-5897
	 � 内線:90-5897

入学試験の種類、実施時期と実施体制
九州大学では、学部入試において一般選抜を実施するほか、

総合型選抜（Ⅰ・Ⅱ）、学校推薦型選抜、国際入試、帰国生徒選
抜、私費外国人留学生入試及び国際コース入試を実施します。
（令和９年度からは、次世代研究者発掘入試（Ⅰ・Ⅱ）を実施

します。）
また、大学入試センターと協力して、大学入学共通テストを

共同で実施します。
なお、入学試験においては、教職員が監督業務等に従事する

ことになります。

○大学入学共通テスト
［実施時期］

毎年度1月13日以降の最初の土曜日及び翌日の日曜日

［実施体制］
大学入学共通テストは、総長の下、入学試験実施委員会委員

で構成する実施本部を設置し、学内学外に11の試験場を設定し
ます。同試験は、全学協力体制で行うことを原則とし、各試験
場長は各学部長等をもって充て、監督者等は、各部局の教職員
数に応じて按分で割り当て、当該部局長を通じて依頼します。

○九州大学が実施する入学試験
［入学試験の種類と実施時期］
［実施体制］

入学試験の種類 入学試験の実施時期

一般選抜
前期日程 2月25日～ 27日
後期日程 3月12日

総合型選抜Ⅰ
（共創学部・教育学部）

1次選抜：10月上旬～中旬
2次選抜：11月下旬

総合型選抜Ⅱ
（�文 学 部・ 法 学 部・ 

経済学部・理学部・ 
医 学 部 保 健 学 科・ 
歯 学 部・ 工 学 部・ 
芸術工学部・農学部）

1次選抜：11月下旬～ 12月中旬
2次選抜：１月下旬

学校推薦型選抜
（�共創学部・文学部・

歯学部・芸術工学部）
1次選抜：11月中旬～ 12月中旬
2次選抜：1月下旬

国際入試
（教育学部）

1次選抜：10月上旬～中旬
2次選抜：11月下旬

帰国生徒選抜 2月25日～ 27日
私費外国人留学生入試

（4月入学） 2月26日～ 27日

国際型入試
（10月入学）
（共創学部）

1次選抜：1月中旬～ 2月上旬
2次選抜：2月下旬

私費外国人留学生入試
（10月入学）
（工学部）

1次選抜：2月中旬
2次選抜：2月下旬～ 3月上旬

国際コース入試
（10月入学）
（農学部）

1次選抜：2月中旬
2次選抜：2月下旬～ 3月上旬

※上表は、令和８年度の入学者に係るもの

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/employment/
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九州大学が実施する入学試験は、原則として当該学部の教
職員によって実施されます。但し、一般選抜の出題・採点等
の業務については、全学的な体制の下で、総合型選抜（Ⅰ・Ⅱ）、
学校推薦型選抜、国際入試、帰国生徒選抜、私費外国人留学生
入試及び国際コース入試の出題・採点等の業務については、
当該学部より選出された教員によって業務に当たることにな
り、その任務に従事する必要が生じた場合は、当該部局長を通
じて依頼します。

○3年次編入学試験、大学院入試
当該学部・学府等の教職員によって実施・運営されます。

★もっと詳しく知るには

・九州大学入学者選抜情報
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/

◆お問い合わせ先

○�一般選抜
	 学務部入試課入試第一係� 092-802-2004
	 � 内線:90-2004
○�総合型選抜Ⅰ、総合型選抜Ⅱ、学校推薦型選抜、国際入試（教育）
	 学務部入試課入試企画・広報係� 092-802-2006
	 � 内線:90-2006
○�大学入学共通テスト、帰国生徒選抜、私費外国人留学生入試、国

際コース入試
	 学務部入試課入試第二係� 092-802-2005
	 � 内線:90-2005
○３年次編入学試験・大学院入試
	 各学部・学府の学生係まで（下記アドレスに掲載）

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/student_section/

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/admission/
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/student_section/
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主幹教授制度
主幹教授制度は、本学における高度な研究活動を推奨し、支

援し、さらに活性化するために、本学の教授のうち、その専門
分野において極めて高い業績を有し、かつ、本学の研究戦略の
先導的な役割を担う者に「主幹教授」の称号を付与するもので
す。

主幹教授の称号を付与される者は下記の条件を満たす者
で、原則として、次に掲げる競争的研究費等に採択された代表
者とします。

①　科学研究費助成事業の大型種目（特別推進研究、学術変
革領域研究（Ａ）・総括班、国際共同研究加速基金（国際先
導研究）、基盤研究（Ｓ）及び基盤研究（Ａ）（ただし、基盤
研究（Ａ）は人文社会科学系に限る。））

②　九州大学特定大型教育研究プロジェクトの拠点に関す
る規程第２条別表第２に規定する拠点

③　①及び②に準ずる競争的研究費等
主幹教授には、上記の要件を満たす研究プロジェクトの実

施期間において、給与面での優遇措置などを行います。

★もっと詳しく知るには

・主幹教授制度について
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/university-relations-only/distinguished-
professor/ 
　 

 ◆ お問い合わせ先
研究・産学官連携推進部研究企画課研究推進係

	 � 092-802-2322
	 � 内線:90-2322

科学研究費助成事業
科学研究費助成事業（科研費）は、人文・社会科学から自然

科学までの全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆ
る「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に
進展させることを目的とする「競争的研究費」であり、ピア・
レビュー（注1）による審査を経て、独創的・先駆的な研究に
対する助成を行うものです。
（注1）�ピア・レビュー…専門分野の近い研究者による学問

的意義についての評価。8千人を超える研究者が、書
面審査、合議審査及びヒアリングに関わっています。

科研費では、若手研究者の自立を支援する「若手研究」や、学
術の体系・方向の変革・転換や挑戦的な研究を支援する「学
術変革領域研究」や「挑戦的研究」など、研究の段階や規模に応
じて、応募・審査をしやすくするため、様々な「研究種目」が設
定されています。

＊応募スケジュール（注2）
令和4年度公募から応募及び内定時期が早期化されていま

す。
例年４月以降に順次、文部科学省及び日本学術振興会から

この辺り、スペース等複雑に入れている➡
が、下の行の◆お問い合せ先までリンクが
かからない様にする為なので、消さないよ
うに！注意!!

次年度科研費の「公募要領」が公表され、公募が開始されます。
応募者は、【科研費　電子申請システム】により応募手続き

を行います。
（注2）�研究種目によって、時期が異なります。詳細は公募

要領に記載されています。
【参考】科研費主要種目のスケジュール（予定）
・特別推進研究、学術変革領域研究（A･B）、基盤研究（S）

4月中旬～ 6月中旬公募、翌年1月上旬以降、順次結果通
知

・基盤研究（A･B･C）、若手研究、挑戦的研究
7月中旬～ 9月中旬公募、翌年2月下旬以降、順次結果通
知

＊科研費の応募についてはこちらのＨＰから（注3）
【科研費 電子申請システム】
https://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/index.html

（注3）�応募の際は事前にシステムにログインするための
ID・パスワードの発行手続きが必要です。

	� 詳細は所属部局の科研費事務担当係にお問い合わせ
ください。

＊基金化について
年度にとらわれずに研究費の使用ができるよう、平成23年

度に日本学術振興会に基金が創設されました。
それにより、基金化した種目では、複数年度の研究期間全体

を通じた研究費が確保されているため、研究の進展に合わせ
た研究費の前倒し及び次年度使用など、会計年度にとらわれ
ない研究費の柔軟な執行が可能となりました。

★もっと詳しく知るには

・文部科学省　科研費HP
https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/main5_a5.htm

・日本学術振興会　科研費HP
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html

・九州大学　科研費HP
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/kaken-
oncampus/

◆お問い合わせ先

・科研費の事務手続きについて
	 各部局の科研費事務担当係
・科研費制度、事務手続き全般について
	 �研究・産学官連携推進部研究企画課グラントサポート係
	 � 092-802-2386、2329
	 � 内線:90-2386、2329

日本学術振興会　特別研究員制度
日本学術振興会（JSPS）特別研究員制度は将来を担う創造

性に富んだ研究者の養成･確保を目的としており、「特別研究
員」に採用された者に対しては研究奨励金が支給されます。

また、研究費として、科学研究費助成事業（特別研究員奨励

研究

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/university-relations-only/distinguished-professor/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/university-relations-only/distinguished-professor/
https://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/index.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/main5_a5.htm
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/kaken-oncampus/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/kaken-oncampus/
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費）の助成を受けることが可能です。
特別研究員の採用は2段階の書面審査によって決定しま

す。
選考には申請書が大きく影響しますので、採択にあたって

は受入教員が積極的に学生へ指導することが重要です。
なお、本学は「研究環境向上のための若手研究者雇用支援事

業」を導入しました。令和7年4月1日より、特別研究員のうち
PD，RPD，CPDは、本学の就業規則等に基づき「特別研究員

（学振）」として、原則全員、雇用を行います。

＊年間の主なスケジュール（PD、DC）
例年、日本学術振興会から2月上旬に募集要項が公表され、

6月初旬頃に応募が締め切られます（ただし、学内締切はそれ
以前に設定されます）。

その後、10月上旬頃までに第一次選考結果が開示され、1
月上旬頃までに第二次選考結果が開示されます。

採用決定は4月1日です。

★もっと詳しく知るには

・日本学術振興会　特別研究員制度HP
https://www.jsps.go.jp/j-pd/index.html

・�九州大学　特別研究員HP
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/research-
fellowship/

◆お問い合わせ先

・特別研究員の事務手続きについて
	 �各部局の特別研究員事務担当係（学術研究・産学官連携本部 
HP 内に各部局の事務一覧を掲載）

・特別研究員制度、事務手続き全般について
	 �研究・産学官連携推進部研究企画課グラントサポート係
	 � 092-802-2386
	 � 内線:90-2386

Email：zagkyoso@jimu.kyushu-u.ac.jp

競争的研究費制度
競争的研究費制度は、科学技術・イノベーション基本計画

（令和3年3月26日閣議決定）において、「大学、国立研究開発
法人等において、省庁等の公募により競争的に獲得される経
費のうち、研究に係るもの（競争的資金として整理されていた
ものを含む）。」と定義されています。

また、競争的研究費制度は研究者の競争的な研究環境を形
成し、研究者が多様で独創的な研究に継続的、発展的に取り組
む上で基幹的な研究資金制度です。

★もっと詳しく知るには

・「競争的研究費制度一覧」はこちらのHPから
https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/

・競争的研究費制度の応募についてはこちらのHPから（注）
　【府省共通研究開発管理システム（以下、e-Rad）】

https://www.e-rad.go.jp/
（注）�応募に際してはe-Radによる応募手続の他に、併せて紙媒体での申請

も必要となる場合がありますので、事前に、所属部局の研究協力関係
事務を所掌している係にお問い合わせください。

◆お問い合わせ先

・競争的研究費制度、事務手続き全般について
	 �研究・産学官連携推進部研究企画課グラントサポート係
	 � 092-802-2167、2327
	 � 内線:90-2167、2327

研究助成金
研究助成金とは、民間の財団法人等が、各々の財団ごとに、

研究助成金の趣旨や研究助成の対象分野、助成金額を定め、募
集を行う制度です。

各研究者は、各々の研究助成金の内容や対象等を「応募要
項」等で確認し、各自で、各研究助成金の趣旨にあったものに
応募します。

募集を行った財団法人等は、応募者から送付された申請書
（応募書類）を、各財団の定めた選考基準に照らして審査を行
い、助成対象者を決定します。

なお、各研究助成金が以下のいずれかの条件を満たす場合
は、大学へ寄附し経費管理を行わなくてはなりません。
（1）当該職員の職務上の教育研究活動等を奨励するもの
（2）�当該職員が個人の資格で行う研究活動等を本学の施設

又は設備を使用して行うもの

★もっと詳しく知るには

・研究支援Web
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/fund-search/

注意！

研究助成金の中には、応募時に総長推薦が必要な助成金、部局長推薦
が必要な助成金、大学ごとに申請件数に制限がある助成金（（例）九州
大学で1件等）があります。
その場合は、学内で推薦に係る事務手続きや応募者の調整を行う必要
がありますので、それらの条件のある助成金に応募される場合は、事
前に、所属部局の研究協力関係事務を所掌している係にお問い合わせ
下さい。

・経費管理について
　�国立大学法人九州大学寄附金取扱規程（第7会計－第1章 会計
規則）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule/
rulebook/

◆お問い合わせ先

・応募について
	 �所属する部局の研究協力担当係又は研究・産学官連携推進部
研究企画課グラントサポート係

	 � 092-802-2328
	 � 内線:90-2328
・経費管理について
	 所属する部局の経理担当係

https://www.jsps.go.jp/j-pd/index.html
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/research-fellowship/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/research-fellowship/
mailto:zagkyoso%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/
https://www.e-rad.go.jp/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/fund-search/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule/rulebook/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule/rulebook/
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学内研究支援制度
本学では、学内研究費支援や競争的研究費獲得支援、研究力

向上のための支援など幅広い研究者支援を行っております。
全学で実施している研究者支援制度等については以下の

URLに集約しておりますので、是非ご参照ください。

★もっと詳しく知るには

・九州大学研究者支援制度 
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/guide/

国際交流（教員・研究者）
九州大学では、国際的な教員・研究者間の交流を活発に行

うため、「スーパーグローバル大学等事業」、「留学生30万人
計画」などを推進するとともに、派遣・招へい等の各種支援事
業を積極的に実施しています。

○教員・研究者の国際交流状況（派遣・受入）
九州大学における教員の海外派遣、外国人教員数及び外国

人研究者の受入状況、海外の協定締結校については以下に示
すとおりです。

＊本学教員・研究者の海外派遣数
海外派遣研究者数の推移

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

短期派遣者数
（30日以内） 2 26 1,218 2,580 3,047

増減数
（前年度比） -3,383 24 1,192 1,362 467

長期派遣者数
（31日以上） 19 28 81 66 121

増減数
（前年度比） -82 9 53 -15 55

出典：文部科学省「国際研究交流状況調査」

＊外国人研究者の受入数
外国人研究者数の推移

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

短期受入者数
（30日以内） 3 10 516 488 666

増減数
（前年度比） -762 7 506 -28 178

長期受入者数
（31日以上） 182 109 229 198 153

増減数
（前年度比） -113 -73 120 -31 -40

出典：文部科学省「国際研究交流状況調査」

＊協定校一覧
九州大学は大学間（学術：153件、学生：145件）、部局間（学

術：261件、学生：225件）の協定を締結しています（令和7
年12月1日現在）。

最新の協定締結状況について
�https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/agreeview/worldmap.php

○外国人教員・研究者の受入
海外からの優秀な人材の受け入れを積極的に推進し、最先

端の研究情報を取り入れながら大学の国際競争力の強化を目
指しています。

＊事務手続きの窓口（各部局及び国際部）
事務手続きについては各部局の国際交流担当係へお問い合

わせください。

○国際協力
アジア重視戦略を掲げる本学は、アジアを中心とする開発

途上国に対する教育・研究、技術開発、人材育成をこれまで持
続的に展開してきました。本学は国際協力機構（JICA）との
連携を通じたプロジェクトや二国間のパートナーシップに基
づく海外の大学設立への協力などを実施しています。

＊JICA等を通じた国際協力への取り組み例
１．JICA関連事業

ASEAN工学系高等教育ネットワーク（AUN/Seed-Net）
産学連携に係る大学運営管理（インドネシア）
工学系高等教育支援事業（モンゴル）
�高効率燃料電池と再生バイオマスを融合させた地域内エネ
ルギー循環システムの構築（ベトナム）
�地域特性に配慮したカーボンニュートラル社会実現のため
の効率的・革新的グリーン/ブルー水素製造技術開発プロ
ジェクト（ウズベキスタン）
�東アフリカ大地溝帯に発達する地熱系の最適開発のための
包括的ソリューション（ケニア）

２．�二国間のパートナーシップに基づく海外の大学設立への
協力

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）
マレーシア日本国際工科院（MJIIT）
インド工科大学ハイデラバード校(IITH)

○外部資金
＊JICAやJSPS等の国際交流関係事業への申請手続き窓口

国際部国際企画課国際交流係
092-802-2218、2221
内線:90-2218、2221
intlkkoryu2@jimu.kyushu-u.ac.jp

※民間財団等が公募する国際交流事業の情報は、研究支援
Web（学内限定）に随時掲載しています。

○組織・職名等の英語呼称
九州大学における組織・職名等の英語訳一覧表をhttps://

www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher/bilingualization に
掲載しています。この英訳の使用を義務付けるものではなく、
業務上必要な際に参考としていただくものです。

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/guide/
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/agreeview/worldmap.php
mailto:intlkkoryu2%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://ura.kyushu-u.ac.jp/research-info/fund-search/
https://ura.kyushu-u.ac.jp/research-info/fund-search/
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher/bilingualization
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher/bilingualization
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★もっと詳しく知るには

・国際部Webサイト内の教職員向け情報
　Global Gateways

https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher

◆お問い合わせ先

・外国人教員・研究者の受入/大学間交流協定/外部資金について
	 国際部国際企画課国際交流係	 092-802-2218、2219
	 � 内線:90-2218、2219

intlkkoryu@jimu.kyushu-u.ac.jp

・学内の英語呼称について
	 国際部国際企画課国際企画係	 092-802-2223、2282
	 � 内線:90-2223、2282

intlssuishin@jimu.kyushu-u.ac.jp

・国際開発協力について
	 国際部国際企画課国際企画係	 092-802-2223、2282
	 � 内線:90-2223、2282

intlssuishin@jimu.kyushu-u.ac.jp

PI人件費制度
●概要

PI人件費制度は、研究者の人件費の一部を、研究者が研究代
表者又は研究分担者として獲得した競争的研究費の直接経費
から支出し、それにより捻出された当初の雇用財源を、研究者
自身の処遇改善や大学の研究力強化に活用する制度です。

本学では、令和2年10月9日競争的研究費に関する関係府
省連絡会申し合わせ「競争的研究費の直接経費から研究代表
者の人件費の支出について」の決定に基づき、令和３年度より
本制度を実施しています。

★もっと詳しく知るには

・九州大学におけるPI人件費制度について
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/pi/  

◆お問い合わせ先

・PI人件費制度適用にかかる事務手続きについて
	 所属部局のPI人件費制度事務担当係
・PI人件費制度全般について
	 �研究・産学官連携推進部研究企画課グラントサポート係
	 � 092-802-2327
	 � 内線:90-2327

E-mail：zagkyoso@jimu.kyushu-u.ac.jp

適正な研究活動の推進
今日の科学研究が限りなく専門化を深め複雑かつ多様な研

究方法・手段を駆使して行われる結果、科学的成果・知見が
飛躍的に増大していく反面、科学者同士でさえ、互いに研究活
動の実態を把握しにくい状況となっていることから、科学者
が公正に研究を進めることが従来以上に重要になってきてい
ます。

また、厳しい財政事情にもかかわらず、未来への先行投資と

して、国費による研究費支援の増加が図られている中にあっ
ては、貴重な国費を効果的に活用する意味でも、研究活動の公
正性の確保がより一層強く求められています。

しかしながら、研究活動における不正行為の事案が後を絶
たず、昨今それらの不正行為が社会的に大きく取り上げられ
る事態となっていることを背景に、平成26年8月に「研究活動
における不正行為への対応等に関するガイドライン」（文部
科学大臣決定）が公表されたことを受け、不正行為を事前に防
止し、適正な研究活動を推進するため、研究者に求められる倫
理規範を修得等させるための研究倫理教育を実施することが
求められています。

本学においても、新ガイドラインを踏まえ、関係規程を見直
し、また、各部局に研究倫理教育責任者を配置し、研究倫理教
育責任者が各部局の研究者等に対し、研究倫理教育の実施及
び受講管理等を行う等の整備をするなど、対応を強化してい
ます。

○行動基準
九州大学における研究に従事する教職員、学生等、全ての研

究者は、九州大学学術憲章に則り、より善き知の探求と創造・
展開の拠点である九州大学の一員であることを自覚し、自ら
の良心と良識に従って、社会の信頼と期待に応え得る研究活
動の遂行に努めなければなりません。

＜研究者の基本的責任及び姿勢＞
（1）�研究者としての誇りを持ち、その使命を自覚する。
（2）�研究者は、捏造、改ざん、盗用等の研究活動の不正行為

及び研究費の不正使用を行わず、また加担及び黙認し
ない。

（3）�研究者は、研究活動の実施及び研究費の使用等にあ
たっては、法令や関係規則を遵守する。

＜研究活動に関して守るべき作法等＞
研究者は、健全な研究活動を保持し、適正な研究環境を形成

するため、次に掲げる事項を遵守するものとする。
（1）�本学における研究活動において生み出された成果やそ

の根拠となるデータ等は、研究者個人の私的なもので
はなく、公的なものであるという意識を持つとともに、
その記録や保存等については、国立大学法人九州大学
の適正な研究活動に関する規程（平成21年度九大就規
第14号）第3条第3項に基づき作成するガイドラインに
基づき、適切な管理及び指導を徹底すること。

（2）�共同研究においては、個々の研究者が、それぞれ役割分
担・責任を明確にするとともに、研究活動の全容を把
握・管理する立場にある代表研究者は、研究内容や研
究成果を適宜、適切に確認すること。

（3）�研究成果の発表物（論文）において、著者としての要件
を満たさない者を著者とするあるいは、要件を満たす
者を著者として記載しないなどの「不適切なオーサー
シップ」や印刷物あるいは電子媒体を問わず、既に出版

https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher
mailto:intlkkoryu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:intlssuishin%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:intlssuishin%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/for-faculty-staff-students/pi/
mailto:zagkyoso%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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された、ないしは、他の学術誌に投稿中の論文と本質的
に同一の内容の原稿をオリジナル論文として投稿する

「二重投稿」も不正行為となりうることから、論文発表
の際には、研究者コミュニティや学術誌等の投稿規定
などに十分留意すること。

（4）�産学連携実施に伴い、利益相反が生じる可能性を持つ
研究を遂行するに当たっては、研究実施主体の明確化
と研究成果の管理など適切に対応すること。

（5）�論文の査読において、理不尽に厳しくしたり、意図的に
遅らせたりすることがないよう、また、競争的資金の審
査において、申請者との間で審査に影響を与えるよう
な関係がある場合は自ら辞退するなど、研究者倫理に
基づく行動をとること。

○研究者とは
（1）役員、就業通則等の適用を受ける者で研究を行う者
（2）学生その他の本学において研究に従事する者
（3）本学において研究指導を受ける者
（4）本学の研究に関する施設設備を利用して研究を行う者
（5）�申立て事案発生時において、（1）～（4）までに掲げる

者であった者

○不正行為とは
次に掲げる研究活動上の行為（故意又は研究者としてわき

まえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるもの
ではないことが根拠をもって明らかにされたものを除く。）
（1）捏造　　�存在しないデータ、研究結果等を作成するこ

と。
（2）改ざん　�研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、

データ、研究活動によって得られた結果等を
真正でないものに加工すること。

（3）盗用　　�他者のアイディア、分析・解析方法、データ、
研究結果、論文又は用語を、当該者の了解又は
適切な表示なく流用すること。

（4）その他　�(1)、(2)及び(3)に掲げる行為以外の不適切な
行為であって、科学者の行動規範及び社会通
念に照らして研究者が守るべき倫理からの逸
脱の程度が重大であるもの。

（5）上記の行為の証拠隠滅又は立証妨害をすること。

○研究倫理教育の実施
本学では、適正な研究活動を推進するため「研究倫理教育」

を実施しており、教員、大学院生等直接研究に従事する者は、
全学的な共通教材による「研究者共通教育」の受講が義務付け
られています（各部局において「分野別教育」が実施される場
合もあります）。研究者共通教育はe-learningにて受講する
ことができますので、必ず受講してください。研究者共通教
育の受講に関する詳細については、こちらを参照してくださ
い。

○研究データ等の適正な保存・管理について
本学において研究活動を行う者は、論文や報告等、研究成果

発表のもととなった研究データ等について、求めに応じ、研究
活動の適正性について科学的根拠をもって説明できるよう適
正に保存するとともに、必要に応じ開示しなければいけませ
ん。

各部局では、本学の「研究データの保存等に関するガイドラ
イン」に基づき、各部局における取扱いを定めています。所属
部局の取扱いに従って、適正な保存・管理をお願いします。

（ガイドライン抜粋）
（1）保存対象となる研究データ

論文や報告等、研究成果発表のもととなった実験ノート、
数値データ、画像、試料及び装置等（研究データ等）

（2）研究データの管理
研究データ等はそれらを生み出した研究者自身が責任を
持って保存・管理（転出後等も定められた期間は同様）

（3）保存方法
後日の利用・検証に堪えるよう適正な形で保存（作成者、
作成日時及び属性等を整備し検索等が可能となるよう留
意）

（4）保存期間
・実験ノート、数値データ、画像等、「資料」の保存期間

→原則として、当該論文等の発表後10年間
・試料（実験試料、標本）や装置等、「もの」の保存期間

→原則として、当該論文等の発表後5年間

○不正行為相談・学内申立窓口

学　内　窓　口 内線番号 メールアドレス

申
立

監査・コンプライアン
ス室 伊都90-6648 tuho@jimu.

相
　
　
　
　
　
　
　
談

人文社会科学系総務課
長 伊都90-6301 jbskacho@jimu.

理学部等総務課長 伊都90-4002 rixskacho@jimu.

医系学部等学術協力課
長 馬出91-6771 ijkkacho@jimu.

病院研究支援課長 馬出91-6014 byhkacho@jimu.

工学部等学術研究支援
課長 伊都90-3852 koekacho@jimu.

芸術工学部総務課長 大橋95-4410 gkskacho@jimu.

農学部総務課長 伊都90-4502 noxskacho@jimu.

筑紫地区総務課長 筑紫93-7501 srskacho@jimu.

附属図書館図書館企画
課長 伊都90-2469 tokkacho@jimu.

I²CNER・Q-PIT共通事
務支援室長 伊都90-6931 iqshitsucho@jimu.

※メールアドレスの末尾には、「kyushu-u.ac.jp」を記載してください。

○学外申立窓口
※下記URLのホームページを参照ください。
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/education
mailto:tuho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:jbskacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:rixskacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:ijkkacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:byhkacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:koekacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:gkskacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:noxskacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:srskacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tokkacho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:iqshitsucho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance
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○申立にあたっての留意事項
・原則として顕名によること。なお、申立者は、悪意に基づく

申立であると認定されない限り、単に申し立てたことを理
由に不利益な取扱いを受けることはありません。

・申し立てるに足りる科学的、合理的理由を示してください。
・申立者は、調査に対し、誠実に協力してください。
・悪意に基づく申立であると認定された場合は、申立者の氏

名その他の事項を公表することがあります。

★もっと詳しく知るには

・�研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン
（文部科学大臣決定）

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm

・九州大学学術憲章
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/charter/
research-j/

・適正な研究活動の推進について（九州大学HP）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/propulsion/

◆お問い合わせ先

・研究・産学官連携推進部研究企画課研究総務係
	 � 092-802-2320
	 � 内線:90-2320

研究費の適正な使用
研究費の不正使用は、いかなる理由によっても正当化され

ないものであり、研究者生命を脅かしかねない問題に止まら
ず、大学の責任が厳しく追及されるばかりか、国民の不信感を
招き、ひいては国が推進する科学技術振興施策そのものへの
信頼をも揺るがしかねない行為です。

研究に携わる職員は、研究費の性質及び使用ルール等の不
十分な理解から生じる研究費の不正使用を防止するために
も、これらのことを十分理解したうえで研究活動を遂行する
ことが必要となります。

○正しく研究費を使用するために
＊研究費の定義と性質

研究費とは、研究遂行のための必要な経費に充てるための
資金です。研究費には、研究者の研究に対して国や民間企業
等から補助・助成されるもの、国や民間企業等から研究を委
託され交付されるもの、民間企業等から寄附されるもの、学内
の予算から配分されるものがあり、その種類によって守るべ
きルールが異なります。特に国や独立行政法人から交付され
る研究費は、それぞれに使用ルールが定められていますので、
研究費を使用する際は、そのルールを確認してください。

＊正しい研究費の使用
・研究費は、研究目的に沿って、公正性及び透明性を確保し

つつ、経済的かつ効率的に使用してください。
・研究費を使用する時は、予め支出財源を明確にしてくだ

さい。

・研究費の使用が年度末に集中しないよう、研究計画に
沿った適切な時期に使用してください。

・研究費の不正使用は業者との親密な関係から発生するこ
とが多くあり、普段から高い倫理観をもって、節度ある行
動をとってください。特に取引業者との打合せについて
はオープンなスペースで行う等の配慮が必要となりま
す。

・意図せず不正使用を行ってしまうことを未然に防ぐた
め、使用ルールや事務手続きについてご不明な点がある
場合には、些細なことでも構いませんので、お気軽に相談
窓口（担当事務部門）へご相談ください。
※�研究費の支出に係る手続きについては、このハンド

ブックの物品等の購入、出張手続の項も参照してくだ
さい。

○研究費の不正・不適切使用（禁止事項）
研究費の不正・不適切使用（以下「研究費の不正使用」とい

います。）とは、研究費を私的に流用又は着服することのみな
らず、実態のない謝金・給与・旅費の請求、物品の架空請求に
係る業者への預け金等の不正、故意若しくは重大な過失によ
る研究費の他の用途への使用又は研究費の交付の決定の内容
及びこれに付した条件に違反した使用をいいます。

＊研究費を使用するにあたっての禁止事項
①カラ謝金（賃金・給与）

実際には作業が行われていないにもかかわらず、大学に
虚偽の書類（出勤簿等）を提出し、実態を伴わない謝金（賃
金・給与）を支払わせる不正行為のことです。
（例）�研究者自らが行ったデータベース入力作業を、指

導している学生がアルバイトとして行ったことに
して、実態を伴わない賃金を支給させた。

②カラ出張及び出張費用の水増し請求・二重請求
実際には出張を行っていないにもかかわらず、大学に虚
偽の書類（出張報告書等）を提出し、実態を伴わない旅費
を請求する不正行為のことです。また、実際には不要な
旅費を請求すること（水増し請求）や他機関から支給され
る旅費を大学にも請求すること（二重請求）も不正行為と
なります。
（例）�出張を取り止めたにもかかわらず、虚偽の出張報

告書を提出して不正に旅費を請求した。
③カラ発注、書類の書き換え及び預け金

実際には納品がないにもかかわらず、大学に虚偽の書類
（請求書等）を提出し、実態を伴わない物件費を支払わせ
る不正行為のことです。また、カラ発注でなくとも請求
書等の品目等を書き換えることや、カラ発注で捻出した
資金を業者に管理させることも不正行為となります。
（例）�取引業者と共謀して、納品の実態がないにもかか

わらず、大学に請求代金を支払わせた。
④目的外使用

研究課題の遂行に直接必要な経費以外に経費を使用する

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/charter/research-j/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/charter/research-j/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/propulsion/
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不正行為のことです。実際に作業、出張、納品の事実が
あったとしても、財源となる研究費と直接関係のないも
のへの使用（目的外使用）は不正行為となります。

(例)�プロジェクト経費で購入した設備備品を、同プロ
ジェクトには用いずに別プロジェクトのために使
用した。

＊還流行為の禁止
学生等に支給された経費（給与や謝金、旅費）の全部又は一

部を、研究室等が回収してプール金とする還流行為は、プール
金の使途（私的流用の有無）に関わらず、不適切な行為である
ため本学では還流行為を禁止しています。

実態に基づき適正に支給された経費（給与や謝金、旅費）で
あっても、還流行為によりプール金を捻出する行為そのもの
が不適切な行為となります。
（例）�研究協力者に対し支給された旅費の一部を、研究室が回

収してプール金とし、別の旅費の経費として使用した。

＊寄附金・研究助成金の適正な経理（個人経理の禁止）
研究費は、研究者個人の発意で提案し、採択・交付されるも

のであっても、その原資は国民の税金であったり、その資金を
職務として使用したりすることから、「研究機関」が適切に経
理することが求められています。

競争的研究費等に限らず、財団法人などから研究者個人に
直接交付される助成金であっても、職務上の教育研究活動等
を奨励するものや、大学の施設・設備を使用するものは、大学
が適切に経理する必要がありますので、改めて大学に寄附手
続きしてください。

なお、個人経理は、国立大学の評価において厳しく評定され
るなど、大学経営に多大な影響を及ぼす不適切な経理である
ことに十分留意してください。

○研究費の不正使用に対する処分
研究費の不正使用を行った「個人」に対する処分だけではな

く、「大学」が資金配分機関等から処分を受けることがありま
す。
＜個人に対する処分＞
・懲戒解雇、諭旨解雇、出勤停止など、学内規則に基づく懲戒

処分を受けます。
・文科省等の資金配分機関より、競争的研究費等の交付対象

から一定の期間除外される措置（応募制限措置）を受けま
す。

不正使用及び不正受給に係る
応募制限の対象者 制限期間

不正使用を行った研究者及びそれに共謀した
研究者（個人の利益を得るための私的流用） 10年

不正使用を行った研究者及びそれに共謀した
研究者（私的流用以外の不正使用） 1 ～ 5年

偽りその他不正な手段により競争的研究費等
を受給した研究者及びそれに共謀した研究者 5年

不正使用に直接関与していないが善管注意義
務に違反して使用を行った研究者 最大2年

・行為の悪質性が高い場合は、刑事告発又は民事訴訟などの
法的措置を講じられることがあります。

・不正使用に関与した者の氏名・所属・不正使用の内容等が
公表されます。

・故意又は重大な過失により本学に損害を与えたときは、そ
の損害を弁償する責任を負います。（弁償責任）

＜大学に対する処分・影響＞
・体制整備に不備がある場合、大学全体に対する間接経費措

置額の削減、競争的研究費等の配分停止が行われます。
・調査等に係る膨大な時間とコストが発生します。
・大学の社会的な信用が失墜します。

○研究費の使用における研究者の権限と責任
研究者は、予算の配分を受けることで「予算管理者」となり、

当該予算の管理及び執行に関する事務を委任され、予算の使
途の決定などを行います。

研究者は、自らに配分された予算の管理責任者として、善良
な管理者の注意をもって財務及び会計に関する事務を処理す
る義務があります。

また、業者に対する発注連絡等を他の教職員（事務補佐員
等）に代行させることも可能ですが、代行者の行為を管理監督
する義務と責任が生じます。

○研究費の不正使用を防止するための取組
本学では、研究費を適正に管理するために文部科学省が策

定した「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド
ライン（実施基準）」の令和3年2月の改正を受け、「九州大学
における公的研究費の管理・監査の基本方針」や「九州大学研
究費不正防止計画」の改正及び「コンプライアンス教育・啓発
活動の実施計画」の策定を行い、研究費の不正使用防止に係る
取組を実施しています。

改正ガイドラインでは、ガバナンスの強化、意識改革、不正
防止システムの強化の3項目を柱とする新たな要請事項が示
されており、これらに対応した体制整備を行い、様々な防止策
を実施していますので、引き続き研究費の適正な使用を心掛
けてください。

○研究費の運営・管理に係るコンプライアンス教育
研究費の運営・管理に関わるすべての構成員は、本学の不

正対策に関する方針及びルール等に関するコンプライアンス
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教育を受講することが義務付けられています。コンプライア
ンス教育はe-learningにて受講することができますので、必
ず受講してください。コンプライアンス教育の受講に関する
詳細については、このハンドブックの「研究倫理教育・コンプ
ライアンス教育」を参照してください。

○研究費の不正使用情報の通報窓口
不正使用についての通報は、次のところで受付けています。

（学内通報窓口）

監査・コンプライアンス室
〒819-0395　福岡市西区元岡744
TEL　092-802-6648
　　　内線:90-6648
E-mail　tuho@jimu.kyushu-u.ac.jp

（学外通報窓口）
下記URLのホームページを参照ください。
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance

＜通報に当たっての留意事項＞
・原則として顕名によること。なお、通報者は、悪意に基づく

通報であると認定されない限り、単に通報したことを理由
に不利益な取扱いを受けることはありません。

・通報するに足りる合理的な理由又は根拠を示してくださ
い。

・通報者は、不正使用の調査に対し、誠実に協力してくださ
い。

・悪意に基づく通報であると認定された場合には、原則とし
て当該通報した者の氏名等を公表します。

・悪意に基づく通報など行為の悪質性が高いことが判明した
場合は、刑事告発や民事訴訟などの法的措置を講じること
があります。

★もっと詳しく知るには

・研究費の不正防止について
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/prevention

・研究費使用ハンドブック（学内限定）
https://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/handbook/handbook06.pdf

・�九州大学における競争的研究費等の不正使用に係る調査等に
関する規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000544.
html

◆お問い合わせ先

・研究費の適正な使用について
	 財務部財務企画課財務企画係� 092-802-2337
	 � 内線：90-2337
・研究費の不正使用情報の通報について
	 監査・コンプライアンス室� 092-802-6648
	 � 内線:90-6648

研究倫理教育・コンプライアンス教育
●概要

本学においては、研究活動の不正行為を事前に防止し適正
に研究活動を推進するため、また、研究費の不正を防止し適正
に研究費を管理するため、文部科学大臣が定めたガイドライ
ンに基づき、研究者等に求められる倫理規範を習得等するた
めの「研究倫理教育」及び研究費の使用ルールや不正対策など
を理解するための「コンプライアンス教育」を実施していま
す。両教育ともe-learningにより受講することができますの
で、下記に記載の受講義務者は必ず受講してください。受講
方法の詳細はついては、以下のホームページにてご確認くだ
さい。

なお、本学においては、科学研究費助成事業へ応募する研究
者は、応募前までに「研究倫理教育」を、また、交付内定後の交
付申請前までに「コンプライアンス教育」をそれぞれ受講して
おく必要があります。

「研究倫理教育及びコンプライアンス教育の実施につい
て」（学内限定）
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/61174/research-
compliance-implementation_250401.pdf

○e-learningシステムのログインページ
・研究倫理教育（研究者共通教育）

https://edu.aprin.or.jp/
・コンプライアンス教育

https://el.iii.kyushu-u.ac.jp/course/view.php?id=269 

○受講対象者
・研究倫理教育（研究者共通教育）

受講義務者：	①教員（特定有期教員を含む。）
	 ②研究推進職（URA）・学術推進職
	 ③�技術職員・医療職員のうち研究活動を行う

者
	 ④学術研究員
	 ⑤�研究補助者（テクニカルスタッフ、研究補助

者として雇用する学生、技術補佐員等）
	 ⑥本学において科研費を申請する者
	 ⑦�日本学術研究振興会特別研究員（SPD、

PD）
	 ⑧�大学院生（M、D）など直接研究に従事する

者
受講推奨者：	①�共同研究等により本学において一定期間研

究活動を行う学外者
	 ②学部学生（特に研究室配属後の学部学生）
	 ③不正行為に係る申立窓口責任者
	 ④研究支援関係部署の事務職員

※「研究倫理教育」は、e-learningを用いて全学的に実施する
「研究者共通教育」のほか、各部局において「分野別教育」が

mailto:tuho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/contact/compliance
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/prevention
https://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/handbook/handbook06.pdf
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000544.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000544.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/61174/research-compliance-implementation_250401.pdf
https://www.kyushu-u.ac.jp/f/61174/research-compliance-implementation_250401.pdf
https://edu.aprin.or.jp/
https://el.iii.kyushu-u.ac.jp/course/view.php?id=269 
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実施される場合もありますので、あわせて受講するように
してください。

・コンプライアンス教育
受講義務者：�研究費の運営・管理に関わるすべての構成員

（以下に該当する者）
	 ①すべての役員
	 ②すべての教職員（非常勤を含む）
	 ③�上記以外の者で研究費の運営・管理に関わ

る者
	 　例）�名誉教授、非常勤講師、日本学術振興会

特別研究員等で科研費等の研究代表者
※ただし、研究費等の執行に関わらないとコンプライアンス

推進責任者（部局長）が判断した者については、受講を免除
することができます。

★もっと詳しく知るには

・研究倫理教育（eAPRIN）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/education

・研究費の不正防止について
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/prevention

◆お問い合わせ先

・研究倫理教育について
	 研究・産学官連携推進部研究企画課研究総務係
	 � 092-802-2320
	 � 　内線:90-2320
・コンプライアンス教育について
	 財務部財務企画課財務企画係� 092-802-2337
	 � 内線:90-2337

放射線障害防止等
放射線や放射性同位元素等の利用に伴う有害な放射線障害

の危険性から、放射線業務に従事する人や一般の人々を守る
ため、放射性物質を使用する際には、放射性同位元素等の規制
に関する法律、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関
する法律などの法令を遵守しなければなりません。本学にお
いても、九州大学放射線障害予防規則等を制定し、放射線障害
の防止に努めています。

○放射性物質について
放射性物質とは、放射能（放射線を出す能力）を持つ物質の

総称で、トリチウム、コバルト60、ウラン、トリウムなど（これ
らにより汚染された物を含む。）がこれに該当します。これら
の物質は、「放射性同位元素」又は「核燃料物質、核原料物質」

（国際規制物資）に大別されます。
①放射性同位元素

トリチウム、コバルト60、セシウム137等放射線を放出
する同位元素及びその化合物並びにこれらの含有物をい
います。

②核燃料物質
天然ウラン、劣化ウラン、濃縮ウラン、トリウム、プルトニ
ウムをいいます。

③核原料物質
ウラン鉱、トリウム鉱その他核燃料物質の原料となる物
質をいいます。

○九州大学放射線障害予防規則
放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和32年法律第

167号）及び電離放射線障害防止規則（昭和47年労働省令第
41号）に基づき、九州大学における放射線障害の防止に関し
必要な事項を定めています。
・九州大学放射線障害予防規則

○放射線障害予防規程
放射性同位元素等（放射性同位元素、放射線発生装置、表示

付認証機器又はX線発生装置（加速電圧1,000kv未満の電子
顕微鏡を除く。））を教育・研究で使用するためには、九州大学
放射線障害予防規則に則り、各取扱施設で定めている放射線
障害予防規程を遵守しなければなりません。

放射線障害予防規程は、主に次の事項について規定してい
ます。

①安全委員会の設置
②放射線取扱主任者等の選任配置
③施設設備等の点検
④業務従事者の登録
⑤使用前手続き
⑥使用手順
⑦使用後の処理
⑧保管
⑨廃棄
⑩業務従事者に対する教育訓練
⑪健康管理
⑫被爆線量の測定
⑬事故・危険時の措置
⑭法等に違反したときの措置
各取扱施設で定めている放射線障害予防規程についてはこ

ちらをご確認ください。
・九州大学規則集「第３編　安全衛生・環境保全」

�https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_taikei/r_taikei_01_03.
html

○取扱い等を始めるにあたって
放射性同位元素・放射線発生装置等を取扱い、管理又はこ

れに付随する業務に従事しようとする場合は、放射線取扱者
従事登録を行わなければなりません。

同様に、Ｘ線生装置等を取扱い、管理又はこれに付随する業
務に従事しようとする場合は、Ｘ線発生装置取扱者従事登録
を行わなければなりません。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/education
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/prevention/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000274.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_taikei/r_taikei_01_03.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_taikei/r_taikei_01_03.html
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【新規登録手順の概要】
①所属部局長（所属部局担当事務）へ登録希望の申し出を行

う。
②所属部局担当事務から「登録申請カード」、「ガラスバッ

ジ申込書」、「放射性同位元素等取扱者手帳」の配付を受
ける。

③新規教育訓練を受講する。（アイソトープ統合安全管理
センターにより実施）

④取扱施設ごとに実施される放射線障害予防規程講習会を
受講する。

⑤「登録申請カード」「ガラスバッジ申込書」「放射性同位
元素等取扱者手帳」に必要事項を記入し、所属部局担当事
務に提出する。

⑥後日、所属部局担当事務から「健康診断日程通知」、「電離
放射線健康診断個人票（個人票）」、「電離放射線健康診断
問診票（問診票）」の配付を受ける。

⑦電離放射線健康診断を受診する。
⑧健康診断の結果が通知（個人票、問診票の写しが交付）さ

れるので、「放射性同位元素等取扱者手帳」に貼付する。
⑨登録完了通知が交付される。
※ガラスバッチの申込及び⑥～⑧の手続きは、管理区域内

での作業に従事する場合に必要となります。

【登録の更新】
登録の有効期間は年度末までです。
次年度も引き続き、放射性同位元素及びＸ線等を取扱う場

合は、登録更新を行ってください。なお、登録更新する場合は
アイソトープ統合安全管理センターが実施する教育訓練を再
受講する必要があります。（放射性同位元素等取扱者のみ）

【学外施設の利用】
学外で放射線関係施設を利用する場合は、本学での放射線

取扱者従事登録が必要ですので、所属部局担当事務にご相談
ください。

その他、手続き等の詳細については、所属部局担当事務に確
認してください。

各部局担当事務の連絡先については、こちらを参照願いま
す。
・放射線障害防止（RI・X線）について

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/radiation

○放射性同位元素等使用承認施設

承認施設
アイソトープ総合センター病院地区実験室
病院（別府病院を除く。）
別府病院
生体防御医学研究所
アイソトープ総合センター伊都地区実験室
加速器・ビーム応用科学センター

○エックス線取扱施設

取扱施設
病院（別府病院を除く。）
別府病院
生体防御医学研究所
医学部（医学部保健学科を除く。）
医学部保健学科
歯学部
薬学部
理学部等
工学部等
農学部
地球社会統合科学府
総合理工学府等
応用力学研究所
先導物質化学研究所
カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所
基幹教育院
サステナブル水素研究所
伊都診療所
芸術工学部
エネルギー研究教育機構
高等研究院
アイソトープ統合安全管理センター

○核燃料物質等の取扱い
核燃料物質（国際規制物資）を使用しようとする場合、原子

力規制委員会の許可を受ける必要があります。また、その使
用者に対しては、保安措置、計量管理、報告等の義務が課せら
れます。

★もっと詳しく知るには

・�放射性同位元素、放射線発生装置及び放射性汚染物に関する規
制（原子力規制委員会）
https://www.nsr.go.jp/activity/ri_kisei/

・核燃料物質の使用等の安全規制（原子力規制委員会）
https://www.nsr.go.jp/activity/regulation/nuclearfuel/shiyou/

・国際規制物資の使用等に関する手続き（原子力規制委員会）
https://www.nra.go.jp/activity/hoshousochi/tetsuduki/index.html

・九州大学アイソトープ統合安全管理センター
https://qrad.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

総務部環境安全管理課安全管理係
	 � 電話：092-802-2387、2388
	 � FAX：092-802-2076

E-mail：kenkyushien@jimu.kyushu-u.ac.jp

動物実験
我が国では、平成17年６月の「動物の愛護及び管理に関する

法律（動物愛護管理法）」の改正により、法第41条に動物実験の
適正化の原則である「3R」の概念が明記され、Replacement

（代替法の活用）及びReduction（動物の使用数の減少）が配
慮事項に、Refinement（動物の苦痛の軽減）が義務となり
ました。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/ethics/radiation
https://www.nsr.go.jp/activity/ri_kisei/
https://www.nsr.go.jp/activity/regulation/nuclearfuel/shiyou/
https://www.nra.go.jp/activity/hoshousochi/tetsuduki/index.html
https://qrad.kyushu-u.ac.jp/
mailto:kenkyushien%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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「九州大学動物実験規則」には、適正な実験動物の飼養保管
及び動物実験を行う上で遵守しなければならない事項（教育
訓練、実験従事者登録、健康診断、動物実験計画の審査手順、動
物実験実施者の責務等）が定められています。

本学において実験動物の飼養・保管及び動物実験を実施す
るにあたっては、関係法令等や「九州大学動物実験規則」に加
え、「九州大学動物実験細則」及び実施部局で別に定められた
内規等を遵守し、適切な取り扱いと管理を行ってください。

○学内規則
九州大学動物実験規則
九州大学動物実験細則

○実験動物について
「九州大学動物実験規則」において対象となる動物は、動物

実験等のため、本学における施設で飼養し、又は保管している
哺乳類、鳥類及び爬虫類に属する動物です。（両生類と魚類に
属する動物ついては、哺乳類、鳥類及び爬虫類に準じて取り扱
うこととなっています。）

○教育訓練
動物実験に従事しようとする場合は、事前に教育訓練を受

講する必要があります。また、その後、５年に１回は再教育訓
練を受講する必要があります。必要な教育訓練を受講せずに
実験に従事することはできません。

教育訓練受講後、「動物実験従事者登録申請書」を総長に提
出してください。登録後、「動物実験従事者登録証」を交付し
ます。

○動物実験の承認手続き
動物実験を実施するためには、事前に総長の承認を得る必

要があります。動物実験責任者となる者が実験計画書を作成
し、所属部局の動物実験委員会の審査・承認を受けた後、所属
部局長を通じて総長に提出してください。実験計画書は、総
長の委託を受けた動物実験委員会（全学）で審査し、審査結果
は所属部局長を通じて実験責任者に通知します。なお、動物
実験責任者となれるのは、本学の教員（教授、准教授、講師、助
教及び准助教）のみです。

九州大学では、動物実験計画の申請・変更等については、電
子申請システムにて受け付けておりますので、システムから
手続きをお願いします。

○飼養保管施設及び実験室の承認手続き
実験動物を飼養保管する施設（飼養保管施設）及び動物実験

を行う施設（実験室）については、事前に総長の承認を受けて
おく必要があります。承認申請を行う際は、部局の動物実験
安全主任者による施設の確認を行った後、以下の書類を、施設
を管理する部局の長（管理部局長）から総長へ提出してくださ
い。総長の委託を受けた動物実験委員会（全学）が審査を行い、
結果を総長から所属部局長に通知します。なお、管理部局長

https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000304.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000305.html
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の下で、飼養保管施設の管理に責任を持つ実験動物管理者ま
たは実験室の管理に責任を持つ実験室管理者となれるのは、
本学の教員（教授、准教授、講師、助教及び准助教）のみです。

①飼養保管施設
・実験動物飼養保管施設（設置・変更）承認申請書
・施設の配置図及び平面図

②実験室
・動物実験室（設置・変更）承認申請書
・実験室の配置図及び平面図

※�飼養保管施設の管理責任者となるためには「実験動物管
理者に対する教育訓練」を受講する必要があります。受
講を希望する場合は、総務部環境安全管理課安全管理係
にご連絡ください。

※�48時間を超える飼育を伴う動物実験を行う場合は、動物
実験室ではなく飼養保管施設として承認申請を行ってく
ださい。

※�すでに死亡した動物のみを搬入して実験を行う場合は動
物実験室に該当しませんので、施設の承認申請は不要で
す。

九州大学では、飼養保管施設及び実験室の承認申請・変更
等については、電子申請システムにて受け付けておりますの
で、システムから手続きをお願いします。

○動物実験を行う上で、別途申請が必要となる主な制度等
①遺伝子組換え実験を伴う場合

遺伝子組換え実験を伴う場合、別途、遺伝子組換え実験計
画書を総長に提出し、事前に承認を受けなければなりませ
ん。
②動物に対し麻酔薬等として麻薬・向精神薬を投与する場合
・�動物実験にケタミン（ケタラール）等の麻薬を使用する

場合は、別途麻薬研究者免許が必要です。免許を申請す
る場合は、所属部局事務を通じて、福岡県知事（事務担当：
福岡県保健医療介護部薬務課麻薬係）に申請書を提出し
てください。

・�動物実験にミダゾラム・ブブプレノルフィン等の向精神
薬を使用する場合は、向精神薬を使用・保管する実験室
が向精神薬試験研究施設として登録されていることが必
要です。向精神薬試験研究施設として登録されていない
場合は、所属部局事務を通じて、九州厚生局長（事務担当：
厚生労働省九州厚生局麻薬取締部）に申請書を提出して
ください。

③�実験室に労働基準監督署への届出が必要な機械等を設置
する場合（変更含む）
実験室に、オートクレーブ（圧力容器）、局所排気装置（ド

ラフトチャンバー）、Ｘ線装置等を設置する際、管轄の労働
基準監督署に届出が必要となる場合があります。所属部局
事務を通じて届出書を提出してください。

○動物実験に関する自己点検・評価報告書
本学では毎年度、動物実験の適正な実施、飼養保管施設及び

動物実験室の適正な管理等について、自己点検評価を行って
いますので、動物実験責任者・飼養保管施設及び動物実験室
の責任者は自己点検報告書を作成する必要があります。自己
点検報告書は、全学分を取りまとめの上、Webサイト「九州
大学における動物実験」にて公開しています。

○動物実験、関連施設の承認手続きについて
・遺伝子組換え実験等の電子申請システム【学内限定】

https://revisp.jimu.kyushu-u.ac.jp/

○マニュアル等
・九州大学動物実験実施マニュアル（九州大学動物実験規

則の解説）
・九州大学動物実験実施マニュアル（ダイジェスト版）

★もっと詳しく知るには

・九州大学における動物実験
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/animal/

・九州大学における遺伝子組換え実験
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/dna/

・�九州大学環境安全衛生推進室（機械等設置届出）【学内限定】
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

総務部環境安全管理課安全管理係
	 � 電話：092-802-2387、2388
	 � FAX：092-802-2076

E-mail：gjgseimei@jimu.kyushu-u.ac.jp

遺伝子組換え実験
本学において遺伝子組換え実験を行うにあたっては、遺伝

子組換え生物等の環境中への拡散防止及び実験の安全確保の
ために、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法律」（カルタヘナ法）及び関係法令並
びに学内規則等を遵守することが必要です。

○学内規則
九州大学遺伝子組換え実験安全管理規則
九州大学遺伝子組換え実験安全管理細則

○教育訓練
遺伝子組換え実験に従事しようとする場合は、事前に教育

訓練を受講する必要があります。また、その後、5年に1回は
再教育訓練を受講する必要があります。必要な教育訓練を受
講せずに実験に従事することはできません。

○遺伝子組換え実験の承認手続き
遺伝子組換え実験を実施するためには、事前に総長の承認

を得る必要があります。実験責任者となる者が実験計画書を
作成し、所属部局の安全主任者の確認を受けた後、所属部局長
を通じて総長に実験計画書を提出してください。実験計画書

https://revisp.jimu.kyushu-u.ac.jp/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/animal/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/dna/
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/
mailto:gjgseimei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000299.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000300.html
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は、総長の委託を受けた遺伝子組換え実験安全委員会で審査
し、審査結果は所属部局長を通じて実験責任者に通知します。

なお、遺伝子組換え実験の実験責任者となれるのは、本学の
教員（教授、准教授、講師、助教及び准助教）のみです。

九州大学では、遺伝子組換え実験計画の申請・変更等につ
いては、電子申請システムにて受け付けておりますので、シス
テムから手続きをお願いします。

なお、遺伝子組換え実験は大臣確認実験と機関承認実験に
区分されます。大臣確認実験に該当する場合、遺伝子組換え
実験安全委員会による事前審査を経た後に、文部科学大臣に
よる確認を受ける必要がありますので、ご留意願います。

・大臣確認実験
計画している遺伝子組換え実験が、「研究開発等に係る
遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき
拡散防止措置等を定める省令」別表第一（第４条関係）に
掲げられているもの。

・機関承認実験
上記以外の実験。

哺乳類、鳥類、爬虫類に属する動物を用いて実験を行う場合
は、別途、動物実験申請書を提出し、総長による承認を受けな
ければなりません。（両生類、魚類については、哺乳類、鳥類、
爬虫類に準じた取扱いとなります。）

○遺伝子組換え実験室の認可手続き
遺伝子組換え実験が、P2以上の実験、大量培養実験、動物

使用実験及び植物使用実験のいずれかに該当する場合は、実
験の区分に応じ総長の認可を受けた実験室で行う必要があり
ます。認可を受ける際は、拡散防止措置認可願、実験室の配置
図及び施設内の概要図を実験に使用する施設を管理する部局
の長（管理部局長）から総長へ提出してください。総長の委託
を受けた遺伝子組換え実験安全委員会が審査し、審査結果を
所属部局長に通知します。

なお、管理部局長の下で、実験施設の実際の管理に責任を持
つ実験施設責任者となれるのは、本学の教員（教授、准教授、講
師、助教及び准助教）のみです。

九州大学では、遺伝子組換え実験室の認可申請・変更等に
ついては、電子申請システムにて受け付けておりますので、シ
ステムから手続きをお願いします。

哺乳類、鳥類、爬虫類に属する動物を飼養保管する場合、実
験室で取り扱う場合は、別途、実験動物飼養保管施設または動
物実験室の設置認可を得る必要があります。（両生類、魚類に
ついては、哺乳類、鳥類、爬虫類に準じた取扱いとなります。）

○遺伝子組換え生物等の譲渡及び譲受に係る手続き
遺伝子組換え生物等を学外へ譲渡する場合、以下の手続き

が必要です。
①譲渡者は、譲渡先に明確な使用計画及び適切な管理体制

があることを事前に確認する。
②譲渡する遺伝子組換え生物等についての情報提供を文書

等で通知する。
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③譲渡後は２週間以内に、譲渡届出書を所属部局長を経て
総長に提出する。

遺伝子組換え生物等を学外から譲り受ける場合、以下の手
続きが必要です。

①当該遺伝子組換え生物等を使用する実験計画の実施につ
いて、事前に承認を得ておく。

②譲り受ける遺伝子組換え生物等についての情報提供を文
書等で受領する。

③譲り受けた後は２週間以内に、譲り受け届出書を所属部
局長を経て総長に提出する。

譲渡及び譲受については、有体物管理センターのHP上で、
必要書類の作成及び提出を行うことができます。

○遺伝子組換え生物等の輸出に係る手続き
遺伝子組換え生物等を輸出する場合際は、上記学外への譲

渡に必要な①②③の手続きに加え、「遺伝子組換え生物等の
使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行規
則」第37条に定める様式（様式第十二）により輸出する遺伝子
組換え生物等の情報を輸出先へ提供する必要があります。遺
伝子組換え生物等を輸入する場合は、上記学外からの譲り受
けと同じ手続きを行ってください。

○�遺伝子組換え実験を行う上で、別途申請が必要となる 
主な制度等
①動物実験を伴う場合

�動物実験を伴う場合、別途、動物実験計画書を総長に提出
し、事前に承認を受けなければなりません。

②�実験室に労働基準監督署への届出が必要な機械等を設置
する場合（変更含む）
�実験室に、オートクレーブ（圧力容器）、局所排気装置（ド
ラフトチャンバー）、Ｘ線装置等を設置する際、管轄の労
働基準監督署に事前の届出が必要となる場合がありま
す。所属部局事務を通じて届出書を提出してください。

○遺伝子組換え実験、関連施設の承認手続きについて
・遺伝子組換え実験等の電子申請システム【学内限定】

https://revisp.jimu.kyushu-u.ac.jp/

○マニュアル等
・九州大学遺伝子組換え実験指針

★もっと詳しく知るには

・九州大学における遺伝子組換え実験
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/dna/

・九州大学有体物管理センター
https://mmc-u.jp/

・�文部科学省　遺伝子組換え技術・ゲノム編集技術を用いた研
究（カルタヘナ法関係）

https://www.mext.go.jp/a_menu/lifescience/bioethics/mext_02721.
html

・九州大学における動物実験
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/animal/

・�九州大学環境安全衛生推進室（機械等設置届出について）【学
内限定】
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

・総務部環境安全管理課安全管理係
	 � 電話：092-802-2387、2388
	 � FAX：092-802-2076

E-mail：gjgseimei@jimu.kyushu-u.ac.jp

研究用微生物の取扱い
研究用微生物（細菌、真菌、ウイルス、寄生虫、毒素）は、取扱

いを誤った場合、研究者自身や同大学関係者、さらには第三者
にバイオハザードを引き起こす危険があるものです。感染症
法等の関係法令及び学内規則等を遵守し、研究用微生物の適
切な取り扱いと管理を行うことが必要です。

○学内規則
九州大学研究用微生物安全管理規則
九州大学研究用微生物安全管理細則
九州大学家畜伝染病予防規程

○研究用微生物のレベル
本学では、「研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二

種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等を定める省令の
規定に基づき認定宿主ベクター系等を定める件（平成16年１
月29日文部科学省告示第７号）」別表第２（以下「研究開発二
種告示別表第２」）に基づき、研究用微生物のレベルを次のと
おり定めています。（九州大学研究用微生物安全管理細則第
２条）

レベル１相当（哺乳動物等に対する病原性がないもの）
研究開発二種告示別表第２に掲げられていないレベル１

相当の研究用微生物

レベル２（哺乳動物等に対する病原性が低いもの）
研究開発二種告示別表第２において、「２ 省令第三条の

表第二号の文部科学大臣が定める微生物等」とされている
もの

レベル３（�哺乳動物等に対する病原性が高く、かつ伝播性が
低いもの）

研究開発二種告示別表第２において、「３ 省令第三条の
表第三号の文部科学大臣が定める微生物等」とされている
もの

レベル４（�哺乳動物等に対する病原性が高く、かつ伝播性が

https://revisp.jimu.kyushu-u.ac.jp/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/dna/
https://mmc-u.jp/
https://www.mext.go.jp/a_menu/lifescience/bioethics/mext_02721.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/lifescience/bioethics/mext_02721.html
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/animal/
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/
mailto:gjgseimei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000301.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000302.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000303.htm
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高いもの）
研究開発二種告示別表第２において、「４　省令第三条

の表第四号の文部科学大臣が定める微生物等」とされてい
るもの

○教育訓練
研究用微生物を実験に使用または保管する場合は、事前に

教育訓練を受講する必要があります。必要な教育訓練を受講
せずに研究用微生物を使用または保管することはできませ
ん。

○学内手続き
研究用微生物を新たに実験に使用または保管する場合は、

研究用微生物の種類等に応じて、以下の手続きが必要です。
また、実験の申請及び届出は毎年度、更新を行わなければなら
ず、使用を終了する場合には終了届を提出する必要がありま
す。

レベル１相当（哺乳動物等に対する病原性がないもの）
研究用微生物を取扱う施設の管理する部局の長（管理部

局長）へ微生物取扱届出書（様式第１号）の提出が必要です。

レベル２（哺乳動物等に対する病原性が低いもの）
研究用微生物を取扱う施設の管理する部局の長（管理部

局長）へ微生物取扱届出書（様式第２号）の提出が必要です。

レベル３（�哺乳動物等に対する病原性が高く、かつ伝播性が
低いもの）

微生物取扱申請書（様式第３号）を研究用微生物を取扱う
施設の管理する部局の長（管理部局長）を経て総長に提出
し、承認を得ることが必要です。

レベル４（�哺乳動物等に対する病原性が高く、かつ伝播性が
高いもの）

本学で取り扱うことはできません。

※レベル２及びレベル３の研究用微生物を取扱う場合は、遺
伝子組換え実験安全管理規則第11条に基づき認可を受け
た遺伝子組換え実験室を使用してください。

※レベル３の研究用微生物を取扱う実験室は、指定実験室と
して管理区域を設け、実験室ごとに危険防止責任者を置く
必要があります。

九州大学では、研究用微生物の申請・届出等については、電
子申請システムにて受け付けておりますので、システムから
手続きをお願いします。



72

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

○�研究用微生物を実験に使用または保管する上で、 
別途申請が必要となる主な制度等
①特定病原体等を所持する場合
・「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（感染症法）」に規定する特定病原体等を所持する場
合は、厚生労働大臣の許可または厚生労働大臣への届出
が必要です。
第一種病原体 ･･･ 原則、所持できません。
第二種病原体 ･･･ �所持には厚生労働大臣の許可が必要

です。
第三種病原体 ･･･ �所持の日から７日以内に厚生労働大

臣への届出が必要です。
第四種病原体 ･･･ 厚生労働省の許可、届出は不要です。

・特定病原体等（第二～四種病原体）を実験に使用または保
管する場合は、特定病原体等の取扱施設として総長に承
認を得る必要があります。

②監視伝染病病原体を所持する場合
「家畜伝染病予防法」及び「家畜伝染病予防法施行規則」に

規定する監視伝染病病原体を所持する場合は、農林水産大
臣の許可または農林水産大臣への届出が必要となります。

家畜伝染病病原体 ･･･ �所持には農林水産大臣の許可が
必要です。

届出伝染病等病原体 ･･･ �所持の日から７日以内に農林
水産省への届出が必要です。

○研究用微生物の供与
微生物供与申請書（様式第４号）を経て総長に申請し、承認

を得る必要があります。

○遺伝子組換え実験、関連施設の承認手続きについて
・遺伝子組換え実験等の電子申請システム【学内限定】

https://revisp.jimu.kyushu-u.ac.jp/

★もっと詳しく知るには

・九州大学における遺伝子組換え実験
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/dna/

・研究開発二種告示（※研究用微生物のレベル参考資料）
https://www.mext.go.jp/content/20250311-mxt_life-000035572_2.pdf

・�厚生労働省　感染症法に基づく特定病原体等の管理規制につ
いて
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/
kekkaku-kansenshou17/03.html

・農林水産省　病原体の所持等について
https://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/eisei/e_koutei/kaisei_
kadenhou/pathogen.html

◆お問い合わせ先

・総務部環境安全管理課安全管理係
	 � 電話：092-802-2387、2388
	 � FAX：092-802-2076

E-mail：gjgseimei@jimu.kyushu-u.ac.jp

営業秘密管理
近年、大学では、教職員が創出した特許出願前（未公開）の研

究成果や、産学連携等を通じて教職員等が企業から取得する
情報資産を秘密として保持する場面が増加しており、大学に
おける秘密情報管理への要請はますます高まっています。

これらの情報のうち、不正競争防止法で定める「営業秘密」
に該当するものについては、大学が組織として適切に管理す
ることが重要です。連携先機関等から取得した「営業秘密」を、
教職員が不正に使用・開示等した場合には、教職員自身が責
任を問われるのみならず、大学の責任も厳しく問われる可能
性があります。

教職員には、営業秘密の不正使用等による法的トラブル、ひ
いては社会的信用の失墜といった事態を招くことのないよ
う、自らが適切な情報管理を行うことはもちろん、学生等に対
しても、情報の秘密管理に係る適切な指導を行うことが求め
られます。

○背景
平成15年に不正競争防止法（平成５年５月19日法律第47

号。以下「法律」という。）が改正され、一定の要件を満たした
秘密情報（営業秘密）の不正取得や使用・開示に関して、従来
の民事的責任（差止め・損害賠償）に加え、刑事的処罰を科す
規定が盛り込まれることになりました。また、平成17年の法
律改正により、営業秘密の国外使用・開示行為の処罰、一定の
条件を満たす退職者の処罰及び法人処罰、罰則規定の法定刑
の上限の引上げなどがなされました。その後、平成21年には、
営業秘密の不正な取得行為等を原則として刑事罰の対象とす
ることなどを内容とする法律改正がなされました。

さらに平成27年には、営業秘密侵害罪の非親告罪化などを
内容とする法律改正がなされ、営業秘密侵害行為に対する抑
止力の向上が図られました。

大学においても、企業と連携する際やインターンシップ時
に教職員等が知り得る相手企業の情報について、企業から秘
密管理を求められる場面が増えつつあります。前述のとおり、
平成17年の法律改正では、教職員等が企業からの要請に背い
て営業秘密を使用・開示等した場合には、その行為者自身が
処罰されるだけでなく、大学に対しても罰金刑が科され得る
旨が規定されました。このように、大学が教職員等に対し、適
切な情報管理を講じるよう継続的に指導を行うことが一層重
要となっています。

＊不正競争防止法
不正競争防止法とは、他人の技術開発、商品開発等の成果を

冒用する行為等を不正競争として禁止する法律です。具体的
には、ブランド表示の盗用、形態模倣等とともに、営業秘密の
不正取得・使用・開示行為等を差止め等の対象としており、
不法行為法の特則として位置づけられるものです。

https://revisp.jimu.kyushu-u.ac.jp/
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/dna/
https://www.mext.go.jp/content/20250311-mxt_life-000035572_2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kekkaku-kansenshou17/03.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kekkaku-kansenshou17/03.html
https://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/eisei/e_koutei/kaisei_kadenhou/pathogen.html
https://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/eisei/e_koutei/kaisei_kadenhou/pathogen.html
mailto:gjgseimei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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○不正競争防止法における営業秘密の定義
法律第２条第６項において、営業秘密は「秘密として管理さ

れている生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術
上又は営業上の情報であって、公然と知られていないもの」と
定義されています。

つまり営業秘密とは、次の三つの要件を全て満たす技術上、
営業上の情報であるといえます。

①秘密管理性
「秘密管理性」が認められるためには、大学が主観的に秘密

として管理するだけでは不十分であり、客観的にみて秘密と
して管理していることが認識できる状態にあることが求めら
れます。また、単に秘密保持契約等を締結しているだけでは
十分ではなく、契約で定められた秘密情報管理を組織として
実践していることが必要です。
②有用性
「有用性」が認められるためには、その情報が客観的にみて、

事業活動にとって有用であることが必要です。そのため、例
えば組織の反社会的な行為などの公序良俗に反する内容の情
報については、「有用性」は認められません。「有用性」は、大
学の主観によって決められるべきものではなく、広く客観的
な判断をもって決定されるべきものといえます。
③非公知性
「非公知性」が認められるためには、情報が一般的には知ら

れておらず、又は容易に知ることができないことが必要です。
世の中の誰もが入手可能な情報については、それがいかに有
用であり、また秘密として管理されていたとしても、営業秘密
としては保護されません。

○大学における営業秘密
大学における教育研究、及びこれに付随する諸活動は、営業

秘密の定義でいう「その他の事業活動」に該当すると考えられ
るため、大学が創出・取得・保有する様々な情報も不正競争
防止法の定める「営業秘密」の対象となり得ます。

大学における営業秘密に該当する秘密情報としては、主に
以下の2つが挙げられます。
●教職員等が独自に創作した発明等のうち、大学の事業活動

上有用な技術上の情報であり、権利化前に秘密管理すべき
情報

●産学連携時（共同研究、受託研究、研究開発コンサルティン
グ、臨床研究、技術移転、兼業等）に教職員が知りうる相手企
業の営業秘密等

大学が創出・取得・保有するこれらの情報は、大学が一定
の条件の下で適切に管理することにより、「営業秘密」として
法的保護の対象とすることができます。

大学にとって事業活動に有用な情報を評価・選別し、秘密
管理を行うべきと判断した情報（＝営業秘密）については、自
らが適切に保護し、第三者等の不正取得・使用・開示から守
ることが重要です。不測の事態が生じた場合に法的措置をと

ることができるよう、先に述べた秘密管理性の要件を満たし
た状態で保持することが求められます。

○本学における取組み
不正競争防止法の諸改正、及び平成28年10月の「大学にお

ける秘密情報の保護ハンドブック」（経済産業省）の公表を受
け、大学においても、秘密情報の漏えい等を事前に防止し、適
正な秘密管理を推進するためのコンプライアンス教育を行う
ことが求められています。

本学では、平成16年4月に経済産業省が策定した「大学にお
ける営業秘密管理指針作成のためのガイドライン」（平成28
年10月に「大学における秘密情報の保護ハンドブック」と改
題の上、全部改訂）に基づき、「九州大学営業秘密管理指針」及
び「九州大学営業秘密管理規程」を定め、秘密情報の流出防止
に係る取組みを実施しています。また平成27年11月には、
全教職員による秘密管理の適切な遂行を目的として、技術流
出防止マネジメント委員会を設置し、全教職員に対しコンプ
ライアンス教育や内部監査を実施する等、管理体制の強化に
努めています。

○営業秘密に関する教育の実施
本学では、秘密情報の漏えい等を事前に防止し、適正な秘密

管理を推進するためのコンプライアンス教育をe-learningシ
ステムにより実施しております。

なお、e-learning研修「大学における営業秘密管理につい
て」は秘密情報管理の徹底と継続的な教育を実施する目的で、
毎年度、全教職員に受講いただきます。

・教職員用e-learningシステム
例年1 ～ 3月頃、受講案内いたします。

○営業秘密の具体的管理方法
営業秘密の適切な管理のため、「営業秘密管理マニュアル」

に従い以下の手順で秘密管理を行うことが求められます。
（1）秘密情報の評価・選別

紙媒体、電子媒体を問わず、保有する全ての記録情報につ
いて評価を行い、①教職員が創出した未公開研究情報、及
び②企業等から取得した営業秘密を特定、選別します。

（2）リスト化して組織管理
（1）で選別した①、②の情報について、ファイル簿にファ
イルタイトルや保存期間、機密区分等を登録します。

（3）機密レベルの表示
リスト化したファイルについて、記録媒体に「極秘」「部
外秘」等の朱書き又は押印（シール可）を行います。なお、
ファイル等に個別に秘密表示をする代わりに、記録媒体
を保管するケースや施錠可能なキャビネット、保管庫等
に「関係者以外閲覧禁止」「関係者以外立入禁止」等の文
言を掲示する方法もあります。
なお電子媒体については、ファイルやフォルダの閲覧に
要するパスワードを設定する等、読取制限の属性を付与
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することが求められます。
（4）分離保管

一般情報とは別に施錠して管理します。また、複製・複
写の禁止や、原則として持出を禁止するなどの措置を講
じます。電子ファイル・フォルダ等については、アクセ
スが限定された共有フォルダに保存することも有効です。

（5）機密廃棄
廃棄する際は、後に他者によって復元・開示されること
のないよう、復元不可能な形で廃棄します（裁断処理、溶
解処理、焼却処理等）。電子媒体については、データ消去
用ソフトや磁気データ消去装置等による電磁的記録の抹
消や、記録媒体の物理的な破壊等の方法による確実な廃
棄が求められます。

○営業秘密の不正使用・開示等にかかる法的措置について
教職員が、大学の事業活動の過程において、他者から受領す

る営業秘密を不正に使用・開示等した場合には、当該行為を
行った個人に対してだけではなく、個人が所属する法人に対
しても法的責任が問われる可能性があります。教職員は、自
らが不正を行なわないことはもちろんのこと、大学が加害者
として処罰を受ける可能性があることについても重い責任が
あることを認識しましょう。

＜個人に対する処分＞
＊民事上の措置

・営業秘密の不正使用行為に対する差止請求（20年の除斥
期間）

・営業上の利益侵害に対する損害賠償請求
・営業上の信用毀損に対する信用回復措置請求

＊刑事上の措置
・営業秘密の不正取得・領得・不正使用・不正開示行為の

うち一定の行為について、10年以下の懲役又は2000万
円以下（海外使用等は3000万円以下）の罰金

＜法人に対する処分・影響＞
・5億円以下（海外使用等は10億円以下）の罰金
・社会的信用の失墜

◇出典
・経営産業省産業技術環境局大学連携推進課『大学におけ

る営業秘密管理指針作成のためのガイドライン』（平成
23年3月改訂）

・経済産業省経済産業政策局知的財産政策室『営業秘密管
理指針』（全部改訂：平成27年1月28日）

★もっと詳しく知るには

・九州大学営業秘密管理指針
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/upload_file/editor_files/2016sonota 
019.pdf

・九州大学営業秘密管理規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000369.
html

・営業秘密管理について（学内限定）
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/page.php?code=30& 
side=09

・e-learning研修「大学における営業秘密管理について」
　�以下のURLより教職員用e-learningシステムにSSO-KIDでロ

グインし、受講をお願いいたします。
https://el.iii.kyushu-u.ac.jp/

・経済産業省のホームページ
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/index.html

・内閣府のホームページ
https://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/

◆お問い合わせ先

研究・産学官連携推進部
	 産学官連携推進課	� TEL：092-400-0538
	 � FAX：092-400-0623

E-mail：snsrenkei@jimu.kyushu-u.ac.jp

安全保障輸出管理
国際的な平和及び安全の維持の観点から、国際社会におい

ては、大量破壊兵器等の拡散防止や通常兵器の過剰な蓄積を
防止するための輸出管理＝安全保障輸出管理を厳格に行うこ
とが求められています。我が国でも、外国為替及び外国貿易
法（昭和24年法律第228号、以下「外為法」と呼びます。）に基
づき、国際的な平和及び安全の維持の妨げになると認められ
る場合に、「貨物の輸出」と「技術の提供」について、事前に経
済産業大臣の許可を得ることが必要となっています。

九州大学では、国際的な産学連携や、教育・研究の国際化を
推進しています。しかし、その過程で行われる技術データの
やりとりや高性能な研究資機材の海外への送付が、まったく
意図しないところで、国際社会の安全を脅かす国やテロリス
ト等に転送され、悪用されてしまうおそれがないとは言えま
せん。そのような状況に陥ることのないよう、本学では外為
法を遵守すべく、九州大学安全保障輸出管理規程（平成21年
度九大規程第72号）を平成22年4月に施行し、学内における
一元的な管理体制を構築・運営しています（令和7年9月16
日最終改正・同年10月1日施行）。

○貨物の輸出
外為法に基づき規制を受ける「貨物の輸出」とは、貨物を外

国に向けて送り出すことをいいます。例えば、以下のような
行為はこれに該当します。持ち帰ることが前提で合っても、

「貨物の輸出」に当たります。
・海外出張時の試料、部品、試作品、機器等を手荷物として

持ち出す行為
・海外の研究機関や研究者に向けて装置、試料、サンプル等

の送付（郵送）・貸与する行為
・海外で開催される学会・シンポジウム等へ装置等を出品

する行為

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/upload_file/editor_files/2016sonota019.pdf
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/upload_file/editor_files/2016sonota019.pdf
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000369.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000369.html
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/page.php?code=30&side=09
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/page.php?code=30&side=09
https://el.iii.kyushu-u.ac.jp/
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/index.html
https://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/
mailto:snsrenkei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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また、
・海外から購入した機材等の不良品の返品や修理のための

購入先への返送
・海外機関から受領したサンプル等の評価後の返却
・海外機関の送料負担による機器類の引き渡し
・海外出張中の本学構成員へのサンプル等の送付
・治験用検体等の分析のための海外の検査機関への郵送も
「貨物の輸出」に当たります。

なお、有体物移転契約（Material Transfer Agreement
（MTA））に基づく試料の海外への送付（郵送）も同じです。

■「貨物の輸出」の例外
店頭販売されている一般的なノートパソコン、個人の携帯

電話を海外渡航の際に自己使用のために持ち出す行為につい
ては、原則として学内申請手続き（下記）は不要です。

○技術の提供
外為法に基づき規制を受ける「技術の提供」とは、貨物を設

計、製造又は使用するために必要な特定の情報（＝技術）を、技
術データ・技術支援の形態により、外国において提供するこ
と、又は日本国内において非居住者若しくは特定類型に該当
する居住者に対して提供すること（「みなし輸出」参照。）をい
います。有償無償は問いません。例えば、以下のような行為
は「技術の提供」にあたるとされています。（経済産業省「安全
保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）」
第五版（令和7年9月）参考）
・有形技術の提供

―�紙媒体（技術報告書、図面、製造方法書、試験方法書等）の
提供

―電子媒体（実験データ、投稿原稿、研究記録等）の提供
・無形技術の提供

―電話による指導・口頭による研究発表
―プレゼンテーションソフトによる表示、説明

・人を介しての技術の提供
―展示会、シンポジウム等での技術展示
―セミナー等での技術発表
―学生や研究者の受け入れ
―スパコンの利用
―技術指導

「貨物の輸出」および「技術の提供」に関する申請手続きについ
て

貨物の輸出および技術提供を行う前に、下記の「■学内申請
手続きについて」を確認し、確実に申請手続きを行ってくださ
い。

■「みなし輸出」管理の運用明確化
「みなし輸出」とは、国際的な平和及び安全の維持のため、日

本国内において「非居住者」に対して特定の機微技術を提供す
ることを目的とする取引をいい、外為法 第25条第１項に基

づき事前に経産省の許可が必要になっています。
今般、限定的に解釈運用されてきた外為法第25条第１項に

ついて、わが国を取り巻く経済安全保障環境を踏まえ、日本国
内の「居住者」への機微技術提供であっても、当該居住者が、非
居住者へ技術情報を提供する取引と事実上同一と考えられる
ほどに当該非居住者から強い影響を受けている状態（特定類
型）に該当する場合には、外為法第25条第１項にいう「特定国
の非居住者に提供することを目的とする取引」に該当するこ
とが明確化され、令和４年５月１日から施行されました。

本明確化に伴い、大学・研究機関（以下「大学等」といいま
す。）においては、大学等による外為法遵守の観点から、当該大
学等に所属する教職員及び学生等（以下「構成員」といいま
す。）に対する技術提供のうち、特定類型該当者への提供とみ
なされうる場合をあらかじめ把握し、学内において確実な管
理をすることが求められています。

＊特定類型該当性に係る申告書
本学においても外為法遵守の観点から、九州大学の構成員

である皆様に、特定類型の該非を確認する「特定類型該当性に
係る申告書」の提出をお願いしています（原則として、身分（教
職員・学生等）や形態（常勤・非常勤等）に関係なく、本学に所
属するすべての方から提出をお願いします。）。

申告書は、九州大学オンライン研修システムにて、説明動画
（約5分）を視聴後にアンケート方式で回答してください。な
お、申告書の提出後に外国機関への就職（兼業）や外国政府奨
学金の獲得等によりご自身の状況の変化し、申告した内容と
該非が異なることになった場合には、下記にお問合せのうえ、
速やかに再提出をお願いします。（新規に九州大学に採用・
入学等された方は、採用・入学等の翌月末日までに提出して
ください。）なお、オンライン研修システムは、下記に記載の法
務統括室のホームページからもアクセスいただけます。

法務統括室ホームページ「みなし輸出」：
https://qilo.kyushu-u.ac.jp/deemed

「みなし輸出」管理に関するお問い合わせ：
deemed_export@qilo.kyushu-u.ac.jp

○外国人研究者及び外国人留学生の受入れ
外国人研究者及び外国人留学生の受入れ時に、安全保障管

理の観点から確認を行うフローを運用しております。詳しく
は法務統括室へお問い合わせください。受入れについて申請
が必要な場合、法務統括室ホームページに設置した電子申請
システムが利用できます。利用にあたっては、下記の「■学内
申請手続について」をご確認ください。

○国際産学連携等の研究受入管理（与信調査）
本学では、国際産学官連携活動を安全かつ適切に遂行する

ことを目的として、国際産学官連携ポリシー並びに国際産学
官連携研究等の受入に関するガイドラインを定めています。
学術研究・産学官連携本部が担当する手続きフローに従い、

https://qilo.kyushu-u.ac.jp/deemed
mailto:deemed_export%40qilo.kyushu-u.ac.jp?subject=
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教職員及び部局事務は、連携組織及び連携内容の適切性を確
認し判断することが求められます。法務統括室では、これら
国際産学官連携活動の他、国際的な活動全般（学術交流等）に
ついて、その受入れ前に求められる連携組織等にかかる与信
調査をサポートしています。

外国の連携組織との連携（受託研究、共同研究等）について
打診を受け又は提案し協議に入る前、若しくは外国のファン
ディングエージェンシーの助成金等による研究に応募をする
前に、国際産学官連携研究等の受入に関するチェックシート
を作成し、部局担当事務に提出してください。（その他の国際
活動において与信調査を希望される場合は直接法務統括室に
ご連絡ください。）

○オンライン研修
安全保障管理について、制度概要の説明や学内申請手続き

等について、オンライン研修システムにて受講をお願いしま
す。（「安全保障管理研修」）。

法務統括室ホームページ「安全保障管理」：
https://qilo.kyushu-u.ac.jp/security

○学内における管理体制
＊輸出管理統括責任者（理事）

本学における安全保障輸出管理を統括する者で、次に掲げ
る業務を行います。

・安全保障輸出管理の基本方針及び基本施策の決定

・技術の提供及び貨物の輸出に関する承認・許可
・安全保障輸出管理に関する教育、監査の実施　等

＊輸出管理統括部署（法務統括室）
輸出管理統括責任者を支援する部署で、次に掲げる業務を

行います。
・安全保障輸出管理の基本方針及び基本施策の企画・立案
・技術の提供及び貨物の輸出に関する承認・許可手続
・安全保障輸出管理に関する教育、監査の企画・立案　等

＊部局輸出管理責任者（各部局長）
各部局における安全保障輸出管理を主宰する者で、次に掲

げる業務を行います。
・技術の提供及び貨物の輸出に関する審査
・安全保障輸出管理に関する教育その他輸出管理統括責任

者が実施する業務への協力　等
＊部局輸出管理部署（所管事務部等担当係）

各部局における安全保障輸出管理の実務を実施する部署
で、次に掲げる業務を行います。

・当該部局の役職員が行う安全保障輸出管理に関する支援
・部局輸出管理責任者の支援
・輸出管理統括部署との輸出管理に関する連絡調整　等

＊監査
本学は、安全保障輸出管理が外為法等や学内規定等に基づ

き適正に実施されていることを確認するため、輸出管理統括
部署による学内監査を実施しています。部局輸出管理部署に
対し実地での確認ヒアリングを実施し、不適正とみられる場
合には、改善を求めています。年度対応案件に鑑み、当該部局
の役職員（研究者等）に同席を求めることがあります。

○学内における申請手続
役職員は、自身又は自身が主として研究指導を行う学生等

が大学の業務上のものとして貨物の輸出又は技術の提供を行
う場合は、事前に以下の手順により輸出管理統括責任者の許
可を得る必要があります。貨物の輸出（若しくは技術の提供）
を行う場合には、必ず学内申請手続を行ってください。

＊役職員とは、本学に雇用されている教授、准教授、助教､講
師、研究員等すべての教職員を指します。

■学内申請手続について
学内申請手続については、法務統括室ホームページ

（https://qilo.kyushu-u.ac.jp/security/）をご確認下さい。
法務統括室ホームページに設置した電子申請システムが利

用できます。利用にあたっては、システム仮登録をした上で
本ユーザー登録をしていただく必要があります。登録の方法
は下記の２種類があります。登録および申請システムの利用
は、SSO-KIDも要求されます。

上記の法務統括室のホームページにアクセスいただき、「貨
物の輸出」を申請する場合は「外為法に基づく安全保障輸出管
理申請」、「外国人受入」を申請する場合は「外国人研究者・外
国人留学生等の入口管理申請」を選択後、青色のボタン「初め
て申請される方[仮登録]」から案内に沿って仮登録を行なって

https://qilo.kyushu-u.ac.jp/security
https://qilo.kyushu-u.ac.jp/security/
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ください。（URL：https://www.qlegal.kyushu-u.ac.jp/user/
registerに直接アクセスして仮登録を行うことも可能です。）

仮登録完了後、本登録の案内メールが各自のメールアドレ
スに届きます。案内メールに従い改めて本登録を行ってくだ
さい。

本登録完了後、法務統括室ホームページの申請システム
（「申請手続き（起案者用）」）からログインしてください。

貨物の輸出（技術の提供）の申請は、個人ページの左上の「貨
物案件」を選択のうえ、「新規作成」のボタンをクリックして
システムの画面に従い、入力・申請を行います。外国人研究
者及び外国人留学生の受入れ申請は、個人ページの左上の「外
国人案件」を選択のうえ、「新規作成」のボタンをクリックし
システムの画面に従い、入力・申請を行います。

仮登録から本登録の方法、また案件の入力・申請の方法に
ついての詳細は、法務統括室ホームページの申請システム

（「マニュアル（起案者用）」）で確認できます。
＊部局輸出管理責任者による審査

部局輸出管理責任者は、役職員からの申請を審査し、その結
果を輸出管理統括責任者に電子申請システムにより報告しま
す。
＊輸出管理統括責任者による承認・許可

輸出管理統括責任者は、部局輸出管理責任者からの報告を
審査し、安全保障輸出管理上の懸念がないと判断される場合
は、当該技術の提供又は貨物の輸出について、非該当証明書の
発行をもって許可しますが、必要に応じて、経済産業大臣の許
可を得る手続きを行います。
＊同一性の確認

役職員は、技術の提供又は貨物の輸出を行うに当たり、当該
取引が輸出管理統括責任者若しくは経済産業大臣の許可を受
けたものと同一のものか確認を行わなければなりません。

★もっと詳しく知るには

・輸出管理統括部署（法務統括室）のホームページ
http://qilo.kyushu-u.ac.jp/security

・経済産業省のホームページ
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html

◆お問い合わせ先

法務統括室　安全保障輸出管理担当
	 � TEL :092-802-2019　FAX:092-802-2023

E-mail:export_control@qilo.kyushu-u.ac.jp
	 legal@qilo.kyushu-u.ac.jp

研究成果の公開
開かれた大学として研究成果を学外に広く発信・共有し、

人類と社会に貢献することは本学の重要な使命です。本学で
は、「九州大学オープンアクセス方針」に基づき、教員の公的
研究資金を用いた研究成果を九州大学学術情報リポジトリに
よって公開しています。

さらに、国の「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に
向けた基本方針」により、2025年度新規公募分から、科研費

等の助成を受けた研究成果の即時オープンアクセスが義務化
されることになりました。

オープンアクセス（OA）とは
論文等の学術情報を、インターネットを通じて無料でだれも

が自由に利用できるようにすることをオープンアクセスといい
ます。研究者にとっては次のようなメリットがあります。
・研究成果をより多くの人に読んでもらえる
・論文を引用される可能性が高まる
・研究成果の共有が進み、社会へ還元される

○�九州大学学術情報リポジトリ（QIR）
「九州大学学術情報リポジトリ」（QIR）では、図書館から支

援を受けながら、論文等の研究成果を無料で登録して公開す
ることができます。

QIRに登録した研究成果はCiNii Research等の文献デー
タベースやGoogle等の検索エンジンからも検索可能とな
り、利活用や引用を促進できます。学内発行の研究成果には
DOI（デジタルオブジェクト識別子）を付与して永続的なア
クセスを保証できます。

附属図書館ウェブサイト＞九大コレクション＞リポジトリ
（QIR)

https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/papers

【登録できる人】
・九州大学に在籍する、または在籍したことのある教職員及

び大学院生

【登録できる資料】
・学術雑誌論文、学位論文、紀要論文、会議発表論文、テクニカ

ルレポート、研究報告書、ソフトウェア、研究データ、論文の
根拠データなど

【登録方法】
以下のいずれかの方法で研究成果（ジャーナルに投稿した

論文の場合は著者最終稿）を登録・送付してください。
①図書館マイページから登録する方法

附属図書館ウェブサイト＞ログイン＞リポジトリ登録（QIR)
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/activities

②図書館に登録を依頼する方法
登録する資料を附属図書館リポジトリ係に送付
メールで	 電子ファイルを添付
	 宛先：qir@jimu.kyushu-u.ac.jp
学内便で	 印刷物や電子メディアを送付
	 宛先：学内便番号ＩＷ１

③�教員活動進捗・報告システム（Q-RADeRS）から登録する
方法
IR室ウェブサイト＞Q-RADeRS＞ログイン
https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/

研究活動登録画面の「学術リポジトリ」部分から電子ファ

https://www.qlegal.kyushu-u.ac.jp/user/register
https://www.qlegal.kyushu-u.ac.jp/user/register
http://qilo.kyushu-u.ac.jp/security
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html
mailto:export_control%40qilo.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:legal%40qilo.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/papers
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/activities
mailto:qir%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://researcher-db.ir.kyushu-u.ac.jp/
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イルをアップロードしてください。
Q-RADeRSから登録した研究成果は「九州大学研究者情

報」からもリンクされます。

著者最終稿(Accepted Manuscript: AM)とは
査読を経て出版社に受理された段階の原稿で、出版社による

組版や校正（レイアウト調整、ページ付け、誤字脱字チェック等）
が行われる以前の版を指します。多くの出版社が一定期間（エ
ンバーゴ）経過後に機関リポジトリでの公開を許可しているた
め、研究成果の普及に役立ちます。

○研究データもQIRで公開できます
研究データを他者が利活用しやすい形に整理して公開する

ことは、必要とする研究者や一般利用者による再利用を促し、
研究活動の発展や社会への貢献につながります。QIRでは，
様々な形式の研究データやソフトウェアを公開することがで
きます。

即時オープンアクセス義務化で求められる「論文の根拠
データの公開」においても、QIRを有効に活用できます。論
文と根拠データを相互にリンクさせて関連づけることで、研
究の信頼性や透明性が高まります。

さらに、QIRで公開した研究データにはDOIを付与でき、
論文原稿に引用できます。希望すれば公開前に仮DOIを取得
し、早期に論文準備を進めることも可能です。

○QIR活用法
QIRには、論文や研究データ以外にも研究活動において作

成した様々なコンテンツを登録することができます。
・学会やシンポジウム等で発表したスライドやポスター
・執筆した図書や図書の一部（章節）、広報誌や一般読者向け

雑誌、新聞等の掲載記事

・講義用のプレゼンテーション資料や配布資料、動画等の教
材

・受賞した論文（受賞の事実を含めて）
注意！

既に出版・公表している資料や二次的著作物を登録する場合、著作権
処理を必要とすることがあります。詳細は問合せ先までご相談くだ
さい。

○オープンアクセス論文掲載料（APC）支援
ジャーナル上でAPCを支払ってオープンアクセスにする

こともできます。図書館では一部の出版社と「OA出版モデ
ル契約（転換契約）」を締結し、オープンアクセス出版のための
論文掲載料（APC）支援を実施しています。

附属図書館ウェブサイト＞QUICK LINK「オープンアクセ
ス」＞APCの支援情報
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/gold/apc

粗悪学術雑誌に注意!

査読誌であることをうたいながら、著者から論文掲載料(APC)を得る
ことのみを目的として、適切な査読を行わない、低品質かつ悪質な
オープンアクセス形式のジャーナルにご注意ください。投稿すると
研究者自身の信頼・評価が低下する恐れがあります。

★もっと詳しく知るには

・オープンアクセスとは
　附属図書館ウェブサイト＞QUICK LINK「オープンアクセス」

https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/open

・九州大学オープンアクセス方針
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/qir/oa_policy

・九州大学研究データ管理・公開ポリシー
https://rds.dx.kyushu-u.ac.jp/research_data_policy

・学術論文等の即時オープンアクセス義務化
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/mandate

https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/gold/apc
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/open
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/qir/oa_policy
https://rds.dx.kyushu-u.ac.jp/research_data_policy
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/mandate
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・粗悪学術雑誌
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/gold/pj

附属図書館
ウェブサイト

オープン
アクセスとは QIR登録方法

◆お問い合わせ先

リポジトリについて
　附属図書館eリソース課リポジトリ係
	 � TEL :092-802-2459　内線:90-2459

E-mail: qir@jimu.kyushu-u.ac.jp

APC支援について
　附属図書館eリソース課eリソース管理係
	 � TEL :092-802-2489　内線:90-2489

E-mail: toemanage@jimu.kyushu-u.ac.jp

https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/open/gold/pj
mailto:qir%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:toemanage%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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図書館
図書館概要

開館時間 休館日 場所 設備 問い合わせ先

中央
図書館

平日：9:00-21:00
（試験期は9:00-22:00）
土日祝：10:00-18:00

【短縮開館等の試行】
8月17日-9月23日
3月1日-3月22日
　平日：9:00-20:00
　土祝：10:00-18:00
　日　：休館

年末年始
8月中旬の一定
期間
左記の試行期間
の日曜

伊都地区
イースト
ゾーン

講習会スペース
グループ学習室
研究個室
演習室
マイクロリーダープリン
ター

中央図書館　問い合わせ先
利用全般：閲覧カウンター
	 【90】2480	 touservice@jimu.
文献取寄、所蔵調査等：参考調査係
	 【90】2482	 toubunken@jimu.
図書注文：図書受入係
	 【90】6275	 toctosho@jimu.
雑誌購読：雑誌情報係
	 【90】2488	 tocmagazine@jimu.
電子資料契約：eリソース管理係
	 【90】2489	 toemanage@jimu.

理系
図書館

平日：9:00-21:00
（試験期は9:00-22:00）
土日祝：10:00-18:00

【短縮開館等の試行】
8月17日-9月23日
3月1日-3月22日
　平日：9:00-20:00
　土祝：休館
　日　：10:00-18:00

年末年始
8月中旬の一定
期間
左記の試行期間
の土曜・祝日

伊都地区
ウエスト
ゾーン

AVコーナー
研究個室
グループ学習室
オープンセミナー室
視覚障害者閲覧室
大会議室

利用全般：理系資料サービス係
	 【90】2453	 titoservice@jimu.
文献取寄、所蔵調査等：理系参考調査係
	 【90】2454	 titosanko@jimu.
図書注文：中央図書館図書受入係
	 【90】6275	 toctosho@jimu.
雑誌購読：中央図書館雑誌情報係
	 【90】2488	 tocmagazine@jimu.

医学
図書館

平日：9:00-21:00
土日祝：9:30-17:00

年末年始
8月中旬の一定
期間

病院地区
グループ学習室
会議室
研究個室
講習会スペース

利用全般：閲覧係
	 【91】6037	 tieetura@jimu.
文献取寄：相互利用係
	 【91】6039	 tirsougo@jimu.
データベース利用方法、所蔵調査等：参考
調査係
	 【91】6040	 tiasanko@jimu.
図書注文・雑誌購読：受入目録係
	 【91】6036	 tiuukemo@jimu.

芸術工学
図書館

【授業期】
平日：9:00-21:00
土曜：10:00-17:00

【休業期】
平日：9:00-17:00
土曜：休館

日曜、祝日
年末年始
8月中旬の一定
期間

大橋地区

閲覧ホール
視聴覚ブース
映像音響ラウンジ
アクティブラーニングコ
リドー

利用全般、文献取寄：情報サービス係
	 【95】9490	 tgsabisu@jimu.
図書注文、雑誌購読：目録情報係
	 【95】4426	 tgmokuroku@jimu.

筑紫
図書館

平日：9:00-20:00
土曜：10:00-18:00

【短縮開館実施時】
平日：9:00-17:00
土曜：休館

日曜、祝日
年末年始
8月中旬の一定
期間
短縮開館実施時
の土曜

筑紫地区 ＡＶ-ＬＬルーム
Ｅミーティングルーム

利用全般、文献取寄、図書注文、雑誌購読：
図書係
	 【93】7020	 srttosho@jimu.

記録資料
館

産業経済資料部門：
月～金：10:00-16:30
九州文化史資料部門：
月～木：10:00-16:30

土日、祝日
年末年始
8月中旬の一定
期間
資料整理日

伊都地区
イースト
ゾーン

利用全般：産業経済資料部門
	 【90】6293	 sekitan@lib.
利用全般：九州文化史資料部門
	 【90】6294	 bunka@lit.

※上記以外に臨時に休館する場合がありますのでご注意ください。図書館ウェブサイト（https://www.lib.kyushu-u.ac.jp）でご確認ください。
※問い合わせ先のメールアドレスは、後ろに kyushu-u.ac.jp を付けてください。

http://touservice@jimu.
mailto:toubunken%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:toctosho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tocmagazine%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:toemanage%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:titoservice%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:titosanko%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:toctosho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tocmagazine%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tieetura%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tirsougo%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tiasanko%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tiuukemo%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tgsabisu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tgmokuroku%40jimu.%0D?subject=
mailto:srttosho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:sekitan%40lib.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:bunka%40lit.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp
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○資料の利用

＊資料の貸出・返却・予約

貸出 借りたい資料とIC職員証（九州大学全学共通ICカード）を、カウンターまでお持ち下さい。

返却
図書館の開館時間中はカウンターへ、閉館時は返却ポストへ返却して下さい。学内のどの図書館にで
も返却できます。
※延滞した場合、遅延日数分、貸出停止になりますのでお気をつけ下さい。

貸出期間の延長

貸出期間を延長することができ
ます。
カウンター及びメールや電話で
も受け付けています。

図書館ウェブサイト
　ログイン＞マイページ

※他の利用者が予約している場
合、延滞中の資料がある場合は
延長できません。

予約

利用したい資料が「貸出中」の場
合、九大コレクションの検索結
果から（またはカウンターで）予
約することができます。

九大コレクションの検索結果
　＞[予約・取寄]ボタン押下

※予約した資料が返却された
ら、メールや電話でご連絡しま
す。

＊資料の取り寄せ

学内他館から
【図書/雑誌】

必要な資料が学内の他の図書館
にしかない場合、最寄りの図書
館に取り寄せて借りることがで
きます。

九大コレクションの検索結果
　＞[予約・取寄]ボタン押下

※禁帯出資料の取り寄せはでき
ません。
※貸出条件等は所蔵館の条件に
よります。

学内他館から
【論文コピー】

必要な文献が学内の他の図書館
にしかない場合、コピーを最寄
りの図書館に取り寄せることが
できます。
また、ネットワーク経由でPDF
ファイルを入手することもでき
ます（eDDSサービス）。

図書館ウェブサイト
　＞ログイン＞マイページ
または
各種DBの検索結果
　＞きゅうとLinQ

九大コレクションの検索結果
　＞[複写申込]ボタン押下

※eDDSサービスは、九大コレ
クションの詳細情報画面に[複
写申込]ボタンが表示されてい
る資料が対象です。

学外から
九州大学で所蔵していない図書
や論文のコピーを取り寄せるこ
とができます。

＊他大学図書館の訪問利用

他大学・機関の図書館・図書室を利用する際に、所属大学図書館で発行する「紹介状」が必要な場合があります。「紹介状」の発行は、図書
館ウェブサイト＞マイページからお申し込みください。

＊貴重書の利用

貴重書の利用をご希望の場合は、資料の利用が可能か、各館に事前にお問い合わせください。
※受付・閲覧は平日のみです。

＊九州大学所蔵資料の論文等への掲載

九州大学附属図書館所蔵の貴重資料等について、論文への掲載、翻刻・覆刻を行う場合は、インターネットで公開されている場合を除き、
図書館への申請が必要です。許可願に必要事項を記入のうえ、中央図書館参考調査係へご提出ください。
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○施設・設備の利用
＊授業、ゼミでの利用

図書館の下記の施設・設備を授業やゼミで利用することができます。
★のついた施設は、ウェブから予約することができます。
図書館ウェブサイト　ログイン＞マイページ＞施設予約

名称 席数 備付
PC 持込PC 備考

中央
図書館

講習会スペース 48 0 無線LAN使用可 スクリーン1、プロジェクタ1、ホワイトボード2
教室としての継続的な利用は不可

★�グループ学習室
１～４ 各8 0 無線LAN使用可 各室：ホワイトボード1、大型ディスプレイ1

間仕切りを外せば、1＋２、３＋４に拡張可能

演習室１・２ 各10 0 無線LAN利用可

１：大型ディスプレイ1、ホワイトボード2
２：�大型ディスプレイ1、ホワイトボード1、プロジェクタ1、

ブルーレイディスクプレイヤー
間仕切りを外せば、1+2に拡張可能

◆申し込み・問合せ先：サービス企画係　【90】2481、e-mail：touservice@jimu.kyushu-u.ac.jp

理系図書館

★�オープンセミナー
室1 ～ 2 各12 0 無線LAN利用可 各室:大型ディスプレイ1、ホワイトボード2

オープンセミナー室3 40 0 無線LAN利用可 スクリーン1、プロジェクタ1、ホワイトボード5

ラーニングコモン
ズ2･3 各15 0 無線LAN利用可 2:電子黒板1、ホワイトボード2

3:ホワイトボード2

★�グループ学習室1
～ 4

1･2:6
3･4:10 0 無線LAN利用可 各室:ホワイトボード1

◆申し込み・問合せ先：理系資料サービス係　【90】2453、e-mail：titoservice@jimu.kyushu-u.ac.jp

医学図書館

★会議室 20 0 無線LAN利用可 ハイブリッド会議システム（Webカメラ/スピーカー /マ
イク）、スクリーン、プロジェクタ、ホワイトボード 

★グループ学習室A 8 0 無線LAN利用可 電子黒板、ホワイトボード
※AB合わせて利用可

★グループ学習室B 8 0 無線LAN利用可 大型ディスプレイ、DVDプレーヤ、ホワイトボード
※AB合わせて利用可

★グループ学習室C 4 0 無線LAN利用可 ホワイトボード
※病院地区所属者のみ利用可

★グループ学習室D 4 0 無線LAN利用可 大型ディスプレイ、DVDプレーヤ、ホワイトボード 
※病院地区所属者のみ利用可

★研究個室A 1 0 無線LAN利用可 ※病院地区所属者のみ利用可

★研究個室B 1 0 無線LAN利用可

講習会スペース（１
Fアクティブラーニ
ングスペース内）

40 0 無線LAN利用可 スクリーン、プロジェクタ、ホワイトボード

◆申し込み・問合せ先：閲覧係　【91】6037、e-mail：tieetura@jimu.kyushu-u.ac.jp

芸術工学
図書館

閲覧ホール 12 0 無線LAN利用可 大型ディスプレイ１
椅子を追加しソファ席も含めば40名程度の利用は可能

映像音響ラウンジ 数名 0 無線LAN利用可
防音・暗室機能を備え、制作作品の展示が可能
スピーカー 2、モバイルスクリーン1、プロジェクタ１
閲覧ホールの大型ディスプレイも搬入可

◆申し込み・問合せ先：情報サービス係　【95】9490、e-mail：tgsabisu@jimu.kyushu-u.ac.jp

http://touservice@jimu.kyushu-u.ac.jp
mailto:titoservice%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tieetura%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:tgsabisu%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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筑紫図書館

★ＡＶ－ＬＬルーム 19 0 無線LAN利用可

・2室にパーテーションで区切っている。
・第1室　6席　備付スクリーン1
・第2室　13席　備付スクリーン1、ホワイトボード1
・�プロジェクタ1、65インチモニター 1（E-ミーティング

ルームと共用）

★Ｅ－ミーティングルーム 26 0 無線LAN利用可 ・備付スクリーン1、ホワイトボード1
・�プロジェクタ1、65インチモニター 1（AV-LLルームと共用）

◆申し込み・問合せ先：図書係　【93】7020、e-mail：srttosho@jimu.kyushu-u.ac.jp

※中央図書館きゅうとコモンズの授業利用をご希望の場合は、サービス企画係までご相談ください。
※理系図書館オープンエリアのラーニングコモンズ1（席数68）、国際交流ラウンジ（席数48）の授業利用をご希望の場合は、理系資料サービ

ス係までご相談ください。

研究支援
九州大学附属図書館では、400万冊に及ぶ図書や雑誌に加

えて、10万誌を超える電子ジャーナル、文献データベース等
のeリソースを全国トップレベルで整備し、研究活動をサ
ポートしています。

各種のサービスは、附属図書館のウェブサイトから利用で
きます。

九州大学附属図書館ウェブサイト
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp

○利用手続き
＊図書館利用者票

IC職員証（九州大学全学共通ICカード）が図書館利用者票
を兼ねています。来館の際にはご持参ください。（項目 職員
証を参照）

○論文・図書を検索する
図書館ウェブサイトの検索サービスをご利用ください。研

究活動に必要な学術情報の「発見」をサポートするディスカバ
リ・サービスを提供しています。電子ジャーナル・電子ブッ
ク・データベース・図書・雑誌などあらゆる形態の学術資源
を効率的に検索することができます。

電子ジャーナルやデータベースなどに学外からアクセスす
る場合、SSO-KIDでログインすれば学内環境とほぼ同様に
利用できます。

＊九大コレクション
https://catalog.lib.kyushu-u.ac.jp/
九州大学附属図書館の所蔵する図書・雑誌、契約している

電子ジャーナルや電子ブック、デジタル化した貴重資料、博士
論文、QIR（九大研究者の研究成果）がまとめて検索できます。
また、他のキャンパスから資料を取り寄せたり、貸出中の資料
を予約することができます。

＊世界の文献
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/worldcontents/
言語、媒体、本学での利用可否を問わず、世界中の膨大かつ

多様な学術情報資源から有用なコンテンツを素早く発見でき

ます。Googleなどの一般的な検索エンジンではたどり着け
ない学術コンテンツも多数見つかります。また、冊子資料の
場合は本学での所蔵状況がすぐに分かるほか、本学で利用契
約のある電子ジャーナルや電子ブックなどがヒットすれば、
すぐに本文にアクセスできます。

＊�九大コレクションで公開しているデジタル化画像の二次利
用
九大コレクションで公開されている九州大学附属図書館所

蔵資料のデジタル化画像のうち、原資料の著作権保護期間が
満了している（パブリックドメインである）と明記された画像
は、事前の利用申請をすることなく、無償で、改変・商用利用
も含めた自由な利用が可能です。

貴重資料等の画像データの二次利用について
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/reuse

○研究費等による資料の購入
＊図書の注文

https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/order-books
研究費等による図書購入の基本的な流れは以下の通りで

す。
①マイページから購入依頼入力を行ってください。
②依頼データを受け取った所属キャンパスの図書館から書

店へ発注します。
③所属キャンパスの図書館へ書店が納品します。
④検収・装備後、研究室等へ貸出します。

※購入依頼入力の際、予算選択のために財務会計システムへ
接続します。財務会計システムのユーザー IDとパスワー
ドが不明な方は、所属部局の会計担当係へお問い合わせく
ださい。

※図書館ウェブサイトからの入力ができない場合は、図書購
入票に必要事項を記入のうえ、所属キャンパスの図書館へ
ご提出ください。
注意！

図書は大学の基盤を形成する大切な財産です。購入する図書は、「九
州大学における図書館資料の取扱基準」に則り、資産として登録する
ことを原則としています。

mailto:srttosho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp
https://catalog.lib.kyushu-u.ac.jp/
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/worldcontents/
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/reuse
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/ja/services/order-books
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＊雑誌の購読
�https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/services/subscribe-
journals

【国内雑誌】
新規購読および購読中止依頼は、図書館ウェブサイトか
らお申し込みください。部門事務等の担当がいる場合は、
担当者経由でお申し込みください。申し込みの際は、財
務会計システムの予算情報が必要です。事前に所属部局
の経理担当にご確認ください。
申し込みは随時受け付けていますが、年間契約で購読す
るものなどは新規申込・中止時期が制限されることがあ
りますのでご留意願います。

【外国雑誌】
契約手続きに時間を要するため、例年6月末から7月初旬
頃に次年度契約の予約購読調査を行い、8月頃に契約タ
イトルを決定しています。購読を希望するタイトルがあ
る場合は、この時期にお申し込みください。

＊電子ジャーナルの購読
電子ジャーナルは、全学共通経費で購読しているものと部

局経費で購読しているものがあります。部局経費で新規に電
子ジャーナルの購読を希望される場合は、例年6月末から7月
初旬頃に実施される外国雑誌予約購読調査の際にお申し込み
ください。

○著書寄贈のお願い
図書館では、本学教員の著書を収集し、利用者に提供（1 ～

2部）するとともに、交流協定校であるソウル大学校との資料
交換（1部）を行っています。著書を上梓された際は、ぜひ図
書館にご寄贈ください。

教育支援
○学生用資料の整備
＊推薦図書・指定図書
【学生用推薦図書】

各館に配架する学生用図書について、例年夏から秋にか
けて１～２回、教員に推薦をお願いしています。所属キャ
ンパスの図書館から推薦依頼を行いますので、ご協力く
ださい。

【指定図書】
講義に関連した学生必読の図書を教員に指定いただき、
専用コーナーに準備するものです（館内利用のみ）。例年
秋から冬にかけて、所属キャンパスの図書館から依頼を
行いますので、ご協力ください。（実施していない館もあ
ります）

＊シラバス掲載図書
シラバスに参考文献等として掲載されている図書を購入

し、そのキャンパスの図書館に備え付けています。（図書館側

でシラバスからピックアップしますので、手続きは不要で
す。）

＊図書購入リクエスト
上記以外にも、図書館に配架する図書のリクエストを随時

受け付けています。学生に読んでほしい図書がありましたら、
図書館ウェブサイトからリクエストしてください。
（学生からのみリクエストを受け付けている館もあります）
図書館ウェブサイト　ログイン＞マイページ＞図書購入リ

クエスト

○授業支援
＊講習会

文献の探し方講習会・文献整理法講座・各種データベース
利用説明会等を定期的に行っています。

また、図書館の使い方や文献検索の方法について、日時や内
容等のご要望に応じ、オーダーメイドの講習会を提供してい
ます。ご相談・お申し込みは随時受け付けています。

講習会の動画・配布資料・eラーニング教材等は、九州大
学Moodleの「九州大学附属図書館」コースからご利用いただ
けます（要ログイン；学内者限定）。

詳細は、図書館ウェブサイト＞学習・教育＞教育（教員向け）
＞講習会をご覧ください。

○教育支援
九州大学附属図書館では、学生用資料の整備のほか、多様な

学習・教育形態に対応した施設・設備を整備し、教育活動を
サポートしています。オンデマンド講習会や学習ガイドの作
成など、個別の授業や教育に沿った支援の拡大を進めていま
す。ご要望などありましたらお気軽にご相談ください。

＊学習ガイドCute.Guides
https://guides.lib.kyushu-u.ac.jp
レポートや卒論の書き方、文献検索ツールの使い方、判例の

探し方など、学習テーマごとに参考文献や役立つ情報源を紹
介しています。

＊図書館TA（Cuter）
中央図書館、理系図書館、医学図書館では、大学院生（修業年

限を6年としている学部は5年次以上の学生含む）がTAとし
て、学習相談や学習ガイド作成等の教育支援業務を行ってい
ます。

★もっと詳しく知るには

九州大学附属図書館ウェブサイト
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp

◆お問い合わせ先

【電話・メールによるお問い合わせ】
	 図書館概要の各館の問い合わせ先をご参照ください。

https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/services/subscribe-journals
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp/services/subscribe-journals
https://guides.lib.kyushu-u.ac.jp
https://www.lib.kyushu-u.ac.jp
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情報サービス
九州大学では、教員が九州大学でのICT活動のために必要

な情報インフラとして、ここに示すサービスを提供していま
す。
◆各サービスの詳細

・情報統括本部Webサイト� https://iii.kyushu-u.ac.jp/
◆情報インフラに関する問合せ先

・情報統括本部「よろず相談窓口」
� E-mail：help@iii.kyushu-u.ac.jp

◆情報統括本部相談窓口について
以下のキャンパスに情報統括本部のサービス拠点（相談窓

口）を置いています。

主なサービス内容
①パソコンのトラブルに関する簡単なアドバイス
②全学共通ID（SSO-KID）に関する問い合わせ
③全学共通ICカード（学生証・職員証・パーソナルカー

ドなど）に関する問い合わせ
④無線LAN（kitenet, edunet, eduroam）の設定支援、

ネットワークトラブルに関する本部からの依頼による
現地対応

サービス拠点・連絡先
伊都地区	 iCubeサポートデスク（中央図書館4階）
� 【（伊都90）092-802-5868】
	 教育情報サービス受付
	 （情報基盤研究開発センター 3階）
� 【（伊都90）092-802-2695】
大橋地区	 大橋分室
	 （デザイン基盤センター情報基盤室）
� 【（大橋95）092-553-9469】
馬出地区	 馬出分室（医学図書館1階）
� 【（馬出91）092-642-6424】

○ネットワーク 
　（KITE、kitenet、edunet、eduroam）

九州大学総合情報伝達システム（KITE）、九州大学無線
LANアクセスサービス（kitenet）、教育用無線LANサービス

（edunet）、国際無線LANローミング基盤（eduroam）を九州
大学の職員・学生および来学者に提供します。利用者に対
する技術支援・広報活動、全学ファイアウォールの運用など
のセキュリティ対策に関する技術支援を行います。学外ネッ
トワーク（SINET、文科省、総務省その他研究ネットワーク）
との相互接続の調整並びに、ネットワークを利用する研究者
の研究支援を行います。

◆お問い合わせ先

・�ネットワークについて（KITE、kitenet、edunet、eduroam）
	（情報統括本部　ネットワーク事業室）
	 � Tel :092-802-2686/2687/2688/6457
	 � 内線:90-2686/2687/2688/6457

E-mail：n-room@iii.kyushu-u.ac.jp

○全学基本メール
全学基本メールは、九州大学の構成員（職員及び学生）へ基

本的かつ公式な電子メール環境を提供するものです。大学か
らの重要連絡事項の周知、大学構成員の相互連絡のための情
報基盤として利用する公式なメールサービスです。大学から
の重要な連絡事項はこのメールアドレスに届きますので、必
ず定期的に読んでください。

○ファイル共有システム（Proself）
ファイル共有システムは、ファイルをサーバ上にアップ

ロードし、その場所を表すURLをメールで相手に送ることで、
ファイルを受け取る（ダウンロードする）ものです。メールに
ファイルを添付することなく、学内外の人とファイルを共有
することができます。このシステムは全学共通ID（SSO-KID）
を持っている職員が利用できます。

◆お問い合わせ先

・�全学基本メールサービス及びファイル共有システムについて
	（情報統括本部　情報共有基盤事業室（全学メール担当））
	 問合せフォーム：https ://ci.iii.kyushu-u.ac.jp/contact/
	 � Tel :092-802-2683
	 � 内線:90-2683

○キャンパスライセンスの提供
九州大学は、マイクロソフト社と締結している包括ライセ

ンス契約に基づき、マイクロソフト社製品の提供サービスを
行っています。

◆お問い合わせ先

・キャンパスライセンスについて
	（情報統括本部　ソフトウェア事業室）

E-mail：sw-room@iii.kyushu-u.ac.jp 

○教育学習環境支援サービス
教育学習環境支援サービスとは、教員と学生の教育・学習

を支援するために、様々な学習環境を提供するサービスです。
＊学習管理支援システム

e-ラーニング用のWeb学習システムによる教育学習環境
です。

＊プログラミング学習サーバ
プログラミング教育のために学内外からアクセス可能な

Linuxサーバです。

情報サービス

https://iii.kyushu-u.ac.jp/
mailto:help%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:n-room%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://ci.iii.kyushu-u.ac.jp/contact/
mailto:sw-room%40iii.kyushu-u.ac.jp%20?subject=
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＊オンライン研修システム
研修用のe-ラーニングシステムです。
ログイン後のトップページに「履修が必要なコース」が表示

されます。

◆お問い合わせ先

・教育情報サービスについて
	（情報統括本部　教育基盤事業室）

https://ecs.kyushu-u.ac.jp/

	 � Tel :092-802-2695
	 � 内線:90-2695

E-mail：uketsuke@ecs.kyushu-u.ac.jp

○Microsoft 365クラウドサービス
九州大学の構成員は、マイクロソフト社が提供する

Microsoft 365のサービスを利用できます。利用できるサー
ビスは以下の通りです。
・Microsoft 365 Apps for enterprise（デスクトップ版・

モバイル版Officeのライセンス）
・OneDrive for Business（クラウド上へのファイル保存）
・Teams（オンライン会議、音声通話、ただし一部機能に制

限があります）
・Office Online（ウェブブラウザ上でのOfficeの利用）

ただし、Microsoft 365 Apps for enterpriseについては
SSO-KIDが「a」で始まる方（名誉教授を除く）は対象外です。

なお、卒業／退職後は使用できなくなります。

◆お問い合わせ先

・Microsoft 365について
	（情報統括本部　情報共有基盤事業室（Microsoft 365担当））
	 問合せフォーム：https ://ci.iii.kyushu-u.ac.jp/contact/
	 � Tel :092-802-2689/2692
	 � 内線:90-2689/2692

○教育・研究支援サービス
＊スーパーコンピュータ

最新鋭の研究用計算機システムによる科学技術計算サービ
スを提供し、利用者への技術支援、啓発活動を行います。

＊ホスティング
ウェブサーバやメールサーバを情報統括本部設置のサーバ

機器上に、部局等の希望するドメイン名で構築して有料で利
用できるようにします。

◆お問い合わせ先

・スーパーコンピュータについて
	（情報統括本部　HPC事業室）� Tel :092-802-2683
	 � 内線:90-2683

E-mail：request@iii.kyushu-u.ac.jp

・情報統括本部ホスティングサービスについて
	（情報統括本部　ネットワーク事業室）
	 � Tel :092-802-2686/2687/2688/6457
	 � 内線:90-2686/2687/2688/6457

E-mail：it-room@iii.kyushu-u.ac.jp

○認証に関するサービスの提供
＊全学共通ID（SSO-KID）

全学共通IDは、学内向け情報サービスにおける利便性・信
用性・安全性の向上のために九州大学の全構成員に発行され
ているIDとパスワードで、職員及び学生にSSO-KIDを発行し
ます。学外非常勤講師や派遣職員等についても、申請により
SSO-KIDを取得することができます。全学共通IDによる認
証で、多くの学内向け情報サービスが利用できます。

全学共通IDの認証で利用できる情報サービスは、下記サイ
トを参照ください。

https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/
また、職員は多要素認証において、SSO-KIDとマトリクス

コードを利用することで、セキュリティを重視するサービス
を学外から利用できます。SSO-KIDとマトリクスコードの
認証により利用できる情報サービスおよびマトリクスコード
の利用方法については、下記サイトを参照ください。

例えば、「学務情報システム（Webシステム）」を使うと学
外から履修者名簿のダウンロード及び成績登録が可能です。

https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/idpw/MFA.html

＊全学共通ICカード
全学共通ICカードは、九州大学システムLSI研究センターが

開発したMIID（Media Independent ID）に基づいたICカー
ドで、いわゆる九大ブランドのICカードです。その後、改良さ
れ て 現 在 で は、VRICS（Value and Right Circulation 
Control System）と呼んでいます。全学共通ICカードを利
用できるサービスとしては、伊都キャンパスにおける建物へ
入館する際の電子錠、車両入構ゲート、図書館への入館等があ
ります。発行するカードの種類としては、学生証や職員証の
他に、非正規の職員や学生のためのパーソナルカードや外来
者のためのゲストカード等があります。

https://ecs.kyushu-u.ac.jp/
mailto:uketsuke%40ecs.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://ci.iii.kyushu-u.ac.jp/contact/
mailto:request%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:it-room%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/
https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/idpw/MFA.html
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◆お問い合わせ先

・全学共通IDについて
	（情報統括本部　認証基盤事業室（認証担当））
	 � Tel :092-802-2690
	 � 内線:90-2690

E-mail：idquery@iii.kyushu-u.ac.jp

・全学共通ICカードについて
	（情報統括本部　認証基盤事業室（ICカード担当））
	 � Tel :092-802-2691
	 � 内線:90-2691

E-mail：ic-card-room@iii.kyushu-u.ac.jp

mailto:idquery%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:ic-card-room%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
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産学官連携に係る各種相談
本学は、研究者や部局事務等学内からの産学官連携に係る

相談、企業や自治体等の学外からの各種相談を受け付けてい
ます。相談の流れは以下の通りです。

◆学内からの相談

◆学外からの相談

★もっと詳しく知るには

・学外からの相談の案内
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/company/gd_con.php

◆お問い合わせ先

学術研究・産学官連携本部
	 産学官連携推進グループ
	（九大OIP株式会社イシュードリブンチーム）
	 � TEL：092-400-0484
	 � FAX：092-400-0527

E-mail：coordinate@airimaq.kyushu-u.ac.jp

共同研究等諸制度
本学は、教育・研究に続く第3の使命として積極的な「社会

貢献」を掲げており、その一環として、共同研究、受託研究、研
究開発コンサルティング、産学官連携を推進するための諸制
度を整備しています。

○共同研究
本学の研究者と民間企業等に所属している研究者とが、共

通の研究課題に共同で取り組む研究です（受入フローは、【図
1】のとおりです）。

○受託研究
国や民間企業等から、本学が委託を受けて行う研究です。

本学が受託した研究に要する経費は、委託者に負担して頂き
ます（受入フローは、【図1】のとおりです）。

産学連携

400-0547

産部進推携連官学産・究研局務事、はていつに究研同共・託受のと者究研学本と等関機間民※

学官連携推進課及び研究者が所属する部局の研究協力担当係が応対いたしますので、お気軽

にご相談下さい。

【図１】共同研究・受託研究の受入フロー

※�民間機関等と本学研究者との受託・共同研究については、事務局研究・産学官連携推進
部産学官連携推進課及び研究者が所属する部局の研究協力担当係が応対いたしますの
で、お気軽にご相談下さい。

研究・産学官連携推進部
産学官連携推進課
受託共同契約係

TEL 

部局事務

②受入決定【部局長】

約款に同意

①申請

④受諾通知

⑤-2債権発生通知 ⑥請求書発行

⑦経費のお支払い

⑤-１契約締結通知

財務部経理課収入係

九州大学

③受入決定通知

※総長あての通知書に
申請書兼受諾書（写）
を添付

受入れ

担当者

必要に応じて調整

申請書兼受諾書

-------------
受諾します

㊞

申請書兼受諾書
（写）

-------------
受諾します

㊞

申請書兼受諾書

-------------
受諾します

㊞

の型定いなわ行は渉交や正修（款約くなはで書約契、はグンィテルサンコ発開究研※

契約文）での手続きとしています。なお、約款の内容変更（一部変更含む）は行い

ません。

九大OIP株式会社

092-400-0547

　  【図２】研究開発コンサルティングの受入フロー

※�研究開発コンサルティングは、契約書ではなく約款（修正や交渉は行わない定型
の契約文）での手続きとしています。なお、約款の内容変更（一部変更含む）は
行いません。

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/company/gd_con.php
mailto:coordinate%40airimaq.kyushu-u.ac.jp?subject=
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○研究開発コンサルティング
民間機関等からの幅広い課題・要望に対して、本学研究者

が教育・研究及び技術上の専門知識に基づく指導助言を通じ
て、委託者の業務又は活動を支援するものです。研究開発コ
ンサルティングに要する経費は、委託者に負担していただき
ます（受入フローは、【図2】のとおりです）。

○知的貢献費
民間機関等との共同研究、受託研究、および研究開発コンサ

ルティングにおいて、本学研究者が培ってきた研究基盤（専門
知識や技能等）の価値の対価を研究経費に計上するものです。

本学が受け入れた知的貢献費は、その全額を計上された研
究者へ配分し、研究者は、手当として直接受け取るか学内予算
として活用するかを選択することが可能です。

★もっと詳しく知るには

・共同研究及び受託研究の案内
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/sky/jk_flow.php

・研究開発コンサルティングの案内
h t t p s : / / a i r i m a q . k y u s h u - u . a c . j p / j a / t e a c h e r 2 / p a g e .
php?code=69&side=company

◆お問い合わせ先

研究・産学官連携推進部
	 産学官連携推進課受託共同契約係
	 � TEL：092-400-0547

E-mail：snskeiyaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

「組織」対「組織」の産学官連携
○共同研究部門

本学と民間機関等が共同で研究するための拠点（共同研究
部門）を設置し、特定の研究分野について一定期間継続的に研
究に専念して、研究の高度化と多様化を図ることを目的とし
た制度です。

○共同研究推進拠点
民間機関等の研究拠点を本学に受け入れ、本学と連携して

多面的な産学官連携活動を推進し、本学での研究の高度化と
更なる展開、研究成果の産業界への活用促進と相互の高度人
材育成の充実を図ることを目的とした制度です。

【共同研究部門との違い】
特定テーマの共同研究推進に加え、双方の人材育成を図り、

併せて、自社研究等の企業活動を実施可能とする連携の仕組
みです。

★もっと詳しく知るには

・共同研究部門の案内
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/company/cooperation_b.php

・共同研究推進拠点の案内
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/about/jointcenter/

◆お問い合わせ先

学術研究・産学官連携本部産学官連携推進グループ
	（九大OIP株式会社イシュードリブンチーム）
	 � TEL：092-400-0482

management@airimaq.kyushu-u.ac.jp

研究成果に係る名称使用
＊概要
「名称使用」とは、企業等が、本学との契約に基づき本学の教

員等と実施した共同研究、受託研究及び研究開発コンサル
ティングにより得られた成果を活用した商品・サービスに、
本学の名称を使用することをいいます。

手続きは、企業等から所定の様式にて申請いただき、申請内
容について確認・精査を行ったうえで、許可の可否を決定し
ます。事前に申請内容について企業等から関係教員に確認を
行っていただく必要があります。関係教員は、ご自身や大学
が責任を問われることのないように、申請内容（表示内容）が
事実と相違ないか、あるいは誤認される恐れがないかについ
て確認願います。
【基本的な考え方】
・本学との共同研究等の成果である事実を表示するもので

あること。
・製品等の情報に関して誇大な又は事実と異なる表示によ

り、消費者や社会に誤認を与えることがないこと。
・本学と製品等の製造販売業者等とが明確に区分され、本

学が製造物責任法による責任等を負うことのない表示で
あること。また、原則として製品そのものには表示でき
ないこと。

・本学の教職員等の写真・画像等は使用しないこと。

★もっと詳しく知るには

学術研究・産学官連携本部のホームページ
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/policy-rules-forms/#forms-and-
templates-17

◆お問い合わせ先

研究・産学官連携推進部産学官連携推進課
	 � TEL：092-400-0536

meisho@jimu.kyushu-u.ac.jp

利益相反
本学は、従来に比してより積極的な「社会貢献」を、教育・研

究に続く「第三の使命」として位置付けており、その一環とし
て共同研究、受託研究、大学発ベンチャー支援及び技術移転
等、様々な産学官連携活動を推進しています。

一方、産学官連携活動の健全な推進を図るためには、いわゆ
る「利益相反」と呼ばれる状態を大学として主体的にマネジメ
ントし、各職員が安心して産学官連携活動に取り組める環境
を整備する必要があります。

このことから本学では、九州大学利益相反ポリシー（平成
16年３月19日評議会承認）に基づき、九州大学利益相反マネジ

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/sky/jk_flow.php
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher2/page.php?code=69&side=company
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher2/page.php?code=69&side=company
mailto:snskeiyaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/company/cooperation_b.php
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/about/jointcenter/
http://management@airimaq.kyushu-u.ac.jp
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/policy-rules-forms/#forms-and-templates-17
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/policy-rules-forms/#forms-and-templates-17
mailto:meisho%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=


90

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

メント要項を制定し、利益相反マネジメントを行っています。

○利益相反とは
産学官連携活動を行う上で職員等が特定の企業等から正当

な利益を得る、又は特定の企業等に対し必要な範囲で責務を
負うことは当然に想定され、また妥当なことです。しかしな
がら、真理の探求を目的とした研究を行い、高等教育を行う大
学と、営利の追求を目的とした活動を行う企業とは、その基本
的な性格・役割を異にすることから、産学官連携活動を行う
に当たり職員等が企業等との関係で有する利益や責務と大学
における責任とが衝突する状況が生じ得ます。これが利益相
反と呼ばれる状況であり、本学においては、マネジメントの対
象とする利益相反を次のとおり整理しています。

①広義の利益相反
狭義の利益相反と責務相反をあわせた概念

②狭義の利益相反
職員等又は大学が産学官連携活動に伴って得る利益（実

施料収入、兼業報酬、未公開株式等）と、教育・研究という大
学における責任が衝突・相反している状況。

③責務相反
職員等が主に兼業活動により企業等に職務遂行責任を

負っていて、大学における職務遂行の責任と企業等に対す
る職務遂行責任が両立しえない状態。

④個人としての利益相反
狭義の利益相反のうち、職員等個人が得る利益と職員等

個人の大学における責任との相反
⑤大学（組織）としての利益相反

狭義の利益相反のうち、大学組織が得る利益と大学組織
の社会的責任との相反

利益相反とは、「大学における責任が果たされていない」と
いう事実を指すのではなく、社会から「大学における責任が果
たされていないのではないか」という疑念を抱かれる状況を
指します。よって、法令違反とは異なる概念であり、適切なマ
ネジメントを実施することで社会への説明責任を十分に果た
すことができればよいことになります。

○マネジメント方法
①定期自己申告

毎年度１回、対象となる職員（役員（監事を除く）、教員、学

術研究員）より、産学官連携活動の有無、連携先からの経済
的利益の獲得状況及び連携先のエクイティの保有状況等、
利益相反を構成する事実関係について自己申告書を提出い
ただき、必要に応じて利益相反マネジメント・アドバイザー
によるヒアリング及びアドバイス等を行っています。

②厚生労働科研及び日本医療研究開発機構（AMED）の研究
に係る自己申告

厚生労働科学研究費補助金を用いた研究の実施者（研究
代表者、研究分担者）、又は、日本医療研究開発機構

（AMED）委託研究・補助金を用いた研究の実施者（研究開
発代表者、研究開発分担者及びこれに相当する研究者）につ
いては、各研究課題の交付申請書提出（または委託研究契約
締結）前までに、自己申告書（厚生労働省科学研究／日本医
療研究開発機構研究用）を提出いただき、必要に応じて利益
相反マネジメント･アドバイザーによるヒアリング及びア
ドバイス等を行っています。

③ご相談
利益相反に関する相談を学術研究・産学官連携本部にお

いて随時受け付けています。相談を希望する場合は、相談
シートを提出して下さい。

○臨床研究に係る利益相反マネジメント
臨床研究は、研究対象が人間であることから、被験者の人

権・生命を守り、安全にこれを実施することへ格別な配慮が
求められます。そこで、医系学府・研究院・研究所及び九州
大学病院では、「九州大学医系における臨床研究の利益相反
に関する指針」及び「医学系部局における臨床研究に係る利益
相反マネジメント要項」を策定し、上記の全学的な利益相反マ
ネジメントに加え、臨床研究に係る利益相反マネジメントを
重畳的に実施しています。

★もっと詳しく知るには

学術研究・産学官連携本部のホームページ
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/a_policy.php

◆お問い合わせ先

研究・産学官連携推進部産学官連携推進課
	 � TEL :092-400-0538

sosrenkei@jimu.kyushu-u.ac.jp

※�九州大学は産学連携業務の一部を子会社（大学100%出資）であ
る九大OIP株式会社に委託しています。

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/a_policy.php
mailto:sosrenkei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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知的財産
政府は、我が国産業の国際競争力の強化を図ることの必要

性が増大している状況を踏まえ、新たな知的財産の創造及び
その効果的な活用による付加価値の創出を基軸とする活力あ
る経済社会を実現するため、知的財産の創造、保護及び活用に
関する施策を集中的かつ計画的に推進することとしていま
す。

このような状況下において、本学は、教育・研究に続く第三
の使命「社会貢献」の一貫として、職員等が実施する教育研究
活動等を通じて得られる成果の社会への還元を図るべく、当
該成果に係る知的財産の管理・活用を学術研究・産学官連携
本部（以下「学産本部」という。）及び有体物管理センターにお
いて行っています。

○知的財産とは
＊発明等
「自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度のもの」

（特許法第２条第１項）である発明
・「自然法則を利用した技術的思想の創作」（実用新案法第２

条第１項）である考案
・「物品（物品の部分を含む。）の形状、模様若しくは色彩又は

これらの結合であって、視覚を通じて美感を起こさせるも
の」（意匠法第２条第１項）である意匠

・商品や役務に使用する「文字、図形、記号、立体的形状若しく
は色彩又はこれらの結合、音その他政令で定めるもの」（商
標法第２条第１項）である商標

・「半導体材料若しくは絶縁材料の表面又は半導体材料の内
部に、トランジスターその他の回路素子を生成させ、かつ、
不可分の状態にした製品であって、電子回路の機能を有す
るように設計したもの」（半導体集積回路の回路配置に関
する法律第２条第１項）である半導体集積回路

・「重要な形質に係る特性の全部又は一部によって他の植物
体の集合と区別することができ、かつ、その特性の全部を保
持しつつ繁殖させることができる一の植物体の集合」（種

苗法第２条第２項）である種苗（新品種）

上記知的財産（以下「発明等」と呼びます。）については、それ
ぞれ当局に申請をし、所定の要件（注）を満たすものとして査
定されれば、これらを一定期間独占的に使用等する権利、すな
わち上から順に特許権、実用新案権、意匠権、商標権（以上を特
に産業財産権と呼びます。）、回路配置利用権、育成者権が申請
者に付与されます。本学としては、これら知的財産権を戦略
的に取得することで、本学で生み出された成果の産業利用等
を図ることができます。
※注：�特許権の場合、主には①出願時点で公知公用でないこ

と（新規性）、②当業者が容易に思いつくものではない
こと（進歩性）、③単に学術的・実験的にのみ用いるも
のではなく産業上利用が可能であること（産業上の利
用可能性）、等が要件になります。

＊著作物
「思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、学

術、美術又は音楽の範囲に属するもの」（著作権法第２条第１
項）である論文、講演、音楽、絵画、版画、彫刻、建築、地図、学術
的な性質を有する図面、図表、模型、映画、写真、プログラム、
データベース等の著作物については、産業財産権等のように
当局に対して申請をせずとも、著作物が創作された時点で自
動的にその著作者に対し下表の著作権が付与されます。著作
者人格権は著作者の存命中、財産権たる著作権は著作者の死
後70年を経過するまで存続します。

また、著作物の伝達者である実演家、レコード製作者、放送
事業者、有線放送事業者には、著作隣接権と呼ばれる権利が付
与されます。

なお、各職員が教育研究活動等を実施するに当っては、他者
の著作物を参照等する機会がありますが、その際には、他者に
帰属する著作権を侵害することにならないよう留意する必要
があります。

ただし、公正な慣行（出所明示等）に合致し、正当な範囲内で
行われる公表済み著作物の引用（紹介、参照、論評その他の目

知的財産

著作者人
格権

公表権 未公表の著作物を公表するかどうか等を決定する権利
氏名表示権 著作物に著作者名を付すかどうか、付す場合に名義をどうするかを決定する権利
同一性保持権 著作物の内容や題号を著作者の意に反して改変されない権利

財産権た
る著作権

複製権 著作物を印刷、写真、複写、録音、録画その他の方法により有形的に再製する権利
上演権・演奏権 著作物を公に上演し、演奏する権利
上映権 著作物を公に上映する権利
公衆送信権等 著作物を公衆送信し、あるいは、公衆送信された著作物を公に伝達する権利
口述権 著作物を口頭で公に伝える権利
展示権 美術の著作物又は未発行の写真の著作物を原作品により公に展示する権利
頒布権 映画の著作物をその複製物の譲渡又は貸与により公衆に提供する権利
譲渡権 映画の著作物を除く著作物をその原作品又は複製物の譲渡により公衆に提供する権利
貸与権 映画の著作物を除く著作物をその複製物の貸与により公衆に提供する権利
翻訳権・翻案権等 著作物を翻訳し、編曲し、変形し、脚色し、映画化し、その他翻案する権利
二次的著作物の利用に関する権利 翻訳物、翻案物などの二次的著作物を利用する権利
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的で自己の著作物中に他人の著作物の原則として一部を採録
すること）には著作権が及ばない等、著作権法第30 ～ 50条
において著作権を制限する定めがなされています。

＊成果有体物
本学は、以下の４つ全てを満たす有体物を成果有体物と定

義し、その戦略的活用を推進しています。
①本学の職員等が本学における研究活動に伴い創作又は取

得するもの
②学術的価値、財産的価値その他これに準じる価値がある

もの
③著作物ではないもの
④特別な制約（ＭＴＡの締結が必要）があるもの
成果有体物の例としては、化合物、植物、ヒトサンプル、動

物、藻類、微生物、遺伝子・タンパク質、抗体、その他（データ
ベース・デバイス等）が挙げられます。

○学内手続
＊届出

職員は、以下に該当することとなった場合は、速やかにその
旨を所定の方法・様式により学産本部（成果有体物及び育成
者権については有体物管理センター）へ届け出て下さい。特
に発明については、新規性（出願時点で公知公用でないこと）
が特許権の付与の要件となっており、また、同一の発明につい
て複数の特許出願がなされた場合は、先になされた特許出願
に対してのみ特許権が付与されるという先願主義が採られて
いるため、極力迅速な届出を行い、届出から学会発表や論文投
稿等までの間に十分な時間的余裕を取ることが求められま
す。
・発明等

本学における職務上、発明等を創出したと思われるとき
・著作物

本学が著作者となる著作物（以下「法人著作」と呼びます。）、
職員が職務上の行為として創作したデータベース又はプログ
ラムについて、次のいずれかに該当する場合

①学外に対する利用許諾等を希望するとき
②学外から利用許諾等の希望を受けたとき
③本学に帰属する知的財産と関連することとなったとき

・成果有体物
①管理する成果有体物を学外へ提供することを希望すると

き
②管理する成果有体物を提供する用意があるとき
③成果有体物の受入を希望するとき（学外から本学へ異動

する際に成果有体物を持ち込む場合を含みます。）
④既に届け出られた成果有体物が消失したとき
⑤①～③の届出を行った職員等が本学を異動、退職等によ

り本学との雇用関係を失うとき
＊①～⑤の場合には、有体物管理センターホームページ
（https://mmc-u.jp/）より登録・申請を行って下さい。

・育成者権
新品種を創出したとき

＊ メ ー ル で 有 体 物 管 理 セ ン タ ー（mta@mmc.kyushu-u.
ac.jp）へ届け出て下さい。

＊審査
上記届出を受けた学産本部は、原則として週１回開催され

る知的財産評価会議において、
・発明等

発明等を創出した職員に帰属する特許を受ける権利等を承
継し、大学が出願人となって特許権等の申請を行うか否か
・著作物

法人著作に該当しないデータベース又はプログラムについ
て、著作権を著作者たる職員から承継し、本学として管理・活
用をするか否か
について審査・決定します。

注意点

発明の届出から特許出願までに2ヶ月前後要しますので、発明に該当
し得る研究成果については、これを論文、インターネット上や学会等
で発表される前に、できるだけ早く学産本部へ届け出て下さい。発明
届出から60日以内に公表された発明は、原則として学産本部予算で
の出願を行いません。

＊管理・活用
本学に帰属する知的財産権の管理・活用は、発明等及び著

作物については学産本部において、成果有体物及び育成者権
については有体物管理センターにおいて行います。

＊ライセンス収入等の配分
・発明等、著作物

本学に帰属する知的財産を学外へライセンス等することに
より本学が収入を得た場合は、当該収入から、37.5％を当該
知的財産の創出者へ配分します。当該創出者が複数いる場合
は、持分割合により按分します。
・成果有体物

成果有体物を学外へ譲渡等することにより本学が収入を得
た場合は、必要経費（成果有体物作成費用等）を控除してこれ
を負担した者に支出予算として還元し、なお残りがある場合
は、その50%を成果有体物の代表創作・取得者の研究室へ、
50%を有体物管理センターへ各々支出予算として配分しま
す。

★もっと詳しく知るには

・知的財産取扱規則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000330.
html

・知的財産評価会議実施要項
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/limited_campus/pdf/
chizaihyoukakaigi_jissiyoukou.pdf

・知的財産取扱規則実施細則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000331.
html

https://mmc-u.jp/
mailto:mta%40mmc.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:mta%40mmc.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000330.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000330.html
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/limited_campus/pdf/chizaihyoukakaigi_jissiyoukou.pdf
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher/limited_campus/pdf/chizaihyoukakaigi_jissiyoukou.pdf
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000331.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000331.html
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・著作物取扱実施細則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000332.
html

・成果有体物取扱規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000333.
html

・成果有体物取扱規程実施細則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000334.
html

・学術研究・産学官連携本部のホームページ
http://airimaq.kyushu-u.ac.jp/

・有体物管理センターのホームページ
http://mmc-u.jp/

・特許庁のホームページ（産業財産権について）
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/seidogaiyo/chizai01.
html

・�財団法人ソフトウェア情報センターのホームページ（回路配
置利用権について）
https://www.softic.or.jp/index.php/service/ic

・品種登録のホームページ（育成者権について）
http://www.hinshu2.maff.go.jp/

・文化庁のホームページ（著作権について）
http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/

・知的財産戦略本部（政府）のホームページ
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/

◆お問い合わせ先

○発明等、著作物について
	 学術研究・産学官連携本部知財・ベンチャー創出グループ  �
	 �（九大OIP株式会社サイエンスドリブンチーム）
	 � TEL：092-400-0494

E-mail：transfer@airimaq.kyushu-u.ac.jp

○成果有体物、育成者権について
	 有体物管理センター
	 � TEL：092-802-4783
	 � 内線：90-4783

E-mail：mta@mmc.kyushu-u.ac.jp

大学発ベンチャー創出
本学では、九州大学発のベンチャー企業を創出・増大する

ため、起業家人材の育成や本学の研究成果等に基づく起業を

支援しています。
１．�学内教職員および学生等からの起業相談
２．�起業前支援（事業化検証資金の提供、外部専門家との連携

支援）
起業後支援（各種優遇支援、外部専門家との連携支援）

★もっと詳しく知るには

ベンチャー創出推進の案内
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher2/venture.php

◆お問い合わせ先

学術研究・産学官連携本部知財・ベンチャー創出グループ
	（九大OIP株式会社サイエンスドリブンチーム）
	 � TEL：092-400-0494

startup@airimaq.kyushu-u.ac.jp

※�九州大学は産学連携業務の一部を子会社（大学100%出資）であ
る九大OIP株式会社に委託しています。

◆起業相談の流れ

https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000332.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000332.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000333.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000333.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000334.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000334.html
http://airimaq.kyushu-u.ac.jp/
http://mmc-u.jp/
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/seidogaiyo/chizai01.html
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/seidogaiyo/chizai01.html
https://www.softic.or.jp/index.php/service/ic
http://www.hinshu2.maff.go.jp/
http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/
mailto:transfer%40airimaq.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:mta%40mmc.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/teacher2/venture.php
mailto:startup%40airimaq.kyushu-u.ac.jp?subject=
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社会連携

○科学コミュニケーション
＊概要

本学では、全ての本学構成員が科学コミュニケーションの
意義と重要性を共有し、一般の方との協働的・共創的な交流
を促す基盤を構築することを目的に、社会連携推進室が中心
となって活動しております。学生・研究者・企業・学校・一
般の方を問わず、科学コミュニケーションに関心がある方の
取り組みたい研究内容・様々な想いをうかがい、アドバイス
を行ったり、研究者や専門家、学生、各団体との連携を手助け
します。ご興味のある方は下記連絡先までお問い合わせくだ
さい。

◆お問い合わせ先

社会連携推進室（企画部社会共創課）
	 � Tel：092-802-2301
	 � 内線：90-2301

E-mail：syarenkei@jimu.kyushu-u.ac.jp
URL：https://syarenkei.kyushu-u.ac.jp/

○公開講座
＊概要

九州大学は、社会に開かれた大学として、大学の教育・研究
成果を広く社会に還元・共有することを使命の一つとして掲
げています。大学のもつ専門的、総合的な教育・研究成果を
広く学習できる機会として、小学生から一般まで幅広い層を
対象に各部局の協力により有料・無料の様々な公開講座を実
施しています。

◆お問い合わせ先

企画部社会共創課連携推進係
	 � Tel：092-802-6662
	 � 内線：90-6662

E-mail：kisyrenkei@jimu.kyushu-u.ac.jp

○ 共催等名義使用申請
＊概要

団体又は個人が主催する会議、研究会若しくはシンポジウ
ム若しくはセミナー又は競技会その他の催事について、共催、
後援及び協賛に、本学（特定の部局等の名義は除く）の名義使
用を希望する場合、申請に基づき精査の上、使用許可の可否を
決定します。定義や申請期限は以下のとおりです。詳しくは
URLをご確認ください。
【共催】

本学以外の団体等が主催する事業の企画、運営等を本学
が共同して実施するもの（本学教職員が職務として運営等
に参画するものに限る）。
（申請：事業を実施する日の60日前まで）

【後援】
本学以外の団体等が主催する事業について、本学がその

趣旨に賛同して、名義の使用を認めるなど外部的に支援す
るもの。
（申請：事業を実施する日の20日前まで）

【協賛】
後援のうち、協賛金等の費用負担を伴うことで支援する

もの。
（申請：事業を実施する日の20日前まで）

◆お問い合わせ先

総務部総務課総務総括係
	 � Tel：092-802-2000
	 � 内線：90-2000

E-mail：syssomu1@jimu.kyushu-u.ac.jp
URL：https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/social/social/

○自治体等との連携
＊概要

大学が持つ知的資源や活力と自治体等にある豊かな自然、
歴史、文化などの地域資源とを有機的に結び付け、既存産業の
高度化、新産業の創出、地域課題の解決、教育研究活動の進展
等、地域社会の振興に寄与することを目的とした連携協定を
締結し、色々な事業に取り組んでいます。

【連携協定を締結している自治体】
� （令和８年１月現在）
・宗像市（平成17年1月）
・福岡市（平成17年11月）
・糸島市（平成22年5月）
・唐津市（平成19年2月）
・佐賀県（平成19年10月）
・会津若松市（平成22年11月）
・鹿島市（平成23年9月）
・大野城市（平成31年３月）
・久留米市（令和2年2月）
・福岡県（令和4年4月）
・春日市(令和5年3月)
・熊本県(令和5年12月)

※熊本大学を含めた３者協定
・日本放送協会 福岡放送局（令和6年3月）
・対馬市（令和6年5月）

◆お問い合わせ先

企画部社会共創課連携推進係
	 � Tel：092-802-2432
	 � 内線：90-2432

E-mail：kisyrenkei@jimu.kyushu-u.ac.jp

○西部地区五大学連携懇話会
＊概要

福岡市西部地区に位置する九州大学、西南学院大学、中村学
園大学、福岡大学及び福岡歯科大学の五大学が連携協力して、

社会連携

mailto:syarenkei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://syarenkei.kyushu-u.ac.jp/
mailto:kisyrenkei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:syssomu1%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/research/social/social/
mailto:kisyrenkei%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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教育研究活動の一層の充実及び向上並びに教職員の資質向上
を図るとともに、教育研究活動の成果を基に地域社会と協力
関係を構築することを目的に連携協定を締結しています。

五大学では、教育関係の事業として、連携開講授業科目とし
て単位互換科目や共同開講科目を実施しているほか、教員及
び職員の資質向上に関する事業として、各大学での職員研修
を相互に開放する体制で実施するなど、連携協力した取組を
行っています。

◆お問い合わせ先

学務部学務企画課企画調査第二係
	 � Tel：092-802-5856
	 � 内線：90-5856

E-mail：gakikaku@jimu.kyushu-u.ac.jp

同窓会・卒業生との連携
○同窓会
＊九州大学同窓会連合会

各部局や地域の同窓会間の全国的交流、連携を推進するこ
とにより、九州大学卒業生の交流、親睦を図り、併せて九州大
学との連絡を緊密にすることを目的に平成11年3月に設立さ
れました。

【部局同窓会】
・共創学部同窓会
・文学部同窓会
・教育学部同窓会
・法学部同窓会
・経済学部同窓会
・理学部同窓会
・医学部同窓会
・歯学部同窓会
・薬学部同窓会
・工学部同窓会
・九州大学芸術工学部・九州芸術工科大学同窓会
・農学部同窓会
・地球社会統合科学府同窓会
・人間環境学府同窓会
・数理学府同窓会
・システム情報科学府同窓会
・総合理工学府同窓会
・医学部保健学科同窓会（連合会未加入）

【地域同窓会】
・在仙九大会
・筑波博朋会
・東京同窓会
・東海九大会
・関西同窓会

・防長九友会
・愛媛同窓会
・福岡同窓会
・唐津地区同窓会
・筑後地区九州大学同窓会
・ありあけ九大会
・大分同窓会「豊松会」
・熊本同窓会
・宮崎県在住九州大学同窓会
・ひむか松原会
・鹿児島同窓会
・沖縄県九州大学同窓会

【その他海外同窓会等】
・在韓国九州大學總同窓會
・北京筥崎会
・在中国九州大学同窓会
・華人同窓会
・台湾同窓会
・学生寮同窓会
・女子卒業生の会「松の実会」
・インドネシア九州大学日本人同窓会
・ガオ会（タイ国九州大学同窓会）
・シンガポール同窓会（松薫会）
・マニラ九州大学同窓会

★もっと詳しく知るには

・九州大学同窓会連合会ウェブサイト
https://doso-rengo.jimu.kyushu-u.ac.jp/

＊海外同窓会登録制度
九州大学と本学の帰国留学生等、及び帰国留学生等間の

ネットワークの強化を図ることを目的に、令和2年2月から海
外同窓会の登録制度を実施しています。

【登録同窓会】
・タイ同窓会
・ベトナム同窓会
・エジプト同窓会
・バングラデシュ同窓会
・マレーシア同窓会
・インドネシア九州大学同窓会
・モンゴル同窓会
・インド同窓会
・トルコ同窓会
・フィリピン同窓会

mailto:gakikaku%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://doso-rengo.jimu.kyushu-u.ac.jp/
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★もっと詳しく知るには
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/graduate/overseas_
alumni/

九州大学と同窓会が連携協力して行う活動の中には、次の
ような就職支援・大学行事等があります。学生の指導をはじ
め教育・研究活動にお役立てください。

○就職活動支援プロジェクト
東京同窓会は九州大学と共催で、就活面談、就職セミナー

（年2回）及び東京オフィスでの就職相談を行っています。
※コロナ禍でオンライン対応や縮小開催など、実施に関して

は変更して対応することがあります。

○アカデミックフェスティバル＆ホームカミングデー
九州大学では、同窓生の方が旧友や恩師に再会する場とし

て開催していた「ホームカミングデー」を、平成28年度から
は、九州大学を応援してくださる方々が集うイベント「アカ
デミックフェスティバル＆ホームカミングデー」として開催
しています。

★もっと詳しく知るには

・アカデミックフェスティバル＆ホームカミングデーウェブサイト
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/academic_festival/

○アラムナイプラットフォーム「Kyudai PAL」
九州大学では、同窓生（卒業生、在学生）の皆さんが懐かしい

仲間や母校と気軽に交流できるクローズドなオンラインプ
ラットフォーム「Kyudai PAL」を運用しています。登録・利
用は無料で、メールアドレスや電話番号、住所などの個人情報
は公開されませんので、安心してご参加いただけます。同窓
生に限らず教職員もご利用できますので、皆様のご登録をお
待ちしております。

★もっと詳しく知るには
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/graduate/kyupal

○九州大学校友会ウェブサイト
九州大学では、同窓生や教職員等が組織するグループ（校

友グループ）との連携強化のため、同窓生や教職員等が組織す
るグループが「無料」で利用できる校友グループページの提供
を行っています。

★もっと詳しく知るには

・九州大学校友会ウェブサイト
https://koyukai.kyushu-u.ac.jp/

○生涯メールアドレスサービス
同窓生（在学生、退学者を含む）、教職員（退職者を含む）を対

象に、九州大学との連携強化や交流促進、また愛校精神の醸成
等を目的として、希望者に生涯変わらないメールアドレス

「＠kyudai.jp」を発行し、九州大学のタイムリーな情報を提
供するメールマガジンの配信や、普段利用しているメールア
ドレスへの転送サービスを平成17年度から提供しています。
生涯変わらない転送専用アドレスを「無料」で利用できますの
で、是非下記ウェブサイトより申請してください。

★もっと詳しく知るには

・生涯メールアドレスサービスウェブサイト
https://kyudai.jp/

◆お問い合わせ先

・総務部同窓生・基金課同窓生連携係
	 � TEL：092-802-2157
	 � 内線：90-2157

E-mail：sykdoso@jimu.kyushu-u.ac.jp

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/graduate/overseas_alumni/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/graduate/overseas_alumni/
https://kikin.kyushu-u.ac.jp/academic_festival/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/graduate/kyupal
https://koyukai.kyushu-u.ac.jp/
https://kyudai.jp/
mailto:sykdoso%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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男女共同参画
男女共同参画社会基本法は「男女が、互いにその人権を尊重

しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能
力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現
は、緊要な課題となっている」とし、「21世紀の我が国社会を
決定する最重要課題」であると明記しています。この法のも
とでは全ての人が、性別にかかわらず能力を十分に発揮して
活躍し、あらゆる分野において対等に参画する機会が確保さ
れる社会を目指しています。

九州大学は、明治44年の創設以来、創造性と多様性を尊重し、
自由闊達な学風に基づく知の探求を推進しており、「Kyushu 
University VISION 2030」に基づき、2022年3月、「九州大学
ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン推進宣言」

（https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/approach/
diversity-equity-inclusion）を行い、教育・研究・雇用等におけ
る機会均等、多様性の尊重、環境の整備などを推進することを
表明しました。

また、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動
計画として、本学においては「国立大学法人九州大学における
次世代育成支援対策行動計画」を策定し、教職員が仕事と子育
てを両立できるよう積極的な取組を行っています。さらに、
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく

「国立大学法人九州大学「女性活躍推進法」に基づく一般事業
主行動計画」も策定し、女性の職場における活躍を推進するた
めの取組を行っています。詳細については、男女共同参画推
進室ホームページ（https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/about/
next.php）をご確認ください。

○推進体制
本学では、平成16年度に男女共同参画推進室を設置し、男

女共同参画の推進に関する具体的方策等の計画及び実施に係
る支援や広報・啓発活動を継続的に行っています。平成26
年度からは男女共同参画やジェンダー学、キャリア開発関連
等を専門とする専任の教員を配置して、推進体制の強化を
図っており、現在、企画広報環境整備部門、学生教育等部門、女
性研究者支援部門の3部門を置き、男女共同参画（ジェンダー
平等）に関する教職員の意識啓発や両立支援、就労環境の整
備、学生のジェンダー教育、女子学生の確保、女性研究者の採
用促進、女性研究者のキャリアアップ支援などの取組を行っ
ています。

○文部科学省補助事業
平成19年度文部科学省科学技術振興調整費「女性研究者支

援モデル育成」事業に採択され、両立支援の取組を開始しまし
た。平成21年度に同調整費「女性研究者養成システム改革加
速」事業への採択を機に教員採用に女性枠を新たに設定し、女
性限定の国際公募や2段階の透明性の高い審査を行うなど、
優れた女性教員を採用・養成する九大独自のシステムが構築
されました。平成31年3月までに50名の女性教員が着任し、
活躍しています。

平成27年度には、科学技術人材育成費補助事業「ダイバー
シティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）」に採択され、
配偶者帯同雇用制度の創設を始めとした両立支援のための環
境整備、男性教職員を含めた意識啓発、女性研究者の研究力向
上、活躍可視化、裾野拡大、上位職登用促進の取組を推進して
います。

令和元年度には、同補助事業「ダイバーシティ研究環境実現
イニシアティブ（先端型）」に採択され、将来有望な女性と若

男女共同参画

九州大学男女共同参画推進体制図

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/approach/diversity-equity-inclusion
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/approach/diversity-equity-inclusion
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/about/next.php
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/about/next.php
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手教員を対象とし、世界トップレベルの研究教育力を実践的
に身につけさせるダイバーシティ・スーパーグローバル教員
育成研修（SENTAN-Q）を開始しました。令和6年度に補助
事業最終年度を迎えましたが、令和7年度からは本学の自主
事業として継続して実施しています。令和7年9月に、第7期
生が選出され、現在までに第1 ～ 7期生までの計67名が研修
に取り組んでいます。

令和3年度には、同補助事業「ダイバーシティ研究環境実現
イニシアティブ（調査分析）」に採択（事業期間：令和3年度
～令和4年度）され、東京工業大学を共同実施機関として、女
性活躍指標に基づく女性研究者活躍推進に関する国際調査を
実施しました。

○研究助成
出産・育児、介護等のライフイベントにより多忙な研究者

の研究時間確保と研究活動の活性化を促進するため、様々な
研究助成をおこなっています。
＜支援内容の例＞
①研究補助者雇用支援

出産・育児、介護等のライフイベントにより研究の遅滞や
中断に至ることがないよう、研究時間の確保が困難と認め
られる研究者に対して、研究補助者を雇用する経費を支援

②出産・育児復帰者支援
研究者が出産・育児による研究中断後、円滑に研究現場に
復帰できるよう研究活動をリスタートするための研究経費
を支援

○両立支援
１）学内保育施設

本学教職員等の就労・修学環境の改善のため、ひまわり保
育園（病院地区）及びたけのこ保育園（伊都地区）を設置してい
ます。これらの学内保育施設は、本学教職員及び学生の利用
を前提とした認可外保育施設です。

また、月極の常時保育だけでなく、一時保育だけを利用する
ことも可能です。

各保育施設の概要は以下のとおりですが、保育料等詳細に
ついては、男女共同参画推進室ホームページ（https://
danjyo.kyushu-u.ac.jp/facility/）から学内保育施設情報の
ページに進んで、ご確認ください。

＊ひまわり保育園（病院地区）
保育対象：�教職員等が養育する生後57日から小学校就学前

の乳幼児
保育内容：�基本保育（7時～ 18時）、延長保育（18時～ 20時）
　　　　　一時保育（7時～ 20時）、病後児保育（7時～ 18時）
定　　員：68名

＊たけのこ保育園（伊都地区）
保育対象：�教職員等が養育する生後57日から小学校就学前

の乳幼児

保育内容：�基本保育（7時～ 18時）、延長保育（18時～ 20時）、
　　　　　一時保育（7時～ 20時）
定　　員：51名
２）ベビーシッター利用支援

本学教職員の仕事と子育ての両立支援のため「ベビーシッ
ター派遣事業割引券」を発行し、利用料金の一部を助成してい
ます。

詳しくは男女共同参画推進室ホームページ（https://
danjyo.kyushu-u.ac.jp/info/sitter.php）をご確認ください。

○研究者支援
＊配偶者帯同雇用制度

平成29年度に同居を望む研究者同士の夫婦を、同時または
連続して採用することで、真に優秀な研究者の確保や定着を
図ることを目的とした配偶者帯同雇用制度を導入しました。
詳細については、男女共同参画推進室のホームページをご参
照いただき、ご不明な点は各部局の人事担当係へお尋ねくだ
さい。

＊在宅勤務制度
専門業務型裁量労働制が適用される教員（有期教員、教員

（年俸制）及び特定有期教員を含む。）を対象に、妊娠、育児又は
介護に伴う負荷を軽減させ、仕事と家庭生活との両立を支援
すること等を目的として、令和２年４月１日から在宅勤務制
度が新設されました。詳細については、男女共同参画推進室
のホームページをご参照いただき、ご不明な点は各部局の人
事担当係へお尋ねください。

＊学会参加等に伴うベビーシッター等に係る経費について
詳細は男女共同参画推進室ホームページをご参照いただ

き、お問合せや申請は各部局の担当係までお願いします。

＊子の出張帯同支援経費
詳細は男女共同参画推進室ホームページをご参照いただ

き、お問合せや申請は各部局の担当係までお願いします。

男女共同参画推進室ホームページ（研究者支援）
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/support/recruitments.php

○広報活動
男女共同参画推進室では、取組の周知と学内教職員、学生の

意識啓発を目的に、平成18年10月から「ニュースレター」を
発行し（令和3年度から「SANKAKU」に改称）配布していま
す。また平成28年3月から学術的広報誌「ポリモルフィア」を
発行し、本学の活動紹介に加え、学内外からの投稿を受け付
け、ダイバーシティ推進に資する情報発信を行っています。
活動全般の詳細については、上記に加え男女共同参画推進室
ホームページを通じて随時情報発信しています。

https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/facility/
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/facility/
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/info/sitter.php
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/info/sitter.php
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/support/recruitments.php
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★もっと詳しく知るには

九州大学男女共同参画推進室
http://danjyo.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

人事部人事企画課職員係
	 � 092-802-2262
	 � 内線：90-2262

http://danjyo.kyushu-u.ac.jp/
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遵守事項・倫理
本学の職員として守らなければならない服務上の事項及び

保持しなければならない倫理について、次のとおり定めてい
ます。

○遵守事項
（１）上司の職務上の指示に従い、職場の秩序を保持し、相協力

して、その職務を遂行しなければならない。
（２）職場の内外を問わず、本学の名誉又は信用を傷つけ、その

利益を害し、又は職員全体の不名誉となるような行為をし
てはならない。

（３）職務上知り得た秘密及び個人情報を他に漏らしてはなら
ない。

（４）常に公私の別を明らかにし、その職務や地位を私的利用
のために用いてはならない。

（５）本学内で、選挙運動その他の政治的活動及び布教活動を
してはならない。

（６）その他本学の秩序の維持の妨げとなる行為をしてはなら
ない。

○職員の倫理
（１）禁止行為

①利害関係者から金銭、物品又は不動産の贈与を受けるこ
と
＜可能＞�広く一般に配布される宣伝用物品や記念品を受

けること
②利害関係者から金銭の貸付けを受けること
③利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で物

品又は不動産の貸付けを受けること
④利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で役

務の提供を受けること
⑤利害関係者から未公開株式を譲り受けること
⑥利害関係者から供応接待を受けること

＜可能＞�多数の者が出席する立食パーティーにおいて、
飲食物の提供を受け、又は共に飲食をすること

＜可能＞�職務として出席した会議において、利害関係者
から簡素な飲食物の提供を受け、又は利害関係
者と共に簡素な飲食をすること

⑦利害関係者と共に遊技又はゴルフをすること
⑧利害関係者と共に旅行をすること

〔利害関係者とは〕
1）職員が職務として携わる、売買、賃借、請負その他の契

約に関する事務において、これらの契約を締結してい
る事業者等、これらの契約の申込みをしている事業者
等及びこれらの契約の申込みをしようとしていること
が明らかである事業者等

2）不利益処分をする事務において、不利益処分をしよう
とする場合における当該不利益処分の名あて人となる
べき事業者等又は特定個人

（２）禁止行為の例外
私的な関係がある者であって、利害関係者に該当するも

のとの間においては、公正な職務の執行に対する国民の疑
惑や不信を招くおそれがないと認められる場合に限り、

（1）に掲げる行為を行うことができます。
（３）利害関係者以外の者等との間における禁止行為

利害関係者に該当しない事業者等であっても、社会通念
上相当と認められる程度を超えて供応接待又は財産上の利
益の供与を受けてはなりません。

（４）利害関係者等からの依頼による講演等
利害関係者からの依頼に応じて報酬を受けて、講演等を

しようとする場合は、あらかじめ倫理監督者（総長）の承認
を得なければなりません。

※「講演等」･･･�講演、研修における指導、知識の教授、著
述、放送番組への出演等（兼業許可を得て
するものを除く。）

（５）職員が倫理規程に違反した場合
倫理規程に違反する行為を行った疑いがあると思料され

るときは、調査を開始し、調査の結果、違反する行為があっ
たと認められる場合は、必要な措置を厳正に行います。

（６）倫理行動規準
職員等が、その職務に係る倫理の保持を図るために遵守

すべき規準として、倫理行動規準を定めています。

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学就業通則
・国立大学法人九州大学倫理規程

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule

＊参考：国家公務員倫理審査会ホームページ
https://www.jinji.go.jp/rinri/

◆お問い合わせ先

＊所属する部局の人事担当係

ハラスメントの防止
ハラスメントは、個人の人格の尊厳、名誉や快適に生活する

権利をおびやかす重大な人権侵害です。本学ではハラスメン
トを防止し、健全で快適なキャンパス環境をつくることを目
指しています。また、ハラスメントの防止やその排除のため
の措置を取り、これに起因する問題が生じた場合には、迅速か

服務・倫理等

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule
https://www.jinji.go.jp/rinri/
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つ適切に対応します。

○ハラスメントとは
本学では、ハラスメントを、「セクシュアル・ハラスメント、

パワー・ハラスメント、アカデミック・ハラスメント、妊娠・
不妊治療・出産・育児休業・介護休業等を理由とするハラス
メント、その他のハラスメント及びこれに類する人としての
尊厳を侵害する行為」と定義しています。

※本学では、ハラスメントの防止と問題解決についての基本的

な取り組みを周知するため、九州大学ハラスメントの防止等
に関する指針を策定しております。

＊セクシュアル・ハラスメント
セクシュアル・ハラスメントとは、行為者の意図に関わら

ず、他者を不快にさせる性的な言動により、就労上又は修学上
の環境が害されることです。上下関係や立場を利用した交際
や性的関係の強要、性的な言動への対応によって利益又は不
利益を与える行為（対価型セクシュアル・ハラスメント）、相
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手や周りの望まない性的な言動・画像の掲示、性差別的な言
動（環境型セクシュアル・ハラスメント）、などがあります。
また、性的指向（恋愛・性的感情がどの性別に向かうかという
こと）又は性自認（自分がどのような性別であるかという認
識）にかかわらず、性的な言動であればセクシュアル・ハラス
メントに該当します。

＊パワー・ハラスメント、アカデミック・ハラスメント
パワー・ハラスメントとは、優位的な関係を背景とした、就

労上又は修学上必要かつ相当な範囲を超えた言動により、就
労上又は修学上の環境が害されることを指します。

それが、教育・研究に関わるときにはアカデミック・ハラ
スメントと言い、たとえば、研究や就職の妨害、指導放棄、威圧
的な言動や叱責などがあります。パワー・ハラスメント、ア
カデミック・ハラスメントは、地位が上の者から下の者に対
してなされる場合だけでなく、数の上での優位を利用するな
どして、下位の者から上位の者に対してもなされることがあ
ります。

＊�妊娠・不妊治療・出産・育児休業・介護休業等を理由とす
るハラスメント
妊娠・不妊治療・出産・育児休業・介護休業等を理由とす

るハラスメントとは、妊娠又は出産等の否定に繋がる言動や、
育児休業又は介護休業等の制度の利用否定に繋がる言動が行
われることなどにより、就労上又は修学上の環境が害される
ことを指します。

＊その他のハラスメント
上記のハラスメント以外にも、不当な仲間はずれやいじめ、

飲酒の強要や酔った上での迷惑行為、不正行為の強要、自分の
支持する宗教や思想への関与を執拗に求めることなどによ
り、就労上又は修学上の環境が害されるものがあります。

○ハラスメント苦情相談
本学は、全学的なハラスメント相談窓口として「ハラスメン

ト対策推進室」を設置しています。この室には、専任のハラス
メント相談員として臨床心理士を配置し、相談に応じていま
す。

また、各地区には、ハラスメント窓口相談員（部局の相談員）
が配置されています。相談内容に応じ、ハラスメント対策推
進室と各地区のハラスメント窓口相談員は連携・協力します。

○相談plus
ハラスメントに係る苦情相談を受けて、事態の深刻化を予

防し、相談者の就労上又は修学上の環境について、早急な改善
を図る必要があるとハラスメント対策推進室長が判断した場
合には、ハラスメント対策推進室長から関係部局の監督者等
にご協力をお願いすることがあります。相談plusを通じて、
関係部局の監督者等に対し、相談者の環境改善に向けた対処
を依頼した結果、当該部局において実施される内容としては、

たとえば、以下のようなものが想定されます。
・「通知」… 相手方への注意喚起、警告又は指導等
・「調停」… 相談者と相手方の関係性の修復等
・「調整」… �相談者の被害救済又は権利利益を回復するた

めの措置等

○ハラスメント苦情申立（調査）
相談員との相談や環境改善の手続き等で問題が解決されな

い場合には、相談者が求めれば、相談員を通じて、ハラスメン
ト委員会に対して苦情申立を行うことができます。苦情申立

（調査）を受け取ったハラスメント委員会は、必要と判断した
場合に、調査部会を設置して、申立人や相手方、その他の関係
者に話を聞き、事実関係の確認や調査を行います。

★もっと詳しく知るには

九州大学　ハラスメントの防止・対策について
・九州大学ハラスメント防止規程
・九州大学ハラスメントの防止等に関する指針
・ハラスメント相談員及び連絡先

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/harassment/

ハラスメント対策推進室
＊�ハラスメント対策推進室への相談手続きの詳細については、下

記をご参照ください。
https://ohpc.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

人事部人事企画課職員係
	 � 092-802-2264
	 � 内線：90-2264

E-mail：syjharass@jimu.kyushu-u.ac.jp

障害者支援
障害を理由とする差別の解消を推進することにより、すべ

ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相
互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目
指し、2016年（平成28年）4月に「障害者差別解消法」が施
行され、2021年（令和3年）に改正されました。

これに伴い、全ての民間事業者も含めて『不当な差別的取扱
の禁止』及び『合理的配慮の提供』が義務づけられることにな
りました（障害のある学生からの授業・試験・生活に関する
合理的配慮の要望については、41ページ参照）。障害のある
学生（慢性疾患・難病を含む）から要望書が提出された際には、
各部局の修学支援の流れに沿って、対応する必要があります。

○全学の推進体制
本学では、総長のもと、インクルージョン担当理事を置き、

障害者差別の解消の推進に係る企画･立案及び実施･調整に関
する審議を行う障害者支援推進委員会を設置しています。

また、学生、教職員、その他本学の活動に参加するすべての
ものを対象として、障害者差別解消の推進及びそのための環
境整備等を推進するため、下記のとおり推進体制を整え対応

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/harassment/
https://ohpc.kyushu-u.ac.jp/
mailto:syjharass%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=


103

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

しています。
・障害者差別解消最高管理責任者…総長
・�障害者差別解消総括監督責任者
� …インクルージョン担当理事
・障害者差別解消監督責任者…各部局長
・�障害者差別解消監督補助者
� …当該部局の職員のうち監督責任者から指名された者

○障害者とは
九州大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関

する規程において、障害者は「身体障害、知的障害、精神障害、
発達障害、高次脳機能障害、難病その他の心身の機能の障害が
ある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生
活または社会生活に相当な制限を受ける状態にある者」を示
します。

○社会的障壁とは
障害者が日常生活又は社会生活を営む上で障壁となる、社

会における事物、制度、慣行及び観念その他すべてのもので
す。

また、障害とは、生物・心理・社会的統合モデル（WHOの
ICFモデル）にたち、障害は個人の障害にのみ帰属されるもの
ではなく、個人と社会とのあいだにある取り除くべき社会的
障壁でもあるという考え方に基づいています。

○不当な差別的取扱いとは
障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、教育・

研究その他本学が行う活動全般について機会の提供を拒否
し、又は提供に当たって場所・時間帯などを制限すること、及
び障害者でない人に対しては付さない条件を付けることなど
により、障害者の権利利益を侵害することです。（ただし、障
害者の平等を促進し、又は達成するために必要な特別な措置
は除きます。）

○合理的配慮とは
障害者が他の者との平等を基礎としてすべての人権及び基

本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要
かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要
とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過重な負担を課
さないものです。

○学内での相談窓口
（１）キャンパスライフ・健康支援センター

①インクルージョン支援推進室
②健康相談室
③学生相談室
④コーディネート室

（２）各学部･学府学生相談教員
（３）所属部局（学生担当係、人事担当係）
（４）事務局各部総務担当係

（５）病院患者相談支援室

＊教職員が障害者に対して不当な差別的取扱いをし、又は
過重な負担がないにもかかわらず合理的配慮を提供し
なかった場合、その態様等によっては、必要な措置がと
られることがあります。

○障害のある教職員に対する障害者支援に関する調査
障害のある教職員に対して、障害者支援に関する理解度及

び支障の有無の把握などを目的として、アンケート調査とヒ
アリング調査を行っています。

アンケート調査の項目は、合理的配慮が想定される就労場
面ごとの支障の確認、学外支援機関への相談状況の確認、就労
時間や継続就業年数などの客観的評価の把握、充実感や満足
感といった主観的評価の把握、配慮の必要性と合理的配慮申
請希望の有無の確認などです。この調査結果に基づき、制度
の周知や理解が不十分な者や就業環境が安定している者等に
対してヒアリング調査を実施しています。

★もっと詳しく知るには

・�国立大学法人九州大学における障害を理由とする差別の解消
の推進に関する規程

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する実施要領
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/handicapped-
support/

◆お問い合わせ先

上記各相談窓口

兼業
本学の職員は、あらかじめ総長の許可を得た場合でなけれ

ば兼業に従事することはできません。

○兼業
兼業とは、報酬の有無にかかわらず、継続的又は定期的に他

の職を兼ねることをいいます。
１．兼業の種類
（１）自営の兼業
（２）営利企業の兼業
（３）その他の兼業

２．共通の許可基準
兼業は、個別の許可基準のほか、次の全てに適合しなけれ

ばなりません。
（１）職務の遂行に支障が生じないこと。
（２）職務の公正性及び信頼性の確保に支障が生じないこ

と。
（３）大学職員としての信用を傷つけ、又は大学全体の不名

誉となるおそれがないこと。
３．許可期間

原則２年以内とします（法令等に任期の定めのある場合

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/handicapped-support/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/handicapped-support/
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は５年を限度とします。）。また、自営の兼業については、期
間を定めません。

ただし、許可を得て兼業の期間を更新することを妨げる
ものではありません。

４．兼業従事時間の制限
一事業年度360時間を超えてはならず、1月当たりにお

いても45時間を超えてはなりません。
ただし、兼業審査委員会が認める場合は、この限りではあ

りません。
５．所定の勤務時間を割く兼業

原則として許可されません。ただし、法令上の根拠があ
る場合又は総長が特に必要と認める場合に許可されます。

６．その他
（１）自営の兼業、営利企業の役員等兼業及び勤務時間を割

く兼業以外の兼業に係る総長の許可権限は、部局長等に
委任されています。

なお、学会（これに類する学術団体を含む。）の役員、委
員等の職に従事する兼業で無報酬の場合については、包
括的に許可されていますので、兼業（学会の職（無報酬））
報告書により部局長等に報告を行う必要があります。

（２）兼業許可及びその他兼業規程の適正な運用に必要な事
項等について審議するため、兼業審査委員会を設置して
います。

（３）有期契約職員及びパートタイム職員については、兼業
規程の適用はありませんが、本学の職員として、上記2の
許可基準に抵触するような職に従事してはなりません。

（４）有限責任事業組合（LLP）組合員の兼業許可申請手続等
については、営利企業の役員等兼業に準じて取り扱いま
す。

○附加職務
社会貢献又は本学の教育研究の推進に資すると認められる

ものは、あらかじめ総長の許可を得た上で就業時間内に職務
として従事することができます。

（１）範囲
①社会貢献に資する場合・国又は地方公共団体の審議会等

の委員
・独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特

殊法人又は公益法人等の特に公益性が高いと認められる
各種委員等の業務

・営利企業において、公益性が強く法令等で学識経験者か
ら意見聴取を行うことが義務付けられている場合の業務

②本学の教育研究の推進に資する場合
・本学が管理する特許の実施のための契約に基づく実施企

業に対する技術指導
・本学の研究成果等の移転を目的として設立された技術移

転事業者が行う他の企業に対する技術指導等に関する業
務

（２）許可基準
①本来の職務に支障が生じないこと

②無報酬であること

○短期間の兼業
次のいずれかに該当するときは、兼業としての許可手続は

必要ありません。
ただし、任期が6 ヶ月未満のものに限ります。

（１）従事する日が1日限りの場合
（２）従事する日が2日以上6日以内で、総従事時間数が10時

間未満の場合

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学就業通則
・国立大学法人九州大学職員兼業規程

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule

＊教職員への兼業依頼
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/sideline/

◆お問い合わせ先

＊所属する部局の人事担当係

懲戒
職員が、次のいずれかに該当する場合には、懲戒処分を行う

ことがあります。
⑴就業通則又は就業に関する諸規則等に違反した場合
⑵職務上の義務に違反した場合
⑶故意又は重大な過失により本学に損害を与えた場合
⑷正当な理由なく遅刻、早退、欠勤するなど勤務を怠った場合
⑸刑事法上の重大な犯罪に該当する行為があった場合
⑹重大な経歴詐称をした場合
⑺本学の名誉を汚し、社会的信用を失墜させる行為をした場

合
⑻その他前各号に準ずる不都合な行為があった場合

懲戒処分の区分は次のとおりです。
◇懲戒解雇･･･�即時に解雇し、退職手当の全部又は一部を支

給しない。
◇諭旨解雇･･･�退職願の提出を勧告し、これに応じない場合

には懲戒解雇する。
◇出勤停止･･･�始末書を提出させるほか、1日以上6月以内

を限度として勤務を停止し、職務に従事させ
ず、その間の給与を支給しない。

◇減　　給･･･�始末書を提出させるほか、給与の一部を減額
する。

◇戒　　告･･･�始末書を提出させて戒め、注意の喚起を促
す。

懲戒処分の量定決定の参考のため、代表的な事例における
標準的な懲戒処分の種類を揚げた指針を作成している。

※懲戒処分には至らない場合でも、服務を厳正にし、規律を
保持する必要があるときは、訓告又は厳重注意を行うこ
とがあります。

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/publication/sideline/
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★もっと詳しく知るには

国立大学法人九州大学就業通則　第44条、第45条
国立大学法人九州大学教員人事規則　第8条
国立大学法人九州大学職員懲戒等規程
国立大学法人九州大学職員懲戒処分の指針

◆お問い合わせ先

人事部人事企画課職員係	 � 092-802-2264
	 � 内線：90-2264

個人情報の保護
教職員は、学生、研究協力者等の個人情報を業務で日常的に

扱っており、これら本学が保有する個人情報は、法律、政府の
指針、本学の規程等に基づき、適切な取扱いが求められます。

○個人情報保護制度
個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護す

ることを目的とした制度で、官民を通じた基本法である「個人
情報の保護に関する法律（以下、「法」という。）」等が定められ
ています。

法により個人情報の取扱いに当たって守るべきルールが定
められています。

○個人情報とは
生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる

氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別する
ことができるもの（他の情報と容易に照合することができ、そ
れにより特定の個人を識別することができるものを含む。）を
いいます。

○個人情報の取得・利用・提供等
＊取得・利用の制限

個人情報を取扱うに当たっては、その利用の目的をできる
限り特定しなければなりません。

あらかじめ本人の同意を得ないで、特定された利用目的の
達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取扱ってはなりませ
ん。

ただし、以下の場合には、本人の同意を得ないで、利用目的
の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取扱うことができ
ます。

①法令に基づく場合
②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合

であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特

に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困
難であるとき。

④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者
が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必
要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当
該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

⑤当該個人情報を学術研究の用に供する目的で取り扱う必
要があるとき（当該個人情報を取り扱う目的の一部が学
術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に
侵害するおそれがある場合を除く。）。

⑥学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、
当該学術研究機関等が当該個人データを学術研究目的で
取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目
的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利
利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。
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＊利用目的の明示
本人から直接書面等で個人情報を取得するときは、あらか

じめ利用目的を明示しなければなりません。
なお、本学では、2018年5月に施行されたGDPR（EU一

般データ保護規則）への対応として、プライバシーポリシーを
本 学 ウ ェ ブ サ イ ト（https://www.kyushu-u.ac.jp/en/
website/privacypolicy）に掲載しています。

外国籍の学生、研究者等の個人データを受領する際には、あ
らかじめ相手方に上記ウェブサイトにアクセスし、確認する
ことを求めてください。掲載されているプライバシーポリ
シーでカバーできない案件が生じた場合は、法人文書監理室
へご連絡ください。
＊適正な取得

偽りその他不正の手段によって個人情報を取得してはなり
ません。
＊第三者への提供の制限

個人データを第三者へ提供するに当たって、あらかじめ本
人の同意を得なければなりません。ただし、以下の場合には、
本人の同意を得ないで、第三者へ提供することができます。

①法令に基づく場合
②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合

であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特

に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困
難であるとき。

④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者
が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必
要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当
該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

⑤当該個人データの提供が学術研究の成果の公表又は教授
のためやむを得ないとき（個人の権利利益を不当に侵害
するおそれがある場合を除く。）。

⑥当該個人データを学術研究目的で提供する必要があると
き（当該個人データを提供する目的の一部が学術研究目
的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害する
おそれがある場合を除く。）（当該個人情報取扱事業者と
当該第三者が共同して学術研究を行う場合に限る。）。

⑦当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該
第三者が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要
があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学
術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に
侵害するおそれがある場合を除く。）。

＊外国にある第三者への提供の制限
法第28条第１項では、個人データの越境移転の取扱いが定

められ、個人データを外国にある第三者（事業者等）に提供す
るに当たっては、法第28条第１項に従い、この提供先が、次の
①又は②のいずれかに該当する場合を除き、あらかじめ「外国
にある第三者への個人データの提供を認める旨の本人の同
意」を得る必要があります。ただし、①又は②に該当する外国
にある第三者へ提供を行う場合は、法第27条の国内で行う個

人データの第三者提供と同じ方法により提供を行うこととさ
れています。

①当該第三者が、我が国と同等の水準にあると認められる
個人情報保護制度を有している国として個人情報の保護
に関する法律施行規則（平成28年個人情報保護委員会規
則第３号。）で定める国にある場合

②当該第三者が、個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相
当する措置を継続的に講ずるために必要な体制として規
則で定める基準に適合する体制を整備している場合

＊正確性の確保
利用目的の達成に必要な範囲内で、個人データを正確かつ

最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったとき
は、当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければな
りません。
＊安全確保の措置

保有している個人情報の漏えいなどの防止のために必要な
措置を講じなければなりません。

※保有している個人情報は原則として持ち出さないこと。個人
情報保護管理者（部局長等）は持出し等を行うことができる場
合を限定し、職員等は保護管理者の指示に従うこととされて
います。

○個人情報の適切な管理
法では、前述の個人情報の適切な管理を担保するため、罰則

が設けられています。
また、本学では、法に基づき「九州大学個人情報管理規程」を

規定し、同規程に基づき「九州大学個人情報保護マニュアル」
を作成しています。

※法及び本学の規程等は、電子媒体及び紙媒体の両方を保護・
管理の対象としています。

※本学の就業規則においても、「職務上知り得た秘密及び個人
情報を他に漏らしてはならない」と規定されています。（違反
した場合は懲戒処分となる可能性があります。）

○個人情報の開示等
法に基づき、「九州大学個人情報開示等取扱規程」に定める

手続きにより以下の請求等ができます。
＊開示請求

どなたでも、本学が保有する自己に関する個人情報を開示
請求をすることができます。なお、法により、不開示情報とな
るものについては、開示されないことがあります。
＊訂正請求

開示を受けた個人情報については、内容が事実でないと思
うときは、訂正を請求することができます。
＊利用停止請求

開示を受けた個人情報について、法に違反して保有、取得、
利用又は提供が行われていると思うときは、利用の停止等を
請求することができます。
＊審査請求

不開示決定を受けた等の事由により、その決定に不服のあ

https://www.kyushu-u.ac.jp/en/website/privacypolicy
https://www.kyushu-u.ac.jp/en/website/privacypolicy
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る場合は、行政不服審査法による審査請求をすることができ
ます。この場合、内閣府情報公開・個人情報保護審査会へ諮
問し、審査会が調査審議することとなります。

★もっと詳しく知るには

・個人情報保護委員会『FAQ』ページ
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/contact/

・個人情報保護委員会『法令・ガイドライン等』ページ
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/

・九州大学個人情報保護マニュアル掲載ページ
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/internal/administration/privacy/

◆お問い合わせ先

法人文書監理室	 � 092-802-2129
	 � 内線：90-2129

情報倫理
●概要

九州大学の情報資産の安全かつ円滑・適正な利用を促進し、
本学の教育、研究及び大学運営の充実を図ることを目的に、情
報資産の利用における倫理を保持するため、情報倫理規程を
定めています。

○情報倫理規程
情報倫理規程によって、特に次に掲げる行為が禁止されて

います。
・虚偽の利用申請を行うこと。
・システム管理者の許可を得ずにSSO-KID、その他情報シス

テムの利用者として与えられたID及び管理者から配布さ
れたIPアドレス並びにメールアドレス等（以下「ID等」とい
う。）を他者と共有すること。

・他者にID等を譲渡又は貸与すること。
・情報システム及び他者のパスワードを解読すること。
・機密性のある情報を、その管理者の許可無く公開すること。
・他者の情報を閲覧、傍受又は改ざんすること。
・情報システムに攻撃・侵入すること。
・利用者が許可されていないファイルにアクセスすること。
・他者を騙る情報、プライバシーの侵害に当たる情報、虚偽の

情報、公序良俗に反する情報又は差別・誹謗中傷の情報を
発信すること。

・私的営利を目的として利用すること。
・情報資産を毀損し、又は混乱させること。
・事前の同意なしに、他の利用者が保有するファイル又は

データを削除、複製、改変すること。
・その他情報政策委員会が不適切とする行為。

○インターネット上の掲示板などでの発言
X（旧 Twitter）やFacebookなどのソーシャルネットワー

ク、その他掲示板などへの不適切あるいは過度な書き込みに
ご留意ください。匿名性に乗じて普段はしないような発言を
行った結果、その反動で大学に問い合わせされたり、自身のプラ

イバシーが不特定多数に公開されたりした事例もあります。
令和７年度に九州大学構成員におけるソーシャルメディア

利用ガイドラインが裁定されております。

★もっと詳しく知るには

・九州大学情報倫理規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000140.
html

◆お問い合わせ先

・情報倫理について
	 情報システム部情報企画課総務・広報担当
	 � Tel：092-802-2617
	 � 内線：90-2617

E-mail：sojkikak＠jimu.kyushu-u.ac.jp

情報セキュリティ
九州大学では教育、研究、業務のために高速なインターネッ

トや便利なICT環境を、全学的に提供するとともにオンライ
ン授業や在宅勤務の支援をしていますが、ルールを守らない
ことによるトラブルやネットワーク犯罪に発展する案件が発
生しています。特に、セキュリティ対策不足によるウイルス
感染、不正アクセスによる被害・二次的な加害や、不注意から
発生する情報漏洩の後始末にかかる時間や費用は無視できな
くなっています。

九州大学のみなさんが安心していつでもどこでも教育、研
究、業務にICTインフラを活用するためには、情報セキュリ
ティ対策の実施や情報セキュリティポリシーに反する情報の
目的外利用、外部からの不正アクセス、情報漏洩などインシデ
ント発生の防止が重要です。また、職員・学生は情報セキュ
リティに対する意識を高め、インシデント発生の防止に努め
るとともに、万一のインシデント発生時には緊急対応や二次
的被害の拡大防止に努めることが必要です。インシデント発
生時の学内通報ルートや調査・対策・報告の措置については、
情報統括本部が定めています。

自分が被害者から二次的な加害者となりインシデントを起
こすと、多くの貴重な時間がその処理に費やされ、精神的な苦
痛を受けることになります。これらのコンピューターネット
ワークの不適切な利用によるインシデントを発生させないよ
う、大学はもちろん、自宅でも注意してください。

○情報倫理規程とセキュリティポリシー
九州大学職員、学生及びその他利用者が安心してネット

ワークや計算機、情報等の情報資産を利用できるよう、当該情
報資産の提供者及び利用者の心得、責務、遵守すべき情報セ
キュリティに関する基本方針を定めています。情報資産の利
用に際して判断に迷われた時は、情報倫理規程及びセキュリ
ティポリシーを参照し、定められた運用ルールを守りましょ
う。また、自宅で、大学の端末等を利用する際には、必ず大学・
部局のルールに従ってください。特に、各種情報の機密性に

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/contact/
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/internal/administration/privacy/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000140.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000140.html
mailto:sojkikak%EF%BC%A0jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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応じて、大学で定めているルールに従った利用を心がけてく
ださい。

★もっと詳しく知るには

・九州大学情報倫理規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000140.
html

・九州大学情報セキュリティポリシー
https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/sec/policy/policy.html

・九州大学情報セキュリティ対策規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000131.
html

○著作権侵害や情報インシデントへの対策、法令の遵守
コンピューターネットワークの利用に際し、法令の遵守に

心がけましょう。著作権侵害やライセンス違反である非純正
のWindowsの使用、商用ソフトウェアの不正利用などの違
法行為は絶対にしないでください。また、学内で暗号資産の
マイニングで報酬を得ることは情報機器や電気使用の不正利
用にあたるため禁止されています。

九州大学では、著作権侵害等の違法行為や、個人情報等の情
報漏洩を招くことに繋がる全てのソフトウェアの利用を規制
しています。これらのソフトは大学ではもちろんのこと、自

-

CIO

CISO)

E-

6 4 1

sec-incident@iii.kyushu-u.ac.jp

https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/sec/sec-incident.html

https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000140.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000140.html
https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/sec/policy/policy.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000131.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000131.html
mailto:sec-incident%40iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/sec/sec-incident.html
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宅でも使用しないようにしましょう。入学前にインストール
していた方は削除してください。さらに、学内から著作権侵
害等の違法行為を招くおそれのあるWebサイトへのアクセ
スの制限を行なっています。ただし、教育・研究上必要な場
合は、申請によってその制限を解除することができます。外
部からのインターネットを通じた様々なサイバー攻撃を未然
に防ぐために学外から学内への全ての通信は基本的に全て制
限しています。ただし、教育・研究上必要な場合は、申請によっ
てその制限を解除することができます。

○情報セキュリティ対策に関する学習及び自己点検
九州大学全体のセキュリティ対策の向上を図るために九州

大学に所属する教職員を対象に情報セキュリティに関するe-
ラーニング並びに自己点検を毎年実施しています。

＊情報セキュリティ対策に関する学習
情報セキュリティ対策への知識・意識の向上を目的に

したe-ラーニングによる学習を全教職員は受講しなくて
はなりません。

＊情報セキュリティ対策の自己点検
情報セキュリティポリシー等で利用者として取り組む

https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/sec/sec-incident.html

https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/sec/sec-incident.html 
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べき基本的な情報セキュリティ対策について、Webの
アンケート形式で全教職員は自己点検を行います。

○情報セキュリティ対策
情報セキュリティ対策の参考のために、最近のセキュリ

ティインシデントを顧みて特に注意すべき脅威の例を取りあ
げています。
・不審なメールへの注意

九州大学の教職員をターゲットにした悪意のあるメール
が多数届いており、文章の内容も一見悪意のあるメールと
は気がつかないような内容が多くみられます。受け取った
メールに対して、常に不審なメールではないかというセ
キュリティに対する意識を持っておくことが大切です。不
審メールを見分ける際には、様々な観点からメールの内容
を注意深く観察し、総合的な判断が必要です。また、メール
でWeb会議等の情報を受け取って参加する場合は、自分が
参加しようとしているURLが正しいかどうか、十分に確認
してください。

不審メールを受け取った方は、九大CSIRTに報告してく
ださい。また、受信した不審メールを自組織への注意喚起
の目的でもそのまま転送することは、被害の拡大に繋がる
恐れがあり非常に危険です。実際に学内で転送された不審
メールにマルウェアが添付されていた事例が報告されてい
ます。不審メールが届いた際には、必ず、まず、九大CSIRT 
にご連絡ください。

・パスワード管理
パスワードは、九州大学のパスワードポリシーに従って

設定してください。（※設定方法に関する詳細は「九州大学
SSOポータル」を参照してください。）SSO-KIDのパスワー
ドやその他システムのパスワードが、九州大学のパスワー
ドポリシーに従っていない場合は、今すぐパスワードを変
更し直してください。また、パスワードの使い回しは、パス
ワードリスト型攻撃の対象となる可能性があるので、パス
ワードの使い回しをしないように、適切に管理するように
してください。また、パスワードだけでなく、ID（SSO-KID
など）も他人に不必要に知らせたりしないようにしましょ
う。

・ウイルス対策
コンピューターウイルスからパソコンを守るために、セ

キュリティ対策ソフトウェア（Windows Defenderなど）
をインストールするようにしましょう。現在大学で使用し
ているパソコンに標準でインストールされているセキュリ
ティ対策ソフトウェアが有効化されているか確認してくだ
さい。また、セキュリティ対策ソフトウェアのウイルス定
義ファイルを最新のものに更新してください。

・情報漏洩対策
職場以外の場所で大学の端末を利用するときに最も多く

発生するインシデントは端末などの紛失・盗難です。業務
用PC、USBメモリに個人情報や機密情報を保存して持ち
出す必要がある場合は、九州大学個人情報管理規程及び部

局のルールにしたがって、適切に情報資産を管理するよう
にしてください。

○その他、注意するべきこと
＊他人に自分のIDを貸さない

学外の友人等に学内ネットワークや、自身の全学共通
ID（SSO-KID、学生ID）で認証したパソコンやスマート
フォンなどを利用させないように注意してください。パ
ソコンを借りた友人が情報インシデントを発生させた場
合、貸した側にも責任が問われます。

＊SNSや掲示板への不適切な書き込みをしない
X（旧 Twitter）、FacebookやLINEなどのSNSや、

Web掲示板への不適切あるいは過度な書き込みにご留
意ください。SNSの匿名性に乗じて普段はしないような
発言を行った結果、その反動で大学に問い合わせをされ
たり、自身のプライバシーが不特定多数に公開されたり
する事例もあります。なお、インターネット上での匿名
の書き込みも調査すれば、その発言者を特定できます。
令和７年度に九州大学構成員におけるソーシャルメディ
ア利用ガイドラインが裁定されております。

＊新しい脅威を把握する
サポート詐欺、ショートメール（SMS）を使った振り

込み詐欺など、毎年新しい攻撃手法による攻撃が確認さ
れています。

IPAが公開している最新の脅威情報を定期的にチェッ
クしましょう。脅威情報の把握で被害を未然に防ぐこと
が可能になります。
IPA（情報処理推進機構）：
　https://www.ipa.go.jp/security/security-alert/

○インシデント発生時の対応フロー
情報セキュリティ上のインシデント（被害及び加害）は早

期に発見し、大きな被害に拡大せぬよう対応する必要があり
ます。万一発生した場合は、下図「情報セキュリティインシデ
ントが発生した場合の連絡・処理フロー」に沿った迅速な通
報（第一報）を九大CSIRTにお願いします。その際には、所定
の「情報セキュリティインシデント報告書」様式の記載事項に
沿った内容をお知らせください。

★もっと詳しく知るには

・情報統括本部Webサイト
https://iii.kyushu-u.ac.jp

・九大CSIRT Webサイト
https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/

https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/ssokid/idpw.html#PwPolicy
https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/ssokid/idpw.html#PwPolicy
https://www.ipa.go.jp/security/security-alert/
https://iii.kyushu-u.ac.jp
https://www.sec.kyushu-u.ac.jp/


111

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

◆お問い合わせ先

・九大CSIRT
	 セキュリティ事故一般に関して

E-mail：sec-incident＠iii.kyushu-u.ac.jp

不審メールに関して
E-mail：sec-info＠iii.kyushu-u.ac.jp

情報システム部情報企画課総務・広報担当
	 � Tel：092-802-2617
	 � 内線：90-2617
情報システム部情報基盤課情報セキュリティ担当
	 � Tel：092-802-2685
	 � 内線：90-2685

mailto:sec-incident%EF%BC%A0iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:sec-info%EF%BC%A0iii.kyushu-u.ac.jp?subject=
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勤務時間
職員の勤務時間は、「一般的な勤務時間」、「1月単位の変

形労働時間制」及び「専門業務型裁量労働制」に区分されます。

○一般的な勤務時間
8時30分から17時15分までです。

（休憩時間12：00 ～ 13：00）
＊対象：�学術研究員及び特命教授（有期契約職員）のうち専

門業務型裁量労働制が適用されない者について
は、一般的な勤務時間が適用されます。

○1月単位の変形労働時間制
1月単位の変形労働時間制とは、1月以内の一定期間を平

均して1週間の勤務時間が38時間45分を超えない範囲内に
おいて、特定の週に38時間45分を超えて、又は特定の日に7
時間45分を超えて勤務させるものです。

＊対象：�患者との関係のために、一定の時間帯を設定して
行う診療の業務に従事する教員については、1月
単位の変形労働時間制が適用されます。

○専門業務型裁量労働制
専門業務型裁量労働制とは、業務の性質上その遂行手段及

び時間配分を職員の裁量に委ねるものです。所定労働日に勤
務した場合には、実際の勤務時間にかかわらず所定の時間勤
務したものとみなします。

専門業務型裁量労働制の適用により、各教員の研究上の都
合等に応じて、研究室に出てくる時間や退出する時間を決め
ることができます。

なお、専門業務型裁量労働制を適用する者（以下「裁量労働
制適用職員」という。）については、健康・福祉確保措置を講ず
ることとなっていることから、日々の勤務状況を「裁量労働制
適用職員勤務・健康状況把握システム」（https://q-qls.jimu.
kyushu-u.ac.jp/main-menu/）により報告していただきます。

＊対象：
次のうち適用に同意した者に専門業務型裁量労働制が適
用されます。
①�主として研究の業務（授業時間が1週の勤務時間の概

ね5割に満たないもの）に従事する教授、准教授及び講
師

②�専ら研究の業務に従事すると部局長等が認める助教、
准助教及び教務助手

③�部局長等が認める学術研究員及び特命教授（有期契約
職員に限る。）
※患者との関係のために、一定の時間帯を設定して行う診

療の業務に従事する者については、原則として適用され
ません。

＊専門業務型裁量労働制の苦情処理等窓口
労働条件等に関する苦情処理、不服訴えは、次のところで

受付けています。

人事部人事企画課
℡ 092-802-2260（内線90-2260）

○その他
＊時間外勤務及び休日勤務

所定の勤務時間を超えて勤務を命じられた場合及び休日に
勤務を命じられた場合は、その従事した時間に対して割増賃
金が支払われます。
＊休日の振替

業務上の都合により休日と定められた日に勤務を命じる場
合は、次のとおり休日を振り替えます。

①�休日の振替を行う場合は、可能な限り職員の意向に沿う
ものとし、職員相互の調整を図りながら実施します｡（振
り替えるべき日は、勤務を命じられた日にできる限り近
接している日が望ましい｡）

②�休日の振替手続きは、所定の様式（休日の振替簿）により、
あらかじめ行うものとし、勤務を命じる休日を含む1か
月以内の範囲（原則として暦月単位）において振替を行う
ものとします。ただし、同一週内（土曜日から翌週の金曜
日まで）においても振替可能です。

③�業務上やむを得ない場合は、振り替えられた休日を他の
勤務日（当初の振替範囲内）に再振替できるものとしま
す。

④�裁量労働制適用職員についても、同様の取り扱いとしま
す。

⑤�休日の振替は、勤務を命じる休日における勤務時間（休憩
時間を除く）が4時間（勤務時間が4時間未満の職員に
あっては、当該勤務時間）以上となる場合について行うも
のとします。なお、裁量労働制適用職員については、勤務
した時間数にかかわらず1日を振り替えることになりま
す。

⑥�休日を含む期間に出張を命じられた場合で、当該休日に
用務がないとき（移動のみの場合等）は、振替を行いませ
ん。

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学就業通則
・国立大学法人九州大学職員の勤務時間、休暇等に関する規程

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule

＊労使協定
　�（時間外及び休日労働に関する協定書、専門業務型裁量労働制

に関する協定書、専門業務型裁量労働制に関する覚書等）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/jinji/rousi-kyoutei

◆お問い合わせ先

＊所属する部局の人事担当係

勤務時間・休暇等

https://q-qls.jimu.kyushu-u.ac.jp/main-menu/
https://q-qls.jimu.kyushu-u.ac.jp/main-menu/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/jinji/rousi-kyoutei
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休暇等
職員の休暇には、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及びリ

フレッシュ休暇があり、それぞれ就業規則で定めています。
この他にも、勤務を要しないことの承認及び女性職員の保

護措置について定めています。

○年次有給休暇（年休）
①1事業年度（4月1日から翌年3月31日まで）につき20日
※年度の中途採用者は当該年度の在職期間に応じた日数が付与

されます。
※有期契約職員及びパートタイム職員は、雇用日、雇用期間等に

より年休付与日、付与日数が異なります。
②取得単位は1日、半日及び時間です。
※裁量労働制適用職員は、1日単位のみになります。
③当該年度に付与された年休は20日を限度として、残日数

を翌年度に限り繰り越すことができます。
④年休が10日以上付与された日から１年以内に、５日以上

の年休を取得する必要があります。

○病気休暇
療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必

要最小限度の期間において取得することができます。
※有期契約職員及びパートタイム職員（週5日勤務）は、1事業

年度に10日を限度として取得することができます。（年次有
給休暇以外の無給の休暇（うち3日間は有給））

※取得する日数・期間に応じて、通院の証明や医師の診断書が
必要です。

○特別休暇
次の各事由に該当する場合に特別休暇（※1）を取得するこ

とができます。

【特別休暇】
事　　　　　　　　　　由 休暇の期間

選挙権その他公民としての権利を行使する場合（被選挙権行使を除く。） 必要と認められる期間
裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭
する場合

必要と認められる期間

骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のための末梢血幹細胞の提供希望者として
登録の申出を行い、又は骨髄移植若しくは末梢血幹細胞移植のため配偶者、父母、子及び兄弟
姉妹以外の者に骨髄若しくは末梢血幹細胞を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要
な検査、入院等をする場合

必要と認められる期間

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除
く。）を行う場合（※2）

1事業年度において5日の範囲内の期間

結婚する場合 連続する5日の範囲内の期間
生後1年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる授乳等を行
う場合

1日2回それぞれ30分以内の期間

配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）が出産する場合 2日の範囲内の期間
中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護等のため勤務しないこ
とを申し出た場合

対象となる子が1人の場合は1事業年度にお
いて5日、2人以上の場合は1事業年度にお
いて10日の範囲内の期間

親族が死亡した場合 親族に応じた連続する日数の範囲内の期間
父母の追悼のための特別な行事（父母の死亡後15年以内に行われるものに限る。）を行う場合 1日の範囲内の期間
夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しな
いことが相当であると認められる場合

1事業年度の7月から9月（病院に所属する職
員（病院長が必要と認める者に限る。）にあっ
ては、6月から12月）までの期間内における、
休日を除いて原則として連続する3日の範
囲内の期間（※3）

地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合 7日の範囲内の期間
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難である
と認められる場合

必要と認められる期間

地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を回避するた
め勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

必要と認められる期間

配偶者が出産予定日の6週間（多胎妊娠の場合は14週間）前の日から当該出産に係る子が１歳
に達する日までの期間にある職員が、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまで
の子（妻の子を含む。）を養育する場合

当該期間内における5日の範囲内の期間

負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により2週間以上の期間にわたり常時介護を必
要とする状態にある配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、兄弟姉妹又は孫の介護、通院等の
付添い、介護サービスの提供を受けるために必要な手続の代行その他の必要な世話のため勤
務しないことを申し出た場合

対象家族が1人の場合は1事業年度において
5日、2人以上の場合は1事業年度において
10日の範囲内の期間

不妊治療を受けるため医療機関へ通院する場合、または医療機関が実施する不妊治療に関す
る説明会に出席する場合

1事業年度において５日の範囲内の期間
※�体外受精または顕微授精に係る通院等で

ある場合は、10日の範囲内の期間
※1　有期契約職員・パートタイム職員は、「年次有給休暇以外の休暇」
※2　有期契約職員・パートタイム職員には適用がありません。
※3　1週間の勤務日が5日未満の場合は、本学が指定する期間
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○リフレッシュ休暇
勤続期間が20年又は30年に達する場合には、当該事業年

度内に休日を除いて原則として連続する5日の範囲内で取得
することができます。

○勤務を要しないことの承認
次の各事由のいずれかに該当し、あらかじめ承認を受けた

場合は、必要と認められる期間勤務をすることを要しません。
①勤務時間内に組合交渉に参加する場合
②妊産婦である女性職員が、保健指導又は健康診査を受け

る場合
③妊産婦である職員の業務が母体又は胎児の健康保持に影

響があると認められる場合の通勤緩和、休憩等
④勤務時間内に総合的な健康診査（人間ドック等）を受ける

場合

○女性職員の保護措置
女性職員の保護措置について必要な事項を、次のとおり定

めています。

事　項 内　　　　　容
産前休業 6週間以内に出産する予定の職員が請求した場合

は、出産の日までの請求した期間休業させる
産後休業 出産した職員を、出産の日の翌日から8週間休業さ

せる
妊産婦職員

の休業
妊産婦職員の業務が当該職員又は胎児の健康保持
に影響があると認められる場合において、当該職員
が医師の指導に基づき休業を請求したときは、必要
と認められる期間休業させる

業務転換 妊娠中の職員が請求した場合は、当該職員が現在就
いている業務から他の軽易な業務に転換させる

勤務制限 妊産婦職員が請求した場合は所定の勤務時間以外
の勤務、休日勤務及び深夜勤務に従事させない

生理休暇 生理日の就業が著しく困難な職員が請求した場合
は、必要最小限度の期間休暇を与える

○休暇等の取得手続き
休暇等を取得しようとする場合は、あらかじめ休暇簿など

所定の様式により届け出る必要があります。
手続きの詳細については、所属する部局の人事担当係にお

問い合わせください。

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学就業通則
・国立大学法人九州大学職員の勤務時間、休暇等に関する規程
・国立大学法人九州大学女性職員の保護措置に関する規程

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule

◆お問い合わせ先

＊所属する部局の人事担当係

育児休業・介護休業
職員は、子を養育するために育児休業を申し出ることがで

きます。
また、職員の家族で、負傷、疾病等により介護を要する者が

いる場合は、介護休業を申し出ることができます。

○育児休業
（１）子を養育するため、一定の要件を満たした場合、申出によ

り子が3歳に達するまでの期間に２回休業することができ
ます。

ただし、有期教員等（有期教員、教員（年俸制）、特定有期教
員、有期契約職員、パートタイム職員など）の休業期間につ
いては、子が1歳に達するまでの期間となります。なお、父
母ともに育児休業を取得する場合は1歳2月に達するまで、
また、特別な事情があるときには、子の1歳の誕生日から１
歳６月に達するまで（子が1歳6か月の時点で特別な事情が
あるときには、2歳まで）の間の必要な期間休業できる場
合もあります。

（２）育児休業のうち、子の出生の日から８週間を経過する日
の翌日までの期間に２回とることができるものを出生時育
児休業といい、次の特徴があります。

①出生時育児休業を取得しても、通常の育児休業も２回
取得できます。

②出生時育児休業期間中の就業が可能（教員限定）です。
（３）労使協定によって、次の職員が育児休業の取得対象者か

ら除外されます。
①引き続き雇用された期間が３月未満である者
②育児休業の申出の日から1年以内（出生時育児休業に

ついては８週間以内、有期教員等において、子の1歳の
誕生日から1歳6月に達するまで及び1歳6か月の誕生
日から2歳に達するまで育児休業を申し出る場合につ
いては6月以内）に退職することが明らかな職員

③1週間の勤務日数が2日以下の職員
（４）育児休業をすることを希望する職員は、原則として育児

休業を開始しようとする日の1月前（出生時育児休業の申
出及び、有期教員等において、子の1歳の誕生日から1歳6月
に達するまで及び子の1歳6か月の誕生日から2歳に達する
まで育児休業を申し出る場合については2週間前）までに
本学所定の様式で申出をすることが必要です。

（５）育児休業期間中の給与は、無給です。

○介護休業
（１）負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、2

週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある
一定の範囲の家族等を介護するため、一定の要件を満たし
た場合、申出により、原則として通算6月（有期教員等の場
合は93日）の範囲内で職員が申し出た期間休業することが
できます。

（２）労使協定によって、次の職員が介護休業の取得対象者か

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule
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ら除外されます。
①試用期間中の職員
②介護休業の申出の日から93日以内に退職することが

明らかな職員
③1週間の勤務日数が2日以下の職員

（３）介護休業をすることを希望する職員は、原則として介護
休業開始予定日の2週間前までに、本学所定の様式で申出
をすることが必要です。

（４）介護休業期間中の給与は、無給です。

○その他
＊育児のための部分休業

子が小学校就学の始期に達するまで、一定の要件を満たし
た場合、申出により1日の勤務時間の一部について勤務しな
いことができます。部分休業は、1日の勤務時間の始め又は
終りにおいて、1日を通じて2時間を超えない範囲内で、職員
の託児の態様、通勤の状況等から必要とされる時間について、
30分を単位として取得できます。（ただし、勤務時間、休暇等
規程第19条第6号に規定する保育時間を承認されている職員
については、2時間から保育時間を減じた時間となります。）
なお、1日の勤務時間が6時間以下の日については申し出る
ことができません。
＊介護のための部分休業

対象家族を介護するために、一定の要件を満たした場合、申
出により連続する3年（有期教員等の場合は93日）の範囲内で
1日の勤務時間の一部について勤務しないことができます。
部分休業は、1日の勤務時間の始め又は終りにおいて、連続
した4時間の範囲内で、介護のために必要とされる時間につ
いて、1時間を単位として取得できます。なお1日の勤務時
間が6時間以下の日については申し出ることができません。

＊育児のための部分休業及び介護のための部分休業ともに、勤
務しない1時間につき、勤務1時間当たりの給与額を減額して
給与が支給されます。

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学就業通則
・国立大学法人九州大学職員育児・介護休業規程

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule

＊�制度の紹介（出産・育児に伴い取得できる休暇等の制度、介護
に伴い取得できる休業等の制度）（九州大学男女共同参画推進
室ホームページ）
　〔出産・育児〕

https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/info/kyuka.php

　〔介護〕
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/info/kyugyou.php

◆お問い合わせ先

＊所属する部局の人事担当係

http://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/information/rule
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/info/kyuka.php
https://danjyo.kyushu-u.ac.jp/info/kyugyou.php
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教員の業績評価
○目的

本学では、メリハリある給与体系と全学共通の明確な評価
基準による業績評価を一体的に構築し、組織の活性化を図る
とともに、優秀な人材を確保するため、令和２年度からの新た
な年俸制の導入に併せて、教員の業績評価制度を導入しまし
た。

○対象教員
業績評価は、月給制、年俸制にかかわらず、原則として全て

の承継教員が対象です。

○評価対象期間
・評価対象期間は、原則として毎年度４月１日から翌年３

月31日までです。
・年度の途中に採用された者の最初の業績評価の対象期間

は、採用日以降最初の３月31日までです。

○評価結果
業績評価は、「教員の業績評価の実施に関する要項」で定め

る業績評価基準により行い、評価結果は以下図のいずれか一
つの区分に決定されます。

○評価の手続き
①対象教員から所属部局長への業績報告

対象教員は、評価対象期間の業績についての自己評価を
部局長が定める期限までに教員活動進捗・報告システム

（Q-RADeRS）上で提出します。
②部局長による評価の実施・総長への報告

部局長は、対象教員の自己評価の内容等を評価基準に照
らし評価を実施し、対象教員の評価結果について、9月15
日までに総長に報告します。
③対象教員への評価結果の通知

総長は、部局長からの報告を基に役員会の議を経て評価
を決定し、10月31日までに当該結果について対象教員に
通知します。
（自身の評価結果に不服がある場合は、所定様式により

11月30日までに総長に不服を申し立てることができま
す。）
④処遇への反映

評価結果は、以下図のとおり処遇に反映します。

★もっと詳しく知るには

・�学内限定Webサイト「教員の業績評価制度及び新たな年俸制
制度」
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/jinji/seido

◆お問い合わせ先

・人事部人事企画課給与企画係
	 � 092-802-2263
	 � 内線：90-2263,7050

E-mail:jkkkyuyok@jimu.kyushu-u.ac.jp

	 又は各部局等事務人事担当係

教員の業績評価

○評価結果 ○評価の手続き
【④処遇への反映】

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/Qdai-only/jinji/seido
mailto:jkkkyuyok%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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各種手当についての概要は次の表のとおりです。

手当の性格 手当の名称 手当の内容
生活補助的手当

（※届出が必要です。）
扶養手当※ 扶養親族を有する者に支給
住居手当※ 借家に居住する者に支給
通勤手当※ 交通費として支給
単身赴任手当※ 異動等に伴い、転居し、同居していた配偶者と別居し単身で生活す

る者に支給
在宅勤務等手当 規程に基づき在宅勤務等を許可された者に支給

地域的手当 地域手当
地域調整手当

勤務地域における民間の賃金水準を基礎とし、物価等を考慮して支
給

広域異動手当 在勤地を異にする広域の異動（異動前後の距離60km以上）をした
者に支給

特地勤務手当 生活が不便な地域に勤務する者に支給
（宮崎演習林、高原農場実験実習場、九重研修所）

特地勤務手当に準ずる手当 生活が不便な地域に異動した者に支給
（宮崎演習林、高原農場実験実習場、九重研修所）

寒冷地手当 寒冷地に勤務する者に支給（北海道演習林）
遠隔地手当 遠隔地に勤務する者に支給（北海道演習林）

職務の特殊性に基づく手当 基本給調整額 職務内容の特殊性により基本給を調整
特殊勤務手当 著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の特殊な勤務に従

事する者に支給
初任給調整手当 医学等の専門知識を必要とする者に支給
入試手当 入学試験業務に従事した者に支給
学位論文調査手当 学位論文の調査に従事した者に支給

給与・諸手当
九州大学に勤務する職員の給与に関する事項についての説

明です。

○給与制度
職員の給与の種類は次の表のとおりです。

給　与　の　種　類
基本給月額
基本給調整額
管理職手当
初任給調整手当
地域手当
地域調整手当
広域異動手当
扶養手当
住居手当
通勤手当
単身赴任手当
在宅勤務等手当
別府病院支援配置手当
特地勤務手当
特地勤務手当に準ずる
手当

特殊勤務手当
入試手当
学位論文調査手当
遠隔地手当
寒冷地手当
時間外勤務手当
休日勤務手当
夜勤手当
宿日直手当
管理職員特別勤務手当

期末手当
勤勉手当
研究代表
者等特別
手当
共同研究
等知的貢
献手当

有期契約職員の給与の種類は次の表のとおりです。

給　与　の　種　類
日給又は基本給月額
住居手当
通勤手当
特地勤務手当
別府病院支援配置手当

特殊勤務手当
研修手当
時間外勤務手当
休日勤務手当
夜勤手当
宿日直手当
救急勤務医確保手当

期末手当
勤勉手当

注意！

上記給与については、各有期契約職員の身分により、支給対象となる
手当が異なります。

パートタイム職員の給与の種類は次の表のとおりです。

給　与　の　種　類
日給又は時間給
通勤手当
特地勤務手当
別府病院支援配置手当

特殊勤務手当
時間外勤務手当
休日勤務手当
夜勤手当
宿日直手当
救急勤務医確保手当

注意！

上記給与については、各パートタイム職員の身分により、支給対象と
なる手当が異なります。

給与・福利厚生等
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職務の特殊性に基づく手当 別府病院支援配置手当 業務上の必要性により病院（福岡市）から別府病院へ異動した者に
支給

救急勤務医確保手当 病院救命救急センターにおいて診療業務に従事する医員に支給
研修手当 臨床研修を受ける研修医に支給

時間外勤務等に対する手当 時間外勤務手当 時間外の勤務に対し支給
休日勤務手当 休日の勤務に対し支給
夜勤手当 夜間の勤務に対し支給
宿日直手当 宿直･日直の勤務に対し支給
管理職員特別勤務手当 管理職員の休日勤務に対し支給

賞与に相当する手当 期末手当 職員への賞与として支給
勤勉手当 同上（勤務成績に応じ支給）
研究代表者等特別手当 PI人件費制度の適用を承認された者に対し支給
共同研究等知的貢献手当 知的貢献費の配分を受けた者に対し支給

管理又は監督の地位にある
職員に対する手当

管理職手当 管理職員の職責に対し支給

注意！

生活補助的手当である「扶養手当」「住居手当」「通勤手当」「単身赴任手当」については、職員の届出が必要です。

給与の計算期間及び支給日は次の表のとおりです。

給与の種類 給与の計算期間 給与の支給日
基本給月額 一の月の初日から末日まで その月の21日

ただし、その日が就業通則第31条第5項に規定する休日に
当たるときは当該日の直前の休日でない日基本給調整額

管理職手当
初任給調整手当
地域手当
地域調整手当
広域異動手当
扶養手当
住居手当
通勤手当
単身赴任手当
在宅勤務等手当
別府病院支援配置手当
特地勤務手当
特地勤務手当に準ずる手当
日給・時間給（有期契約･パートタイム職員） 一の月の初日から末日まで 翌月の21日

ただし、その日が就業通則第31条第5項に規定する休日に
当たるときは当該日の直前の休日でない日

住居手当（有期契約職員）

通勤手当（有期契約・パートタイム職員）

特地勤務手当（有期契約･パートタイム職員）

特殊勤務手当
入試手当
学位論文調査手当
研修手当
時間外勤務手当
休日勤務手当
夜勤手当
宿日直手当
救急勤務医確保手当
別府病院支援配置手当（パートタイム職員）

管理職員特別勤務手当
期末手当 6月30日及び12月10日（ただし、その日が日曜日に当たる

ときは前々日、その日が土曜日に当たるときは前日）勤勉手当



119

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

研究代表者等特別手当 2月末日（ただし、その日が日曜日に当たるときは前々日、
その日が土曜日にあたるときは前日）

共同研究等知的貢献手当 12月10日（ただし、その日が日曜日に当たるときは前々
日、その日が土曜日に当たるときは前日）

遠隔地手当 11月21日
ただし、その日が就業通則第31条第5項に規定する休日に
当たるときは、当該日の直前の休日でない日

寒冷地手当 一の月の初日から末日まで 11月から3月までの各月の21日
ただし、その日が就業通則第31条第5項に規定する休日に
当たるときは、当該日の直前の休日でない日

○諸手当の支給対象職
各種手当については、職員の身分により支給対象の手当が異なります。
各手当の支給対象職は次の表のとおりです。

職種等

手当名称

教員
有期教員

教員
有期教員

（�教育職基本
年俸表適

用）

年俸制
適用教員

特定有期教員

教員
（年俸制）

有期契約職員 パートタイム職員
特定プロジェクト教員

稲盛フロンティアプログラム教員
特命教授
特別教員

学術研究員
医員

研修医

特命教授
特別教員

学術研究員
医員年俸制 改正前の

教員

扶養手当 ○ ○ ◆
住居手当 ○ ○ ◆
通勤手当 ○ ○ ◆ ◆ ○ ○ ○ ○
単身赴任手当 ○ ○ ◆
在宅勤務等手当 ○ ○ ◆ ◆ ○ ○
地域手当 ○ ○ ● ● ○
地域調整手当 ○ ○ ● ● ○
広域異動手当 ○ ○ ●
特地勤務手当 ○ ○ ● ■ ■
準特地勤務手当 ○ ○ ●
寒冷地手当 ○ ○ ◆
遠隔地手当 ○ ○ ◆

基本給調整額 ○ ○ ◆ ● 基本給
に含む

特殊勤務手当 ○ ○ ◆ ◇ △ ○ ■ ■
初任給調整手当 ○ ○ ●
入試手当 ○ ○ ◆ ◇ △ ○
学位論文調査手当 ○ ○ ◆ ◇ △ ○
別府病院支援配置手当 ○ ○ ◆ □ □
救急勤務医確保手当 □ □
研修手当 ▣
時間外勤務手当 ○ ○ ◆ ◇ △ ○ ○ ○
休日勤務手当 ○ ○ ◆ ◇ △ ○ ○ ○
夜勤手当 ○ ○ ◆ ◇ △ ○ ○ ○
宿日直手当 ○ ○ ◆ ◇ △ ○ ■
管理職員特別勤務手当 ○ ○ ◆
期末手当 ○ ○ ▲ ● ○
勤勉手当 ○ ▲ ▲
管理職手当 ○ ○ ◆
研究代表者等特別手当 ○ ○ ◆ ☆
共同研究等知的貢献手当 ○ ○ ◆ ☆ ○

・年俸制適用教員は、国立大学法人九州大学年俸制給与の適用に関する細則に基づき給与が支給される、雇用期間の定めのない教員。
・●は相当する額が基本年俸に含まれる。
・◆は相当する額が業務手当として支給される。
・▲は相当する額が業績給として支給される。
・△は雇用経費により支出が認められている場合に限る。
・◇は雇用経費により支出が認められている場合に限り、業務手当として支給される。
・教員（年俸制）は、国立大学法人九州大学教員（年俸制）給与規程に基づき給与が支給される、雇用期間の定めのある教員。
・■は医員・研修医のみ支給される。
・□は医員のみ支給される。
・▣は研修医のみ支給される。
・☆は稲盛フロンティアプログラム教員及び一部の特定プロジェクト教員のみ支給される。
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○諸手当に関する事務手続き
生活補助的手当である「扶養手当」「住居手当」「通勤手当」

「単身赴任手当」については、職員の届出が必要です。実際に
手続きを行う場合は、所属部局の手当事務担当係にお問い合
わせ願います。

＊扶養手当

扶養手当の支給要件を満たす扶養親族がいる場合には、採
用又は要件を満たした日から15日以内に扶養親族届の提
出が必要です。
また、支給要件を喪失した場合にも、15日以内に届出が
必要です。

1．支給される場合
次のいずれかに該当する者のうち、年間の総所得が130万

円（月額108,333円）未満の者を、主として職員が扶養してい
る場合に、所定の額が支給されます。

ア　子及び孫（満22歳年度末までに限る。）
イ　父母及び祖父母（満65歳以上の場合に限る。）

（※�職員が別居している父母等を送金等により扶養してい
る場合は、職員の送金等の負担額が、父母等の全収入（父
母等の収入＋職員その他の者の送金等による収入）の3
分の1以上の額であるときのみ、当該父母等を職員の扶
養を受けているものとします。）

ウ　弟妹（満22歳年度末までに限る。）
エ　重度心身障害者

（�終身労務に服することができない程の障害を持つ場合に
限る。）

（※�「年間の総所得」とは、給与所得、事業所得、不動産所得、
年金所得（個人年金を含む。）などの恒常的な所得を意味
します。また暦年（1月～ 12月）による年額をさすもの
ではなく、就職等の日以降1年間の総収入金額です。（例：
10月に扶養親族が就職又は雇用形態（勤務時間・時給等）
に変動があった場合は、10月以降1年間の総収入金額））

（※�上記のア・ウについて、満22歳年度末を迎えた場合、扶
養手当の支給は終了しますが、この場合の届出は不要で
す。）

ただし、次に掲げる者は扶養親族とすることができません。
①職員の配偶者・兄弟姉妹等が受ける扶養手当又は民間事業

所等のこれに相当する手当の支給基礎となっている者

扶養親族に所得がある場合には、所得限度額（年間130
万円（月額108,333円））を超えていないかどうかを定期
的に確認するようにして下さい。

また、雇用形態に変更（単価変更や勤務時間・日数の増
加等）が生じた場合、又は給与月額が変動し、月額
108,333円を超えることとなった場合は、その時点から
年間における総収入金額を判断することとなりますので、

速やかに扶養親族届を提出願います。
なお、事業所得、不動産所得等で、当該所得を得るために

人件費、地代家賃等の経費の支出を必要とする場合で、社
会通念上明らかに当該所得を得るために必要と認められ
る経費については、この総所得から控除できるが、租税公
課、接待交際費、広告宣伝費等は必要な経費とは認められ
ません。

※所得金額の判断基準はケースによっては異なる場合
があるので、疑問がある場合は部局等手当事務担当係に相
談して下さい。

2．支給が停止される場合
育児休業、出勤停止の期間中は支給されません。

（これらの事由により支給が停止される場合の届出は不要
です。）

＊住居手当

採用、転居又は家賃額の改定があり、住居手当の支給要件
を満たす場合、当該事実の発生から15日以内に住居届の
提出が必要です。
また、支給要件を喪失した場合も、15日以内に届出が必
要です。

1．支給される場合
賃貸の場合で次の三つの要件のすべてを満たす場合に、家

賃額に応じて所定の額が支給されます。
（ただし、宿舎に居住する職員には支給されません。）
要件1：職員本人（又は職員の扶養親族など）が借主
要件2：借主となっている住宅に職員本人が居住
要件3：�職員本人が月額16,000円以上の家賃を支払って

いる
（※�上記のほか、単身赴任手当を受給している職員について

は、配偶者が居住している住宅についても支給される場
合があります。）

2．支給が停止される場合
育児休業、出勤停止の期間中は支給されません。

（�これらの事由により支給が停止される場合の届出は不要
です。）

＊通勤手当

採用、勤務箇所の変更、転居、通勤方法又は経路の変更など
があった場合、当該事実の発生から15日以内に通勤届の
提出が必要です。

1．支給される場合
次の二つの要件をどちらも満たす場合に、通勤方法の別に

より、所定の額が支給されます。
要件1：�住居から勤務箇所までの徒歩による最短の通勤距

離（片道）が2km以上
要件2：�公共の交通機関又は自家用車等を利用して通勤
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（�交通機関の利用距離が短いものについては、支給されない
場合があります。）

2．支給が停止される場合
長期の出張や休暇等により、1 ヶ月間、通勤の事実が一度

もない場合には、その月の通勤手当は支給されません。
また、休職、育児休業、出勤停止などの期間中は支給されま

せん。
（�これらの事由により支給が停止される場合の届出は不要で

す。）

＊単身赴任手当

異動や勤務箇所の移転により、単身赴任手当の支給要件を
満たすこととなった場合には、異動等から15日以内に届
出が必要です。
なお、他の国立大学法人や国の機関などから採用された場
合でも、支給要件を満たす場合がありますので、詳細は各
部局等事務人事担当係にお問い合わせ下さい。
また、単身赴任手当受給中に、職員本人及び配偶者が転居
した場合や、離婚などにより支給要件を喪失した場合に
も、届出が必要となります。

1．支給される場合
次の要件をすべて満たす場合に、配偶者の住居から通勤箇

所までの距離の別により、所定の額が支給されます。
要件1．異動等に伴い転居
要件2．やむを得ない事情により、配偶者と別居
要件3．単身で生活することとなったこと
要件4．�配偶者の住居から勤務箇所までの通勤が困難（通

勤距離60km以上等）
2．やむを得ない事情

上記1の要件2には、次の事由が該当します。
事由1．職員又は配偶者の父母、又は同居の親族を介護
事由2．�学校又はその他の教育施設に在学する同居の子を

引き続き養育
事由3．引き続き就学
事由4．自宅を管理するため引き続き自宅に居住
事由5．�疾病等により介護を必要とする状態にある別居の

親族（職員又は配偶者の父母を除く）を介護（配偶
者が主として介護する場合のみ）。

事由6．�特定の医療機関等において治療等を受けている同
居の子を養育

事由7．�特定の医療機関等において治療等を受けているこ
と

事由8．学校等に在学
事由9．�自宅を管理するために当該住宅に転居。ただし、

配偶者以外に管理する者がいない場合に限る。
事由10．その他、事由1 ～ 9に類する事由

3．支給が停止される場合
休職、育児休業、出勤停止の期間中は支給されません。

（�これらの事由により支給が停止される場合の届出は不要

です。）
注意！

「扶養手当」「住居手当」「通勤手当」「単身赴任手当」については、職
員の届出が必要です。支給要件を満たす場合・喪失した場合や事実
変更の際には、当該事実の発生から15日以内に提出が必要です。

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学職員給与規程
・�国立大学法人九州大学年俸制給与（教育職基本年俸）の適用に

関する細則
・国立大学法人九州大学年俸制給与の適用に関する細則
・国立大学法人九州大学教員（年俸制）給与規程
・国立大学法人九州大学特定プロジェクト教員等給与規程
・国立大学法人九州大学再雇用職員給与規程
・国立大学法人九州大学有期契約職員給与規程
・国立大学法人九州大学パートタイム職員給与規程

◆お問い合わせ先

・各部局等事務人事担当係

社会保険
九州大学に勤務する職員の社会保険制度加入に関する事項

についての説明です。

○�文部科学省共済組合・厚生年金保険（国家公務員 
共済組合連合会）
本学の職員のうち、以下の職員は、共済長期組合員（医療：

共済・年金：第2号厚年＋国共済）となります。掛金は給与
支給時に徴収され、共済組合が行う短期給付、長期給付及び福
祉事業の適用を受けることができます。

＜対象者＞
職員（教員･事務職員･技術職員等）・再雇用職員/特定有
期事務（技術）職員（フルタイム）・特定プロジェクト教員・
特定プロジェクト支援職員・職域限定職員（フルタイム）

○�文部科学省共済組合・厚生年金保険（日本年金機構）
本学の職員のうち、以下の職員は、共済短期組合員（医療：

共済・年金：第１号厚年）となります。掛金は給与支給時に
徴収され、共済組合が行う短期給付及び福祉事業の適用を受
けることができます。

＜対象者＞
有期契約職員・パートタイム職員・SRA・再雇用職員/
特定有期事務（技術）職員（短時間勤務）・職域限定職員（短
時間勤務）

（１）�①～②の要件を満たす職員
①週の所定労働時間が30時間以上
②2 ヶ月を超える雇用が見込まれること

（２）�（１）以外で、以下③～⑥の要件を全て満たす職員（短
時間労働者）
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③週の所定労働時間が20時間以上30時間未満
④２ヶ月を超える雇用が見込まれること
⑤月の給与額が88,000円以上
⑥学生でないこと

○その他
上記に該当しない方は、家族の被扶養者または国民健康保

険・国民年金等に加入となります。
なお、70歳以上になると厚生年金の被保険者とはなりま

せん。また、75歳以上は後期高齢者医療制度が適用されます。

○被扶養者
「被扶養者」になれるのは、被保険者の配偶者・子・父母等で、

主として被保険者の収入により生計を維持している75歳未
満の方となります。また、たとえ同居親族であっても年齢や
恒常的収入の有無によっては被扶養者として認められない場
合があります（被扶養者の要件を欠いたまま給付等を受けた
場合は、後日返還請求を受けることになります）。

被扶養者の認定・認定取消等は、職員からの申告により行っ
ています。

詳しくは各部局共済担当係に確認してください。

○短期給付（医療保険）
病気やけがをしたときの療養の給付のほかに、高額療養費・

食事療養費・出産費・埋葬料・移送費等の保健給付、傷病手
当金・出産手当金等の休業給付等があります。

さらに、文部科学省共済組合ではこれらの法定給付を補う
ための附加給付等があります。

療養の給付（保険医療機関での診療時に定率を自己負担額
として支払うこと）以外は、原則、職員からの請求に基づいて
給付を行います。

○長期給付事業
国の年金制度（公的年金制度）には、すべての人を対象とす

る国民年金と、被用者年金（厚生年金保険）があります。国民
年金からは基礎年金が、被用者年金からはそれに上乗せする
報酬比例の年金が支給されます。

公的年金に係る一連の運営業務は日本年金機構で行われて
います。

また、文部科学省共済組合の長期組合員は国家公務員共済
組合に加入していることとなります。手続きは国家公務員共
済組合連合会および本学の年金担当係で行っています。

○福祉事業
本学職員とその被扶養者の健康増進のため、40歳以上を

対象に「特定健康診査・特定保健指導」、成人病対策の一環と
して35歳以上を対象に「人間ドックの助成」を行っています。

福利厚生サービス『ベネフィット・ステーション』では、会
員優待価格+共済組合特別補助により映画･フィットネス･レ
ジャー施設･飲食･育児サービスやオンラインセミナー等、各

種サービスを利用できます。利用には個人で「ベネアカウン
ト」の登録が必要で、登録により被扶養者以外の家族も利用で
きます。

また、資金の貸し付け、貯金の受入れ、グループ保険事業な
ど、職員とその家族の福祉の向上を図っています。

★もっと詳しく知るには

・文部科学省共済組合HP
https://www.monkakyosai.or.jp/

・国家公務員共済組合連合会HP
https://www.kkr.or.jp/

・日本年金機構HP
https://www.nenkin.go.jp/

・ベネフィット・ステーション
https://bs.benefit-one.inc/

◆お問い合わせ先

・各部局等事務共済担当係（保険に関すること）
・各部局等事務人事担当係（年金に関すること）

職員証
発行を希望する職員に対し、職員証の発行を行います。
職員証の発行等は、職員からの申請が必要です。

○職員証
（有効期間）

職員証の有効期間は、発行の日から4年後の年度末です。
（申請方法）

職員証の発行・更新・再発行を希望する場合は、ＷＥＢ申
請により申請することとなります。

https://ic-card.kyushu-u.ac.jp/request_login.html
� （※学内からのアクセスのみ）

（更新）
職員証の有効期間が満了し、引き続き職員証の貸与を受け

ようとする場合、職員証の記載内容を変更する場合に、申請が
必要です。

（再発行）
職員証を紛失・盗難等により亡失した場合、職員証が汚損・

破損等により利用できなくなった場合に、申請が必要です。
また、職員証を紛失・盗難等により亡失した場合は、速やか

に管理者（情報統括本部長）へ届け出ることとなっています。
なお、発行及び貸与を受けた職員が、その責に帰すべき事由

により紛失・盗難等により亡失した場合で再発行を受ける場
合は、再発行手数料（2,000円）が必要となりますが、見た目に
明らかな汚損や破損がない場合にもかかわらず、ＩＣチップ
及び磁気部分やバーコードの読み取りが不可能な場合には、
担当者が確認のうえ、無償で再発行し交換します。

（返還）
職員証の発行及び貸与を受けた職員が、次のいずれかに該

当する場合は、速やかに職員証の返還をすることとなってい
ます。

https://www.monkakyosai.or.jp/
https://www.kkr.or.jp/
https://www.nenkin.go.jp/
https://bs.benefit-one.inc/
https://ic-card.kyushu-u.ac.jp/request_login.html
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（1）職員でなくなったとき
（2）職員証の有効期間が満了したとき
（3）職員証の記載内容に変更があったとき
（4）職員証の種類が変更になるとき

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学職員証取扱要項
・九州大学全学共通ＩＣカードの発行及び利用に関する規程
・全学共通ICカードについて
　（情報統括本部　認証基盤事業室（ICカード担当））

https://web.card.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

・各部局等事務人事担当係

宿舎
本学では、役員・職員の職務の能率的な遂行を確保し、本学

の業務の円滑な運営に資することを目的として、宿舎を設置
しています。宿舎には、一定条件の下、本学に勤務する常勤職
員のほか、本学の大型拠点プロジェクト等の研究事業に携わ
る学術研究員や、病院に勤務する医員及び研修医等の方も入
居可能です。なお、入居時の敷金は不要ですが、退去時に原状
回復していただく必要があります。また、入居期限は5年で
す（ただし、条件を満たす居住者については、期限満了の際、改
めて宿舎等の貸与申請を１回に限り行うことができ、当初の
入居期間５年と合わせて最長10年間入居可能）。入居条件等
の詳細については、各部局事務部宿舎担当係までお問い合わ
せください。

現在、ご案内している福岡市内の宿舎（病院宿舎を除く）の
概要は以下のとおりです。

○福岡市内の宿舎の概要
（令和７年４月現在）

宿　舎　名 所　　在 面積（㎡） 宿舎料（円/月）

姪浜住宅 福岡市西区小戸5丁目7番8番
63.36 24,003
64.01 22,208
64.87 26,560

※令和８年４月１日　宿舎料改訂予定

★もっと詳しく知るには

・九州大学宿舎規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000479.
html

・九州大学宿舎規程実施細則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000541.
html

◆お問い合わせ先

各部局事務部宿舎担当係

https://web.card.kyushu-u.ac.jp/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000479.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000479.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000541.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000541.html
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安全衛生管理体制
本学の安全衛生管理は、キャンパスが分散している等の本

学特有の事情を考慮し、各キャンパスをそれぞれ事業場とし
て捉え、事業場毎に、労働安全衛生法等の関係法令に基づき、
管理体制を構築しています。

最新の情報については九州大学環境安全衛生推進室ホーム
ページをご覧ください。

（１）管理者等の配置
①安全衛生を統括管理する総括安全衛生管理者を配置（箱

崎地区、附属演習林地区及び九大新町地区を除く）
②健康障害の防止等に係る技術的事項を管理する衛生管理

者を配置（箱崎地区、附属演習林地区及び九大新町地区を
除く）

③危険又は健康障害の防止等に係る技術的事項を管理する
衛生推進者を配置（箱崎地区、附属演習林地区及び九大新
町地区のみ）

④職員の健康管理等を行う産業医を配置（箱崎地区、附属演
習林地区及び九大新町地区を除く）

（２）委員会等の設置
①事業場毎の安全衛生に係る事項を調査審議するため安

全・衛生委員会を設置（箱崎地区、附属演習林地区及び九
大新町地区を除く）

②複数の部局で構成される馬出地区、伊都地区センター・
イースト及び伊都地区ウエスト事業場においては、安全・
衛生委員会の下に各部局安全・衛生部会を設置

（３）環境安全衛生推進室の設置
全学の安全衛生・環境保全の推進を支援することを目的

とした環境安全衛生推進室を設置し、本学の安全衛生に関
する諸事項の企画立案・実施等を行っています。

（４）安全衛生連絡会の設置
環境安全衛生推進室長が主催する全学的な情報交換の場

として全事業場の総括安全衛生管理者、産業医等で構成す
る安全衛生連絡会を設置し、原則として年に１回開催して
います。

★もっと詳しく知るには

九州大学環境安全衛生推進室ホームページ
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

総務部環境安全管理課衛生管理係
	 � 092-802-2075
	 � 内線:90-2075

E-mail:syjanzen@jimu.kyushu-u.ac.jp

安全衛生

https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/
mailto:syjanzen%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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健康診断
労働安全衛生法に基づき、事業者である九州大学は健康診

断を実施する義務があり、一方、労働者である教職員もこの健
康診断を受診する義務があります。本学が実施する健康診断
は下表のとおりです。

★もっと詳しく知るには

九州大学環境安全衛生推進室ホームページ
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

総務部環境安全管理課衛生管理係
	 � 092-802-2075
	 � 内線：90-2075

E-mail:syjanzen@jimu.kyushu-u.ac.jp

産業医面接指導
労働安全衛生法に基づき、長時間労働を行った職員や疲労

の蓄積がある職員、希望する職員に対し、産業医による面接指
導を実施しています。

産業医は職員の健康状況や勤務状態を把握して必要な助
言、指導を行い、職場は産業医の意見をもとに改善措置を講じ
ます。

健康診断の種類 対象者 実施時期及び方法

一般定期健康診断 職員全員（特定業務従事者及び雇入時健康
診断受診者を除く）

６月～９月
巡回型、業者診療所受診型

雇入時健康診断 新規採用者 随時
業者診療所受診型

海外派遣労働者健康診断 ６ヶ月以上の海外派遣のある者
派遣前と帰国後

随時
業者診療所受診型

特定業務従事者健康診断 特定業務従事者 ６月～９月、12月～１月
巡回型、業者診療所受診型

特殊健康診断 有機溶剤・特定化学物質・粉じん取扱者
高気圧・潜水業務従事者

６月～９月、12月～１月
巡回型、業者診療所受診型

電離放射線健康診断 放射線業務従事者 ５月、９月、11月、２月
九大病院で実施

労災二次健康診断 一般定期健康結果で該当者抽出
（BMI・脂質・糖代謝・血圧）異常者

８月～ 11月
業者診療所受診型

結核定期健康診断 雇入時健康診断または一般定期健康診断対
象外の者のうち、雇用期間が１年以上の者

６月～９月
巡回型、業者診療所受診型

リスクアセスメント対象物健康
診断

リスクアセスメント対象物取扱者のうち、
必要と認める者

随時
巡回型、業者診療所受診型、他

胃がん検診 40歳以上（希望者） ６月～９月
業者診療所受診型

子宮頸がん検診 希望者 ６月～９月
業者診療所受診型

大腸がん検診 40歳以上（希望者） 12月
巡回型

★もっと詳しく知るには

九州大学環境安全衛生推進室ホームページ
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/ 

◆お問い合わせ先

総務部環境安全管理課衛生管理係
	 � 092-802-2075 
	 � 内線：90-2075

E-mail: syjanzen@jimu.kyushu-u.ac.jp

ストレスチェック
労働安全衛生法に基づき、職員に対し年に１回ストレス

チェックを実施しています。ストレスチェックは、職員が自
身のストレス状態を客観的に把握し、対処することで、メンタ
ルヘルス不調を未然に防止することを目的としています。

ストレスチェックの結果、高ストレスであると判断され、希
望する職員に対し、産業医の面接指導を実施しています。

★もっと詳しく知るには

九州大学環境安全衛生推進室ホームページ
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

総務部環境安全管理課衛生管理係
	 � 092-802-2075
	 � 内線：90-2075

E-mail: syjanzen@jimu.kyushu-u.ac.jp

https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/
mailto:syjanzen%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/ 
mailto:syjanzen%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://anei.jimu.kyushu-u.ac.jp/
mailto:syjanzen%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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化学物質等の管理
研究室等の管理責任者は、様々な化学物質に関する法律を

遵守するとともに、学生及び教職員の安全と健康を守る義務
があります。そのためには、以下に示すリスクアセスメント
(危険有害性評価)、化学物質管理支援システムを用いた化学
物質の管理、および作業環境対象物質のリスク調査を必ず実
施させるよう指導してください。また、学生に実験させる場
合、これらの実施方法を含めた安全教育を学生に対して行わ
なければなりません。

○化学物質の取扱い
化学物質の取扱に関しては、九州大学化学物質管理規程や

毒物及び劇物取締法を始めとする法律が定められており、こ
れらを遵守する必要があります。また、部局においても内規
を定めている場合がありますので、併せて遵守する必要があ
ります。内規については、部局によって定めが異なりますの
で、部局担当係に確認してください。

○化学物質のリスクアセスメント
平成28年6月1日から、労働安全衛生法の改正によって、一

定の危険有害性のある化学物質についてリスクアセスメント
が義務づけられました。リスクアセスメントとは、化学物質
やその製剤の持つ危険性や有害性を特定し、それによる労働
者への危険または健康障害を生じるおそれの程度を見積も
り、リスクの低減対策を検討することです。令和8年4月1日
時点で約2300物質がリスクアセスメントの対象として指定
されており、今後はさらに約2900物質まで拡張される予定
となっています。また、SDS及びリスクアセスメント結果は
実験室の見やすい場所に掲示、又は備え付けてください。

○化学物質管理支援システム
学内の化学物質は、化学物質管理支援システムで管理して

います。化学物質を使われる場合は、部局担当事務を通し環
境安全センターに研究室等整理番号の発行を依頼してくださ
い。発行された上記番号をログインIDとしてシステム利用
が可能となります。
URL https://chem.ofc.kyushu-u.ac.jp/iasor7/fw/FW0000/
毒物及び劇物などの特定の化学物質は、取締法や本学規則に
従い、使用する度に使用量や使用者等を入力しなければなり
ません。なお、研究室等整理番号は、化学物質に関する調査や
廃液等の処理依頼時にも、利用します。

○高圧ガスの管理
高圧ガス保安法により、高圧ガスの製造・貯蔵及び消費に

関し、その取扱に規制が設けられています。例えば、高圧ガス
ボンベから直接1MPa以上の圧力にて取り出した高圧ガスに
て実験・研究を行う場合も高圧ガス保安法の適用を受け、監
督行政庁への届出が必要となります。実験に使用している圧
力の確認をお願いします。また、次の7点を理解した上で、安

全に実験を実施して下さい。①ガスの性質を熟知しておく。
②漏えいさせない。③高圧ガスの圧力について認識しておく。
④バルブは静かに開閉する。⑤ガスを他の目的に流用しない。
⑥器具類は専用のものを用いる。⑦使用した記録を残す。

尚、高圧ガス容器の管理は、製造業者だけでなく消費者にも
責任があり、災害や喪失・盗難等のときは、その旨を都道府県
知事等に届け出なければなりません。高圧ガスを使う者の管
理徹底が要求されています。高圧ガス容器の返却については、
福岡県の「高圧ガス容器管理指針」が平成29年2月1日に制定
されており、九州大学でも指針に則り、原則として1年の返却

（最大でも5年以内の返却）を推進しています。

○作業環境測定
労働安全衛生法に規定されている作業環境測定対象物質

（有機溶剤、特定化学物質及び粉じん）を取り扱っている研究
室では、6か月ごとに作業環境測定を実施する必要がありま
す。本学では、環境安全センター所属の作業環境測定士が対
応していますので、依頼の上対応ください。

○化学物質の廃棄管理
実験等で生じる廃棄物は、化学物質等で汚染されているも

のもあるため、適切に処分する必要があります。詳しくは「廃
棄物処理」をご確認ください。流しには、少しでも害があると
思われるものは流さないようにしてください。排出水は、常
に水質を検査し、基準値を超えた場合には原因の究明を行っ
ています。

○水銀及び水銀化合物の適切な管理
平成29年8月16日の「水銀に関する水俣条約」の発効に伴

い、「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」（水銀汚染
防止法）及び改正関係法令が施行され、水銀製品の製造や移
動、使用、廃棄等に関する規制が強化されました。水銀及び水
銀化合物の国が定めた指針に従った貯蔵、前年度の貯蔵量及
び移動量の報告、水銀使用機器の廃棄時の適正な分別回収等
が義務付けられています。水銀及び水銀化合物の化学物質管
理支援システムへの登録、在庫量・使用量の把握、温度計など
の水銀使用機器の保有数量、使用・保管場所の把握等の適切
な管理が必要です。

注意！

化学物質については、法律が変わり規制がかかることがありますので
注意が必要です。
また、下記の項目については、一般の化学物質とは別に、各々規制に基
づく管理が必要となります。
・麻薬や向精神薬
・核燃料物質
・使用禁止となった農薬
・特定毒物

○一般（免税）アルコールの適切な管理について
一般（免税）アルコールの取扱に関しては、アルコール事業

法において、使用・管理について定められており、これらを遵

https://chem.ofc.kyushu-u.ac.jp/iasor7/fw/FW0000/
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守する必要があります。
新たに使用を希望する際は、当該部局事務部を通して九州

経済産業局への事前許可申請・承認が必要です。
一般（免税）アルコールの使用は、使用の都度、アルコール使

用簿に記載し、年度末に同局に報告書を提出するなど、使用・
保管については厳重な管理が求められています。

また、すでに使用許可されている研究室で、研究テーマの変
更、使用場所の変更、使用の廃止、その他申請当初からの軽微
な変更に関しても都度、申請・届出が必要となります。

つきましては、当該部局事務部へ申請書・届出書の提出を
お願いいたします。

★もっと詳しく知るには

・環境安全センターホームページ
https://ces.kyushu-u.ac.jp/

・九州大学化学物質管理規程
・化学物質管理規程運用マニュアル
・化学物質管理及び廃液・廃棄物処理の手引き
・�九州大学化学物質の使用に関するリスクアセスメントの実施指針
・化学物質管理支援システム
・高圧ガス（届出、変更、廃止、相談、講習会）ホームページ

https://gas.jimu.kyushu-u.ac.jp/index.html

・経済産業省　アルコール事業
https://www.meti.go.jp/policy/alcohol/index.html

◆お問い合わせ先

・化学物質の管理について
	 各部局事務部担当係
	 又は　環境安全センター� 092-802-2591
	 � 内線:90-2591
・化学物質管理支援システムについて
	 環境安全センター� 092-802-2591
	 � 内線:90-2591
・高圧ガスについて
	 環境安全衛生推進室　高圧ガス等安全管理部門
	 � 092-802-3920
	 � 内線:90-3920
・作業環境測定について
	 総務部環境安全管理課環境管理係
	 環境安全センター作業環境測定担当� 092-802-2569
	 � 内線:90-2569
・一般（免税）アルコールについて
	 各部局の用度担当係
	 財務部調達課役務調達係

廃棄物処理
可燃ごみや有価物等以外の廃棄物は「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（廃棄物処理法）」に従い適正に処理を行わな
ければなりません。廃棄物を研究室単位で処理する場合は、

https://ces.kyushu-u.ac.jp
https://gas.jimu.kyushu-u.ac.jp/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/alcohol/index.html
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部局担当係を通して廃棄依頼を行ってください。
また本学では、研究室等で生じたごみを、実験系廃棄物と生

活系廃棄物に分け、更にそれらを細かく分類し、適切に処分委
託しています。

分類や処分方法については、「化学物質管理及び廃液・廃
棄物の管理の手引き」やポスター（下図）を参照してください。

○実験系廃棄物の処理
大学で排出される実験系廃棄物は、その組成が千差万別で

あることから、個々の廃液・廃棄物の性状、毒性、危険性を最
もよく知っている排出者による的確な分別貯留と、外部委託
処理業者への確実な受渡しが不可欠です。

実験系廃棄物は、部局ごとに集められ、定期的に処分を行っ
ています。部局内の収集方法は部局毎に異なりますので、部
局担当係に問い合わせてください。

○生活系廃棄物の処理
＊生活系分別ごみ

各部局に設置している分別ごみ置き場に、ルールを守っ
て出してください。

○リサイクルシステム
「譲ります」、「貸します」、「探しています」といった登録が、

下記のURLからできます。「リサイクル品照会」で探して、ほ
しいものがありましたら、入力した人に直接照会を行い、物品
のリサイクルを行うシステムです。大いに活用してください。

https://recycle.jimu.kyushu-u.ac.jp

★もっと詳しく知るには

・環境安全センターホームページ
https://ces.kyushu-u.ac.jp/

上記URLから、「化学物質管理及び廃液・廃棄物処理の手引き」、
無機系廃液の「処理依頼伝票」等がダウンロードできます。

◆お問い合わせ先

・廃棄物処理全般
	 総務部環境安全管理課環境管理係（環境安全センター）
	 � 092-802-2591
	 � 内線:90-2591
・リサイクルシステム
	 財務部資産活用課� 092-802-6177
	 � 内線:90-6177

https://recycle.jimu.kyushu-u.ac.jp
https://ces.kyushu-u.ac.jp/
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教職員への支払いについて
○支払方法について

給与、出張旅費などの支払いは、すべて金融機関への振込に
より行います。

○振込口座登録について
「給与等の口座振込同意書」にご記載（入力）の上、所属の経

理（給与）担当係へご提出ください。
同意書様式については、所属の経理（給与）担当係にお尋ね

ください。
振込口座変更の場合も、速やかに所属の経理（給与）担当係

までご連絡ください。
振込先は、ゆうちょ銀行を含む各金融機関です。

○支払日について
支払日は以下のとおりです。なお、休日等の関係で支払日

が変動することがあります。
▶給　　与  ･･･ 各月の21日
▶賞　　与  ･･･ 6月30日、12月10日
▶出張旅費※ ･･･ 原則週1回支払い
▶代 人 払※ ･･･ 原則週2回支払い
▶立 替 払  ･･･ 各月の13日
▶外国送金  ･･･ 各月の7日、23日
※出張旅費、代人払について

祝日がある週は、支払回数が変更になる場合がありま
す。

○支払のお知らせについて
給与および賞与については、支払時に給与明細をWeb給与

明細システム（web閲覧）により提供します。
また出張旅費など、その他の支払いについては、本学に採用

された後に各教職員に割り振られる全学基本メールのアドレ
ス（“姓”．“名”．3ケタの数字@m.kyushu-u.ac.jp）へ支払日、
支払金額及び支払内容を記載したものを送信します。

なお、本学の学生（正課生ならびに非正課生）への出張旅費
などの支払いについても学生ポータルに登録のメールアドレ
スへ支払日、支払金額及び支払内容を記載したものを送信し
ています。

★もっと詳しく知るには

国立大学法人九州大学職員給与規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000220.
html

全学基本メールに関するＵＲＬ
https://ci.iii.kyushu-u.ac.jp/

ＳＳＯ－ＫＩＤに関するＵＲＬ
https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

・給与、賞与、出張旅費、謝金関係
　→所属の経理（給与）担当係
・立替払関係
　→所属の用度担当係
・本文章に関する問い合わせ先
	 財務部経理課支出係� 092-802-2351
	 � 内線：90-2351

寄附金の受入れ
○受入れの流れ

教員や研究室宛に教育研究活動等の奨励に係る寄附金の申
込みがあった場合には、寄附者より受領した寄附申込書を所
属の寄附金担当係に提出してください。部局長が受入れの決
定をし、総長及び教授会等に報告を行います。

受入れ決定後、寄附者へ受け付けた旨の連絡と入金依頼書
をお送りし、寄附金を納入していただきます。入金確認後に
は、御礼状及び領収書をお送りします。

入金確認後に寄附金の執行が可能になります。

○「�教員等個人宛て寄附金の経理」の適正な取扱いに  
ついて

助成団体等に個人で申請し、個人宛に交付される研究助成
金であっても、職務上の教育研究活動を奨励するものや大学
の施設・設備を使用するものは、大学が適正に経理する必要
がありますので、寄附申込書を作成の上、改めて大学に寄附し
てください。

○オーバーヘッドについて
本学は、教育研究の推進等に資する全学的な事業等を円滑

に行うための資金として、九州大学全学協力事業基金を設置
しており、本学への寄附は、原則として寄附金の５％相当額を
全学協力事業基金に繰り入れることとしています。（助成団
体等からの助成を目的とする寄附金で使途が限定されている
ものや10万円以下のもの等は除きます。）

また、所属の部局によっては部局で定めた取扱いがありま
す。詳細については所属の寄附金担当係へお問合せください。

★もっと詳しく知るには

・国立大学法人九州大学寄附金取扱規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000474.
html

・大学への寄附に関するホームページ
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/donation/faculty

・「教員等個人宛て寄附金の経理」の適正な取扱いについての詳細
https://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/kifu/kifu.html（学内限定）

経理事務

mailto:%40m.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000220.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000220.html
https://ci.iii.kyushu-u.ac.jp/
https://web.sso.kyushu-u.ac.jp/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000474.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000474.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/donation/faculty
https://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/kifu/kifu.html
http://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/kifu/kifu.html
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◆お問い合わせ先

・所属の寄附金担当係
・本文章に関する問合せ先
	 財務部経理課収入係� 092-802-2352
	 � 内線：90-2352

物品等の購入
大学の経費は、国民の税金を主な原資としており、その使用

にあたっては、公平性、透明性、競争性及び経済性を確保する
必要があります。

本学においては、上記理由から、物品の使用予定者（教員等）
が購入しようとする物品を選定し会計担当係でその購入手続
きを行うという体制を、原則としてとっています。

但し、例外として、予算を配分された教職員で各部局におい
て発注が認められた者や補助金等の交付を受けた者は、1契
約150万円未満のものについては発注することができること
となっています。

・物品購入契約（研究用機器、事務用品、リースなど）
・役務請負契約（物品の修理、機器の保守、印刷・製本など）
※�150万円以上の支出契約は発注権限がありませんので、

各部局の事務へ購入依頼書を提出して、契約依頼を行っ
て下さい。

○購入物品の選定
物品の使用予定者（教員等）は、使用目的及び条件を考慮し、

市場調査により類似機種等の比較検討を行ったうえで、購入
物品を決定する必要があります。

なお、機種の選定及び仕様の策定にあたっては、説明責任が
果たせるよう公平性・客観性を担保し、特定のメーカーとの
癒着を疑われることがないよう留意する必要があります。

購入物品については、原則下記の取り扱いになっています。
・1000万円以下の物品

上記作業により購入物品を決定した上で、会計担当係に購
入手続きを依頼します。なお、購入物品を決定した理由を書
面にする必要はありません。
・1000万円超2000万円（※1）未満の物品

購入物品を決定した理由を書面（機種選定報告書）にする必
要があります。会計担当係に購入手続きを依頼する際には、
この「機種選定報告書」が必要になります。

但し、複数物品等で構成されたシステム等を調達する場合
には、「仕様書」を作成する必要があります。

★もっと詳しく知るには

・九州大学における購入物品の機種の選定に関する取扱規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000538.
html

・2000万円（※1）以上の物品
政府調達協定等（後述）により、メーカー・型番等の特定や、

銘柄を指定しての購入はできません。銘柄等を指定する代わ

りに、使用目的及び条件を考慮し市場調査を行ったうえで、購
入物品に対して求める最低限必要な条件を決める（「仕様」の
策定）必要があります。

そして、その最低限の必要条件に適合した製品が購入の対象
とされ、入札などの購入手続きが進められることになります。

★もっと詳しく知るには

・�九州大学における大型設備及び特定役務の調達に係る仕様策
定等に関する取扱規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000537.
html

○契約相手方の決定
契約担当係において、原則、下記手続きにより、物品の売買

に関する契約又は役務の提供に関する契約を結ぶ相手方を決
定します。
・300万円未満の物品等

物品納入・役務提供可能業者等を調査し、原則として見積
書を徴取して契約相手方を決定します。
・300万円以上500万円以下の物品等

九州大学のホームページにおいて、購入しようとする物品
等の調達情報を公開する等、販売を希望する業者から見積も
りを募り、最低価格を提示した業者と契約します。
・500万円超2000万円（※1）未満の物品等

九州大学のホームページにおいて、購入しようとする物品
等の調達情報を公開し、入札を行います。入札において最低
価格を提示した業者と契約します。
・2000万円（※1）以上の物品等

政府調達協定等（後述）の取り扱いに従い、官報及び九州大
学のホームページにおいて、購入しようとする物品等の調達
情報を公開し、入札を行います。

入札を希望する業者から本学の希望条件（仕様）に適合する
物品等の提案を受け、それらの業者による入札の結果、最低価
格を提示した業者と契約します。

○政府調達協定等
政府調達とは、政府、地方政府機関及び政府関係機関が購入

又は借り入れによって行う産品又はサービスの調達を意味し
ます。

自由貿易促進を主たる目的とする国際機関（WTO）におい
て「政府調達に関する協定」（平成8年1月1日発効）及び、「政
府調達に関する協定を改正する議定書」（平成26年4月発効）
が定められ、日本を含む数十カ国、関税地域が当該協定を締結
し、当該協定に定める手続き等を遵守することとされていま
す。

この協定の中で、国立大学法人も適用機関となっています。
（但し、文部科学省科学研究費補助金等の個人へ補助された
補助金が財源の場合は対象外です。）

https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000538.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000538.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000537.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000537.html
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注意！

「政府調達」の場合は、協定等により一般の調達に比べ手続きが厳格に
定められているため、実際に納品されるまで非常に長い時間を要しま
す。
予算要求や競争的資金に応募する際に研究計画を立てる場合には、手
続きに係る期間を考慮しておく必要があります。

この協定及び我が国が別途定めた自主的措置により遵守す
べき具体的内容として、以下の点に留意する必要があります。
1．予定価格2000万円（※1）以上の調達の場合

①�入札にあたっては、官報公告（英文併記）により広く入
札参加業者を募らなければならない。

②�官報公告から入札までは、定められた期間を設けなけ
ればならない。

③�調達物品にあたっては、メーカー名、型番等を特定して
はならないため、仕様書を作る必要がある。

2．さらに、予定価格1億6000万円（※2）以上の調達の場合
①�仕様書案を作成するにあたっては、官報公告（英文併

記）により市場から広く資料を招請しなければならな
い。

②�①で作成した仕様書案について、官報公告（英文併記）
により市場から広く意見を招請しなければならない。

また、この他にも、必要に応じて「入札に関する説明会」、「仕
様書の内容についての説明会」を開催する場合があります。

なお、本学の提示する仕様書に適合する提案（技術仕様書）
を求める場合には、入札参加業者の提案内容等を審査する「技
術審査」を行う必要があります。

例：一般物品（競争性のあるもの）の購入

区分
教員等が行う作業 事務部門が行う作業
購入物品の選定 契約相手方の決定

300万円未満

市場調査

見積書の徴取

300万円以上 
500万円以下

公開見積合わせ又は
任意の複数業者によ

る見積合わせ
500万円超
1000万円以下

入札

1000万円超
2000万円（※1）
未満

機種選定報告書の
作成

2000万円（※1）
以上1億6000万円

（※2）未満

仕様の策定
技術審査の実施

1億6000万円
（※2）以上

資料招請
意見招請

仕様の策定
技術審査の実施

※1、※2：令和8 ～ 9年度の基準額で、この金額は2ケ年度ごとに
改定されます。

※2：電気通信機器、医療技術製品の場合は別途基準額が定められ
ています。

○財務会計システム
選定した物品等の購入依頼は、原則「財務会計システム」を

利用して行います。予算を配分された教員等には、システム
を使用するためのＩＤが付与されます。

★もっと詳しく知るには

物件費に関する質疑応答
http://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/qa/bukkenhiQ&A.html#1-1

◆お問い合わせ先

・�購入手続きに関する具体的な取り扱いに関する問い合わせ先
	 各部局等事務用度担当係
・本文章に関する問い合わせ先
	 財務部調達課企画係� 092-802-2360
	 � 内線：90-2360

出張手続
教職員が学術研究等のために旅行（=出張）する場合は、旅

行命令者に申請し承認を得ることになっています。
旅行後は、出張報告書を作成するとともに、旅費を支給する

ための証拠書類を提出します。
申請から報告までを出張旅費システム“Q-HAT”を使って

行います。また、Q-HATから航空券等の手配が行えます。
なお、Q-HATを起動させるには、財務会計システム

（AccountingSystem）か ら ロ グ イ ン（https://ask.jimu.
kyushu-u.ac.jp/zkweb/login/）してください。

○出張申請
＊出張申請

Q-HATにおいて旅行者を選択し、出張期間、用務、用務地、
用務先を入力します。次に予算残高を確認のうえ支出可能な
予算を選択し、最後に旅費支給にあたり特記すべき事項があ
る場合は、その事項を入力します。また、必要に応じて会議等
の開催通知、学会等のプログラムを添付してください。

＊航空券等の手配
▶手配できるもの

Q-HAT利用により、航空券、宿泊施設、パッケージ商品等の
手配ができ、代金は大学が委託業者に直接支払いを行うため、
旅行者の立替等の負担を軽減しています。

また、海外招へい者の航空券等の手配も可能です。
▶手配の方法

申請と同時に手配することができます。
航空券等�･･･Q-HATの手配画面から航空会社等のホーム

ページへ入り、予約・発券する方法（国内旅行（出
張）時・海外旅行（出張）時のいずれも可）又は委託
業者に便、座席等の希望をQ-HATに入力して手配
依頼（海外旅行（出張）時のみ可）します。

http://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/qa/bukkenhiQ&A.html#1-1
https://ask.jimu.kyushu-u.ac.jp/zkweb/login/
https://ask.jimu.kyushu-u.ac.jp/zkweb/login/
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○出張精算
＊出張精算

旅行終了後、旅行内容を確認して精算処理を行います。
Q-HATで処理します。

＊証拠書類の提出
主なものは次のとおりです。
国内･･･�航空機の搭乗及びその支払を証明する書類（搭乗を

証明するものと領収書）
（Q-HATで予約した場合は領収書不要。また、
Q-HATで手配したJAL、ANA、スターフライヤー、
AIR DOの搭乗を証明するものは不要（パッケージ
商品は除く）。但し、外部資金の使用ルールが別に
定められている場合は、それに従う必要がありま
す。）

外国･･･�航空機の搭乗及びその支払を証明する書類（搭乗を
証明するものと領収書）

（Q-HATで予約した場合は領収書不要。また、
Q-HATで手配した航空券の搭乗を証明するものは
不要（パッケージ商品は除く）。但し、外部資金の使
用ルールが別に定められている場合は、それに従う
必要があります。）
その他旅費支給対象となるもの全ての支払を証明
する書類

（参考）
旅費は、通常の経路及び方法で、かつ経済的な旅行をした
場合の旅費により計算します。但し、宿泊に要する費用
が宿泊料定額を超える旅行において、旅費取扱細則第19
条に該当し、旅行命令者が必要と認める場合は、宿泊料と
して宿泊に要する費用の実費額を支給できる場合があり
ます。

○出張報告
＊出張報告書

旅行終了後、用務内容を記載して旅行命令者に提出します。
Q-HATで作成します。

○旅費の種類
交通費、日当、宿泊料、食卓料、移転料、着後手当、扶養親族移

転料、旅行雑費、死亡手当（なお、旅費規程等の改正（令和8年4
月1日施行）に伴い、一部については名称変更を予定しており
ます。）

○�本学が管理する経費により取得したマイレージの 
取り扱いについて
本学が管理する経費により取得した航空会社のマイレージ

につきましては、以下の点にご留意ください。
「自己の適切な管理」

取得したマイレージを適宜確認し、各自の責任において
適切に管理してください。

「私的使用の自粛」
本学が管理する経費により出張時に取得したマイレージ
の私的使用は自粛してください。

「業務上の出張に使用」
貯まったマイレージは、経費節減の観点から業務上の出
張に使用してください。

○外国からの招へい者等に対する支払いについて
＊支払方法

外国からの招へい者等に対する旅費等の支払いは、現金紛
失等のリスクを避けるため、銀行振込（外国送金）を原則とし
ています。

ただし、招へい者の事情等により銀行振込が困難な場合に
は、職員を受領代理人とし、当該職員を介して招へい者に現金
を交付すること（代人払い）も可能です。

＊代人払いを行う場合
代人払いを行う場合には、受領代理人の委任手続きを確実

に行うとともに、代人払いされた旅費等を招へい者本人に確
実に交付する必要があることに留意してください。

また、ホテル代や交通費の支払いを代行するため、代人払い
された旅費等を研究者が招へい者に代わって管理する場合で
あっても、一旦は招へい者に旅費等を確実に交付するととも
に、招へい者から明確な同意を得た上で適切に管理してくだ
さい。

★もっと詳しく知るには

・九州大学旅費規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000244.
html

・九州大学旅費取扱細則
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000270.
html

・旅費に関する質疑応答
https://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/qa/ryohiQ&A.html

・出張旅費システムの操作マニュアル
　出張旅費システムログイン後に閲覧可能です。

◆お問い合わせ先

・旅行申請について
	 各部局の人事担当係
・旅費支給について
	 各部局の経理担当係
・出張旅費システムについて
	 財務部経理課経理総括係� 092-802-2350
	 � 内線：90-2350

https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000244.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000244.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000270.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000270.html
https://kenkyuhi-in.jimu.kyushu-u.ac.jp/qa/ryohiQ&A.html


134

K
yu

sh
u 

U
ni

ve
rs

it
y

キャンパス入構課金制度
九州大学は、環境への配慮、快適で安全・安心なキャンパス

の実現を目指し、平成21年7月1日より、伊都キャンパス、平
成22年4月1日より馬出キャンパスに入構する車両から、原
則として入構料金を徴収しています。

■入構料金
◎普通入構【�当該年度中有効な普通入構証（フックの付いた紙

の入構証：車内掲示用）の発行と職員証等へ入構
権限を付与（ICカードへ書込）、本学構成員以外
はパスカード発行】

教職員･･･････････年額15,000円
学生※１･････････年額12,000円
本学構成員以外･･･年額20,000円～
※�１　原則、学部学生については、自動車による通学は認

められていません。また、大学院学生については、通学
距離が片道２km以上を有し、自動車による通学が必
要であると部局長が認めた者に限ります。その他、特
別の事由がある方は所属部局にご相談ください。

◎臨時入構【�当該年度中有効な臨時入構証（フックの付いた紙
の入構証：車内掲示用）の発行と職員証等へ入構
権限を付与（ICカードへ書込）、本学構成員以外
はパスカード発行】

月額2,000円
教職員
学生※１
本学構成員以外

◎一時入構（1回限り有効な入出門書とパスカードを発行）
伊都キャンパス：1回の入構あたり300円
馬出キャンパス：�最初の１時間は200円、以後30分ごと

に100円
※�箱崎サテライトに用務のある方（外来者含む）の一時入

構料金については、徴収しません。ただし、一時入構の
受付は必要です。駐車中は入構証を掲示してください。

■入構手続き
◎普通入構または臨時入構を希望される方は、①まず、伊都

キャンパスにおいては、九州大学 普通・臨時入構証発行等
申 請 シ ス テ ム（URL：https://car-entry.cargate.kyushu-u.
ac.jp/reg_apply/ ）へアクセスのうえ、申請を行って下さい。
馬出キャンパスにおいては、一般財団法人 恵愛団のホーム
ページ（URL：http://www.keiaidan.or.jp/）にアップされ
ている「馬出地区構内職員等駐車区域入構証の申請手続き
について」にアクセスのうえ、該当の申請フォームより申請
を行って下さい。②発行の許可が得られましたら、伊都キャ
ンパスにおいては、上記システムより発行料金をお支払い
下さい。その後交付される「一次元バーコード」を本学の業
務委託請負事業者（令和７年度は九州大学生活協同組合）に
提出して下さい。馬出キャンパスにおいては、本学の業務

委託請負事業者（令和７年度は恵愛団）において、規定の料
金をお支払いのうえ、入構証（フックの付いた紙の入構証：
車内掲示用）とパスカードの発行を受けてください。

◎一時入構を希望される方は、箱崎サテライトでは門衛所（北
門付近）、伊都キャンパスでは正門守衛所（中央西・中央東）
及び南門守衛所（8：00 ～ 19：00）、馬出キャンパスでは
東門門衛所において、所定の手続きを行ってください。

★新年度への切り換えについて（4月1日以降の平日より委託
業者にて開始）：

・前年度入構証・入構権限を付与された職員証等（本学構成
員以外はパスカード）をお持ちの方は、新年度の1 ヶ月間（4
月１日～ 4月30日）を移行期間として、前年度分による入
構を有効としますが、当該移行期間中に、新年度の手続きを
終えてください。

・職員証等そのものの有効期限が切れた場合、直ちに入構で
きなくなり、移行期間もありません。早めに切り換えの手
続きを行って下さい。また、入構に関する情報は新しい職
員証等に引き継がれませんので、新しい職員証等と使用中
の入構証（フックの付いた紙の入構証：車内掲示用）を持っ
て職員証等への権限付与（ICカードへの書込）手続きを
行って下さい。
※�上記は職員証等（ICカード）の有効期限が切れた場合の

みの対応となります。氏名・所属・車両変更等について
は、再発行申請書も必要です。

★新規に手続きを希望される方：
伊都キャンパスにおいては、九州大学 普通・臨時入構証発
行等申請システム（URL：https://car-entry.cargate.kyushu-u.
ac.jp/reg_apply/ ）へアクセスのうえ、申請を行って下さい。
なお、発行までに数日を要しますのでご注意下さい。馬出
キャンパスでは発行手続のために入構される方は東門門衛
所において、その旨を申し出てください。

★発行場所と発行時間（参考：令和五年度）
○伊都キャンパス

・伊都コンビニ店（ウエスト２号館）
10:00 ～ 12:00、13:30 ～ 17:00

（土日祝日、年末年始休業日、夏期休業日を除く）
・伊都皎皎舎（こうこうしゃ）店

10:00 ～ 12:00、13:30 ～ 17:00
（土日祝日、年末年始休業日、夏期休業日を除く）

・イースト１号館店
10:00 ～ 12:00、13:30 ～ 16:00

（土日祝日、年末年始休業日、夏期休業日を除く）
・ウエスト５号館店

10:00 ～ 12:00、13:30 ～ 17:00
（土日祝日、年末年始休業日、夏期休業日を除く）

○馬出キャンパス
・恵愛団事務室

8:30 ～ 17:00（平日のみ）
※各店舗ともお昼のピーク時を除く
※�伊都地区の学生は、専用の申請書がありますので、所属

施設・設備利用

https://car-entry.cargate.kyushu-u.ac.jp/reg_apply/
https://car-entry.cargate.kyushu-u.ac.jp/reg_apply/
http://www.keiaidan.or.jp/
https://car-entry.cargate.kyushu-u.ac.jp/reg_apply/
https://car-entry.cargate.kyushu-u.ac.jp/reg_apply/
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の部局にお問い合わせください。

■その他
◎入構者は、車両のフロントガラスの外から見える場所に、入

構証（一時入構の場合は入出門書）を置いてください。
◎違反車両に対しては、貼り紙にて注意を行います。
◎身体に障害のある方、地区協議会において特別な事由があ

ると認められた方には、特別入構証が発行される場合があ
りますので、各所属部局又は下記担当へご連絡ください。

★もっと詳しく知るには

・九州大学構内交通規程
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000323.
html

・キャンパス入構車両の課金制度導入について
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/notices/view/269

・キャンパス入構車両への課金制度について
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/notices/view/245

◆お問い合わせ先

・施設部施設企画課総務係	 � 092-802-6438
	 � 内線:90-6438

施設の利用登録について   
（スペース管理システム）
本学の施設等は、大学全体の共有財産であるという認識の

下、総長はキャンパス全体について教育研究活動に対応した
適切な施設等を確保するため、効率的なスペースの管理・運
用を行うことを「九州大学における施設等の有効活用に関す
る指針」に定めています。

そのため施設の利用者（教員等）は、毎年度スペース管理シ
ステムへ自ら施設の利用登録（発生源入力）が必要となりま
す。

また、講義室、セミナー室、会議室の利用促進を図るため、予
約等を運用する講義室予約システムを開設しています。

○スペース管理システムについて
＊システムの概要

施設を使用している利用者（教員等）が登録申請を行い、施
設の利用状況を管理するためのシステムです。スペース管理
システムの使用には以下のURLにアクセスします。

https://rent.facility2.kyushu-u.ac.jp
（学外からも同じURLよりアクセス可）

＊登録申請の内容
①登録対象者：全教員
②登録対象施設：�教員が個々又は共同で使用している研究

室や実験室等
③登録項目：�室名称、利用目的、区分・用途、室利用組織な

ど

○講義室予約システムについて
＊システムの概要・運用

講義室、セミナー室、会議室の予約状況を閲覧、及び仮予約
することができるWEBベースのシステムです。正確な空き
時間の確認や予約に関する問い合わせは、各講義室等の予約
運用者までご連絡ください。

講義室予約システムの使用はスペース管理システムと同じ
URLにアクセスします。

https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000323.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000323.html
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/notices/view/269
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/notices/view/245
https://rent.facility2.kyushu-u.ac.jp
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★もっと詳しく知るには
スペース管理システムの登録申請方法についてより詳細が知り
たい場合は下記のURLにアクセスしてください。

「利用者マニュアル」を用意しております。
https://rent.facility2.kyushu-u.ac.jp/help/
user/

◆お問い合わせ先

施設部施設管理課施設マネジメント係
	 � 092-802-2072
	 � 内線:90-7116

E-mail:ssmshisetsu＠jimu.kyushu-u.ac.jp

研究機器・設備の全学的共用
●概要

教育・研究の国際競争力向上等のため、教育研究活動の基
盤となる設備や、最先端機器設備は極めて重要です。

本学では、研究機器の共用を促進するため、部局等が参画す
る「研究機器・設備共用のための全学的なプラットフォーム」
を設置しています。本学の教職員は研究機器・設備共用支援
ポータル「ShareAid」により登録機器を利用することができ
ます。

研究機器・設備共用支援ポータル「ShareAid」

★もっと詳しく知るには

・九州大学研究機器・設備共用支援ポータル「ShareAid」
https://shareaid.kyushu-u.ac.jp/

◆お問い合わせ先

学術研究・産学官連携本部　学術研究推進室コア・ファシリティ部門 
	（研究・産学官連携推進部研究企画課内）� 092-802-2115
	 � （内線2115、7113）

会議・研修等施設利用
九州大学は様々な会議室、研修施設、宿泊施設等を有してい

ます。学会、研究会、講演会、合宿研修等に活用してください。

○九州大学西新プラザ
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/

nishijin/
九州大学西新プラザは、九州大学における国際学術研究、社

会連携、情報発信を目的として、平成13年10月に九州大学創
立80周年記念事業の一環として設立された施設です。

国際学術研究に限らず、広く学術研究推進のための会議、学
会、シンポジウム、公開講座、研究会、研修会等に利用できま
す。

予約状況の確認と仮予約はウェブサイト上から行うことが
できます。

住所 〒814-0002
福岡市早良区西新2丁目16番23号

開館日／開館時間 年末年始（12月28日～翌年1月4日）を除く
毎日／ 9時～ 20時

施設概要

大会議室（224人）・中会議室（36人）・小会
議室（10人）・多目的室（16人）・和室（20畳）・
宿泊室（ツイン×2室、シングル×2室）・オ
フィス（20㎡・24㎡）・展示コーナー（150
㎡）・ 産 学 交 流 室（34 ㎡）・ 資 料 室（34 ㎡、
12㎡×2室）

問い合わせ先
九州大学西新プラザ管理室
　電話：092-831-8104
　FAX：092-831-8105

○医学部百年講堂
https://www.med.kyushu-u.ac.jp/100ko-do/
教育・研究はもとより、各種研修会及び学内外の学会、国際

会議等の拠点として利用できます。
また、市民を対象とした公開講座、医学資料の展示、市民の

皆さんの文化活動や各種会合にも利用できます。

住所 〒812-8582
福岡市東区馬出3丁目1番1号

開館日／開館時間 毎年1月4日から12月28日まで／
8時30分～ 21時30分

施設概要

1F交 流 ホ ー ル（259.2 ㎡）・ 交 流 ロ ビ ー
（307.5㎡）・応接室（10.9㎡）（長椅子＆椅
子5席）・応接室（11.4㎡×2室）（卓子8席×
2室）・喫茶（60.4㎡）（スタンド6席・丸卓
子7台×4席）・管理事務室（32.1㎡）
大ホール578席、中ホール120席×3室、2F
会議室36席×3室

問い合わせ先
医学部百年講堂事務室
　電話：092-642-6257
　　　　内線:91-6257

https://rent.facility2.kyushu-u.ac.jp/help/user/
https://rent.facility2.kyushu-u.ac.jp/help/user/
mailto:ssmshisetsu%EF%BC%A0jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://shareaid.kyushu-u.ac.jp/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/nishijin/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/nishijin/
https://www.med.kyushu-u.ac.jp/100ko-do/
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○東京オフィス
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/

external/tokyo/
九州大学東京オフィスは、九州大学の関東地区での拠点と

して開設しています。
企業との産学連携等の打ち合わせ場所や、会議前の待機場

所として利用できます。また、本学に関する資料も取り揃え
ておりますので、気軽にお立ち寄りください。

住所

〒100-0006
東京都千代田区有楽町1丁目7番1号
有楽町電気ビルヂング
北館8階810-811区

開館日／開館時間 平日（祝日、年末・年始を除く）／
10時～ 17時

施設概要（設備）

インターネット接続可能なPC（1台）、コピー
機、LAN配線、50インチテレビモニター（2
台）オンライン会議用マイクスピーカー、個
人ロッカー（3台）、ハンディスチーマー、会
議室（テーブル8台、椅子16脚）、打合せ室

（テーブル1台、椅子6脚）

問い合わせ先
東京オフィス
　電話：080-4341-6016
　メール：tokyo-office@jimu.kyushu-u.ac.jp

○大阪オフィス
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/

external/osaka/
九州大学大阪オフィスは、九州大学の関西地区での拠点と

して開設しています。
企業との産学連携等の打ち合わせ場所や、会議前の待機場

所として利用できます。また、本学に関する資料も取り揃え
ておりますので、気軽にお立ち寄りください。

住所

〒530-0001
大阪市北区梅田1丁目3番1－600号　大阪
駅前
第1ビル6階1－117号

開館日／開館時間 平日（祝日、年末・年始を除く）／
11時～ 16時

施設概要（設備）

イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続 可 能 なPC（2台 ）、
FAX・カラーコピー・プリンター兼用機、
LAN配線、打合せ用テーブル（1台、椅子12
脚）
モニター（PC接続可能）

問い合わせ先
大阪オフィス
　電話：06-4797-6280
　メール：osaka-office@jimu.kyushu-u.ac.jp

○博多駅オフィス
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/

external/hakata/
博多駅オフィスは、本学の情報発信・収集、社会との交流活

動等の場として開設しています。
JR博多シティ 9階の貸会議室では、九州の交通拠点である

博多駅という立地条件を活かし、九州大学ビジネス・スクー
ル（QBS）の授業を行っています。

当オフィスはローパーティションによるオープン型会議室
を二つ備えており、企業との産学連携等の打ち合わせやオン
ライン会議の場として利用できます。また、JR博多シティ
が管理する貸会議室は、公開講座やシンポジウム等の会場と
しても利用できます（利用料金は利用部局負担）。

本学に関する資料も取り揃えておりますので、気軽にお立
ち寄りください。

住所
〒812-0012
福岡市博多区博多駅中央街1番1号
JR博多シティ 10階

開館日／開館時間 平日：10時～ 22時30分／土日祝日（年末・
年始を除く）：10時～ 17時

施設概要（設備）

ラウンジ（大学案内等パンフレット等配置・
閲覧自由）、自習室（21席）、会議室Ⅰ（机2台、
椅子6脚）、会議室Ⅱ（机1台、椅子4脚）、複合
機（コピー機・有料）、個人ロッカー（45台）

（詳細は、博多駅ビルキャンパスHPをご参照
ください）

問い合わせ先

博多駅オフィス
　電話：092-409-6891
　FAX：092-409-6892
　メール：hakataoffice@jimu.kyushu-u.ac.jp

○九州大学の講義室・体育施設
九州大学の講義室・体育施設については、下記URLを参照

してください。
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/use/

住所 各講義室・体育施設により異なるため、URL
参照のこと

開館日／開館時間 体育施設利用時間は、原則として
9：00 ～ 17：00まで

施設概要

室義講　馬出地区・大橋地区・伊都地区
屋内外体育施設　馬出地区・大橋地区・伊
都地区
詳細はコチラ：https://www1.g-reiki.net/
kyushu-u/reiki_honbun/
u437RG00000542.html

問い合わせ先 各講義室・体育施設により異なるため、URL
参照のこと

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/external/tokyo/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/external/tokyo/
mailto:tokyo-office%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/external/osaka/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/external/osaka/
mailto:osaka-office%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/external/hakata/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/external/hakata/
mailto:hakataoffice%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/university/facility/use/
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000542.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000542.html
https://www1.g-reiki.net/kyushu-u/reiki_honbun/u437RG00000542.html
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○九州地区国立大学九重共同研修所
https://kokonoe.student.kyushu-u.ac.jp/
九重共同研修所は、九州地区の国立大学の教職員及び学生

のための研修施設として、昭和43年7月に開設されました。
ゼミの合宿や研修などにぜひご利用ください。

住所
〒879-4912
大分県玖珠郡九重町湯坪字八丁原600-1　
TEL:（0973）79-2617

休業日 シーズンにより異なるため、URL参照のこ
と

施設概要

宿泊棟　収容人数（約80名）：
宿泊室（和室）（10畳6室、54畳1室）・宿泊
室（洋室）（8名収容3室）
研修棟　大研修室（102名収容）・中研修室

（54名収容）・小研修室（24名収容2室）
和室（30畳）
体育館　バスケットコート（1面）・バレー
コート（2面）・バトミントンコート（4面）・
軟式テニスコート（1面）

問い合わせ先
学務部学生支援課課外活動支援係
　電話：092-802-5966
　　　　内線:90-5966

その他 バーベキューできます。

○山の家（九重研修所）
https://kokonoe.student.kyushu-u.ac.jp/
山の家は、昭和12年に九州大学の教職員・学生のための施

設として、開設され、平成17年8月には、リニューアルを行い、
これまでより利用者の快適性を配慮した施設として生まれ変
わりました。

恵まれた自然環境の中で、心身のリフレッシュを図り、豊か
な創造性と発想を育むことが、大学での授業・研究等の効率
アップにつながることでしょう。

住所
〒879-4912
大分県玖珠郡九重町湯坪字八丁原600-1
TEL:（0973）79-2617（九重共同研修所）

休業日 シーズンにより異なるため、URL参照のこと

施設概要 宿泊室8室（和室6、洋室2）・研修室1室・
談話室1室・定員約50名

問い合わせ先
学務部学生支援課課外活動支援係
　電話：092-802-5966
　　　　内線:90-5966

その他 バーベキューできます。

○稲盛財団記念館
https://inamori-center.kyushu-u.ac.jp/?
稲盛財団記念館は、公益財団法人稲盛財団様より、九州大学

が2011年に創立百周年を迎えるにあたり、「知の新世紀を
拓く」新しい教育研究拠点として、伊都キャンパス内に建設さ
れ、ご寄贈いただいた施設です。

なお、稲盛ホールは、稲盛財団記念館規則に基づき、学術文
化交流の場として学会、研究会、講演会等に利用できます。

住所 〒819-0395
福岡市西区元岡744（伊都地区構内）

休業日と使用時間

稲盛ホールの休業日は、年末年始（12月28日
～翌年1月4日）。使用時間は、原則として9
時00分から17時00分まで。ただし、館長が
認めた場合は、この限りではない。

施設概要

主な施設：稲盛ホール、サロン等
稲盛ホール：稲盛ホール（1階）の座席数は、
288席です。会議の規模に応じて、スライ
ディングウォールでホールを分割（2分割、3
分割）することができます。また、センター
会議室（2階）は、大テーブル1台、椅子10脚で
講師控え室及び懇談会に利用できます。

問い合わせ先

施設部施設企画課管理係
　電話：092-802-2430
　　　　内線:90-2430
　E-mail：inamorihall@jimu.kyushu-u.ac.jp

○伊都ゲストハウス
「伊都ゲストハウス」はアクセスのよい椎木講堂向かい側に

位置する3階建ての木造建築です。
外国人研究者等の宿舎施設として33戸のほか、会議室や多

目的ホールも備えています。
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher/

accomodation

住所 〒819-0395
福岡市西区元岡744（伊都地区構内）

使用時間 9：00 ～ 19：00

施設概要
主な施設
多目的ホール（56名）、会議室（15名）、和室（8
畳）

問い合わせ先
国際部国際企画課管理係
　電話：092-802-2293
　　　　内線:90-2293

https://kokonoe.student.kyushu-u.ac.jp/
https://kokonoe.student.kyushu-u.ac.jp/
https://inamori-center.kyushu-u.ac.jp/?
mailto:inamorihall%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher/accomodation
https://www.isc.kyushu-u.ac.jp/intlweb/teacher/accomodation
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○椎木講堂
https://shiiki-hall.kyushu-u.ac.jp/
椎木講堂は、三洋信販株式会社（SMBCコンシューマーファ

イナンスに統合）創業者 椎木正和氏（福岡県行橋市出身、
1928年-2016年）が、世界に冠たる最高水準の教育研究拠点
を目指す九州大学の理念に共感し、人類社会の持続的発展に
貢献する優れた人材が数多く育っていくことを願い、本学創
立百周年を機に寄贈されたものです。本講堂は、全体が直径
100ｍの円形でメインのコンサートホールと管理棟からなり
ます。コンサートホールは、最大で約3,000人収容でき、本学
の入学式や学位記授与式を始め、各種学会や大規模イベント
等に利用できます。また、講堂内の施設は、コンサートホール、
管理棟に加えて、講義室や、常設のギャラリー /展示コーナー
を備えており、会議、講演会、演奏会、展示会など一般の方、地
域の方にも広くご利用いただける施設です。

住所 〒819-0395
福岡市西区元岡744（伊都地区構内）

使用時間 8：30 ～ 21：30（教職員以外の平日利用は
17：00 ～）

施設概要

コンサートホール（開放時：約3,000席、閉
鎖時：約1,000席）・大会議室（約120席）・
講義室（210席（2室）、140席（2室）、130席

（1室））

問い合わせ先

椎木講堂管理室
　電話：092-802-2160
　　　　内線:90-2160
E-mail：shiikihall@jimu.kyushu-u.ac.jp

○九州大学伊都診療所
https://itoclinic.kyushu-u.ac.jp
伊都診療所は、伊都キャンパスの中にある、地域や九州大学

の皆さまが気軽に利用できる診療所（保険医療機関）です。紹
介状も必要ありません。

風邪、腹痛、下痢などの日常的な急性疾患や生活習慣病を診
る内科と、ストレスなどによる心身の不調を診る精神科があ
ります。

住所 〒819-0385
福岡市西区元岡744センター６号館１階

診療科 内　科
精神科

診療日／診療時間 HPをご参照ください

問い合わせ先

九州大学伊都診療所
　電話：092-802-6580
　　　　内線:90-6580
E-mail：itoclinic@jimu.kyushu-u.ac.jp

○日本橋サテライト共用施設
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/access/facility/
九州大学日本橋サテライトは、本学におけるライフサイエ

ンス分野およびバイオ分野（以下「ライフサイエンス分野等」）
のイノベーション創出に向けた産学官連携を推進するため、
首都圏における活動拠点として設置しています。

同サテライトが入居するビルには、無料または有料（特別料
金）で利用できる会議室等（以下「共用施設」という。）があり、
ライフサイエンス分野等に係る各種会議、打ち合わせ、その他
イベントなどに利用できます。

東京・日本橋は、ライフサイエンス分野等の大手企業及び
研究機関が多数集積する一大拠点であり、情報の収集・発信
及び企業との連携拠点として絶好の立地にありますので、産
学官連携活動の場として是非ご活用ください。

住所
〒103-0023
東京都中央区日本橋本町二丁目3番11号
日本橋ライフサイエンスビルディング内

開館日／開館時間 年末年始を除く毎日／施設により異なるた
めHPを参照のこと

施設概要
応接室4室各6名・会議室12室6 ～ 150名・
ラウンジ1室

（詳細はHPをご参照ください）

問い合わせ先

日本橋サテライト
　電話：080-3362-5427
E-mail：n-satellite@airimaq.kyushu-u.
ac.jp

https://shiiki-hall.kyushu-u.ac.jp/
mailto:shiikihall%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://itoclinic.kyushu-u.ac.jp
mailto:itoclinic%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/access/facility/
mailto:n-satellite%40airimaq.kyushu-u.ac.jp?subject=
mailto:n-satellite%40airimaq.kyushu-u.ac.jp?subject=
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大学の組織図

その他（資料集）
国際研究所 カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所⑬ 附属次世代冷媒物性評価研究センター
附属図書館⑨ 中央図書館 附属三井化学カーボンニュートラル研究センター
 医学図書館 附属エネルギーシステムデザイン研究センター
 芸術工学図書館
 筑紫図書館
 理系図書館
 研究開発室
 付設記録資料館

 
 ※情報基盤研究開発センター⑫ 附属汎オミクス計測・計算科学センター

エネルギー研究教育機構⑬
アジア・オセアニア研究教育機構⑬
時空量子連携研究機構②
学内共同教育研究センター
情報統括本部
統合移転推進本部
基金本部
広報本部
グローバル化推進本部
学術研究・産学官連携本部
未来社会デザイン統括本部
データ駆動イノベーション推進本部
未来人材育成機構
推進室等 社会連携推進室
 国際戦略企画室
 インスティテューショナル
 ・リサーチ室
 キャンパス計画室
 環境安全衛生推進室
 ハラスメント対策推進室
 男女共同参画推進室
 情報環境整備推進室
 統合移転事業推進室
 法務統括室
 基金事業推進室
 同窓生連携推進室
 広報戦略推進室
 跡地処分統括室
 総長支援室
 危機管理室
 研究戦略企画室
伊都診療所 財務戦略室
統括技術部 

①人文社会科学系事務部 総務課
 財務課
 学務課
②理学部等事務部 総務課
 財務課
 教務課
 総務課
③医系学部等事務部 学術協力課
 財務課
 学務課
 総務課
④病院事務部 経営企画課
 医療管理課
 研究支援課
 経理課
 患者サービス課
⑤工学部等事務部 総務課
 学術研究支援課
 経理課
 教務課
⑥芸術工学部事務部 総務課
 財務課
 学務課
⑦農学部事務部 総務課
 財務課
 学生課
⑧筑紫地区事務部 総務課
 財務課
 教務課
⑨附属図書館事務部 図書館企画課
 収書整理課
 ｅリソース課
監査・コンプライアンス室 利用者サービス課
 図書館DX支援室
 

企画部 企画課
 社会共創課
総務部 総務課 法務室
 同窓生・基金課 法人文書監理室
 環境安全管理課 秘書室
 広報課
人事部 人事企画課
 人事給与課
⑩研究・産学官 研究企画課
　連携推進部 産学官連携推進課

国際部 国際企画課
 留学課

財務部 財務企画課
 経理課
 調達課
 資産活用課
 
⑪学務部 学務企画課
 教務課
 学生支援課
 入試課
 共創学部課
 
施設部 施設企画課
 施設整備課
 環境整備課
 施設管理課

総合移転推進部 総合移転推進課

⑫情報システム部 情報企画課
 情報基盤課
 デジタル推進企画室
 ⑬I²CNER・Q-PIT共通事務支援室
 事務支援センター
 　　　　エコセンター

事務局

実験生物環境制御センター
熱帯農学研究センター
アイソトープ統合安全管理センター
中央分析センター
留学生センター
総合研究博物館
システムLSI研究センター
国際宇宙惑星環境研究センター
韓国研究センター
医療系統合教育研究センター
超伝導システム科学研究センター
未来デザイン学センター
超顕微解析研究センター
環境安全センター
西部地区自然災害資料センター
大学文書館
ロバート・ファン／アントレプレナーシップ・センター
アドミッションセンター
未来化学創造センター
鉄鋼リサーチセンター

低温センター
加速器・ビーム応用科学センター
グリーンテクノロジー研究教育センター
シンクロトロン光利用研究センター
先端医療オープンイノベーションセンター
極限プラズマ研究連携センター
有体物管理センター
分子システム科学センター
日本エジプト科学技術連携センター
プラズマナノ界面工学センター
EUセンター
環境発達医学研究センター
ユヌス＆椎木ソーシャル・ビジネス研究センター
医用生体工学研究センター
先端素粒子物理研究センター
アジア埋蔵文化財研究センター
キャンパスライフ・健康支援センター
五感応用デバイス研究開発センター
サイバーセキュリティセンター
数理・データサイエンス教育研究センター
植物フロンティア研究センター
最先端有機光エレクトロニクス研究センター
都市研究センター
次世代接着技術研究センター
先進電気推進飛行体研究センター
ネガティブエミッションテクノロジー研究センター
洋上風力研究教育センター
感染症創薬研究センター
国際教育ナビゲーションセンター
半導体・デバイスエコシステム研究教育センター
共創教育推進センター
デジタルラボ推進センター

事務組織

事務組織（次頁参照）

大学院 学　府

 研究院

学　部

附置研究所

役　員

役員会
総長　理事（9）

監事（2）

副学長（11）
副理事（12）

＊  （　）は人数

◎ 文部科学大臣より認定を受けた教育関係共同利用拠点。
※ 文部科学大臣より認定を受けた共同利用・共同研究拠点。

（令和８年４月１日現在） 
部局名等末尾の番号は，担当する事務部を示す。

◎基　幹　教　育　院
人 文 科 学 府
地 球 社 会 統 合 科 学 府
人 間 環 境 学 府
法 学 府
法務学府（法科大学院）
経 済 学 府
理 学 府
数 理 学 府
システム 生 命 科 学 府
医 学 系 学 府
歯 学 府
薬 学 府
工 学 府
芸 術 工 学 府
システム 情 報 科 学 府
総 合 理 工 学 府
生 物 資 源 環 境 科 学 府
統 合 新 領 域 学 府
マス・フォア・イノベーション連係学府
人 文 情 報 連 係 学 府
人 文 科 学 研 究 院
比 較 社 会 文 化 研 究 院
人 間 環 境 学 研 究 院
法 学 研 究 院
経 済 学 研 究 院
言 語 文 化 研 究 院
理 学 研 究 院
数 理 学 研 究 院
医 学 研 究 院
歯 学 研 究 院

薬 学 研 究 院

工 学 研 究 院

芸 術 工 学 研 究 院

システム情報科学研究院
総 合 理 工 学 研 究 院
農 学 研 究 院
高 等 研 究 院
共 創 学 部
文 学 部
教 育 学 部
法 学 部
経 済 学 部

理 学 部

医 学 部

歯 学 部

薬 学 部

工 学 部
芸 術 工 学 部
農 学 部

※生体防御医学研究所

※応 用 力 学 研 究 所

※先導物質化学研究所

⑪
①
①
①
①
①
①
②
②
②
③
③
③
⑤
⑥
⑤
⑧
⑦
⑤
②
①
①
①
①
①
①
①
②
②
③
③

③

⑤

⑥

⑤
⑧
⑦
⑩

③

⑧

⑧

⑪
①
①
①
①

②

③

③

③

⑤
⑥
⑦

※マス・フォア・インダストリ研究所②
サステナブル水素研究所⑬

教育支援技術室

附属総合臨床心理センター

附属薬用植物園
附属ものづくり工学教育研究センター

附属電気エネルギーシステム教育研究センター
附属価値創造型半導体人材育成センター
附属水産実験所

附属浅海底フロンティア研究センター
附属環境建築R&Eセンター
附属地震火山観測研究センター
附属胸部疾患研究施設
附属心臓血管研究施設
附属脳神経病研究施設
附属ヒト疾患モデル研究センター
附属総合コホートセンター
附属プレシジョンメディシン研究センター
附属オーラルヘルス・ブレインヘルス・トータルヘルス研究センター
附属歯科発生再生研究センター
附属産学官連携創薬育薬センター
附属グリーンファルマ構造解析センター
附属環境工学研究教育センター
附属アジア防災研究センター
附属小分子エネルギーセンター
附属次世代蓄エネルギーデバイス研究センター
附属次世代経皮薬物送達研究センター
附属次世代造船リサーチセンター
附属応用知覚科学研究センター
附属応用生理人類学研究センター
附属環境設計グローバル・ハブ
附属SDGsデザインユニット
附属社会包摂デザイン・イニシアティブ
附属デザイン基礎学研究センター
附属光・量子プロセス研究開発センター
附属量子コンピューティングシステム研究センター
附属生物的防除研究施設
附属遺伝子資源開発研究センター（指宿試験地）
附属国際農業教育・研究推進センター
附属昆虫科学・新産業創生研究センター
附属アクアバイオリソース創出センター
附属天草臨海実験所

附属高専連携教育推進センター

附　属　農　場⑦（高原農業実験実習場）
附 属 演 習 林⑦（福岡演習林）
  （宮崎演習林）
  （北海道演習林）
附属高深度オミクスサイエンスセンター
附属システム免疫学統合研究センター
附属大気海洋環境研究センター
附属高温プラズマ理工学研究センター
附属海洋プラスチック研究センター
附属再生可能流体エネルギー研究センター
技術室

九州大学病院 ④
 各診療科
 中央診療施設

 国際医療部
 薬剤部
 医療技術部
 看護部
　　別府病院
 各診療科
 中央診療施設

 薬剤部分室
 看護部分室

検査部，手術部，放射線部，集中治療部，
医療器材サプライセンター，病理診断科  病理部，
遺伝子・細胞療法部，救命救急センター，
冠動脈疾患治療部，腎疾患治療部，
総合周産期母子医療センター，リハビリテーション部，
メディカル・インフォメーションセンター，
光学医療診療部，先端医工学診療部，
子どものこころの診療部，ARO次世代医療センター，
臨床教育研修センター，がんセンター，
油症ダイオキシン研究診療センター，医療連携センター，
グローバル感染症センター，医療安全管理部

リハビリテーション部，検査部分室，手術部分室，
放射線部分室，
医療器材サプライセンター分室，
メディカル・インフォメーションセンター分室
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国際研究所 カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所⑬ 附属次世代冷媒物性評価研究センター
附属図書館⑨ 中央図書館 附属三井化学カーボンニュートラル研究センター
 医学図書館 附属エネルギーシステムデザイン研究センター
 芸術工学図書館
 筑紫図書館
 理系図書館
 研究開発室
 付設記録資料館

 
 ※情報基盤研究開発センター⑫ 附属汎オミクス計測・計算科学センター

エネルギー研究教育機構⑬
アジア・オセアニア研究教育機構⑬
時空量子連携研究機構②
学内共同教育研究センター
情報統括本部
統合移転推進本部
基金本部
広報本部
グローバル化推進本部
学術研究・産学官連携本部
未来社会デザイン統括本部
データ駆動イノベーション推進本部
未来人材育成機構
推進室等 社会連携推進室
 国際戦略企画室
 インスティテューショナル
 ・リサーチ室
 キャンパス計画室
 環境安全衛生推進室
 ハラスメント対策推進室
 男女共同参画推進室
 情報環境整備推進室
 統合移転事業推進室
 法務統括室
 基金事業推進室
 同窓生連携推進室
 広報戦略推進室
 跡地処分統括室
 総長支援室
 危機管理室
 研究戦略企画室
伊都診療所 財務戦略室
統括技術部 

①人文社会科学系事務部 総務課
 財務課
 学務課
②理学部等事務部 総務課
 財務課
 教務課
 総務課
③医系学部等事務部 学術協力課
 財務課
 学務課
 総務課
④病院事務部 経営企画課
 医療管理課
 研究支援課
 経理課
 患者サービス課
⑤工学部等事務部 総務課
 学術研究支援課
 経理課
 教務課
⑥芸術工学部事務部 総務課
 財務課
 学務課
⑦農学部事務部 総務課
 財務課
 学生課
⑧筑紫地区事務部 総務課
 財務課
 教務課
⑨附属図書館事務部 図書館企画課
 収書整理課
 ｅリソース課
監査・コンプライアンス室 利用者サービス課
 図書館DX支援室
 

企画部 企画課
 社会共創課
総務部 総務課 法務室
 同窓生・基金課 法人文書監理室
 環境安全管理課 秘書室
 広報課
人事部 人事企画課
 人事給与課
⑩研究・産学官 研究企画課
　連携推進部 産学官連携推進課

国際部 国際企画課
 留学課

財務部 財務企画課
 経理課
 調達課
 資産活用課
 
⑪学務部 学務企画課
 教務課
 学生支援課
 入試課
 共創学部課
 
施設部 施設企画課
 施設整備課
 環境整備課
 施設管理課

総合移転推進部 総合移転推進課

⑫情報システム部 情報企画課
 情報基盤課
 デジタル推進企画室
 ⑬I²CNER・Q-PIT共通事務支援室
 事務支援センター
 　　　　エコセンター

事務局

実験生物環境制御センター
熱帯農学研究センター
アイソトープ統合安全管理センター
中央分析センター
留学生センター
総合研究博物館
システムLSI研究センター
国際宇宙惑星環境研究センター
韓国研究センター
医療系統合教育研究センター
超伝導システム科学研究センター
未来デザイン学センター
超顕微解析研究センター
環境安全センター
西部地区自然災害資料センター
大学文書館
ロバート・ファン／アントレプレナーシップ・センター
アドミッションセンター
未来化学創造センター
鉄鋼リサーチセンター

低温センター
加速器・ビーム応用科学センター
グリーンテクノロジー研究教育センター
シンクロトロン光利用研究センター
先端医療オープンイノベーションセンター
極限プラズマ研究連携センター
有体物管理センター
分子システム科学センター
日本エジプト科学技術連携センター
プラズマナノ界面工学センター
EUセンター
環境発達医学研究センター
ユヌス＆椎木ソーシャル・ビジネス研究センター
医用生体工学研究センター
先端素粒子物理研究センター
アジア埋蔵文化財研究センター
キャンパスライフ・健康支援センター
五感応用デバイス研究開発センター
サイバーセキュリティセンター
数理・データサイエンス教育研究センター
植物フロンティア研究センター
最先端有機光エレクトロニクス研究センター
都市研究センター
次世代接着技術研究センター
先進電気推進飛行体研究センター
ネガティブエミッションテクノロジー研究センター
洋上風力研究教育センター
感染症創薬研究センター
国際教育ナビゲーションセンター
半導体・デバイスエコシステム研究教育センター
共創教育推進センター
デジタルラボ推進センター

事務組織

事務組織（次頁参照）

大学院 学　府

 研究院

学　部

附置研究所

役　員

役員会
総長　理事（9）

監事（2）

副学長（11）
副理事（12）

＊  （　）は人数

◎ 文部科学大臣より認定を受けた教育関係共同利用拠点。
※ 文部科学大臣より認定を受けた共同利用・共同研究拠点。

（令和８年４月１日現在） 
部局名等末尾の番号は，担当する事務部を示す。

◎基　幹　教　育　院
人 文 科 学 府
地 球 社 会 統 合 科 学 府
人 間 環 境 学 府
法 学 府
法務学府（法科大学院）
経 済 学 府
理 学 府
数 理 学 府
システム 生 命 科 学 府
医 学 系 学 府
歯 学 府
薬 学 府
工 学 府
芸 術 工 学 府
システム 情 報 科 学 府
総 合 理 工 学 府
生 物 資 源 環 境 科 学 府
統 合 新 領 域 学 府
マス・フォア・イノベーション連係学府
人 文 情 報 連 係 学 府
人 文 科 学 研 究 院
比 較 社 会 文 化 研 究 院
人 間 環 境 学 研 究 院
法 学 研 究 院
経 済 学 研 究 院
言 語 文 化 研 究 院
理 学 研 究 院
数 理 学 研 究 院
医 学 研 究 院
歯 学 研 究 院

薬 学 研 究 院

工 学 研 究 院

芸 術 工 学 研 究 院

システム情報科学研究院
総 合 理 工 学 研 究 院
農 学 研 究 院
高 等 研 究 院
共 創 学 部
文 学 部
教 育 学 部
法 学 部
経 済 学 部

理 学 部

医 学 部

歯 学 部

薬 学 部

工 学 部
芸 術 工 学 部
農 学 部

※生体防御医学研究所

※応 用 力 学 研 究 所

※先導物質化学研究所

⑪
①
①
①
①
①
①
②
②
②
③
③
③
⑤
⑥
⑤
⑧
⑦
⑤
②
①
①
①
①
①
①
①
②
②
③
③

③

⑤

⑥

⑤
⑧
⑦
⑩

③

⑧

⑧

⑪
①
①
①
①

②

③

③

③

⑤
⑥
⑦

※マス・フォア・インダストリ研究所②
サステナブル水素研究所⑬

教育支援技術室

附属総合臨床心理センター

附属薬用植物園
附属ものづくり工学教育研究センター

附属電気エネルギーシステム教育研究センター
附属価値創造型半導体人材育成センター
附属水産実験所

附属浅海底フロンティア研究センター
附属環境建築R&Eセンター
附属地震火山観測研究センター
附属胸部疾患研究施設
附属心臓血管研究施設
附属脳神経病研究施設
附属ヒト疾患モデル研究センター
附属総合コホートセンター
附属プレシジョンメディシン研究センター
附属オーラルヘルス・ブレインヘルス・トータルヘルス研究センター
附属歯科発生再生研究センター
附属産学官連携創薬育薬センター
附属グリーンファルマ構造解析センター
附属環境工学研究教育センター
附属アジア防災研究センター
附属小分子エネルギーセンター
附属次世代蓄エネルギーデバイス研究センター
附属次世代経皮薬物送達研究センター
附属次世代造船リサーチセンター
附属応用知覚科学研究センター
附属応用生理人類学研究センター
附属環境設計グローバル・ハブ
附属SDGsデザインユニット
附属社会包摂デザイン・イニシアティブ
附属デザイン基礎学研究センター
附属光・量子プロセス研究開発センター
附属量子コンピューティングシステム研究センター
附属生物的防除研究施設
附属遺伝子資源開発研究センター（指宿試験地）
附属国際農業教育・研究推進センター
附属昆虫科学・新産業創生研究センター
附属アクアバイオリソース創出センター
附属天草臨海実験所

附属高専連携教育推進センター

附　属　農　場⑦（高原農業実験実習場）
附 属 演 習 林⑦（福岡演習林）
  （宮崎演習林）
  （北海道演習林）
附属高深度オミクスサイエンスセンター
附属システム免疫学統合研究センター
附属大気海洋環境研究センター
附属高温プラズマ理工学研究センター
附属海洋プラスチック研究センター
附属再生可能流体エネルギー研究センター
技術室

九州大学病院 ④
 各診療科
 中央診療施設

 国際医療部
 薬剤部
 医療技術部
 看護部
　　別府病院
 各診療科
 中央診療施設

 薬剤部分室
 看護部分室

検査部，手術部，放射線部，集中治療部，
医療器材サプライセンター，病理診断科  病理部，
遺伝子・細胞療法部，救命救急センター，
冠動脈疾患治療部，腎疾患治療部，
総合周産期母子医療センター，リハビリテーション部，
メディカル・インフォメーションセンター，
光学医療診療部，先端医工学診療部，
子どものこころの診療部，ARO次世代医療センター，
臨床教育研修センター，がんセンター，
油症ダイオキシン研究診療センター，医療連携センター，
グローバル感染症センター，医療安全管理部

リハビリテーション部，検査部分室，手術部分室，
放射線部分室，
医療器材サプライセンター分室，
メディカル・インフォメーションセンター分室
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建物配置図及び部局所在地
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箱崎サテライト
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災害発生時の緊急連絡体制
大学構内で災害が発生した場合は、速やかに所属事務部（休日・夜間除く）及び守衛所に連絡してください。
緊急の場合は自身の身の安全を確保した上で、警察・消防・救急に通報してください。

＜各キャンパスの守衛所の連絡先＞
伊都キャンパス（ビッグオレンジ前）	 TEL 092-802-2305 または 内線（90）166
箱崎サテライト（正門）	 TEL 092-642-2196 または 内線（99）8888
病院キャンパス（東門）	 TEL 092-642-6019
　　　〃　　　（病院南棟1階時間外受付）	 TEL 092-642-5019
筑紫キャンパス（大野城門）	 TEL 090-3196-3400 または 内線（93）7117
　　　〃　　　（春日門）	 TEL 090-3196-3401 または 内線（93）7135
大橋キャンパス（正門前）	 TEL 092-553-4428 または 090-5292-3130

※筑紫の守衛は平日夜間と休日のみ。平日日中は筑紫地区総務課（092-583-7502）へ

【各キャンパスにおける避難場所】
本学では、災害発生時に、学生・教職員を安全に保護するため、各キャンパスに避難場所を指定しています。有事に備えて、必ず

確認しておいてください。

伊都キャンパス
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【各キャンパスにおける避難場所】

病院キャンパス

箱崎サテライト
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【各キャンパスにおける避難場所】

大橋キャンパス

筑紫キャンパス
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【各キャンパスにおける避難場所】

★もっと詳しく知るには

九州大学危機管理
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/crisismanagement/riskmanagement/

◆お問い合わせ先

総務部総務課
q-crisis@jimu.kyushu-u.ac.jp

0 10 50 100m0 10 50 100m

別府キャンパス

https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/crisismanagement/riskmanagement/
mailto:q-crisis%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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安否確認システム（ANPIC）
九州大学では、大規模災害等の危機発生時における安否確

認を迅速かつ確実に実施するため、「九州大学安否確認シス
テム（ANPIC）」を導入しています。

福岡県及び福岡県に隣接する県で「震度５強」以上の地震が
発生した場合や、その他大規模災害等が発生した緊急時に、全
学基本メールに安否を確認するメールが一斉送信されます。
ANPICからの通知をアプリ、LINE、携帯メールで受け取るこ
とができるように、以下のサイトにアクセスして、初期設定を
完了してください。

●初期登録サイト
https://anpic-kyushu-u.jecc.jp/kyushu-u/regist/

★もっと詳しく知るには

九州大学安否確認システム（ANPIC）
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/crisismanagement/riskmanagement/
anpic

◆お問い合わせ先

総務部総務課（危機管理室）
anpic@jimu.kyushu-u.ac.jp

https://anpic-kyushu-u.jecc.jp/kyushu-u/regist/
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/crisismanagement/riskmanagement/anpic
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/crisismanagement/riskmanagement/anpic
mailto:anpic%40jimu.kyushu-u.ac.jp?subject=
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